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序　　　文

開発途上国においては、人口、環境、食糧問題など地球規模の課題への取り組みが重要性を増

している一方、国ごとに異なる特性や発展段階に応じた、きめの細かい援助を実施する必要があ

ります。このような観点から、当事業団ではそれぞれの国の開発の現状や課題に即した国別の援

助アプローチを強化するため、有識者の方々にご協力をいただき、当該国に対する援助をどのよ

うに進めていくべきかという方向性を検討する国別援助研究を実施してまいりました。これまで

に 32件の国別援助研究会を設置し、その研究成果を報告書に取りまとめております。

インドネシアについては、1988年に第１次援助研究会を開催し、以降 5年ごとに援助研究会を

実施してまいりました。前回の第 3次援助研究会は、1998年 2月に設置されましたが、これに相

前後して、インドネシアはアジア通貨危機に伴い深刻な経済危機に陥り、さらには、スハルト政

権が終焉を迎えるなど、同国の政治、社会情勢は混迷の度を深めました。このため、中期的な開

発課題を分析した上で今後の援助の方向性を提言するという所期の目標を達成することは困難な

状況となり、短期的な視点から、当面のわが国の対応について提言した報告書をまとめました。

今回の第 4次援助研究会は、前回の研究会で扱うことのできなかった、インドネシアの開発に

関する中期的な見通し及び提言を行うことを目的に、ワヒッド新政権発足後半年を経た 2000年 5

月に設置いたしました。インドネシアの経済情勢は依然厳しい状況にはありますが、本研究会で

は、わが国の当面の対応についての提言に加え、同国が政治、経済、社会全般にわたる制度改革

の始まりにあるとの認識から、中期的な視点に立った、今後の対インドネシア援助のあり方につ

いても可能な限り検討いたしました。

本研究会は、福地崇生朝日大学経営学部大学院教授を座長に、計 15名の委員の方々から構成さ

れ、また、報告書の執筆に当たっては、国際協力専門員及び専門家などからなるタスクフォース

を設けました。本報告書は、計 5回にわたる研究会における議論をもとに、その成果を取りまと

めたものです。

当事業団としては、本報告書を、今後の対インドネシア援助の実施にあたり、重要な資料とし

て充分活用するとともに、関係機関に配布し、より広い利用に供していく所存であります。

最後に、本報告書の取りまとめにあたり、ご尽力いただいた福地座長をはじめとする各委員の

方々に心より感謝申し上げるとともに、貴重なご意見を賜った関係機関の方々にあわせてお礼を

申し上げます。

2000年 11月

国 際 協 力 事 業 団

総裁　斉藤　邦彦



座　長　緒　言

この報告書は前回の第3次インドネシア国別援助研究会の報告書（1999年 3月）に続くもので、そ

の後の情勢変化を踏まえインドネシアの現状に相応しい日本の援助のあり方を広い視野から再検

討しようとするものである。

前回の第 3次研究会はインドネシア経済の通貨危機による混乱期の只中に開かれ、新大統領を

選ぶ総選挙の3ヶ月前に報告書が出された。このためインドネシアの政治経済情勢は極めて流動的

であり基礎的な統計資料も充分整わなかった。今回の第 4次研究会はワヒッド大統領の新政権発

足後半年を経過し政治経済情勢もかなり正常化して落ち着いたとの見通しの下で発足し、健全な

成長軌道に復帰しつつある情勢やインドネシア政府側に新しい 5カ年計画のスタンスを充分考慮

しつつ、日本の援助のあり方を広い視野から再検討する事であった。

発足後の見通しでは、97年夏から 98年迄は経済活動は大幅に下落したものの 99年には回復基

調に転じ、新政権発足によって政治的安定が増して経済は回復軌道に乗る筈で、今後のインドネ

シア政府の政策運営は当面の社会的貧困対策の短期的政策スタンスから徐々に債務返済・成長持

続・インフラ整備の中長期的政策スタンスを重視する姿勢に転じるであろうと予想された。然し

研究会発足後半年が経過したが、政治経済情勢は確実に正常化の方向に向かっているとは言い難

く、外島やジャカルタ市内での騒乱等社会情勢は不穏であり、失業人口・対内外公的債務・対外

民間債務が増加し、銀行業再建も遅々としか進まず、為替レートは依然として高留まりで、直接

投資流入も停滞している。一人当たり実質所得が危機前の水準に戻るのは 4％の経済成長率で約 7

年を要する見込みである。最近 6ヶ月の情勢観察によれば経済危機の後遺症は過去の判断より深刻

で、脱却に全治 10年を要する見込みである。当面は、上記の短期的スタンスと中長期的スタンス

の双方を考慮した政策運営となろう。

この状況判断から言えることは三つある。第一に、日本の援助は今後 Tax-Payerに対して充分な

説明ができるような Accountabilityに一層留意するとともに、上記のインドネシア側のニーズに答

えるような配慮が重要である。第二に、インドネシア側は緊急対応に追われているが、将来の健

全化に向けての経済全体・産業構造の中長期的展望が今後の舵取りや政策立案に不可欠と思われ

るので、短期的及び中長期的な政策形成の両面について重要なバイラテラルのドナーとしての日

本側からの協力が必要かつ有効であると思われる。第三に、インドネシアが政治経済的安定化に

至る迄の不安定な期間中は、今後とも日本側で情報収集・予測・政策分析の努力を絶やさず、的

確な情勢把握に努める事が重要であろう。

2000年 11月

第 4次インドネシア国別援助研究会

座長　福地　崇生
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要　　約

はじめに

1997年 7月のタイ・バーツ下落に端を発したアジア通貨危機は、旱魃、石油価格下落等の影響

と相俟って、インドネシアに深刻な経済危機をもたらし、1998年 5月にはスハルト政権の崩壊に

至った。その後、ハビビ前政権下で 1999年 6月に総選挙が行われ、同年10月には、アブドゥルラ

フマン・ワヒッド氏がインドネシア共和国の第 4代大統領に選出された。しかし、ワヒッド政権

の前途は容易ではない。経済危機克服への道のりは険しく、社会秩序にも混乱が起きている。現

在のインドネシアは、新しい国家秩序の模索、構築期にあり、その土台づくりが現政権に課せら

れた任務といえる。インドネシアは、政治、経済、社会全般にわたる制度改革の始まりにあり、い

かにしてその制度作りにわが国が関わっていくのかが、今後の対インドネシア援助において極め

て重要なテーマとなる。右の基本認識のもとに、本援助研究会は、①グッドガバナンスの実現と

地方分権化の促進、②経済の復興（中小企業振興を含む）、③社会開発と貧困対策、④環境問題（特

に森林保全）の 4つの援助課題を重点課題として、わが国の今後の援助のあり方を検討することと

した。

第1章　政治・行政

ガバナンス

グッドガバナンスは、政治システムに対する国内的、国際的な信頼が増すような組織や制度の

運営のことを指すが、国民の信頼と国際社会の信頼が必ずしも一致するとは限らないという点が、

インドネシアにおいてはガバナンス支援を考える際の最も重要な留意点となる。

インドネシアの政治システム改革の大きな流れは、権力の集中から分散への移行であるが、こ

れは同時に利権の分散化を招いている。軍が郡や村のレベルから撤退の方向であることと相俟っ

て、地方の治安維持は、かつてなく混沌とした状態にある。それだけに軍に代わって治安維持機

能を担う警察の役割は極めて重要であり、その能力強化が急務となっている。

今後のわが国のガバナンス支援の基本方針としては、①政府機能の強化にまず重点を置く、②

民主化の促進など、伝統や文化に根ざした部分に関わる分野では、議論の場の提供を中心とする、

という姿勢が必要であろう。

地方分権化

スハルト政権崩壊後、インドネシア政府は、民主化、改革の流れの中で 1999年 5月に地方行政

法と中央地方財政均衡法を制定し、それまでの中央集権体制から地方分権化へと大きな転換を
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図っている。地方行政法は、中央政府の機能を縮小し県・市を中心とした地方分権化を促進する

とともに、地方議会の権限を強化し行政と議会のチェックアンドバランスの原則を取り入れてい

る。一方、中央地方財政均衡法は、天然資源からの地方政府への歳入分与を拡大し、地方政府の

取り分を増加させるとともに、使途の決められていない一般交付金の拡大により地方政府への財

政移転を目指す。地方分権化の実施は 2001年 1月からとされ、その準備作業として地方分権化 2

法令の細則を定める各種政令の制定作業がなされている。

地方分権化の受け皿となる地方政府は既に分権化に向けて準備をすすめている所もあるが、多

くは中央政府による政令の制定を待ち、中央からの指示を待っている状況にある。地方分権化に

より地方政府はより主体的な開発政策の立案・実施が求められ、そのためには地方政府の人材育

成や組織制度強化などが必要である。また、地方議会の能力の向上、及び地方における行政機関・

NGO・大学・コミュニティ・民間セクター相互の連携と参加の確保など水平的なネットワークの

強化も望まれる。また、インドネシアの地方の多様性に対応して、日本の地方自治や地域開発の

様々な経験の移転やインドネシア国内における成功事例の経験の共有を図るため、情報の流れを

促進する各種のネットワークの形成とその活用による協力を促進することが必要である。

第2章　経済

経済

インドネシアは、ASEAN4カ国及び韓国というアジア通貨危機の影響が大きく及んだ国々の中

で、最大の経済的影響を被った。生産活動の落ち込みと、それに伴う投資の崩壊が起きたが、こ

れは、危機前に蓄積された民間対外債務が、危機によるルピアの暴落によってルピア建てで膨張

し、民間企業のソルベンシーを喪失させたことが背景にある。

対外債務問題は今後の重要な課題である。公的債務についてある程度のリスケ合意が得られた

ものの、民間対外債務は進展が乏しく、期限到来済みの返済圧力が約 200億ドルに達する。また、

民間部門のソルベンシー喪失による金融セクター危機も、今後の経済回復をはかる上で、大きな

問題となっており、これに対処する上で政府債務は既に GDPの 100%を超えている。

こうした厳しい状況の中、対外民間債務については、ジャカルタ・イニシャティブの強化や法

律・制度の整備等、民間セクターに対する政府の積極的な働きかけと、それに向けた国際社会の

支援が求められる。公的債務については、中長期的には、財政のプライマリー・バランスの健全

化と経済成長により、相対的に縮小していくことが望ましい。しかし、短期的には、財政赤字の

圧縮は、デフレや社会サービスの低下につながり、経済・社会状況をより一層悪化させる恐れが

ある。この点に配慮し、公的債務の国内でのいま以上の消化が難しい現状を鑑みれば、国際社会

からの資金面での協力は当面の間必要と考えられる。



- iii -

中小企業振興

危機後、インドネシア政府は、産業の国際競争力の強化、雇用創出等の観点から中小企業振興

を政策的な優先課題の一つと位置付けている。

危機が中小企業に与えた影響は、産業別、業種別、地域別でその影響度合いに大きな違いがあっ

た。産業別では、製造業が最大の影響を受けているが、建設業や観光産業における中小企業への

影響も大きかった。業種別では、国内マーケットに依拠してきた自動車（二輪を含む）、家電、機

械・金属などの部品・コンポーネント産業（裾野産業）が大変深刻な影響を受けた一方で、銀行か

らの借入に依存しない体質と地場資源を活用した産品を供給している地場産業は危機による影響

が軽微であった。また、資源立脚型の輸出産業には、危機にもかかわらず成長している中小企業

もあった。地域別では、概ね、ジャワ島と都市部の方が外島と地方部より中小企業に与えた影響

は大きかった。

インドネシアの中小企業が抱える課題は、3つの側面（経営・技術、資金、マーケティング）で

大きいが、過去のインドネシア政府の中小企業政策は小規模企業を対象とした社会政策的なアプ

ローチを採用してきたためその効果が薄かった。今後の中小企業政策は、従来の社会政策的なア

プローチに改善を図ると共に、潜在的に成長ポテンシャルのある（Potentially Viable）企業の振興に

徐々に主眼が移されるべきである。

今後の援助の取組みで重要な視点は、支援策のタイム・フレーム及びどの中小企業をターゲッ

ト層として支援するかを充分見極めながら、バランスが良く効果的な援助に努めることである。

戦略的な取組みの視点としては、経営・技術指導と中小企業金融とのリンケージの促進、地方分

権化による地場産業クラスターの活性化及び中小企業行政の効率化に資する人造り協力が重要で

ある。

第3章　社会開発と貧困政策

経済危機の影響とソーシャル・セーフティ・ネット（SSN）

経済危機はインドネシア経済と社会に大きな影響を与えた。貧困人口の増加や失業者の増加が

見られたが、特にジャワ島や都市部において危機の影響が大きかった。インドネシア政府は社会

的弱者への危機の影響を緩和するために緊急的なソーシャル・セーフティ・ネット（SSN）プログ

ラムを実施し、貧困層への食料保障、奨学金等を通した教育機会の確保、保健サービスへのアク

セスの確保、労働集約プログラムやコミュニティの経済活動の振興による雇用の確保などを図る

ための事業を実施した。SSNプログラムは受益者の選定と情報普及に関して課題を抱えていたが、

資金を直接受益者に届けるシステムや、コミュニティの参加による受益者の選定、NGOなどの参

加によるモニタリングや不平処理のシステムが導入されるなど、透明性と説明責任を高めるため

の工夫がなされた。今後は緊急的な SSNによる対応から中長期的な貧困削減プログラムの強化へ

と転換していくことが求められている。したがって、これまでの SSNプログラムの実施の経験を
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踏まえ、①社会サービスを提供する組織・機関の能力とサービスの質的向上、②貧困削減に関す

る成功事例の経験の普及、③中長期的な社会保障制度の整備、などに関する支援を行っていくこ

とが必要である。

食糧

経済危機とエルニーニョの影響でインドネシアは米の生産量が減少し、1998年には流通の混乱

の問題もあり食糧供給事情が深刻化した。政府は貧困層への影響を緩和するために特別市場操作

によって米供給の確保と価格補助を行っている。一方、米輸入の自由化による国内市場価格の低

下と肥料補助金の削減による生産費の上昇はインドネシアの米生産の競争力とインセンティブの

低下をもたらしている。こうした中で、インドネシアにとっては食糧安全保障と農産物の付加価

値向上を目指すことが今後の課題である。そのための手段として食糧の多様化やアグリビジネス

の促進が重要となっている。

インドネシアの食糧問題に対する支援としては、食糧の増産と供給安定化の効果的かつ効率的

な実施、農業生産性の効率性と競争力の向上、アグリビジネスの振興とそのための組織・制度の

整備・拡充が重要である。

保健

インドネシアは保健医療行政システムの改善、保健医療人材の育成、コミュニティの参加促進

を通して保健水準の改善を図ってきたが、経済危機により財政基盤の弱い保健医療システムの脆

弱性を露呈した。政府は貧困層などの社会的弱者に対する保健サービスへのアクセスを確保する

ためにSSNプログラムを実施し、保健所や助産婦への補助金を通してその活動を支えようとした。

一方、中長期的には「国家保健計画 2010」に基づき、予防・健康増進活動重視、質の高い公平で住

民が負担可能な保健サービスの拡充を目標に、①健康増進活動の重視、②保健従事者の技術とモ

ラルの向上、③地域健康保障制度（JPKM）の推進、④地方分権化、の 4つの戦略に基づいて保健医

療セクターの改革を推進しようとしている。したがって、援助の取り組み方としては、地方分権

化に対応して保健医療サービスの質的な向上への支援、母子手帳の普及促進、地域健康保障制度

の制度改善、感染症対策への支援など、が重要である。

教育

インドネシアの経済危機は教育へのアクセスに対しても影響を与え、初中等教育におけるド

ロップアウトの増加が懸念された。これに対して政府は SSNプログラムで貧困世帯の生徒に対す

る奨学金の支給、学校補助金（ブロックグラント）の支給を行い、教育へのアクセスを確保しよう

とした。SSNプログラムでは県や郡、学校レベルに委員会が設置され、住民の代表や他のステー

クホルダーを含む形でプログラムの運営がなされた。一方、中長期的には政府は学校主体の経営

の推進を計画しており、学校への補助金の管理運営など委員会の機能を強化することが求められ
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ている。したがって、これまで JICAが支援してきた学校運営の強化や住民参加の促進に関する協

力を行っていくことが重要である。また、中長期的には教育の質を向上させるために、学校運営

のみならず教員の質の向上、ITを活用した教育統計の整備などが必要である。さらに、高等教育

の分野でも大学の自治に基づく運営を推進していく方向性が出されており、地域において核とな

る大学との連携を図って IT を含めてネットワークを活用した形で地方大学の教育研究の改善を

図っていくことが重要である。また、中長期的には IT技術者の養成を促進することが求められ、

引き続き工学系教育の強化を支援していくことが必要である。

雇用

経済危機はインドネシアの雇用情勢に大きな影響をもたらした。失業者が増加するとともに、

都市の製造業・建設業などの非農業セクターから農業セクターへ労働者の移動、或いはフォーマ

ルセクターからインフォーマルセクターへの移動が見られた。経済危機の影響による都市の失業

者は都市インフォーマルセクター及び農村部の農業セクターに吸収されたが、雇用の創出は大き

な課題である。インドネシア政府は労働集約プログラムやコミュニティにおける経済活動の促進

によって雇用の確保を図ろうとしているが、今後も雇用環境を整備していくことは重要な課題で

ある。したがって、マクロ経済の回復による雇用状況の改善とともに地方における中小企業の振

興による雇用の確保を支援することが必要である。また、中長期的には労働者社会保障制度の制

度改善に対する支援なども行っていくべきである。

第4章　森林保全

現在、インドネシアの森林は極めて危機的な状況にある。1997/1998年の大規模な森林火災は森

林生態系に深刻な影響を及ぼし、また、1997年以降の経済危機及び政変を契機として大規模な盗

伐や違法開墾などの違法行為が各地で頻発し森林の減少・劣化が急激な勢いで進んでいる。また、

旧政権下で発生した木材関連産業の過剰化及び債務増大、造林基金問題などが深刻化している。

これら森林セクターの問題の解決がインドネシアの経済・社会の安定に不可欠との認識から第

8回 CGI会合（Consultative Group Meeting on Indonesia、1999年 7月、パリ）で初めて森林の問題が

提議され、そののち第 9回会合（2000年 2月、ジャカルタ）ではインドネシア政府による森林セク

ター改革がコミットされた。わが国にも引き続き積極的な支援が求められる。

附章　援助動向

CGI（インドネシア支援国会合）におけるプレッジ総額は 1997年までほぼ横這い（51～ 53億ドル

レベル）であったが、1998年には経済危機への緊急支援のため、1997年の 1.5倍弱に急増した（79

億ドル）。その後 1999年から 2000年にかけては減少を続け、経済危機前のプレッジ水準を割り込
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む形となっている（2000年は 47億ドル）。1998年から 2000年にかけては、財政ギャップ補填のた

め、ディスバースベースでのプレッジが行われたものである。日本が二国間援助ではトップド

ナーであり、国際援助機関では世銀、ADBの援助額が大きい。2000年 2月の CGIでは、開発また

は援助の主要課題として、（1）経済の安定化、（2）ソーシャル・セーフティー・ネットの整備、貧

困撲滅、（3）ガバナンスの改善、（4）地方分権化の推進、（5）森林保全等が挙げられた。

援助実施上の留意すべき点としては、（1）援助関係者の安全確保、（2）住民に直接届く援助や民

間企業を支援する協力の強化、（3）他の援助国・国際機関との連携及び資金協力との連携、（4）地

方分権化への対応、（5）ローカルコストの負担、（6）新内閣発足に伴う省庁再編成への円滑な対応、

といった 6点が重要である。
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はじめに

1　インドネシアの現状と課題

1997年 7月のタイ・バーツ下落に端を発したアジア通貨危機は、旱魃、石油価格下落等の影響

と相俟って、インドネシアに深刻な経済危機をもたらした。経済危機は、失業人口、貧困世帯の

増加と社会不安を招き、1998年 5月にはスハルト政権の崩壊に至った。

その後、ハビビ前政権下で1999年 6月に総選挙が行われ、同年10月には、アブドゥルラフマン・

ワヒッド氏がインドネシア共和国の第 4代大統領に選出された。新法のもとで総選挙が実施され、

新たに選出された議員を中心とする国民協議会で、投票の結果、新大統領が選出された。こうし

た民主的なプロセスを経て大統領が選出されたのは、インドネシアの独立以来初めてのことであ

り、高く評価するべきだろう。

しかし、ワヒッド政権の前途は容易ではない。現政権が最優先課題として認識しているのは、経

済危機の克服であるが、危機の影響は甚大で、回復への道のりは険しい。民主化、地方分権化が

進み、権力の集中から権力の分散へと変化が起きているが、同時に、アチェ、マルク、イリアン

ジャヤに見られる通り、社会秩序が混乱している。

スハルト体制は長く安定していた。その基本には、政治が安定し、経済が発展し、国民生活が

改善すると、その結果、ますます政治が安定するという好循環があった。しかし、経済危機以来、

国民生活の危機が政治を不安定にし、それが経済の危機を招くという、逆の循環に陥っている。こ

れに対し、かつての好循環のサイクルに、いま一度戻していくための努力が、ハビビ前政権以降、

ワヒッド現政権に至るまで行われている。

経済の回復は、上記の意味から極めて重要な課題であるが、インドネシア経済・社会が危機以

前の 1997年 7月の水準に戻るのに少なくとも6、7年かかるとの指摘がある。また、スハルト体制

下での政策決定プロセスの不透明さや腐敗などの問題もあり、かつての体制に代わる新しい、透

明性の高いシステムの構築が不可欠となっており、現政権も、政治、経済、社会全般にわたる制

度改革に着手している。現在のインドネシアは、新しい国家秩序の模索、構築期にあり、その土

台づくりがワヒッド政権に課せられた任務といえる。自由、公正かつ安定的な新しい国家秩序を

構築できるかどうか、インドネシアはいま歴史的な岐路に立っている。

2　対インドネシア援助のあり方

インドネシアの今後の基本的な方向性は、1999年 10月の国民協議会で採択された国策大綱に集

約されている。インドネシアに対する今後のわが国の援助方針を検討する上で、準拠すべき指針

はここに示されているといえる。国策大綱は、以下の 12項目から成る。

①社会、国家のあらゆるレベルにおけるパンチャシラの実践

②社会、国家のあらゆるレベルにおける人々の尊厳維持
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③イスラム教義の尊重による社会の寛容、調和、平和の促進

④人々の安全、平和、秩序の保障

⑤国家法の整備による、正義と真実に基づいた法の支配と人権の尊重

⑥グローバリゼーションに耐えうるダイナミックで創造的な社会の実現

⑦公正な市場メカニズムに支えられた経済システムを開発することにより、全ての経済主

体に対する均等な機会を付与

⑧統一国家形態のもとで、地方開発とその普及のための、地方自治実現

⑨社会福祉の重視と Basic Human Needsの確保、保障

⑩効率的で透明性のある、クリーンな官僚機構の整備

⑪インドネシアの人々の資質向上を果たし得るような、ダイナミックで効率的な国家シス

テムと気風の創出

⑫グローバリゼーションの進展に対処しうる、自主的で尊厳に満ちた外交政策の実現

また、2000年 11月に制定された 2001～ 2004年の国家開発計画（PROPENAS）では、開発上の主

要課題として以下の 5項目を定めている。

①統一国家体制の維持と民主的政治システムの確立

②法による統治・グッドガバナンスの実現

③経済回復の促進と持続可能かつ公平な発展基盤の強化

④国民の繁栄や宗教・文化の増進

⑤地方開発の増進

既に述べたように、インドネシアは、政治、経済、社会全般にわたる制度改革の始まりにある。

いかにしてその制度作りにわが国が関わっていくのかが、今後の対インドネシア援助において極

めて重要なテーマとなる。右の基本認識のもとに、上の国策大綱に準拠しつつ、本援助研究会は、

以下の 4つの援助課題を重点課題として、わが国の今後の援助のあり方を検討することとした。

まず第一に、政治・行政における、グッドガバナンスの実現と地方分権化の促進に対する支援

である。対インドネシアのガバナンス支援は、同国が制度改革の始まりにあり、新しい枠組みや

ルールの構築に対する知的支援が求められているとの文脈の中で検討すべきテーマである。地方

分権化は、財政資源ならびに権限の再分配を通し、インドネシアの政治、経済、社会システムに

変革を迫るとともに、今後の自然資源管理のあり方に関連して環境問題にも大きく影響する。

第二は、経済の回復である。アジア通貨危機はインドネシア経済に深刻な影響を及ぼした。こ

れは単なる経済成長の一時的落ち込みを遙かに超え、財政サステナビリティの危機と、金融セク

ターの機能麻痺、さらには民間企業のソルベンシーの喪失という、長期間にわたり経済成長を阻

害しかねない状況をもたらした。経済の安定は政治、社会の安定の要であり、いまだ深刻な状況

にある経済危機の克服とともに、今後の成長を保証しうるような構造改革に対する支援が不可欠

である。この点に関しては、1980年代以降の経済発展を支えてきた非石油・ガス輸出工業化セク

ターの再生を主軸としつつ、成長の基盤をより拡大するために、中小企業セクターの発展が求め

られる。今後の中小企業振興については、雇用吸収の場としての社会開発の視点だけでなく、経

済の活性化、産業基盤の強化という視点からも検討の必要がある。

第三は、社会開発と貧困対策である。経済危機の影響とこれに対する政府の取り組みと成果を
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ふりかえるとともに、危機対応型ソーシャル・セーフティー・ネットから中長期的な制度構築へ

の転換過渡期の現状と課題を概観する。具体的には、食糧、保健、教育、雇用の各分野における

援助のあり方を検討する。社会開発のあり方は、今後の地方分権化の動向とも密接な関係にあり、

この点に充分な留意が必要である。

第四は、環境問題である。地方分権化が進み、インドネシアの今後の自然資源管理体制が問わ

れる中で、ここでは特に森林保全の問題を取り上げる。森林保全は、それがインドネシアの重要

な天然資源であること、さらには森林火災による煙害を防止することが近隣諸国との円滑な外交

協力関係を築くために必要であること、また煙害と過剰伐採がインドネシアにおけるガバナンス

欠如を象徴する現象となっていることなどから、極めて重要な問題といえる。

本援助研究会報告書は、4章構成で以上の課題を取り上げ、最後にインドネシアに対するわが国

及び国際的な援助動向を分析し、援助実施上の問題点をとりまとめる。



第1章　政治・行政
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第1章　政治・行政

1－1　ガバナンス

1－1－1　ガバナンスの概念整理

政治学的に見れば注 1、グッドガバナンスとは、政治システム（或いは経済システム）の運営にお

いて、国内的、国際的な信頼の増すような運営の仕組み、或いはシステムがますます安定し正当

性を持つような、組織或いは制度の運営の仕方を意味する。政策のパーフォーマンスの良し悪し

に加え、政策決定のメカニズムに透明性があるか、明確な説明責任があるかが、これを図る目安

となる。

各援助機関は、それぞれにガバナンスの概念付けを行っているが、大きくは、広い定義と狭い

定義の二つに分けられる。いずれの場合も、行政機能の効率化を概念の範疇に加える点で共通す

るものの、前者は政治体制の要素をガバナンスの概念に明示的に含める点が後者と異なる注 2。

OECD・DACは前者の例にあたり、ガバナンスを「政治体制」「経済的、社会的資源を管理する上

での権力行使のあり方」「政府が政策を立案し実行する能力」の三つの側面から構成されるものと

し、さらに、公的部門の効率、法の支配、汚職や軍事支出の抑制などの要因も重要であるとして

いる。

狭い定義を採っている例としては、世銀がこれにあたり、1992年の "Governance and Development"

と題するレポートの中で、公的部門管理、説明責任、法的枠組み、透明性の四点が、適切な経済

運営の前提であるとして、これらをガバナンスと定義し、途上国支援における制度改革の必要性

を論じている注 3。

これに対し、JICAは、1995年 3月に分野別援助研究会報告書『参加型開発と良い統治』を出して

いるが、ここでは、ガバナンスを、「国家のあり方」と「政府機能のあり方」の二つの概念から捉え

ている。「国家のあり方」とは、自立的かつ持続的な開発、社会的公正を実現するような姿勢を取っ

ているか、或いは民主的な志向を持っているか、ということである。一方、「政府機能のあり方」

とは、政府が効果的、効率的に機能するための政治システムや行政システム、或いはそれを支え

る能力を持っているか、を指す。JICAの上記報告書は、先の広義、狭義の区分けでいうと、広義

の意味でガバナンスを定義付け、直接的な支援の対象は主に狭義で捉えている注 4。

このように、ガバナンスは、国際協力のキーワードの一つとして、特に 1990年代において、に

わかに注目を集めてきたが、その背景としては、以下の二点が考えられる注 5。

第一は、IMFや世銀の構造調整アプローチが、サハラ以南のアフリカ諸国や、続いてロシア等

で頓挫し、その限界が明らかになったことがある。規制緩和、自由化、民営化など市場原理の大

幅な導入を柱とする政策パッケージの実施にもかかわらず、マクロ経済の回復や生活水準の引き

注 1 以下、政治学的に見たガバナンスの定義については、本援助研究会第 1回研究会（2000年 5月 26日開催）における白石委
員の発表内容に負う。

注 2 下村恭民（1998年）p. 2。
注 3 外務省（2000年）。
注 4 国際協力事業団（1995年）p. iii。
注 5 下村恭民（1999年）pp. 60-61。
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上げに関し、所期の成果が得られなかったことから、健全な政策を補完する不可欠の要因として

ガバナンスが認識されるようになった。先のアジア通貨、金融危機では、IMFの緊縮型の経済処

方箋が国際的に激しい批判を受けたが、同時に東南アジア諸国のガバナンスのあり方が危機を引

き起こしたとの主張を生んだ。

第二の背景は、先進諸国の援助疲れが指摘される中で、各援助機関は、自らの援助が見るべき

効果をあげているかどうかに対し、これまで以上に厳しいチェックを行うようになったことであ

る。これにより、援助が有効に使われ、効果を確保するためには、受け手である途上国側の政治

や統治のあり方、具体的には、法制度の整備状況や行政能力、腐敗、汚職の度合いなどが鍵を握

るという認識が強まった。こうした背景が、ガバナンスに関する論議の高まりを生んでいるとい

える。

1－1－2　国際的な援助動向とインドネシア政府の取り組み

わが国は、これまでに、インドネシアに対し、1999年 6月の総選挙の実施促進のため専門家派

遣を行ったが、ガバナンス支援として必ずしも明示的に取り上げた事例は少ない。しかし、特に

地方分権化や経済運営に関する支援実績の中に、行政機能の強化に資するという点で、ガバナン

ス支援と位置づけられるものが少なくない。

例えば、地方分権化において、内務省や南スラヴェシ州政府に専門家を派遣し、地域の開発政

策に関し助言を行っているほか、地方行政官の能力向上を目的に研修を実施している。

経済運営では、専門家派遣や研修を通じた、財政地方分権化、税務行政、付加価値税改革、税

関業務改善、資本市場育成、金融・通貨政策、貿易金融管理、銀行監督などに関するアドバイス

の提供や人材の育成を行っている。

また、中小企業育成においては、インドネシア政府に対し包括的な中小企業振興政策の提言を

行っているほか、地場産業、裾野産業の育成、輸出振興、中小企業金融の整備を目的に専門家を

派遣している。

環境保全分野についても、環境管理庁へのアドバイザーの派遣や、環境管理センター・プロジェ

クトを通じたエンフォースメントの強化支援を実施している。

ガバナンスに関する国際的な援助動向は、本報告書の付章「援助動向」の通りであるが、特筆す

べきプログラムとして、UNDPが世銀、ADBと共同で進めている「Partnership to Support Governance

Reform in Indonesia」がある。このプログラムが対象とするのは、①司法改革、②公務員制度改革、

③議会能力強化、④選挙制度改革、⑤市民社会、メディア強化、⑥企業統治の 6分野であり、政

治的分野にも重点が置かれているといえる。

ガバナンスは、2000年 2月に開催されたCGI会合でも、主要論点の一つとして取り上げられ、司

法改革、法制度改革、汚職防止などのガバナンス改善支援を行うことが合意された。CGI会合で

は、インドネシア政府側からも、民主化の推進、経済改革、KKN（腐敗、癒着、縁故主義）の根絶

など、グッドガバナンスの確立が必要との認識が表明されている。具体的には、①国民及び国際

社会に向けた適切な情報公開、②説明責任の確保、③調達手続きの見直し、④ NGOなど市民参加

によるプロジェクト・モニタリング、事前・事後評価の実施、⑤地方分権化に対する市民による
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モニタリングとそのためのキャパシティー・ビルディング、⑥公務員の給与引き上げ、モラルの

向上などについて、取り組みの必要性が指摘された。

インドネシア政府のガバナンスに関する方針は、国家開発計画（PROPENAS）の第 3章に明記さ

れているが、ここでは、短期的取り組みとして、①法的基盤の整備、②司法制度の確立、③汚職

撤廃法の確立、④独占禁止法の制定、⑤司法と立法の分離などが挙げられている一方、中期的取

り組みとして、①警察行政の強化、②国民の法意識、知識の向上などが挙げられている。

1－1－3　インドネシアにおける政治システムの改革の現状と展望注6

インドネシアでは、スハルト体制が長く安定していた。その基本には、政治が安定し、経済が

発展し、国民生活が改善すると、その結果、ますます政治が安定するという好循環があった。し

かし、通貨・経済危機以来、国民生活の危機が政治を不安定にし、それが経済の危機を招くとい

う、逆の循環に陥っている。これに対し、政治システムを改革することによって、政治を安定さ

せ、経済を回復させ、国民生活を改善し、その結果、政治のより一層の安定を図るといった好循

環に、いま一度戻していくための努力が、ハビビ前政権以降、現在に至るまで払われている。

政治システム改革のポイントとしては、大きく二点ある。第一点は、KKNの排除である。ただ

し、大家族主義や相互扶助が美徳とされるインドネシアの伝統から、実際にどう取り組んでいく

かは極めて難しい問題である。

二点目として、スハルト元大統領に長期にわたり権力があまりに集中したことが、危機を招い

た一因であるとの反省から、権力の集中型政治システムから分散型システムへの改革が謳われて

いる。権力分散型の政治システムには、一つには、多様な政治勢力の参入を可能にするという意

味での民主化、いま一つには、地方分権化がある。民主化への動きとしては、各種法律の改正、総

選挙の実施、国民協議会の召集、大統領選挙の実施、新政権の誕生というかたちで進んでおり、現

在は地方分権化が課題となっている。

インドネシアの地方政治を中心に、地方分権化の動きに伴い、その政治システムがどう変わろ

うとしているのかをみると、その枠組みが大きく変わろうとしていることがわかる。三つのポイ

ントを挙げると、まず第一に、地方行政法がハビビ前政権下で成立したことに伴い、州知事、県

知事、市長など地方自治体の首長が、州議会、県議会、市議会など地方議会での選挙で選ばれる

ようになった。したがって、地方自治体の首長や地方議会は、以前と比べ格段に重要な政治的意

味を持つことになった。

第二に、森林資源の開発が、二つの県にまたがる場合は州知事が、また一つの県におさまる場

合は県知事が、それぞれ認可権を持つことになった例に見られるように、利権の源泉を地方自治

体の首長が持つようになり、従って首長のポストをめぐる争いが激化している。

第三に、今後 5～ 10年のうちに、軍が領域管理機構のうち郡と村のレベルから撤退し、治安維

持機能を代わって警察が担う方向にあり、そのため警察の能力強化が急務となっている。15～ 20

年のうちには、現在の 26州から 50州体制にするとともに、各州に警察学校を作り、その土地の言

注 6 「1－ 1－ 3　インドネシア政治の現状と課題」の記述は、本援助研究会第 1回研究会（2000年 5月 26日開催）における白石
委員の発表内容に負う。
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語、文化を知る警察幹部を養成するとの政府高官の発言が伝えられている。自警団が勢力を伸ば

し、政治化する中、権力の分散は、同時に利権の分散を招き、地方の治安維持は、かつてなく混

沌とした状態にある。それだけに警察の役割は極めて重要である。

このように、インドネシアの政治システムは変革の最中にあり、政治的安定の達成は容易では

ない。冒頭で、政治を安定させ、経済を回復させ、国民生活を改善し、その結果、政治のますま

すの安定を図るという好循環への回帰に向けた努力が払われていることに触れたが、その実現に

はまだしばらくの時間が必要と考えられる。

1－1－4　今後のわが国のガバナンス支援のあり方

（1）インドネシアに対するガバナンス支援に関する基本認識

インドネシアは政治、経済、社会の各分野にわたり制度改革の始まりにある。スハルト時代

の開発と安定に代わる新しいルールの構築が不可欠であり、政治、経済、社会システムの改革

に対する知的支援が求められている。対インドネシアのガバナンス支援は、上の文脈の中でま

ず捉える必要がある。

上の認識に照らし、今後のわが国のガバナンス支援実施のための基本方針として、①インド

ネシアの伝統と文化を尊重した、息の長い取り組みを行うためには、効果的、効率的な政府機

能の強化（「政府機能のあり方」に関するガバナンス支援）に重点を置く、②民主化促進のための

政治制度、体制改善への支援（「国家のあり方」に関するガバナンス支援）は、他国の経験、教訓

の提供を含めた議論の場の提供を中心とする、という姿勢を採るべきであろう。

また、支援策の具体化に当たっては、網羅的なリストよりも、どの項目が充たされることが

最低限求められるのか、またその際にどの項目が優先されるべきか、について充分な検討が必

要であろう。

（2）インドネシアに対するガバナンス支援の内容と範囲

次表は、民主化の促進、ならびに政府機能の強化の双方に関し、インドネシアに対するガバ

ナンス支援の内容と範囲を表したものである。対インドネシアのガバナンス支援は、いずれも

重要であるが、民主化促進支援（表 1－ 1①～③）については、セミナーや研修受入を通じた情

報提供や議論の場の提供を中心に行い、重点はむしろ政府機能の改善強化を目的とした支援（表

1－ 1④～⑦）にまず置かれるべきであろう。
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表 1－ 1　対インドネシアのガバナンス支援の内容と範囲

「国家のあり方」に関するガバナンス支援（民主化の促進）

①政治制度、政治過程の改善 ・選挙制度に関する情報提供及び議論の場の提供

②人権擁護強化 ・警察官の人材育成における人権教育

・少数民族、社会的弱者の権利保護や、労使関係の法制度

整備に関する情報提供及び議論の場の提供

③言論出版の自由の確立強化 ・民主主義に関する国民意識の向上、ジャーナリズムに関

する情報提供及び議論の場の提供

「政府機能のあり方」に関するガバナンス支援（政府機能の改善強化）

④法、制度づくり ・司法機能の強化、法曹の人材育成

・国民、公務員の法意識向上

⑤行政運営能力と透明性 ・予算、財政、開発部門の計画、管理能力の向上

（税務監査能力強化、破産法の運用強化など）

・統計の整備

（食糧統計や中小企業統計の整備など）

・政策立案、実施過程における透明性と説明責任の確保、

民意の反映、議会による監視

・公務員人事制度の改善

・服務規程の改善

⑥地方分権化 ・地方行政の能力向上

（地方開発計画の立案、実施のための能力向上、地方公務

員の人材育成、地方相互を結ぶ情報ネットワークの形成

など）

・中央政府の管理、調整メカニズムの整備

⑦市場環境の整備 ・市場経済の枠組みとしての制度、組織の整備

（国債流通市場の育成、協同組合の機能強化、雇用保険制

度の改善、中小企業金融制度の整備など）

・中小企業振興を含む民間セクターの育成

出所：国際協力事業団（1995）『分野別援助研究会報告書：参加型開発と良い統治』より作成。

ア．民主化促進のための支援

民主化の促進、或いは法、制度づくりなど、政治的、或いは伝統や文化に根ざした部分に

関わる支援を考えるときには、価値観の相違が起こり得ないレベル、これだけはやってはい

けないというレベルに立ち返り、そのレベルで何ができるかを考えるべきである。先にも述

べた通り、グッドガバナンスとは、政治システム（或いは経済システム）の運営において、国

内的、国際的な信頼の増すような運営の仕組み、或いはシステムがますます安定し正当性を

持つような、組織或いは制度の運営の仕方を意味するが、インドネシアにおいては警察と司

法制度が国民の信頼を失っているという現状にある。例えば、その証左として、泥棒がその
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場で群衆のリンチで殺される、それどころか「泥棒」と誰かが叫んただけで周りの人々に殺さ

れてしまう、というような事例が報告されている。こうした中で、インドネシアの警察と司

法制度が信頼を回復し、社会秩序の維持、公共の安全を確保できるよう支援することは、国

内的にも国際的にも大いに意義のあることとして受け止められよう。既に、インドネシア政

府から、警察制度や運営全般に関する指導の要請があり、警察庁から専門家が派遣され、イ

ンドネシア警察の改革に向けた支援策について検討が行われている。

政治システムに対するガバナンス支援の方法としては、あるべき論を強要するのではなく、

他国の経験・教訓の提供を含めた、議論の場を提供する姿勢が必要である。例えば、警察行

政支援のための研修員受け入れに当たっては、県警本部・警察署・交番・駐在所・指紋セン

ター、捜査・鑑識用資器財の視察等を含め、わが国の警察の組織管理、人事・教育制度、地

域警察の運営状況等について紹介するとともに、インドネシア警察の抱える問題点とその解

決策について、研修員相互の討議の機会とすることが重要であろう。警察支援に当たっては、

デモ鎮圧など公権力の行使に直接つながることのないよう充分な配慮が必要である。

政治システムに対する信頼の回復のためには、警察行政の改善のほか、司法機能の強化が

併せて求められるが、ここでも、議論の場を提供する姿勢が大切である。例えば、法曹の人

材育成支援を目的とした研修を行う場合にも、インドネシアの司法が抱える問題点や、経済

犯罪や汚職対策等の特定テーマについての討議の場が提供されるべきであろう。

イ．地方分権化、経済運営等、政府機能の改善強化にかかるガバナンス支援

効果的、効率的な政府機能の強化にまず重点を置くとの基本方針から、ガバナンス支援は、

地方分権化や経済運営など、非政治的分野において、むしろより多くの取り組みが求められ

る。他の分野での今後の援助のあり方については、各々の章で取り扱われているが、その中

からガバナンスに関わる支援を以下に整理する。

①地方分権化

・地域開発計画の立案、実施のための能力向上支援、政策支援

・地方公務員の人材育成

・地方相互を結ぶ情報ネットワークの形成

②経済運営

・租税捕捉率向上を目的とした税務監査能力強化

・間接税の比重拡大を踏まえた、財政分野における人材育成と能力向上

・国債流通市場の育成

・破産法の運用に関する司法の近代化

③ソーシャル・セーフティー・ネットと社会開発

・協同組合の機能強化

・食糧モニタリング体制の強化、統計の整備

・地方教育行政の能力向上

・雇用保険の制度改善

④中小企業育成
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・中小企業統計の整備

・中小企業金融制度の整備

・地方自治体の中小企業行政官の育成

・中小企業振興施策モニタリング及び評価体制の強化

⑤森林保全

・森林火災のモニタリングを可能にする衛星やレーダーの技術供与

（これまで森林の中で表沙汰にされずに行われてきた、火入れや盗伐などの違法行為を

明らかにすることにより、これら違法行為者を法の下に裁く、或いはこれら違法行為

を抑止することが期待される）

（3）ガバナンス支援を行うに当たっての留意点

1－ 1－ 1の通り、本章では、グッドガバナンスを、政治システムに対する国内的、国際的な

信頼が増すような組織や制度の運営のことを定義したが、国民の信頼と国際社会の信頼が必ず

しも一致するとは限らないという点に充分に留意する必要がある。政治システムは、国民や国

際社会の期待に応えたときに、ますます信頼を得て安定し、正当性を持っていくが、国民の期

待するところと国際社会の期待するところは必ずしも一致しない。さらに、国民と国際社会の

期待するところが同一ではないように、国民の期待するところも一様ではないことにも注意が

必要である。

このため、上記（2）アに述べたような、他国の情報や議論の場の提供を進め、中・長期的に、

政府、国民に共通の意識醸成を促進する視点が重要である。

（4）援助に当たってのモニタリング・評価体制の確立

ガバナンス支援に関連して求められることは、わが国の援助がターゲットとする所に届き、

汚職や不当な権力の行使につながらないように、適切なモニタリングと評価を行っていくこと

である。これは、日本の納税者に対する責務からも、またインドネシアにおけるグッドガバナ

ンスの確立に貢献する意味からも重要である。
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1－2　地方分権化

1－2－1　地方分権化実施の背景（新しい中央地方関係の構築にむけて）

インドネシアは地域的多様性を持つ島嶼国であり、多様な民族によって構成される多民族国家

である。過去 30年間に及ぶスハルト政権下においては、大統領を頂点とする権威主義的な中央集

権体制によって中央で策定された画一的な政策の実施を通して国の開発と統一を維持しようとし

てきた。しかし、地域の多様性を無視した中央集権体制による画一的な政策の適用は、地方政府

の独自性を抑え行政能力の向上を妨げるとともに地方の不満を蓄積することとなった。このよう

な地方の不満はスハルト退陣後のハビビ政権の改革、民主化の流れの中で地方に対するより大き

な利益の配分、権限の配分を求める声として噴出している。1999年 8月、東チモールの分離独立

を問う住民投票の結果を受けて、国民協議会で東チモールの分離独立が承認されたのをはじめ、

アチェ特別州やイリアンジャヤでも独立運動の動きが続いており、マルク州での騒乱など地方に

おける不安定要因が依然として存在している。さらには、東カリマンタン州やリアウ州など天然

資源を有する地方はより多くの資源収入の分配、自治の要求を行っている。このような政治的、社

会的な環境の変化の中で、インドネシアは国家分裂の危機を回避し単一国家としての統一を維持

していくために地方分権を促進する必要に迫られている。1999年 10月に発足したワヒッド政権に

おいても、地方自治担当国務大臣を新設するなど地方分権化の実施を促進する政策を示しており、

地方分権化は重要な政策課題となっている。

スハルト退陣後に成立したハビビ政権は自らの政権の正統性を確保するために打ち出した改

革・民主化政策の中で、1999年 5月に地方行政法（1999年法律第22号）と中央地方財政均衡法（1999

年法律第 25号）の二つの法律を成立させた。この二つの法律はこれまでの中央地方関係を大きく

変え、これまでの権威主義的で中央集権的な政治・行政制度から、より民主的で地域の発意と多

様性に対応できるようなボトムアップの分権的な制度へと大きな転換を図ろうとするもので、イ

ンドネシアの地方分権化の道筋を示している。ここでは地方行政法と中央地方財政均衡法が持つ

主な特徴を示し、インドネシアの中央地方関係がどのような変化を見せるのかを見ていくととも

に、地方分権化の実施における課題とその影響を分析し、今後のわが国の援助のあり方を検討す

る。

1－2－2　地方行政法（1999年法律第22号）による中央地方の政治・行政関係の変化

（1）中央地方関係の変化

スハルト体制下におけるインドネシアの地方行政は 1974年法律第 5号地方行政基本法をもと

に中央集権制の下で形成された。そこでは唯一末端の村長が住民の直接選挙で選出されるほか

は、州知事は大統領の任命、県知事・市長は内務大臣による任命制であった。州（一級自治体）

と県（二級自治体）に自治権が認められているが、その一方で首長は中央政府を代表する行政の

責任者としての機能を持っており、地方政府の首長は地方自治体の長であると同時に行政区に
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おける中央政府の代表という二重の機能を持つ形となっていた。さらに、地方分権と中央行政

の地方分散という両方の権限が並存しており、セクター別の中央省庁は州や県に出先機関を

持っていて中央政府の予算のもとに地方での行政サービスの提供を行ってきた。

新しい地方行政法では、中央政府の役割の縮小と県・市を中心にした分権化の促進、州政府

への中央政府の機能の分散、行政と議会のチェックアンドバランスの採用、村落行政の変更、な

どが規定されている。

中央政府の機能は外交、国防・治安、司法、金融・財政、宗教の 5つの分野とその他の分野

の権限注 7 に限定され、それ以外の機能は地方政府に移管される事となる。中央政府はマクロの

政策や戦略作りに集中することになり、各省庁が持っている地方事務所の機能は地方政府に統

合される。県・市レベルには中央政府の出先の機能はなくなるが、州政府は中央省庁の出先事

務所の機能（Deconcentration：分散の機能）を中央に代わって果たしていくことになる。中央政府

の機構改革とダウンサイジングにより、公務員の州政府、県・市政府レベルへの配置転換も予

定されている。

県（Kabupaten）と市（Kotamadya）には自治権が与えられ、県知事（Bupati）・市長（Warikota）の選

出は県議会・市議会によってそれぞれ選出され、州政府或いは中央政府からの干渉がなくなる。

県・市政府は財政や開発計画の作成、人事管理や組織制度に関してより大きな権限を持つよう

になり、より多く自らのイニシアティブを発揮して地域開発・自治体経営を行っていく環境が

整えられることになる。これにより県・市政府は事業のプライオリティに応じて予算編成を行

い議会の承認を得て予算の執行、事業の実施を行うことができる。

一方、州には限定的な自治権が与えられる。州知事は州議会により選出されるが大統領に

よって任命され、従来のように州知事は自治体の長であるとともに中央政府の代表の機能も併

せ持つ事になる。自治の権限は県や市をまたぐ広域の行政範囲においてのみ与えられる。中央

政府からの権限の分散が強化され、中央政府の業務が州政府に委任される。これに伴って中央

省庁の出先機関（Kanwil）は州政府の業務局（Dinas）に統合され州政府の一部となる。中央政府の

セクター別の技術支援、調整、管理の機能を州が果たしていくことになる。

地方行政法では中央政府・州政府・県・市政府への権限の配分が規定されているが、具体的

な権限が明確に示されておらず、それぞれの役割分担を明確にするための政令が必要となる。

中央政府と州政府の権限に関する政令（PP25/2000）は今年 5月 6日に制定された。この政令は中

央政府と州政府の権限を規定し、これ以外の権限は県・市政府の権限となるというネガティブ

リストとして制定されている。しかし、県・市政府は自らの権限が明確に示されていないこと

に不満と戸惑いを示しており、中央政府も県・市政府の権限を規定した政令の必要性を認識し

作成作業を行っている。

地方分権化の実施によって、中央地方関係が大きく変化し、県・市政府が公共サービスの提

供、地域開発において主体的な役割を担っていくことになる。したがって、中央政府は全国的

な政策の実施や公共サービスの品質維持のための基準や水準、ガイドラインの作成を行い、県・

市政府が提供する基礎的な公共サービスの質を維持していくことが必要である。公共サービス

注 7 中央政府に残されたその他の権限は、マクロレベルの国家計画、開発管理の政策、財政均衡資金、国家機構及び国家経済
組織、人的資源の開発、天然資源の利用、戦略的な高度の技術、環境保全、標準化に関する政策とされている（地方行政法
第 7条第 3項）。
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の提供、特に保健や教育、或いは社会的弱者対策であるソーシャル・セーフティ・ネットなど

に関しては、使途を限定した特別交付金の供与も含めて地方政府によって提供される公共サー

ビスのミニマムな水準の維持を確保していく事が必要である。

一方、州政府と県・市政府との関係は垂直的な関係から水平的な関係に移行し、州政府は県・

市にまたがる州域での自治機能と共に、中央セクター省庁の出先機関の機能が州政府に分散

（Deconcentration）され、州政府は調整とモニタリングの機能を果たすことが求められている。ま

た法律では県・市政府が自らの権限を実施する能力を充分持っていない場合に州政府に実施を

委託できるとしている。中央政府は県・市政府の能力の現状を考慮して当面は州政府により大

きな権限を与える方針を示しており、州政府が県・市政府の活動にどの程度関与するのか、県・

市政府間の調整をどのようなメカニズムを用いて行うのか、州政府と県・市政府との新たな関

係を築いていくことが求められる。

また、中央政府と地方政府との新しい関係の中で、中央の地方出先機関の職員をいかにス

ムーズに州政府、県・市政府に移管していくかも地方分権化推進における課題の一つである注8。

地方政府の中には地元の人材の登用を考慮して中央からの公務員の受け入れに難色を示してい

るところもある。公務員の所属先の変更に関しては、中央省庁出先機関の長のポストが地方政

府業務局の長のポストより高いなど、ポストのレベルの違いなどを考慮して中央からの移動や

地方政府による受け入れに関してインセンティブを与えていくことも必要である。

（2）地方におけるグッドガバナンスの確立

1999年法令 22号では、これまで形式的な役割しか果たしてこなかった地方議会の権限を強化

して行政に対するチェック機能を持たせるようにしている。地方政府の首長は地方議会に対し

て責任を負うこととなり、年度末に責任演説を行い地方議会の承認を得ることが必要になる。

議会が責任演説を拒否すると首長は再度演説を行う機会が与えられるが、議会が二度とも拒否

した場合、議会は首長の罷免を大統領に提案する権限を与えられている（地方行政法第 46条）。

このように、議会は行政府の活動をチェックし、説明演説を拒否することもできるようにな

り、既にいくつかの地方では首長の責任演説が議会によって拒否されるという事態が発生して

いる。したがって、行政府と議会のチェックアンドバランスの関係がうまく機能するような仕

組みを定めることが必要となり、議会の権限や地方政府と議会の関係に関する政令の制定作業

が行われている。一方、地方議会は行政へのチェック機能を強化することを求められているが、

地方議会議員の低学歴の問題や、政党選出議員であることから行政の活動をモニターする上で

経験不足の問題が指摘されている。したがって、政策のプライオリティや予算の承認に関する

手続き、政策的な知識の向上、及び住民の意見をどのように行政につないで行くかなど、地方

議会の能力向上が重要である。

地方政府におけるグッドガバナンスの確立には、地方行政もまた議会に対して政策立案・実

注 8 BKN（National Civil Service Agency：国家人事院）によると現在、公務員数は全体で 3,987,527人、中央政府所属の公務員数
が 3,508,633人、地方政府所属の公務員数が 478,894人となっているが、1999年法律第 22号地方行政法の実施により中央政府
所属の公務員 2,621,574人が地方政府所属の公務員となり、中央政府所属の公務員数は 887,059人、地方政府所属の公務員は
3,100,468人になる予定である。
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施過程における透明性と説明責任を高めるような仕組みを作っていかなければならない。した

がって、地方行政府は住民の意見やニーズを反映させるために住民組織やNGO、民間セクター、

大学などの様々なアクターを政策立案・実施のプロセスの中に組み込んで行くことが求められ

てくる。同時に地方におけるボス支配・エリート支配、汚職・縁故主義などの KKNを防ぐため

のチェック機能、モニタリング機能を形成する必要性がある。したがって、マスメディアやNGO

を含む市民社会組織（CSO）、大学などが、地方の政治、行政のプロセスに参加し、チェック機

能、モニタリング機能を果たしていけるような環境を整備することが必要である。

地方行政の末端に位置する村落行政においては、従来から村長は住民の直接選挙により選ば

れてきた。行政と議会のチェックアンドバランスの機能は村落行政にも適用され、村落議会

（Village Council）が住民によって選出され、村長の活動を監視することになる。村落の開発計画

を行ってきた LKMD（村落保全委員会）も廃止され、今後村落は地域の多様性に合わせて、独自

に参加型の開発計画のフォーラムを設けたり、村落議会にその機能をゆだねたりすることがで

きる。新しい地方行政法は村落政府のあり方をより柔軟にし、地域の持つ多様性に対応するよ

うになっている。

1－2－3　中央地方財政均衡法（1999年法律第25号）による中央地方の財政関係の変化

（1）中央政府と地方政府の財政関係の変化

地方分権化は人とモノ（施設・機材）と金（予算）の移動が伴わないとうまく機能しない。イン

ドネシアは 1994年に地方分権化のパイロットプロジェクトを実施し、ジャカルタ特別市を除く

26州の各 1県で中央省庁の出先機関を県の業務局に統合する試みを行ったが、人の移動に伴う

モノと金の移動がタイミングよく充分に手当てされなかったため問題が生じ、スムーズな実施

ができなかった経験がある。したがって、地方分権化の実施においては地方政府に委譲された

機能・役割に応じて人とモノと金の移動がタイミングよく実施されるように準備をすすめるこ

とが求められる。その意味において、地方政府への中央政府からの財政移転の仕組みをうまく

構築することは重要な課題である。これは地方政府が実施することになる公共サービス提供の

質を維持し、地方間におけるサービス提供の格差を少なくする上でも必要なことである。

地方政府の財源はこれまで自己収入、地方自治補助金（SDO）、開発補助金（各種の大統領補助

金）などからなっており、自己収入の割合が少なく注 9、特定のブロックグラント（州開発資金、

県開発資金、村落開発資金など）の他は使途が限定されており、地方政府が自由に使える予算の

割合は少ないものであった。したがって、地方政府は中央政府から配分される使途の特定され

た補助金を使って中央政府の政策に従って地方での事業を行うという形が形成されてきた。そ

のため、限られた自己財源の中では地方政府が独自の事業を実施する余地が少ない状況にあっ

た。

注 9 1995/1996年度の地方政府の自己収入は州レベルで 34.1％、県・市レベルでは 13.7％と少なく、多くをインプレスなどの中
央政府からの補助金と経常予算の交付金などに依存している。州政府の自己収入は、自己収入の比率が高いジャカルタ特別
州（61.6％）を除くと 25.4％に低下する。
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1999年法律第 25号、中央地方財政均衡法は、天然資源からの収入を中央政府と地方政府がど

のように分配し、地方政府の財源を中央政府からの財政移転によりどのように補填して均衡を

図っていくかを規定している。中央地方財政均衡法では地方政府の財源は自己収入、均衡資金、

借款及びその他の収入で構成されている。均衡資金は土地建物税・土地建物移転税ならびに天

然資源からの歳入分与の地方政府分配分注10、使途の限定されていない一般交付金（Dana Allocasi

Umum: DAU）、使途の限定された特別交付金（Dana Allocasi Kusus: DAK）により構成されている。

中央地方財政均衡法では表1－ 2に見られるように天然資源からの収入、特に石油・ガス収入

からの歳入分与を拡大し、中央政府による資源の収奪に不満を抱いて分離独立の動きを見せて

きたアチェ特別州やリアウ州、イリアンジャヤ州などの天然資源の産出州に対する要求に配慮

している。しかし、天然資源からの収入は資源の賦存状況によって異なり、地方政府間での自

己収入の格差が発生することが予想される注 11。この地方政府間の格差を埋めて地方財政の均衡

を図るのが一般交付金と特別交付金による中央政府からの財政移転である。一般交付金は公務

員の人件費を含む経常支出と開発支出を合わせた性格を持ち、地方政府が独自の優先度に応じ

て支出することができる資金で、中央政府の国家歳入の最低 25％を充てることとされ、州に2.5

％、県・市に 22.5％を配分することが規定されている。一般交付金は地方政府の歳入のニーズ

と財政能力を勘案し均衡を図るように配分することとされている。一般交付金は大蔵省により

その算出式が現在検討されており注12 均衡資金に関する政令として2000年 9月には制定される予

定である。

特別交付金は地方政府の状況に合わせてインフラストラクチャーや教育、保健サービスの平

準化、環境、貧困、後進地域開発などに関する基準を考慮して地方政府に配分される予定で、そ

の算出式は現在検討中である。特別交付金は保健や教育、ソーシャル・セーフティ・ネットな

どの公共サービスの提供において全国的に最低限の水準を維持していくため地方政府に配分さ

れることになる。原資としては植林基金の 40％と国内歳入があてられることになる。

このように、地方分権化によって地方政府間の財政能力、特に自己収入の規模に応じて格差

が発生する。そして、このような格差を中央政府からの財政移転である均衡資金を用いて是正

し、公共サービス提供の水準の維持を行っていくことが求められる。しかし、均衡資金の配分

は政治的にセンシティブな面があり、配分に関する計算式の妥当性と透明性をいかに確保して

いくかが課題である。

注 10 土地建物税（PBB）は 10％が中央政府に配分され 90％が地方政府に配分される。土地建物移転税（BPHTB）は 20％が中央政
府に配分され 80％が地方政府に配分される。中央政府に配分された土地建物税及び土地建物移転税は全ての県・市に配分さ
れることになる。

注 11 石油・ガスなどの天然資源からの歳入分与の恩恵を受ける州は東カリマンタン、リアウ、アチェ、イリアンジャヤなどの
数州に限られている。

注 12 地方政府への配分額を決める算出式（フォーミュラ）の検討に当たっては、地方のニーズとして、人口、面積、地理的条
件、所得水準、地方の経済的潜在性として、産業・天然資源の潜在性、人的資源の潜在性、地域GDPの 7つがウエイト付け
の変数として検討されている。
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表 1－ 2　天然資源からの収入の配分（％）

税の種類
以前 中央地方財政均衡法の実施後

中央 地方 中央 州 生産県 周辺県 全県

石油 100 85 3 6 6

ガス 100 70 6 12 12

非石油・ガス鉱業：地代 20 80 20 16 64

非石油・ガス鉱業：権益 20 80 20 16 32 32

漁業 100 20 80

林業：地代 30 70 20 16 64

林業：土地利用料 55 45 20 16 32 32

植林基金* 100 60 40

* 植林基金の40％は特別交付金として生産県に配分される。周辺県とは生産県以外の州内の県を指す。

出所：Sahara Lumban Gaol, "Natural Resource Revenue Sharing", paper presented at the IMF/World Bank/LPEM-FEUI Semi-
nar on Indonesia: Decentralization Sequencing Agenda, March 20-21, 2000.

（2）地方分権化が中央政府の財政へもたらす影響

地方分権化によって、政府歳入の最低 25％を地方政府へ移転することとなっているが、地方

政府に移転される機能を果たし公共サービスの提供を維持していくためには中央政府からの更

なる財政移転を求める圧力が発生することが予想される。また、天然資源からの収入を地方政

府により多く配分することによって中央政府の歳入が減少する恐れもあり、中央政府の歳入源

を確保、維持しておくことが必要である。IMF・世界銀行の推計によると、既存の歳出割当てと

1999/2000年予算をもとにして法律25号を実施した場合、中央政府の赤字は約 14兆ルピア（GDP

の 1.2％）増加することになる。その内、2兆ルピアは石油・ガス収入の地方分配分で 12兆ルピ

アが地方政府への一般交付金となる。また、地方政府への歳出割当は現在の 2倍となると推計

されている注 13。地方分権化に伴い政府歳入が不足する事態が生じれば、公的債務の返済にも影

響を及ぼす可能性がある。したがって、政府のマクロ経済の安定に必要な中央政府の財源を維

持しながら、地方政府への財源移転額を慎重に管理していくことが必要である。

地方分権化において地方政府が主体的に開発計画の立案、予算編成を行っていくためには、

地方政府に移転された機能に伴う資金の地方政府への配分とともに、地方政府が独自のイニシ

アティブによる開発政策を推進していけるように自己財源を増やしていくことが必要になる。

中央地方財政均衡法では天然資源を持つ県・市政府は天然資源からの収入をより多く確保する

ことができるが、資源を持たない地方政府は独自財源を強化するすべを持っていない。政府は

地方分権化の促進において中央地方財政均衡法に関する政府規則の策定とともに、地方税法

（1997年法律 18号）の改正を検討している。地方政府により大きな課税ベース、課税範囲、権限

を与えて地方政府の自己収入の増大を図るためである。また、政府は所得税法などの改正を行

注 13 Ehtisham Ahmad and Bert Hofman, "Indonesia: Decentralization - Opportunities and Risks", paper presented at the IMF/World Bank/
LPEM-UI Seminar on Indonesia: Decentralization Sequencing Agenda, March 20-21, 2000.



- 21 -

い、課税ベースの拡大を図る所得税の課税範囲と税率の改正、及び付加価値税・奢侈税の税率

の引き上げ、税の徴収の強化と税行政の改善を図ると共に、所得税の 20％を地方政府に配分す

る事を定めている。このような税制改正、税の徴収強化及び税行政の改善を通して地方政府の

財源を拡大すると共に中央政府の財源確保を図っていくことが必要である。

1－2－4　地方分権化に伴う地方政府のキャパシティ・ビルディング

地方分権化の実施を通して民主的で分権的な新しい関係、システムを形成していくためには、

地方分権化の受け皿となる地方政府が主体的な役割を果たすことができるように、地方政府の能

力を向上する、キャパシティ・ビルディングが大きな課題となる。地方政府はこれまで中央集権

的な体制のもとで中央が決めた政策を中央のガイドラインに従って実施するだけでよかったため、

自らのイニシアティブに基づいて開発政策や事業の計画立案、実施を主体的に行っていく経験を

蓄積して能力を向上させていくことができなかった。過去 32年間のスハルト政権下での中央政府

主導の開発政策の中で地方政府は中央政府への従属を強めることとなり、地方政府は依然として

中央政府からの指示を待つ体質を引きずっている。しかし、今後は地方分権化の実施を通して地

方政府は主体的なイニシアティブを発揮して政策の立案実施能力を向上させていくことが必要と

なっている。そのためには、地方公務員の人材育成、地方政府の組織としての情報収集・分析・管

理、調整に関する能力向上、地方政府に関する制度・システムの改善を通じた能力向上など、地

方政府のキャパシティ・ビルディングが不可欠である。

（1）地方公務員の人材育成

地方分権化の実施において、地方政府による実施能力に懸念が示されている理由の背景とし

て地方公務員の能力が充分でないという認識が多くの人によって指摘されている。地方公務員

の質は中央政府レベルに比較すると教育レベルや経験が低い点が指摘されている。また、州政

府職員と県・市政府職員の間でも、これまで優秀な人材は州レベルに移動する例が多く見られ

た。さらに地方政府の業務は中央政府の定めた政策をガイドラインにしたがって実施すること

が多かったため、地方公務員の能力の向上が充分図られる余地は少なく、地方公務員は中央に

対して責任を持つという意識が強く、住民に対して高圧的な態度を示してしまう上意下達の中

央集権的な意識と官僚文化に浸っていた。民主化及び改革の促進によって地方公務員の中にも

地域住民のニーズをくみ上げて地域のイニシアティブに基づいた行政を行っていく機運が生ま

れつつあるが、地方公務員の意識の変化、モラルの変化、動機付けの変化をさらに促進してい

くことが必要である。

このように能力向上が必要とされる地方公務員の人材育成に関しては、第一に中央ならびに

州による研修のシステムを地方分権化にあわせて再構築していくことが必要である。職員の研

修に関しては独自の研修システムを維持できる県・市政府は少なく、引き続き中央政府、州政

府の支援を受けて人材育成を行っていくことが必要となる。その中で、公務員としての昇進に

必要となる階層研修（Structural Training）や、中央政府の政策を実施するために必要なガイドライ
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ンや技術的なことに関する機能研修（Functional Training）を実施するというこれまでのトップダ

ウンの研修から、県・市政府が必要とする機能を強化するための人材育成、研修というボトム

アップのニーズに基づいた実務的な機能研修の実施へと転換することが必要になる。そのため

には県・市政府が必要となる研修ニーズを自ら把握し、州政府や地方の大学、NGOなどのリソー

スを活用して人材育成を行っていく、ニーズベースの研修制度をどのように整備していくかが

今後の課題となろう。

第二に地方公務員の能力向上を図るためには、地方公務員の研修システムと共に公務員の人

事制度の見直しを行うことが求められる。現行の人事制度は 1997年法律第 43号（公務員制度）

の改正（1999年 9月）により成立したが、県・市政府レベルに人事委員会を設置し、メリットベー

スによる採用・昇進システムへと転換を図ろうとしている。しかし、これまでの縁故人事の慣

行を廃し、人材の適材適所を図っていくことができるか、地方政府の人事への権限が強くなっ

ただけに地方公務員の採用や昇進に関してどう透明性を確保していくことができるかが問われ

てくる。また、地方公務員のモラルの向上と共に仕事に対する充分なインセンティブを提供し

ていくことも重要であり、公務員の給料の改善を図っていくことが重要になる注 14。

（2）地方政府の組織としての能力向上

地方政府のキャパシティ・ビルディングのためには地方公務員の人材育成と共に、地方政府

としての組織的な能力の向上が求められる。特に、地方分権化の実施によって地方政府の自主

的な予算編成の権限が拡大することになり、地方政府は公共サービス提供に適切な予算措置を

行って行くことが求められる。したがって、第一に地方政府は事業のプライオリティ付けを適

切に行うことが求められ、インフラなどの公共事業と社会開発の予算に関する適切なバランス

をとっていくような開発政策の形成、地方政府予算の作成ができるような計画立案調整能力を

向上させていくことが必要である。そのためには、これまで全国画一的に決められていた地方

政府の組織構造を見直し、地域の事情に合わせて組織構造を変更していくことも必要である。

また、地方政府が社会開発に関して提供する公共サービスのミニマムの水準を維持していくた

めに中央政府から使途を限定した特別交付金を供与することも必要であり、中央からのガイダ

ンスも求められる。地方行政法では、県・市政府が移譲された機能を果たすための人的、財政

的な能力が充分でない場合は、州政府がその機能を果たすことができるとされている。した

がって、分権化の移行期に当たっては州政府が重要な役割を果たし、県・市政府の能力向上を

促進することが必要である。

第二に地域の住民の意見、ニーズを地方行政に反映していくためには、住民ニーズを把握し

て汲み上げる仕組みを整えることが必要であり、地方政府は住民組織や NGO、民間セクター、

大学など地域の様々なアクター（或いはステークホルダー）と水平的な連携、協力関係を構築し

ていくことが求められる。既にいくつかの地方政府では開発計画の作成の過程で地方議会や

NGO、大学などのアクターを交えた協議の場（フォーラム）を設定している所もあるが、様々な

アクターの形式的な参加ではなく、実質的な参画の場としていくことが必要である。

注 14 2000年 4月には公務員の給与の平均 30％引き上げ、高級公務員に関しては 50％～ 300％の給与引き上げが決定された。
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（3）地方政府に関する制度・システムの改善

地方分権化において地方政府が主体的に開発計画の立案、予算編成を行っていくためには、

これまでの計画立案プロセスの見直しが必要である。予算編成の仕組みも従来型のトップダウ

ンとボトムアップの性格を備えた開発計画立案システム（P5D）から地方政府の主体性をより発

揮できるシステムに変更することが必要である。計画立案システムは中央政府が国家開発計画

（PROPENAS）を策定し、地方政府も地方開発計画（PROPEDA）を策定して開発計画の立案実施を

行う形に変更されることになるが、地方政府が主体的に開発計画の立案・実施を担っていく中

で、中央政府による開発政策と地方政府の開発政策との整合性をいかに図っていくか、バラン

スの取れた開発計画のシステムを形成していくことが必要である。

一方、県・市政府はそれぞれ与えられた機能を果たしていくことが求められるが、個々の地

方政府がそれぞれ単独で事業の実施やサービスの提供を行っていくことが必ずしも効率的でな

い場合もある。したがって、地方政府同士による事業実施の経験の共有や協同事業の実施など、

地方政府間の連携、協力を促進していく事が必要である。この点において州政府が地域のコー

ディネーターとしてどのように県・市政府間の協力関係を促進していくか、新たな役割が求め

られることになろう。

1－2－5　わが国の援助の取り組み方

（1）これまでのわが国の援助の取り組み

地方分権化の推進はインドネシアが今後取り組んでいかなければならない民主化促進、グッ

ドガバナンスの確立のための大きな改革の一つである。インドネシア政府は政治的な意思を示

して地方分権化の実施を行おうとしており、地方分権化及び地方政府のキャパシティ・ビル

ディングに対するドナーの支援への期待も大きい。

日本も地方分権化に関して地方政府のキャパシティ・ビルディングを重視し、JICAを通した

人材育成を中心とする支援を行っている。特に南スラウェシ州及び南スラウェシ州を含むスラ

ウェシ 4州は援助の重点地域となっており、貧困対策支援プロジェクトや地域保健プロジェク

ト、南スラウェシ州政府への地域開発政策アドバイザーの配置を行い、地方分権化に関してス

ラウェシ 4州の県知事や市長の研修を実施するなど、地方政府の行政能力の向上を図る活動を

実施している。これらのプロジェクトではカウンターパート機関である地方政府だけでなく、

地域の大学や NGOと連携した活動の実施や研修の実施を行っている。

教育分野では地方分権化を視野に入れて、中部ジャワ州、北スラウェシ州をパイロット地域

として地域住民参加による教育計画立案研修（COPCEP）、地域教育開発支援調査（RIDIP）など地

域住民参加型の教育制度、スクールベース・マネージメントへの支援を行っている。また、保

健分野においても母子手帳の普及を北スラウェシ州と南スマトラ州で実施するなど、地方にお

ける保健サービスの向上を支援する協力を行っている。

また今後は、プロジェクト方式技術協力による地方政府公務員の研修強化、能力向上プロ
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ジェクトを計画しており、2001年 5月からの開始をめどにプロジェクトの準備を進めている。ま

た、内務省地方開発総局及び州政府の開発企画局に対して、地域開発政策の強化に関わる専門

家のチーム派遣を通した技術支援の実施を計画している。

（2）他ドナーの地方分権化支援

地方分権化及び地方政府のキャパシティ・ビルディングへの支援に関しては、多くのドナー

が民主化支援・ガバナンス支援の観点から関心を寄せており、関連する援助を行っている。

ドイツ技術協力公社（GTZ）は 1993年から内務省に対して地方分権化支援プロジェクトを実施

しており、専門家チームの派遣により地方分権化に関する政策アドバイスを継続的に行い、地

方行政法の策定や地方分権化実施のための政府規則の策定に協力している。また、GTZは米国

国際援助庁（USAID）やカナダ国際援助庁（CIDA）のプロジェクトと協力しながらキャパシティ・

ビルディングニーズ評価調査を実施しており地方分権化により求められるニーズの概念化と分

析を行っている注15。一方、アジア開発銀行（ADB）は地方分権化の支援、貧困軽減を目的として、

1999 年 3 月からコミュニティ・地方政府支援セクター開発プログラム（Community and Local

Government Support: Sector Development Program：CLGS:SDP）を実施している。このプログラム

は、1）政府の地方分権化政策、行政改革を支援するための 2億ドルのプログラム融資、2）労働

集約的な公共事業、中小・零細企業支援を通した雇用促進による貧困軽減のためのプロジェク

ト（投資）融資、3）技術協力（県行政システム、県財政システム、参加型モニタリング・評価プ

ログラム）の三つのコンポーネントから構成されている。UNDP は世界銀行と共同で 2000 年

Partnership to Support Governance Reform in Indonesia プロジェクトの実施を行っている。このプ

ロジェクトは信託基金を設けて地方分権化を含むガバナンスの改革に関連する技術支援を実施

しようとするものである注16。特にUNDPは議会（国会ならびに地方議会）のキャパシティ・ビル

ディング及び市民社会の強化を中心に支援を行っている。

（3）地方分権化が日本の対インドネシア援助に及ぼす影響

今後、地方政府は無償資金協力・技術協力に関して直接ドナーにアプローチできるようにな

るため、地方政府からの要請案件の増加が予想される。したがって、援助ニーズの発掘・確認

に関しては、これまでの中央省庁中心の協議だけでは不充分となり、地方政府へのいっそうの

アプローチが必要となってくる。また、地方政府からの要請案件は支援対象となる開発プロ

ジェクトが各地域の個別・特殊ニーズに基づくことから、開発プロジェクトの規模の縮小化、特

注 15 この調査では、（1）地方議会の役割と機能、（2）レベルの異なる政府間の監督メカニズム、（3）地方レベルにおける公共サー
ビスの提供（都市サービス、農業、保健、教育）、（4）地方開発計画、（5）地方財政、（6）地域経済開発と雇用促進政策、（7）
地方政府の組織開発、（8）人的資源開発、（9）地域間協力の 9つの分野における概念化とニーズ分析がなされている。

注 16 パートナーシップの目的は、1）ガバナンスに関わるグッドプラクティスの収集・普及、2）政府・ドナー・市民社会（civil
society）間の調整、3）ガバナンスの改革を促進するための資金的支援、となっており、以下の5項目に焦点をあてている。1）
議会のキャパシティ・ビルディングを中心とする統治機構の改革、2）法制度・司法改革、3）地方分権化に関するドナーのア
プローチの調整や全国レベルで協議プロセスへの参加促進を通した地方自治への支援、4）汚職の減少や民主的な監視の促進
を含む公務員改革、5）NGOの参加促進、民主的な監視、改革を支援するための NGOのキャパシティ・ビルディングを含む
市民社会の強化。
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異化といった傾向も予想される。したがって、開発案件の形成においては、セクター別アプロー

チと共に地域別アプローチに対応していくことが求められるであろう。また、必要とされる技

術レベル地域特性に合わせて多様化することが予想される。したがって、派遣専門家に求めら

れる能力も高度で細分化された専門性の高い技術能力よりも、むしろ現場に密着したより実際

的な技術、総合的な技術が求められる可能性が多くなる。

一方、中央政府を通した協力においては、中央政府の役割がよりマクロの政策や開発戦略の

策定、地方における公共サービスの水準を維持するためのモニタリング、評価、ガイドライン

の作成などになることから、よりソフト型の政策支援を行うことが求められるであろう。また、

地方政府行政官の能力育成が急務となっていることから、技術協力に占める教育・研修の割合

が増加することに対応しなければならない。

（4）援助の実施における留意点

今後、地方政府からの援助要請の増加が予想されるなか、援助ニーズの確認に関しては、中

央政府の開発政策と地方政府の開発政策との整合性を確認することが必要となる。また、援助

対象地域の選定に当たっては地域の潜在性、地方政府のコミットメント、他地域への波及効果

の高さを考慮に入れるべきである。

援助の実施においては中央と地方ならびに地方間の縦と横の情報ネットワークを形成するこ

とが必要であるが、その際、政府機関とならんで、地方の大学や、NGO、民間セクターとの連

携・協力の促進と、ネットワークの形成促進が重要である。

地方分権化の実施は中央政府機関の機構改革・人員の配置転換を伴い、既存の協力案件に対

しても影響が及ぶ可能性がある。これらの機構改革はビックバン的に実施されるのではなく漸

進的に実施されることが予想され、援助のカウンターパート機関の状況を絶えずモニターしカ

ウンターパート機関の動向を充分把握しておくことが必要である。

また、地方分権化への支援に関しては他のドナーとの重複を避け、連携を図りながら実施し

ていくことが必要である。

（5）今後のわが国の援助の方向性

a） 地方における援助ニーズの発掘と地域アプローチ

地方分権化の流れの中で、今後、各地方政府の権限強化が図られることから、援助ニーズ

発掘の拠点を中央から地方へ移行していくことが必要である。そのためには拠点となりうる

地方政府の開発企画部門に地域開発専門家や企画調査員を常駐させることが望ましい。また、

各地方ごとの特性に合わせた援助形態を作り出すために、各地方ごとの資源分布、人的資源

の質、財政状態などに関する情報収集、基礎調査を行い、地方ごとのプロファイルを更新す

ること、また、地方ごとに援助分野の優先度を決定することが必要である。しかし、援助を

期待する地方の全てのニーズに応えることは不可能なので、援助対象とする地方・地域の優

先順位を付した上で、優先順位の高い地域への協力を先行モデルとして、その事例（ベストプ
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ラクティス）を他の地方・地域へ紹介していくことが必要である。

また、地域アプローチの実施運営に当たっては、各地方の大学、NGO、民間セクター等と

の連携を強化し、地方における包括的なキャパシティ・ビルディングを図ることが必要であ

る。

b） 地方のイニシアティブに基づいた地域開発の支援とベストプラクティス事例の紹介

地方分権化の実施において地方政府が最も関心を持っているのは地域の自主性に基づいた

社会・経済開発である。したがって、地域の自主性・独自性を生かした地域振興を促進し、地

方のイニシアティブに基づいた地域開発を支援することが重要である。自主的な地域振興に

関しては、わが国の地方自治体が多くの経験と知見を持っており、わが国の地域づくりの事

例（ベストプラクティス）を紹介し、わが国の地方自治体との連携（専門家の派遣、研修の受

け入れ、事例調査）を図る形で協力を実施することが効果的である。

インドネシアでは地域開発計画の立案・実施において、トップダウン方式から住民参加型

開発方式への転換が求められている。そのためには地域特性を勘案した地方自治促進のため

のパイロットプロジェクト（県・市の計画策定、運営能力向上を目的とする）の促進支援を通

じて、地域の個性、自主性に基づく参加型開発手法を開発していくことが望まれる。

その際、これまで JICAが地方において重点的に協力を行ってきたスラウェシでのプロジェ

クトの経験、成果を活かすことが有効である。例えば、スラウェシ貧困対策支援村落開発計

画プロジェクトで開発された参加型開発モデルや参加型地域社会開発研修モジュール、スラ

ウェシ地域保健プロジェクトで実施してきた研修プログラムの他の地域への紹介・普及があ

る。また、母子手帳や地域住民参加型教育立案研修（COPCEP）などの成果を他の地域・地方

に紹介・普及することも、地方政府の保健、教育サービス提供能力の向上に貢献すると思わ

れる。また、援助の拠点となる地域で実施された活動、開発されたモデルなどの情報、成果

を他の地域へ普及しようとする場合、地域の大学や NGOを活用してネットワークを形成し、

経験・情報の共有を幅広く促進することが望ましい。また、ITを利用して地方政府間の情報

ネットワークの形成を支援していくことも検討すべきである。

このような地域のイニシアティブに基づいた地域開発の支援において、JICAの技術協力と

JBICの円借款を組み合わせた形で支援していくことも検討する価値があろう。例えば、地方

政府が地域開発計画のプロポーザルを作成し、州政府及び中央レベルで審査して良いプロ

ポーザルに円借款による資金的な支援を行い、計画立案、審査を JICAの技術協力で支援する

ことも考えられる。

c） 地方分権化に関する政策支援

インドネシア政府は GTZやアジア開発銀行、世界銀行などのドナーの支援を受けて地方分

権化の法制度の整備を行っており、地方分権化の基本的なメインシステムの構築を行ってき

た。しかし、地方分権化の実施に当たっては、中央と地方間の政策に関する意思調整メカニ

ズム、地方政府間の協力方式（広域行政）、財政分与方式の精緻化、地方政府における起債方

法、地方税徴収方法など、地方行財政制度のサブシステムの構築と運用に関する支援・協力



- 27 -

が必要となる。日本は地方自治制度の運用に関して豊富な経験とノウハウを有しており、日

本の経験に基づく技術的 /実務的な情報を提供する専門家の派遣を通して、地方分権化の実施

に関する政策支援を行うことが可能である。

d） 地方公務員の人材育成・能力向上

地方公務員の研修では、管理職には政策立案や企画能力、議会や住民とのコミュニケー

ション能力、一般職員には文書管理その他の実務処理能力の向上が課題とされ、より実務的

な研修に重点をおくことが望ましい。地方公務員の人材育成において、多数の人数の研修を

同時に実施することができる現地国内研修が非常に有効である。また、地方での開発事業、公

共サービスの提供に関するベストプラクティス事例を発掘・分析し、事例の紹介と研修参加

者の経験の共有、現場視察を組み合わせた参加型の現地国内研修（ワークショップ）を実施

し、実用的な経験と情報、ノウハウの共有ならびに意識改革を図ることが必要である。

さらに、地方公務員の研修に関しては、地方の大学との連携、ネットワークを活用し、研

修プログラムの作成、実施を行うことが望ましい。また、人材育成に関する円借款の活用も

検討するべきである。

2001年 5月からの実施を計画している「地方公務員能力向上プロジェクト」においては、地

方公務員の人材育成・能力向上に関して、研修制度の改善とともに公務員制度の改善も視野

に入れて協力することが必要であろう。

e） 地域間協力プロジェクトの促進と情報ネットワークの形成

今後、地方分権化の進展とともに地方自治意識が拡大し、各地域が自己の利害関係のみを

追及した場合、地域エゴイズムが拡大し、地方政府相互の摩擦が拡大する畏れがある。こう

した状態では、複数の州や県にまたがる地域開発計画の企画・実施は困難であり、地域住民

への行政サービスの質の維持も困難になってくる。複数の自治体が関係してくる地域開発事

業の成果を上げるためには、各自治体が決定する開発計画と中央政府機関の策定する地域開

発戦略との統合化が不可欠である。この点において、中央・地方政府間はもとより、各地方

政府間の意思の疎通は以前にも増して重要となり、情報ネットワークの確立が強く求められ

てくる所以である。

したがって、地域間協力プロジェクトの推進を円滑に行うためにも、地域間の情報ネット

ワークの確立に資する支援活動を強化するべきである。地域間の情報ネットワークの形成に

関して情報技術（IT）の活用を図るとともに、中央省庁或いは州政府のファシリテーターとし

ての機能を強化することが重要である。これに関連して、中央省庁にセクター別に配置され

ている専門家と地方政府に配置されている地域専門家との有機的な連携促進システムの形成

も促進されるであろう。
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第2章　経済

2－1　マクロ経済

2－1－1　経済の現状と回復への展望

1997年 7月のタイ・バーツ切り下げに始まるアジア通貨危機の影響をもっとも激しく受けたの

は、インドネシアであった。危機の発生当初は、その経済ファンダメンタルズの優良性の故、イ

ンドネシアに対する影響は軽微にとどまるものと予想されていたにもかかわらず、結果としては

ASEAN4カ国及び韓国というアジア通貨危機の影響が大きく及んだ国々の中で、最大の経済的影

響を被ることとなった。1993年から昨年までのインドネシアのマクロ経済指標の推移を表2－ 1に

示す。

1998年の実質 GDP成長率は、-13.2％の落ち込みを示した。これは韓国の場合の -5.8％、マレイ

シアの -7.5％は勿論のこと、タイの -10.2％と比較しても著しい。支出項目別の年変化率を見ると、

固定資本形成の -35.5％という大きな落ち込みが目に付く。これは韓国の場合の -16.8％、タイの -

18.6％と比較しても、甚大である。項目別 GDP成長寄与率で、投資は -14.8％となっており、国内

需要の落ち込み -18.0％の実に 82％を占めている。1999年の数字を見ても、固定資本形成は、さら

に -20.3％の落ち込みとなっており、輸出、輸入両面の 40％以上の収縮を併発している。1999年度

に辛うじて、プラス成長となったのは、輸出の落ち込みが、輸入よりもやや少なく、結果的に純

輸出がプラスに転じたために他ならない。国内需要の収縮は 2000年度に入るまで続いた。

これらの点に、アジア通貨危機のインドネシアに及ぼした影響が凝縮されている。なによりも

それは、生産活動の落ち込みとそれに伴う投資の崩壊によって特徴付けられる。何故、インドネ

シアにこのような投資の崩壊ともいうべき事態が生じたのであろうか。この点に関しては、韓国

やタイと比べてインドネシアの場合、危機による為替レートの下落が最も激しかったことが想起

される。他のアジア諸国では、下落のボトムにおいても概ね危機前比、半減に止まっていたのに

対して、インドネシアの場合は、危機前に1ドル＝2,400ルピアであったのが、1998年1月には15,500

ルピアにまで落ち込み、同年 6月には 16,000ルピアを割り込んだ。この背景には、スハルト政権

末期の IMFとの関係悪化や、政権退陣にともなった政治不安が大きな要因として挙げられる。1999

年度に入ってからは、IMFとの関係改善や民主的総選挙、政権交代の実現によって政治不安は緩

和されたが、7,000ルピア前後で推移し、今年 5月からは再び 9,000ルピア前後にまで悪化してい

る。このように、危機前に比べての為替レート減価率がインドネシアにおいて極めて大きかった

ことが、他のアジア諸国と比較した場合、危機による経済的影響のマグニチュードが甚大であっ

たことと符合している。

アジア通貨危機を特徴付けるものは、多額の民間部門対外債務累積である。表2－ 2に危機前の

東アジア主要国の民間対外債務の内訳を示す。



- 32 -

表 2－ 1　インドネシア　マクロ経済指標（1993年価格基準）

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
実質 GDP成長率 7.3 7.5 8.2 7.8 4.7 -13.2 0.2

（非石油 /ガス GDP成長率） 8.1 8.0 9.2 8.2 5.2 -14.3 0.3
GDPセクター別年変化率

農業 1.7 0.6 4.4 3.1 1.0 0.8 0.7
鉱業 3.4 5.6 6.7 6.3 2.1 -3.1 -0.1

製造業 13.2 12.4 10.9 11.6 5.3 -11.9 2.2
公益事業 11.1 12.5 15.9 13.6 12.4 1.9 7.3

建設業 14.5 14.9 12.9 12.8 7.4 -40.5 1.2
貿易・観光 9.8 7.6 7.9 8.2 5.8 -18.1 -1.1
運輸・通信 7.5 8.3 8.5 8.7 7.0 -15.1 -0.7

金融業 10.0 10.2 11.0 6.1 5.9 -26.6 -8.7
不動産 1.7 4.0 5.5 5.8 5.0 -19.9 -6.0

GDP支出項目別年変化率
消費 5.4 7.1 11.2 8.9 5.9 -4.5 -0.6

うち民間消費 6.3 7.8 12.6 9.7 6.6 -3.3 -0.9
公共消費 0.2 2.3 1.3 2.7 0.1 -15.4 1.8

固定資本形成 6.6 13.8 14.0 14.5 8.6 -35.5 -20.3
国内需要 6.9 9.0 12.0 7.6 7.0 -14.2 -5.2

輸出 6.8 9.9 7.7 7.6 7.8 11.2 -40.0
輸入 5.4 20.3 20.9 6.9 14.7 -5.4 -43.6

項目別 GDP成長寄与率
消費 3.7 4.8 7.5 6.2 4.1 -3.2 -0.5

うち民間消費 3.7 4.6 7.4 5.9 4.1 -2.1 -0.6
公共消費 0.0 0.2 0.1 0.2 0.0 -1.1 0.1

投資 3.0 4.9 4.2 1.7 3.0 -14.8 -2.4
うち固定資本形成 1.7 3.6 3.9 4.3 2.7 -11.5 -4.9

国内需要 6.7 9.7 11.7 7.8 7.1 -18.0 -2.9
純輸出 0.5 -2.2 -3.5 0.0 -2.2 4.8 3.1

輸出 1.8 2.7 2.1 2.1 2.1 3.1 -12.2
輸入 1.3 4.8 5.6 2.0 4.3 -1.7 15.3

GDP デフレーター 8.9 7.8 9.9 8.7 12.0 83.3 2.0
CPI 9.7 8.5 9.4 7.9 6.6 58.0 2.1
出所：BPS Statistics Indonesia（http://www.bps.go.id/）

表 2－ 2　危機前における東アジア諸国民間対外債務残高

（1997年 6月末、単位：百万ドル）
総額（A） 期限1年以内（B） B/A（％） 公的外貨準備（C） B/C（％）

韓国 103,432 70,182 67.8 20,368 344.6
インドネシア 58,726 34,661 59.1 16,587 208.9
タイ 69,382 45,567 65.7 26,178 174.1
マレイシア 28,820 16,268 56.4 20,788 78.3
フィリピン 14,115 8,293 58.7 7,266 114.1
中国 57,992 30,137 51.9 142,762 21.1
出所：BIS-OECD-World Bank Joint Statistics（http://www.oecd.org/）



- 33 -

Furman-Stiglitz（1998）は、ラテンアメリカをも含めた通貨危機に関する実証的計量分析の中で、

短期対外債務の公的外貨準備に対する比率（上記の B/C）が通貨危機発生との相関性を最も整合的

に説明しうるものであることを明らかにした。この指標に照らすと、韓国、インドネシア、タイ

の三国に危機の影響が最も深刻な形で現れたことは、充分理解される。明らかに、途上国のマク

ロ的ソルベンシー（資金繰能力）に関する、国際金融市場の判断指標はこの点に集約されていたの

である。しかしこの見解では何故、危機が事前に予測されず、バーツの切り下げによって突然始

まったのかが問題点として残る。一般的な理解とは異なり、アジア通貨危機に於いて資本逃避の

大半を占めたのは証券投資ではなく、銀行信用である注 1。国際銀行信用において貸し手に為替リ

スクはない。したがって、借り手が為替リスクをヘッジしておれば、貸し手が回収に動く必要は

ない。しかし現実は、これらの対外債務のほとんどがヘッジのないオープンポジションであった。

そのため通貨の切り下げは、対外債務の現地通貨建における自動的膨張を招き、企業のソルベン

シーを奪うことになる。通貨の切り下げが及ぼす破壊的な影響こそがアジア通貨危機の広範囲な

Contagion（伝染的波及）の原動力であった。

Krugman（1999）は、アジア通貨危機の核心を企業のバランス・シート問題に求め、これをモデ

ルの中に取り込むべきであるとした。その想定するメカニズムは以下の通りである。つまり、何

らかの理由により経済ファンダメンタルズに対するコンフィデンスが損なわれると、外資流入に

よる資金移転の上で問題が生じ、国際収支赤字幅が拡大する。これに対処するには、為替切り下

げか、金利引き上げによるアブソープションの調整が必要になる。前者の場合、企業の持つ外貨

建債務がオープンポジションであるため、債務膨張を招きバランス・シート上の問題を発生させ

る。後者の場合も、実体経済にデフレ効果が及ぶ。いずれの対応をとったところで、当初のコン

フィデンスに対する懸念は裏付けられることになり、資金移転の逆調はスパイラル的に加速され

る。アジア通貨危機の現実的経緯に照らして、このモデルの説得力は高い。タイのバーツ切り下

げに伴う危機の波及に際して、ほとんどの国々は為替防衛のための金利引き上げの末、為替切り

下げを余儀なくされた。このため、民間セクターのバランス・シートに破壊的な影響が及び、マ

クロ的ソルベンシーに対するコンフィデンスは大きく失われ、為替の下方調整は危機前の期間の

実質為替レート上昇幅を大きく超える結果となった。そして、これは民間セクターのバランス・

シートをさらに損ない、下方スパイラルに落ち込んでいったのである。

既に見たように、インドネシアにおいては為替レートの下落が最大規模となった注 2。これによ

るインドネシア民間セクターのバランス・シート損傷の程度をミクロ的に検証することは、本論

の課題ではない。しかし、ルピアの崩落が最初のボトムに達した、1998年 1月時点で、インドネ

シアの上場企業 286社のうち、ソルベンシーを維持していたのは、わずか 22社に過ぎなかった注 3

ことからもそのインパクトの強烈さは十二分に窺える。

以上のような観点からインドネシア経済の現状を総括すれば、ルピアの大幅下落による、民間

注 1 1996年から 97年にかけて、東アジアに対する証券投資はネット 167億ドルの逆調であったが、銀行信用はこの 5倍のネッ
ト 826億ドルの逆調となった（IIFのデータによる）。

注 2 この点については複合的な要因が絡んでおり、危機マネジメントにおける IMFの対応について批判的な見解も多い。しか
し、IMFに最も批判的な立場をとるハーバード大学の Steven Radeletでさえ、「結局の所、インドネシア経済的破局の責任の
大半はスハルトに帰されるべきである」と述べているように、三度にわたるコンディショナリティ改訂を招いたほどの IMF
との関係悪化が資本逃避の進行によるルピア崩落と軌を一つにしていたことは明らかであった。

注 3 Far Eastern Economic Review（1998年 1月 22日号）
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対外債務の現地通貨建膨張によって、民間セクターがソルベンシーを喪失したこと、これによる

生産活動の落ち込みとそれに伴う投資の崩壊が危機の本質をなしていると言えよう。このような

見方に立てば、以下のように希望の持ちうる側面と、困難な側面が明らかになる。まず前者とし

ては、インフレ収拾自体はさほど困難な課題ではなかったということである。投資の崩壊はデフ

レ的性格を持つことから、これは容易に理解されよう。事実、インフレ率は表 2－ 1からわかるよ

うに 1999年度において完全に正常化した。第 2点としては、当初の資本逃避が一巡さえすれば国

際収支バランスの維持もさほど困難ではなかったということであろう。危機のインパクトが基本

的にデフレショックであり、内需の収縮が大規模であれば輸入は急速に減少し、国際収支のバラ

ンスはむしろ改善する。表 2－ 3に 1993～ 1999年のインドネシア国際収支の推移を示す。経常収

支は 1998年に既に黒転し、1999年には総合収支も黒字となっている。

表 2－ 3　インドネシア国際収支推移 （単位：10億 USドル）

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999
経常収支 -2.1 -2.8 -6.4 -7.7 -4.9 4.1 6.6
輸出 36.8 40.1 45.4 49.8 53.4 48.8 55.2

石油 /ガス部門 5.0 6.0 6.4 7.2 6.8 4.3 12.2
非石油 /ガス部門 31.8 34.1 39.0 42.6 46.6 44.5 43.1

輸入 28.3 32.0 40.6 42.9 41.7 27.3 35.5
貿易外収支 -10.6 -10.9 -11.2 -14.6 -16.6 -17.4 -13.1
資本収支 5.6 3.8 10.3 10.8 -0.6 -9.6 -4.0

直接投資 1.6 1.5 3.7 5.6 4.5 -0.4 -1.6
証券投資 1.8 3.9 4.1 5.0 -2.6 -1.9 -0.4

その他資本勘定 2.2 -1.5 2.4 0.2 -2.4 -7.4 -2.0
政府 0.6 0.1 - -0.7 -0.3 4.2 2.6

銀行部門 1.4 0.5 1.9 -0.8 -0.3 -2.3 -0.3
その他 0.3 -2.2 0.5 1.7 -1.9 -9.3 -4.3

誤差脱漏 -2.9 -0.3 -2.2 1.3 -2.6 1.8 -
総合収支 0.6 0.8 1.6 4.5 -8.1 -3.7 2.6

（注） 1999年については暫定値
出所：IMF（1999）Staff Country Report No.99/39, IMF（1999）International Financial statistics yearbook及びBank

Indonesia（http://www.bi.go.id/）

しかし、同時に困難な側面も明らかになる。基本的にアジア通貨危機の影響が、バランスシー

ト要因による投資の崩壊ということは、その解決も企業バランスシートの再生以外には有り得な

いことを意味するが、民間セクターのバランスシート再生を、市場経済メカニズムのもとにおい

て短期間に行うことは極めて困難である。しかも、1990年代以降のインドネシア経済発展は、多

額の外資流入に支えられてきたことも事実であり、当面これに依拠できないことは課題の困難さ

を増す。

対外民間債務については、ジャカルタ・イニシアティブ（Jakarta Initiative）の強化や法律・制度

の整備等、民間セクターに対する政府の積極的な働きかけと、それに向けた国際社会の支援が求

められる。公的債務については、中長期的には、財政のプライマリーバランス注 4 の健全化と経済

注 4 歳出から国債の利払いを除いた財政収支。
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成長により、相対的に縮小していくこと（growing out of debt）が望ましい。財政赤字の圧縮は、デ

フレや社会サービスレベルの低下を回避しつつ進める必要がある。したがってこの点に配慮し、

公的債務の国内でのいま以上の消化が難しい現状を鑑みれば、国際社会からの資金面での協力は、

当面の間必要と考えられる。

2－1－2　債務返済を考慮した中期的経済見通し

インドネシア経済の最大のマクロ的政策課題は、対外債務である。表2－ 4に対外債務残高の推

移を、表 2－ 5に最近時点の残高内訳を示す。

表 2－ 4　インドネシア対外債務残高推移（債務者側データによる） （単位：10億 USドル）

1992/93 1993/94 1994/95 1995/96 1996/97 1997/98
対外債務総額 83.7 89.3 101.2 105.8 113.1 138.0
公的部門 55.5 60.2 67.6 62.8 56.3 59.9

政府 50.9 55.0 62.6 58.6 52.6 54.1
国営企業 4.6 5.2 5.0 4.2 3.6 3.8

民間部門 28.2 29.1 33.7 42.9 56.9 78.1
銀行 6.1 8.2 9.0 8.9 9.6 12.8

非銀行 22.1 20.9 24.6 34.0 47.2 60.8
債務残高 /GDP 58.9％ 55.8％ 56.1％ 52.3％ 48.2％ 74.8％

対外債務元利払合計 9.2 9.8 11.4 14.4 15.1 32.9
公的債務残高 /GDP 39.1％ 37.6％ 37.5％ 31.1％ 23.9％ 32.5％
民間債務残高 /GDP 19.8％ 18.2％ 18.7％ 21.2％ 24.3％ 42.3％

債務残高 /輸出 216.7％ 221.6％ 215.7％ 199.0％ 192.9％ 212.3％
（注） 2000年 3月時点の対外債務総額は1,442億ドル
出所：IMF（1999）Staff Country Report No. 99/39（http://www.oecd.org/）

表 2－ 5　インドネシア対外債務残高（債権者側データによる） （単位：百万 USドル）

ストック フロー
Dec. 98 Jun. 99 Sep. 99 Dec. 99 1998 1999

対外債務 115,473 116,952 -6,262 -1,441
銀行信用 49,007 46,567 44,531 43,031 -13,146 -6,486

外債 5,489 5,427 3,702 3,308 -771 -2,187
非銀行輸出信用 8,587 8,919 na 9,683 -991 2,206

国際金融機関借入 26,611 28,533 29,784 29,937 7,113 3,197
二国間公的資金援助 25,709 na na 30,993 1,633 1,829

内期限1年以内 20,936
銀行信用 23,702 21,647 na 19,035

外債 1,543 1,322 493 632
非銀行輸出信用 na 1,344 na 1,269

公的外貨準備（除金） 22,713 26,319 26,032 26,445

出所：BIS-IMF-OECD-World Bank Joint Statistics（http://www.oecd.org/）
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1990年代における対外債務の累積は、ほとんど民間部門によるものであることが明白である。

表2－ 4に見られるように、民間部門の対外債務残高は1992/1993年度から1997/1998年度にかけて

3倍に伸びており、公的部門が横這いに推移していた事実と対照的である。民間部門の内訳におい

ても、銀行部門は 2倍に伸びているが、圧倒的に非銀行すなわち一般企業の外貨借入がこの間約

380億ドルの増加を示しており注 5、危機の背景はまさに前節に示したとおりであることが窺える。

対外債務残高の GDPに対する比率においても、債務残高合計で 58.9％から 74.8％への悪化となっ

ており、公的債務残高での比率は若干の改善であったのに対して、民間債務残高の対 GDP比率は

19.8％から 42.3％へと急速に悪化している。以上の結果、対外債務元利払合計額は、92億ドルから

329億ドルへと 3倍以上に急増した。危機の発生以降最近の状況を見ると、銀行信用ではかなりの

削減が生じている。これは言うまでもなく、危機による信用失墜から民間部門に対する短期信用

供与が 1998～ 99年の 2年間に 200億ドル近くの逆調に転じたためであり、国際金融機関等による

100億ドル以上の資金援助をオフセットする結果となったものである。

表 2－ 5に見られる最大の問題点は、期限到来済みの対外債務返済額が元本だけでも 200億ドル

に達することである。これは、表2－ 2に示したとおり、危機前の時点において民間対外債務の60

％が短期調達でまかなわれるという歪んだ金融行動が、危機による銀行信用収縮を経ても、なお

このレベルで存続していることの表れである。公的債務については、今年 5月 17日に公的債権者

会議であるパリクラブで、2003年までに期限の到来する57億 9,700万ドルの15～ 20年にわたる繰

り延べが、また 6月 13日には民間債権者会議であるロンドンクラブにおいて、2002年までに期限

の到来する 3億 4,000万ドルの 12年にわたる繰り延べが合意された。これらを踏まえた中期的マ

クロ経済フレームワークを見てみよう。表2－ 6にインドネシア政府の公的政策ベースとなるもの

を示す。

注 5 この点が、タイの場合と根本的に異なる。タイの場合、BIBFの租税特典が民間部門の対外借入を促進するインセンティ
ブとなったことから、民間対外債務の大半が、銀行経由のものであった。これに対して、インドネシアの場合、銀行に対す
る外貨ポジション規制もあって民間企業はほとんど直接的に外貨借入を行っていた。
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表 2－ 6　インドネシア中期マクロ経済フレームワーク（1998/1999-2002）

実績 推定 予測

1998/99 1999/2000 2000 2001 2002

生産及び価格（前期比変化率％）

実質GDP成長率 -14.2 1.8 3～ 4 4～ 5 5～ 6

CPIインフレーション（期中平均） 64.7 8.5 3～ 4 4～ 5 4～ 5

CPIインフレーション（期末） 45.4 0.0 5～ 6 4～ 5 4～ 5

貯蓄及び投資（対GDP比率％）

粗国内投資 12.1 13.4 16.3 18.1 19.2

粗国民貯蓄 16.6 16.6 18.1 18.7 19.1

中央政府会計（対GDP比率％）

歳入 15.3 14.5 15.1 15.5 16.0

歳出及び貸付 17.4 18.3 20.1 19.2 18.6

内銀行再建債利払 0.6 2.2 4.7 4.1 3.6

収支尻 -2.2 -3.8 -5.0 -3.7 -2.6

延滞含む収支尻 -2.2 -5.0 -5.0 -3.7 -2.6

国内金融収支 -2.3 3.5 2.4 2.6 2.6

内民営化収入 0.2 0.8 0.7 0.7 0.8

内銀行資産回収 0.0 1.5 1.8 1.8 1.7

要対外調達 4.5 1.5 2.5 1.2 0.1

金融勘定（期末：対前年変化率）

民間部門信用供与 -2.6 1.9 10.4 - -

広義マネーサプライ 33.8 16.0 11.8 - -

ベースマネー 27.4 9.5 8.3 - -

国際収支（単位：10億USドル）

経常収支 4.6 4.8 3.3 1.0 -0.2

（GDP比率％） 4.4 3.1 1.9 0.5 -0.1

資本収支 -2.0 -4.4 -7.5 -2.1 3.0

総合収支 2.6 0.4 -4.2 -1.1 2.8

要対外調達額 0.0 0.0 4.3 3.4 0.8

債務及び公的準備（期末：単位10億USドル）

粗公的海外資産 25.7 27.8 29.2 31.1 33.6

（対輸入月数） 6.7 6.5 6.3 6.1 6.0

流動準備 20.3 25.0 26.5 28.4 31.7

（期末：対輸入月数） 5.3 5.8 5.7 5.5 5.6

（対短期債務比率％） 47.1 73.4 89.1 91.5 103.7

デットサービス比率（％） 39.1 34.8 29.9 27.3 35.0

公的債務（対GDP比率％） 103.4 96.0 93.4 87.3 79.5

（内対外債務） 51.0 38.6 38.5 36.8 34.3

※1998/1999及び1999/2000は同年4月から翌年3月までの12ヶ月。2000年は同年4月から12月までの9ヶ月。2001
年、2002年は同年1月から12月までの12ヶ月。

出所：IMF（2000） Letter of Intent of the Government of Indonesia to IMF（http://www.imf.org/）



- 38 -

貯蓄及び投資の項目については、危機のデフレ的性格から、ギャップはほとんど生じていない。

中央政府会計については、歳入の危機前までの回復と、歳出削減により一応収支尻を削減する方

向に目標が定められている。これにより、対外調達は 2002年までに解消する方針である。金融勘

定については、危機による信用収縮を2000年までに反転させることが目指されている。国際収支

については、景気の回復による経常収支黒字の減少と、対外債務の返済から、2000年～ 2001年に

かけてギャップが約 80億ドル生じるが、2002年にはある程度の外資流入が見込めるものとして、

ギャップは解消するとしている。以上の結果、公的外貨準備は現状の水準が維持できるものの、

デットサービス比率は危険水準で推移する。

公的債務の繰り延べが合意される前の時点で策定されたものであるため、現時点ではいくつか

の状況変化があるが、問題となるポイントは金融セクターの再建に要するコストと、民間対外債

務のリストラである。また、これら二つのファクターは、生産者投資活動の再建による景気の自

律的反転とも密接に関連する。今年上半期の輸出は、ルピア安と他のアジア地域の景気回復に支

えられ、対前年度比で、35％の伸びを示した。また、同時期の実質 GDP成長率は3.2％の伸びとな

り、明るい材料にはなる、しかし他方では、金融セクター再建のテンポは遅く、これに伴った国

内財政赤字残高は約500兆ルピアにのぼる公的資金投入のため、危機前の2倍以上の水準となって

いる。

2－1－3　経済開発の全体的な戦略

1980年代以降のインドネシア開発戦略は、周知のとおり非石油・ガスの製造業を主軸とした輸

出工業化に重点が置かれてきた。この戦略の妥当性は、石油・ガスの世界的市況変動リスクを回

避して、安定的な成長を実現すること、年間 1.4％の人口増加圧力に耐えうる雇用吸収力を経済構

造に持たせること、天然資源の輸出依存に伴う貿易財と非貿易財の相対価格変動から生じる輸出

産業不振を回避すること等にあった。実際、表2－ 1に見られるようにこの非石油・ガス部門の実

質成長率は、1990年代に危機に至るまでコンスタントに年率 8％以上を上げ、インドネシア経済

成長の軸となってきた。

しかし皮肉にも、今回の経済危機の病巣となったのも、この非石油・ガスの製造業である。表

2－ 1における GDPセクター別の成長率を見ると、1998年には農業の 0.8％、鉱業の -3.1％に対し

て、製造業は実に -11.9％となっており、危機のインパクトがこの部門に集中的に現れていること

がわかる。危機からの回復を図る上で、最も困難な政策課題である民間対外債務もほとんどがこ

の部門によるものである。このため新たなる開発戦略模索の必要性が提起された。農業回帰

（reagriculturization）や中小企業（SME）振興などである。これらは、どの程度の妥当性を持っている

のであろうか。

ここでは、農業回帰について見てみよう注 6。この議論の根拠は 2点にわたる。第一に農業は対

外債務を負っておらず、危機の後もソルベンシーを失っていないことである。第二点は、雇用吸

収の上で農業に依存する事が、危機からの脱却過程において少なからぬ貢献を期待しうるという

ことである。表3－ 7にインドネシア就業状況の推移を、表2－ 8に産業別雇用者数の推移を示す。

注 6 中小企業振興については後記第 4章に委ねる。
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まず、注目に値する点は、1997～ 1999年の 3年間に全労働人口は約 500万人増加しているのに対

して、失業者数の増加は約 180万人にとどまっていることである注 7。表 2－ 8からは、労働人口増

加数の 70％にあたる約 350万人は農業に吸収されていることがわかる。雇用のバッファーとして、

農業が有効に働いていたことが理解される。危機の過程において消費支出がほとんど落ち込まな

かった事実とも符合する。

表 2－ 7　インドネシア就業状況 （単位：人）

1997 1998 1999

15才以上人口 135,070,350 138,556,198 141,096,417

労働人口 89,602,835 92,734,932 94,847,178

全人口に対する比率 66.34 66.63 67.22

就業人口 85,405,529 87,672,449 88,816,859

失業者数 4,197,306 5,062,483 6,030,319

失業率 4.68 5.46 6.36

非労働人口 45,467,515 45,821,266 46,249,239

学生 10,814,356 11,273,682 10,934,731

家事労働 25,896,013 25,266,906 25,857,621

その他 8,757,146 9,280,678 9,456,887

出所：BPS Statistics Indonesia（http://www.bps.go.id/）

表 2－ 8　インドネシア産業別雇用者数 （単位：人）

1997 1998 1999

農林水産業 34,789,927 39,414,765 38,378,133

鉱業 875,280 674,597 725,739

製造業 11,008,951 9,933,622 11,515,955

公益事業 233,237 147,849 188,321

建設業 4,184,970 3,521,682 3,415,147

流通・サービス業 16,953,006 16,814,233 17,529,099

交通・通信業 4,125,429 4,153,707 4,206,067

金融・不動産業 656,724 617,722 633,744

公務員等 12,574,844 12,394,272 12,224,654

その他 3,161 - -

合計 85,405,529 87,672,449 88,816,859

出所：BPS Statistics Indonesia（http://www.bps.go.id/）

だが、この事をもって今後の開発戦略の上で農業に対する依存度を高めるべきと主張すること

注 7 セーフティ・ネットの未整備なインドネシアの雇用統計の信頼性に大きな限界があることはあきらかであり、この失業者
数と実態には相当な乖離があると考えられる。
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は飛躍を伴う。表 2－ 9にインドネシアの産業別 GDP産出高を示す。

表 2－ 9　インドネシア産業別GDP産出高 （1993年価格：単位 10億ルピア）

1996 1997 1998 1999（暫定）

農林水産業 63,827.8 64,468.0 64,029.3 65,361.4

鉱業 37,739.4 38,538.2 37,473.0 36,831.5

製造業 102,259.7 107,629.7 95,320.6 97,786.2

公益事業 4,876.8 5,479.9 5,623.2 6,084.8

建設業 32,923.7 35,346.4 22,460.4 22,093.8

貿易・観光業 69,475.0 73,523.8 60,257.2 59,997.9

交通・通信 29,701.1 31,782.5 26,975.1 26,782.2

金融・不動産業 36,384.2 38,543.0 28,278.7 25,996.6

サービス 36,610.2 37,934.5 36,475.0 37,117.2

GDP合計 413,797.9 433,245.9 376,892.5 378,051.4

出所：BPS Statistics Indonesia（http://www.bps.go.id/）

1997～ 1999年における農業就業者数の、全労働人口に占める比率は各々 38.8％、42.5％、40.5％

であるが、この間に農業の付加価値産出高がGDPに占める割合は各々15.4％、14.9％、17.0％、17.3

％に過ぎない。危機以降、ルピアの大幅減価による輸出農産物のルピア建価格上昇があったにも

かかわらず、1996～ 1999年の 4年間に農業セクターはめぼしい実質成長を遂げてはいない。明ら

かに、新たなる開発戦略の主軸としての役割を農業に期待することには限界があると言わねばな

らない。

結論としては、危機前の非石油・ガス産業を主軸とした輸出工業化戦略は大筋で維持されるべ

きであると言える。危機の本質は既に述べてきたとおり、民間セクターの対外債務膨張によるソ

ルベンシー喪失から生じた生産活動の落ち込みとそれに伴う投資の崩壊注 8 にあり、中期的な政策

課題の最も大きな重点はこの是正にある。

2－1－4　援助の取り組み方

さて以上のような観点から、マクロ経済再生に関するわが国のインドネシア援助にはどのよう

な姿勢が要求されるであろうか。既に述べたように、インドネシア経済の大きな課題は、国内外

両面にわたる債務圧縮である。非石油・ガス部門を軸とした輸出工業化戦略は、危機の直前まで

はかなりの程度まで成功を収めていたことが想起されるならば、今後の経済再生もこれのソルベ

ンシーを回復することが最重要課題とならねばならない。そのための道筋は、金融セクターに財

政負担を負ってでもこれの機能を蘇生することが前提であり、財政の負担は今後高まることが予

想される。しかし、財政収支の悪化は、もっとも重要な民間投資回復に大きくダメージを及ぼす。

注 8 さらにこれは、インドネシアの政治・経済状況悪化に基づく輸出契約能力への懸念による、外国企業からの発注減少に
よって加速されたものである。
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また、これによる経済ファンダメンタルズ悪化は、民間対外債務圧縮にとって重要な為替レート

の回復を阻害するばかりでなく、むしろ海外に資本逃避を誘発する。

したがって金融セクター改革を支えるために、世銀、ADB等、他ドナーと協調して財政ギャッ

プ補填に必要な支援を継続し、同時に財政・金融部門における技術協力をさらに継続していくこ

とが重要である。有償資金協力の支援に当たっては、インドネシアの対外借入抑制方針に留意し、

公的債務の動向を踏まえ、適切な支援を検討していくことが重要である。また、自立的回復を促

進するための技術協力と無償資金協力には一層重点を置くことが必要である。

これと同時に、インドネシア製造業の政策的方向性についても、協力の余地は大きい。アジア

において IT産業の成長性が国ごとの成長率格差を顕在化させている現状を考えるならば、低水準

技術レベルの組立加工を主体とした現在の輸出セクターにいつまでも安住していくことは限界が

ある。この分野に関する教育等を含めた協力は、中期的にはかなりの切実性を持っていると考え

られる。

直接投資の導入促進は、インドネシア経済の現状から効果があるものの、ファンダメンタルズ

が改善されるまではかなり限界のある分野である。しかし、インドネシアが、わが国の製造業の

海外生産拠点の一つとして、重要な位置を占めていることも明らかである。ガバナンスや労使関

係等における不安定化要素に法整備面で対処することでこれ以上の直接投資の後退を防ぐことは

充分に意義のある協力の道として考えられよう。
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2－2　財政

2－2－1　2000年度予算案の評価

表 2－ 10に危機以降2年間の政府予算実績及び、2000年度の承認済み予算案を示す。基本的に、

前節で述べたような財政収支の悪化が明瞭に現れている。昨年度（2000年 3月終了）の実績をみる

と、主として石油価格の上昇による租税収入の増加から、歳入は予算案比 24兆ルピアの増加を示

したのに対して、歳出はほぼ予算案通りの水準を維持したため、財政赤字は予算案の半分以下の

17兆ルピアで収まった。しかし、2000年度については、会計年度変更注 9 に伴って 9ヶ月間の予算

であるにもかかわらず、歳出面は公務員給与大幅引き上げや、政府債務利払いの増加等の要因か

ら昨年度予算と同水準の金額となり、財政赤字はやはり、44兆ルピアが見込まれる。とりわけ、著

しいのは銀行再建債に対する利払い 42兆ルピアであり、昨年度比 2倍の増加となる。昨年度実績

に比較した場合、歳入面の見通しはほぼ期間短縮に比例したレベルとなっているので、計算上の

根拠は妥当と見なされる。したがって、歳出面の増加抑制に対する今後の対応が問われることに

なる。他方、補助金については、昨年度比 30％以上の削減が盛り込まれており、妥当な努力は認

められる。

これに対する調達内訳は、国内調達25兆ルピア、対外調達19兆ルピアであるが、問題は前者で

あろう。その内訳は民営化収入6.5兆ルピア、銀行資産回収18.9兆ルピアとなっているが、いずれ

も昨年度実績の数字を大きく上回る目標であり、達成は必ずしも楽観視出来ない。石油価格が今

後落ち着く可能性もあり、歳入面での強化努力によって、財政収支の安定化を図っていくことが

緊急の課題である。

このような財政状況において公共支出に景気刺激効果を期待することは、ほとんど効果を得ら

れないばかりか、危険なことであることを認識しておくべきであろう。再び表 2－ 6に戻ってみ

る。公的債務の対 GDP比率は、1998/1999年度において既に 100％に達しており、公的対外債務 /

GDPは 50％を超える。このような財政状況での公共支出拡大は今後の経済回復局面において民間

投資クラウド・アウトに結び付く可能性が大きい。中期的には、財政の安定化と債務圧縮が大き

な課題となる。

注 9 2000年度より、従来の 4月から翌年 3月までという会計年度に替えて、暦年とあわせた会計年度が採用されるため、2000
年度は 4月から 12月までの 9ヶ月間となる。
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表 2－ 10　インドネシア政府予算の推移 （単位：1兆ルピア、％）

1998/1999 1999/2000 FY2000（9ヶ月）

（実績） 対GDP比率 （予算） （実績暫定値）対GDP比率 議会承認分 対GDP比率

歳入 153.9 15.3 164.5 188.4 16.6 152.9 16.8

租税収入 143.5 14.2 151.0 171.3 15.1 134.9 14.8

石油・ガス 41.2 4.1 49.2 58.5 5.2 43.3 4.8

非石油・ガス 102.3 10.1 101.9 112.8 9.9 91.4 10.0

非租税収入 10.3 1.0 13.5 17.1 1.5 18.3 2.0

歳出・貸付 175.7 17.4 207.6 205.3 18.1 197.0 21.6

経常支出 124.7 12.4 157.4 155.9 13.7 157.4 17.3

人件費 35.3 3.5 51.5 48.7 4.3 48.0 5.3

内中央政府 22.9 2.3 33.5 32.1 2.8 30.7 3.4

地方政府 12.4 1.2 18.0 16.6 1.5 17.4 1.9

物件費 9.8 1.0 10.7 10.0 0.9 9.4 1.0

補助金 42.1 4.2 42.5 47.0 4.1 30.8 3.4

利払い 32.2 3.2 46.3 42.8 3.8 59.0 6.5

対外借入 26.2 2.6 21.7 20.6 1.8 16.6 1.8

内銀行再建債分 6.0 0.6 24.6 22.2 2.0 42.4 4.7

その他 5.2 0.5 6.3 7.4 0.6 10.1 1.1

開発支出・貸付 51.1 5.1 50.2 49.4 4.4 39.7 4.4

基礎収支 10.3 1.0 3.2 25.9 2.3 14.9 1.6

総合収支 -21.9 -2.2 -43.1 -16.9 -1.5 -44.1 -4.8

延滞債務償還 - - -13.8 -13.7 -1.2 - -

要調達額 -21.9 -2.2 -56.9 -30.7 -2.7 -44.1 -4.8

調達予定 21.9 2.2 56.9 30.7 2.7 44.1 4.8

国内銀行借入 -24.9 -2.5 13.9 0.9 0.1 0.0 0.0

国内その他調達 1.6 0.2 25.6 16.6 1.5 25.4 2.8

民営化収入 1.6 0.2 8.6 3.7 0.3 6.5 0.7

銀行資産回収 0.0 0.0 17.0 12.9 1.1 18.9 2.1

対外調達 45.1 4.5 17.4 13.1 1.2 18.7 2.1

借入 75.9 7.5 32.7 33.4 2.9 27.3 3.0

償還 -30.7 3.0 -15.3 -20.3 -1.8 -8.6 1.0

名目GDP 1,009.0 100.0 1,135.0 1,135.0 100.0 910.0 100.0

出所：インドネシア政府プレスリリースによる。
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2－2－2　銀行再建債発行の財政への影響、民営化動向と今後の見通し

インドネシア政府は、危機に際して二つのプログラムに基づき金融セクター再建のために財政

負担を負った。1998年 1月に定められた Fund Gurantee Programと Recapitalization Programである。

前者に基づき発行された国債は1998年 9月から1999年 5月まで計4回総額218兆ルピアである。後

者は1998年 5月から1999年 12月まで計3回総額282兆ルピアである。後者はまだ完了しておらず、

最終的な国債発行総額は640兆ルピアに達するものと見込まれている。これは、インドネシアGDP

の 6割に相当する。

これら国債発行のコストで、当面問題なのは利払いである。2000年度予算案では、この部分の

負担を 42兆ルピアと見込んでおり、歳出総額の 2割を占める。これに対して、民営化収入と政府

管理銀行資産の回収により、25兆ルピアの調達を見込む。前者については、8社の民営化が予定

されており、これによる資金調達が予定の 6兆 5,000万ルピアに満たなかった場合には、国営優良

企業の政府保有株の一部放出で賄う方針が出されている。しかし、今年 5月危機後初めて公表さ

れた国営企業の業績は厳しいものがあり、第一陣の20社は全て赤字決算で、その総額は47兆 6,500

億ルピアにのぼった。この点に関する今後の見通しは厳しいものがある。

2－2－3　税制改革

インドネシア政府が対 IMFコミット済みの税制改革の内容は以下の通りである注 10。

（a）租税特典の内容を ASEAN協定に照らして整合的なものとすること。

（b）自由貿易地域

バタム、レンパン、ガランの各島が非課税地域であることの妥当性を見直し、バタムか

らは VAT（付加価値税）の徴収を行う。総合経済特別地区（KAPETs）においても、所得税を

存続させ、間接税を廃止することの妥当性を見直す。

（c）付加価値税

国内製品輸出や、資本財に対する VATの減免措置を廃止する。

（d）租税行政

税務監査の強化と、還付手続きの迅速化を図る。

（e）物品税

たばこに対する物品税の料率を均等とし、一律 25％引き上げる。

（f）輸入関税と通関

資本財に対する関税減免措置を廃止し、その他の減免措置を見直す。

関税の未払い分に対する、罰則強化を強化。インボイス価格操作による関税不正を厳格

に取り締まる。

（g）各種財団の活動を政府の監督下に置くべく特別法を制定する。

内容的には、経済全体が大きなデフレギャップを持っている現状を踏まえ、一層のデフレ効果

注 10 Letter of Intent of the Government of Indonesia to IMF, January 2000
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が働かないように配慮された内容となっている。しかしそれだけに、即効的な効果はあまり大き

くは期待できないといえる。一般的に途上国の場合、税務のキャパシティ・ビルディングには多

くの時間を要するため、税捕捉率の向上を短期間に実現することは難しい。また、所得税捕捉率

の強化は、経済活動のインフォーマル化を拡大する副作用もある。したがって、今後の歳入面強

化は、やはりある程度 VATへの依存度を高めつつ注 11、税務監査を強化することによって、徐々に

捕捉率を上げていくことが必要とされよう。

2－2－4　援助の取り組み方

インドネシア財政のこのような状況を踏まえれば、インフラ投資に関しての基本的なスタンス

は明らかであろう。経済の再建にもっとも必要なのは、公的、民間両部門にわたる債務の圧縮へ

の努力であるため、不要不急の大規模なインフラ投資は、この目的に照らして当面控えられるべ

きものである。国家歳出の 20～ 30％を占めていた開発支出も、歳出抑制の聖域とはもはや扱われ

ていない。

したがって、インドネシアに対するインフラ投資面での協力は、中長期的にはサステナブルな

債務マネージメントのもと方針が構築されるべきであり、また、短期的には、インドネシアの当

面の厳しい財政状況を踏まえ、有償をはじめ資金協力によるインフラ投資については、充分な配

慮や検討が求められる。この観点からは以下のポイントが当面守られるべきであろう。

（a）中央政府のインフラ投資については、既存設備の補修・メインテナンス及び改善を目的と

したものを中心に資金協力を行う。

（b）地方の小型インフラ案件については、貧困対策、ソーシャル・セーフティー・ネット（SSN）

等の観点も踏まえ、フィージビリティーを確認し、適正規模を充分に配慮の上、支援する。

財政の側面におけるわが国援助のあり方は、歳入基盤強化に向けたものが主軸となるべきであ

ろう。これは、既存の租税体系をベースとした捕捉率向上、税務監査能力強化と、今後の租税体

系における間接税の比重拡大を踏まえたキャパシティ・ビルディングから構成される。また、実

施に当たっては、地方自治拡大の基本政策に照らして地方自治体の能力強化に重点が置かれなけ

ればならない。

また、結果として生じる財政赤字のファイナンスにおいて、民営化収入と国家保有銀行資産回

収の占めるウェートは 50％を超える。これらの点に関するわが国の経験に基づく技術協力も重要

な貢献となりうる。

注 11 このことは、地方分権の拡大によってキャパシティの低い地方自治体が租税徴収の多くを担う方向にあることを考えれ
ば、一層重要である。ただし、景気回復や所得分配への影響には充分留意すべきである。
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2－3　金融セクター改革

2－3－1　危機以降の政府の対応と成果

2－ 1－ 2においてふれたようにタイと比較した場合の、インドネシア金融セクターの特徴は、

民間対外債務を国内金融機関が仲介してはいなかった点にある。これは既に述べたように BIBFの

租税特典がタイの場合、銀行を仲介するインセンティブとなったのに対して、インドネシアの場

合このようなメカニズムが作用せず、民間企業はむしろ 1980年代後半以降、積極的に進出してき

た外国銀行から直接借り入れることを選んだためである。しかし、ルピア崩落によって、インド

ネシアの民間企業はソルベンシーをほとんど喪失する結果となった。現在のインドネシア国内金

融セクターの抱える問題点は、つまり自らが民間対外債務の仲介をしていないにも拘わらず、貸

出先がソルベンシーを失うことで、深刻な不良債権問題を抱え込んだのである。

このことは、タイと比較した場合のインドネシア金融セクター再建課題を、より難しくしてい

る。つまり、タイの場合金融セクター再建問題の領域と、民間債務リストラの領域が一致してい

るのに対して、インドネシアの場合はこれが必ずしも一致していないことにある。金融セクター

再建の課題を実行していくことが民間債務のリストラに必ずしも結びつくわけではないことに留

意しておく必要がある。

さて、危機による金融セクターへの直接的影響をはかる指標として、不良債権比率の推移を見

てみよう。表 2－ 11に商業銀行全体での不良債権比率の推移を示す。1998年の経済の落ち込みが

1999年 3月末のデータにまさに破壊的な影響を及ぼしていることがわかる。実際のところ、これ

以降不良債権比率は改善の傾向にあるが、これは政府による不良債権の買い取り、或いは緊急短

期信用供給に対する代物弁済として銀行の資産から離れた部分を示しており、実質的に意味はな

い。

表 2－ 11　インドネシア金融セクター不良債権比率推移 （単位：％）

1997年 3月末 1998年 3月末 1999年 3月末

商業銀行平均 9.3 19.8 58.7

国営銀行 14.2 24.2 47.5

民間外国為替公認銀行 4.4 12.8 76.9

民間外国為替非公認銀行 16.5 19.9 38.9

地方開発銀行 13.9 15.8 17.0

合弁銀行 7.7 25.3 64.6

外国銀行 2.7 24.2 49.9

出所：Bank Indonesia（http://www.bps.go.id/）

インドネシア金融セクターの再建は、1998 年 1 月に設立された Indonesia Bank Restructuring

Agency （IBRA）が主軸となって行われてきた。IBRAの基本的機能は金融セクター再編成の実施、

不良債権の買い取り・回収・整理及び危機に際しての緊急短期信用供与に対する代物弁済として、
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民間銀行から譲渡された資産の売却・資金化の三つに分けられる。IBRAは、1998年前初めに 54

行の銀行を管理下に置き、4月には7行を営業停止処分に、さらに7行を管理下に置き、中小の 10

行を8月には清算した。また7行あった国営銀行のうち、財務状態の劣る4行を統合し、Bank Mandiri

を設立した。

また銀行再編にあたり、自己資本比率状況に応じて、3つのカテゴリーを設けた。つまり、自己

資本比率4％以上をカテゴリーA、-25％以上 4％未満をカテゴリーB、-25％未満以下をカテゴリー

Cとし、Aに該当する銀行は単体存続、Bに該当する銀行は審査を行った後、資本注入注 12 や合併

により経営基盤を強化、Cに該当するものは原則清算とするものであった。1999年初めに行われ

た監査結果では、Aに該当するものは 74行、Bは 49行、Cは 43行となっていた注 13。この結果に

基づき、1999年 3月には 38行を閉鎖・清算した。さらに同年 5月には 103兆ルピアの国債を発行

し、23行に対して資本注入を行った。財務状況の悪い Bank Mandiriに対しては、10月と 12月の 2

回にわたり、178兆ルピアの資本注入が行われた。今後も、国営商業銀行 3行及び国有化銀行 8行

に対して、さらに総額 110兆ルピアの追加資本注入が行われる予定となっている。また、銀行の

バランス・シート改善のため、延滞状況に応じて資産を 5段階に分類し、延滞 9ヶ月以上の回収不

能債権を IBRAの Asset Management Unit（AMU）に移管・管理させることとした。現在 IBRAはこ

うした金融セクターからの移管・譲渡資産を約 511兆ルピア保有している。

以上のようなプロセスは、危機管理としては比較的スムースに進められてきたと言える。ただ

し、タイの場合と比較すると外資による資本注入に成功した例が皆無であること、上位行の大半

が結局国有化による救済に頼らざるをえなかったこと等が問題であろう。今年 1月時点では、国

内銀行平均での自己資本比率は -7.15％となった。これは前年の -9.11％からは改善であるが、依然

として国内金融機関の財務状況が危機的な状況にあることを示している。

2－3－2　今後の金融セクター再編と IBRA資産の売却・回収

以上のようなプロセスを経て、現在のインドネシア金融セクターは従前からの国営商業銀行と、

危機に際して国有化された元民間商業銀行（BTO Bank）を軸として今後再編されていくことにな

る。インドネシア政府が IMFにコミットしている再編方針注 14 は以下の通りである。

（a）Bank Mandiri

合理化と資本注入により、自己資本比率 4％を達成し、自立化をはかる。

（b）Bank Negara Indonesia, Bank Rakyat Indonesia

経営陣刷新と資本注入により、自立化。BNIについては外資との提携を図る。

（c）12BTO Banks, Bank Bali

Bank Central Asia, Bank Bali, Bank Niagaは民間に売却注 15。その他は Bank Danamonに統

合。

注 12 モラルハザードを回避するために、必要資本額の 20％は株主負担となっていた。
注 13 実際のところ、この監査結果は表3-11に示された不良債権比率の状況と符合しない。Aに該当するものとされた銀行の多

くが実際は Bであったものと考えられる。
注 14 IMF（2000） Letter of Intent of the Government of Indonesia
注 15 このうち Bank Central Asiaの株式は今年 5月末に民間宛放出され、上場取引に委ねられた。
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今後のキーポイントとなるのは IBRA資産の売却・回収であるが、この点に関しては順調に進ん

でいるとは言い難いのが現状である。昨年度の回収目標 17兆ルピアは、大きく下回る 12.9兆ルピ

アの実績となった。今年度の 18.9兆ルピアもかなり達成困難な目標である。危機に際して、IBRA

管理下となった資産は既に述べたように 511兆ルピアと見なされており、簿価に対する回収率は

約 30％が目標とされている。このペースでは処理に 8～ 10年を要する注16。この点に関して、イン

ドネシア政府は負債 50兆ルピアを超える大口債務者を対象に、協力誓約書を徴求し、これに応じ

た 620の債務者をカテゴリーA、Bの協力的債務者として位置付け、債務のリストラ面での配慮を

与える一方、119の非協力的債務者（カテゴリー C、D）についてはその債務内容を公表して債務者

側の抵抗を懐柔する施策を講じた。

2－3－3　金融改革の課題と見通し、ならびに資本市場の育成

以上の金融セクター再編プロセスは、いわば緊急生命維持を目的とする施策であった。ここか

ら視点を中長期的に転じるならば、以下のような課題が見出される。

（a）金融システムの健全性維持のためのプルーデンシャル・レギュレーション整備

（b）金融行政及び仲介活動両面にわたるトランペアレンシーの確保

（c）銀行バランスシートの効率的流動化と資本市場の育成

（a）については、必要性は明らかであろう。インドネシア金融セクターの問題点は、1980年代後

半以降に急速に進められた対外開放・自由化政策に、ルピアの固定的為替相場運用注17 が相俟って、

過度の民間対外債務が蓄積されたことにある。自由化による金融セクターの膨張に、行政・民間

の両面で、技術的・人的資源の供給が追いつかなかったこと、固定的為替相場運用が外貨借入に

伴う為替リスクを捨象させ、名目金利差を狙った過度の外貨借入へのインセンティブとなったこ

と等がアジア通貨危機による、金融セクターの破滅的状況を招いた背景である。

また、危機に際して銀行不安が他国と比較して深刻な状況となった背景には、スハルトファミ

リーを主軸とした、クローニー・キャピタリズムの蔓延があったこと、これに伴う金融業界全体

としての、トランスペアレンシー欠如があったことも明白であろう。例えば、プルーデンシャル・

レギュレーションの基本である中央銀行の大口融資規制はほとんどの商業銀行で守られていな

かったこと、金融セクター参入が自由化された結果、参入した企業の多くが、銀行を自らのグルー

プ投資に対する「機関銀行」として位置付け、そのポートフォリオを恣意的に運用していたこと等

をみれば、これらの領域での課題は大きいことがわかる。

（c）については、資本注入の結果、銀行が国債を多額に資本勘定で持つことになったことから、

重要性が高まった。これら国債の流動性は現在ほとんどない状態である。このままでは、バラン

スシートは一応のリハビリを終えたといえるものの、効率的なポートフォリオを持つには至らな

い。今後の経済再建を金融セクターが担うためには、バランスシートの効率的流動化が不可欠で

ある。そのためには、銀行保有国債の市場による流動化がなされなければならない。

注 16 さらに簿価との差額約 360兆ルピアは、財政負担において償却されることに留意する必要がある。
注 17 厳密にはルピアはクローリングペッグであったが、その変動幅と時期が公表されていたという点で、市場に与えた影響は

固定的相場運用と何ら変わりない。
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この目的に照らして考慮されるべき将来の政策課題は、SSNの整備拡大にともなって増強され

る各種社会保険基金の有効活用である。これら基金を機関投資家として、資本市場にうまく導入

できるならば大きなシナジー効果が得られるであろう。

2－3－4　援助の取り組み方

金融セクター改革に関しては、以上のように課題は多岐にわたる。しかし、基幹部分に対する

援助・指導は IMF・世銀主導で行われているのが現状である。

しかし、わが国の経験も援助する上での有効性を高める側面もあることを忘れてはならない。

例えば、国有化資産の売却・回収の側面では、わが国は少なからぬ経験を取得したことも事実で

あり、その観点からの援助は可能であろう。

とりわけ重要と考えられる点は、国債の流通市場育成に関わる援助である。周知のとおり、わ

が国の国債流通市場は、1970年代のオイルショックに伴う財政赤字のファイナンスを国債の対銀

行販売によって消化したことから発展してきた。これは背景こそ異にするものの、現象形態とし

ては現在のインドネシアとほとんど同じである。銀行ポートフォリオ流動化を目的として、わが

国の国債流通市場は 1980年代までに本格的に確立した。古くから国債流通市場の確立している欧

米に比べ、わが国にはこれに伴うノウハウがまだ新鮮に保有されており、比較優位は高い。早急

な取り組みが求められる。
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2－4　民間債務のリストラ

2－4－1　民間債務問題の現状

民間債務問題の内、国内債務については IBRAを通じた処理が行われているため、内容的には前

節 2－ 3で既にふれた。ここでは、対外債務問題に焦点を当てることとする。既に述べたように、

インドネシアの場合、タイとは異なって、民間企業の対外債務は国内銀行の仲介を経てはいない。

そのため、IBRAを通じた金融セクター再編政策では、民間対外債務は手つかずで残る。基本的に

は、民間対外債務のリストラは、債務者と債権者である外国銀行の相対交渉の場に委ねられる。こ

の点が、インドネシアにおける民間債務問題の解決を困難なものとしている。

表 2－ 5に戻り、昨年末時点の民間対外債務の中心である、銀行信用の数字を見ると、1998年

末比約 66億ドルの減少がみられるものの、総額は 428億ドルの多額にのぼる。ルピア崩落によっ

て多くの民間企業がソルベンシーを喪失している現状からは、これ以上の民間対外債務のスムー

スな減少を期待することは困難というべきであろう。期限到来済みの返済圧力が、200億ドル以上

にのぼっていることは、この問題の早期解決の重要性を示している。

2－4－2　政府の対応と成果

民間対外債務問題の根本的な病巣が、ルピア崩落による債務者側の返済能力喪失にあることか

ら、インドネシア政府は 1998年 8月に Indonesia Debt Restructuring Agency（INDRA）を設立し、民

間対外債務問題の解決にあたらせた。しかしこれによるスキームは、債務者のモラルハザード防

止の観点から、実勢比優遇された為替レートを採用しなかったため、ほとんど利用する債務者が

おらず、実績を生むには至っていない。

また、債権者が強制的に債権回収を行う上で、旧オランダ法をベースとした破産法が不適格と

いう批判に基づき、1998年 8月には新破産法が発効した。これは内容的には一応の近代性を持っ

てはいたが、実際の司法における運用事例は外国債権者の期待を大きく裏切るものとなり、司法

の領域における立ち遅れを露呈する結果となった。

これらのことから、政府はジャカルタ・イニシアティブ・タスクフォース（Jakarta Initiative Task

Force: JITF）を発足させ、INDRAスキームによる返済に至る迄の前提となる債務返済条件の緩和交

渉にあたらせた。JITFに登録した企業数は100社を超えたが、実績は登録債務約104億ドル注18、う

ち何らかのリスケ合意に至ったのは、今年7月時点で約50億ドルに止まっている。結局のところ、

IBRAの実績と比較しての明暗を分けたのは、債務者に対する強制力の差であろう。司法の近代化

という時間を要する課題がここに関わっている。

注 18 この金額自体が，既に見た民間対外債務の総額に比べて、二割程度に過ぎないことに留意すべきである。



- 51 -

2－4－3　民間債務リストラに向けての課題と見通し

民間対外債務問題は、経済ナショナリズムとの相克を伴う。IBRAのような強制力を JITFに持た

せることは、インドネシア企業の破産宣告を急増させる。これは、経済危機からの回復を迅速に

行う上では合理性を有するが、インドネシア国民の感情的反応という非合理性の領域では、理屈

では済まされない問題性を孕む。時間をかけて司法の近代化を進めるしかないのではなかろうか。

また、好調な外需を為替レートにより反映させるような政策努力とともに注 19、民間企業サイド

でも経営のリストラが不可欠である。今までのところ、この点に関してインドネシアの実績はや

はり乏しい。司法による強制の側面と同時に、経営の合理化、リストラが企業の存続、正常化の

上でインセンティブとなるような政策運用が必要となろう。

2－4－4　援助の取り組み方

この領域におけるわが国の援助としては、まず破産法の運用に関する司法の近代化支援が最も

重要であろう。さらに、好調な外需を為替レートにより反映させるためには、貿易能力の拡大化

が求められる。既に貿易金融の側面ではわが国は専門家派遣を行っているが、これをさらに拡大

し、インドネシアの貿易を通じた外貨獲得を支援していく政策が求められる。特に、現在の好調

な輸出が為替レートの強化に結びついていないのは、輸出代金がインドネシアに回金されず、オ

フショア預金勘定に留まっていることがその一因に有るといわれている。外資の否定的反応を招

きやすい為替管理政策よりは、インドネシア輸銀を通じた、輸出前貸、輸出手形割引等の政策的

貿易金融によって注 20、獲得外貨の回金を確実なものとすることを試みるべきであろう。また、技

術協力を中心とした通関業務への効率的な支援も貿易拡大をはかる上で、重要な分野である。

また、企業の経営合理化努力をインドネシア政府が促進していくならば、その上で求められる

ノウハウの技術支援もおこなっていくべきであろう。

注 19 すなわち、輸出に関する制度金融を拡大することで、輸出代金のインドネシアへの環流を確実にすることは可能である。
このような市場メカニズム内での政策は、市場外操作とくらべ副作用を伴わない。

注 20 これらの制度金融を用いることで、インドネシア輸銀が輸出代金の受取権利者に成りかわることが可能となる。
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2－5　中小企業振興

2－5－1　経済危機と中小企業振興（はじめに）

（1）経済危機と中小企業振興の意義

中小企業振興は、スハルト政権崩壊後に登場したハビビ政権及びアブドゥルラフマン・ワ

ヒッド新政権が、中小企業振興（Small and Medium Enterprises Development）を産業の国際競争力

の強化、雇用創出等の観点から最優先課題の一つと位置付け新たな展開を見せようとしている。

この動きは、1997年 7月のアジア金融危機以降、タイ、マレイシア、フィリピン、ヴィエトナ

ムなどでも見られる。

経済・金融危機後、なぜインドネシアで中小企業振興が強調され始めたのか？

スハルト体制崩壊前後の政治・経済情勢は、明らかに1980年代末から 1990年代半ばまでの高

度成長によるブームの終焉（スハルト・ファミリー及び財閥系大企業による工業化の行き詰ま

り）といえる。インドネシア政府は、今回の危機により、一方で、1997年 10月末の国際通貨基

金（IMF）、世銀、ADBの 3国際開発金融機関の対インドネシア支援枠組みに沿って、市場重視

の経済運営が求められている。他方で、人民経済・土着経済主義の様相（People's Economyの合

言葉やプリブミ支援の強い色彩、イスラム勢力の拡大）を呈したポピュリスト的な思想に基づく

政策運営の展開が同時に求められている。現在のインドネシアでは、市場経済主義と大衆（特に

イスラム勢力）をバックとした人民経済・土着経済主義が奇妙に同居している。

更に、インドネシア政府は、1980年代後半以降の急速な自由化政策と外資導入が遠因となり、

また危機後はルピアの暴落により輸入が困難な状態に陥ると、如何にインドネシア経済が外国

からの輸入原材料、部品等に深く依存した体質であったかを痛感した。この反省から安易かつ

場当たり的な経済、産業政策から転換を図ること、また自国の既存の資源を有効活用した物造

りの重要性を再認識することとなる。ここ数年、中小企業振興が強調されているのは、このよ

うなインドネシアにおける自立的経済発展へ向けた地道かつ長期的な課題への取組みが始まっ

たという政治経済の大きな変化の文脈で捉える必要がある。

（2）産業構造と中小企業の定義

危機がインドネシアの中小企業に与えた影響を考察する前提として、まず、インドネシアの

中小企業の定義にも係わる次の重要なポイントを指摘しておきたい。インドネシアにおける中

小企業の実態は、我々日本人が考える“中小企業”のイメージとは大きく異なり、製造業だけを

見ても圧倒的に小さい零細企業・家内工業・小企業及び小規模な産地協同組合（本節では以降

「小規模企業」と総称）から構成されている点である。1997年のBPS統計によれば、Small＋House/

Cottage、Medium、Largeに属する事業所数、雇用数、付加価値の割合（％）は、Small+House/Cottage

（99.2％、60.6％、9.1％）、Medium（0.6％、5.6％、7.6％）、Large（0.2％、33.8％、83.3％）となって

いる。インドネシアの産業構造は、抽象的なイメージで表現すれば、「ワイン・グラスを逆さま
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にしたような構造」注 21 といえる。いわゆる大規模企業と小規模企業の間に著しい格差が存在す

る二重構造となっている。財閥系民間大企業（華人系が中心）と大規模国営企業は存在するが、

中間に日本でイメージするような“中小企業”が極めて限られた数しか存在していない。この極

めて限られた存在が、自動車、電気・電子、機械産業などの組立企業向け部品・コンポーネン

トなどを供給する現地資本の“近代的な”「裾野産業」である。財閥系民間大企業の多くは、外資

系企業と提携しながら金融・不動産、自動車、電気・電子、繊維部門などに事業展開している。

また、大規模国営企業は、石油精製、電力、通信、肥料、製鉄、製紙などの基礎産業と基礎素

材部門に集中している。他方、大多数の小規模企業は、地方において地場資源を活用し、伝統

的な経営・技術手法に立脚した繊維（特にガーメント）、木工・家具、食品加工部門などに従事

している。このような産業構造のため、今回の経済危機などの外的な激変が生じると、その脆

弱性が露呈しやすい構造となっていた（他方、先進国の産業構造は、大企業・中小企業・小規模

企業がピラミッド型になっていて、外的な変動に強い構造が形成されている）。

本節では、インドネシア政府による中小企業振興策（いわゆる政府の役割）がどうあるべきか

と日本の協力を主要テーマとして、以下、概念的であるが中小企業を次表 2－ 12に示す 3つの

ターゲット・グループに類型化注 22 して議論を展開する。なお、本節の議論は、主として製造業

を中心とした産業に分類される中小企業を念頭に置いた観点から述べていることをあらかじめ

明記しておく。

表 2－ 12

支援のターゲット産業 主な特徴

（1）裾野産業（Supporting Industry） 現地資本で自動車部品、電気・電子部品、機械部品などの部品・

コンポーネントをアセンブラーに供給している産業群注23。グ

ローバルな競争に晒されており、ジャカルタ、スラバヤなど大

都市部及びその周辺に集積。比較的に近代的な経営・技術を持

つ中小企業。経営者の多くは華人系だが、近年プリブミ企業も

出てきた。

（2）地場産業（Local Industry） 繊維製品、木材・木製品、食品、ハンディクラフトなど地方に

散在していて、地方の限られた市場（マーケット）に依存。伝

統的な経営・技術に依拠した小規模企業。経営者の大多数がプ

リブミ。

（3）資源立脚型輸出産業 地場産業の一種であるが、繊維製品・衣服、加工食品産業、家

（Resource- based Export Industry） 具・木製品など地方都市や地方の産業クラスター内に立地。主

に海外マーケット向けに生産。経営者の意識が成長指向にある

中小企業。経営者は、非プリブミとプリブミの双方。
出所：筆者作成。

注 21 1994～ 96年に工業商業省小規模工業開発庁（BAPIK）に JICA専門家として派遣されていた北端辰昭氏のレポートから言葉
を引用。

注 22 この類型化は、危機後のインドネシア政府（特に工業商業省及び協同組合・中小企業省）の産業開発の優先課題を踏まえ
て作成。なお、概念的には、1983年 3月の財団法人国際開発センター報告書を参考にしている。インドネシアの中小企業開
発の課題は 17年前の報告書の問題認識と何ら変わっていない。

注 23 地場の 2次・3次下請け企業及び将来の裾野産業形成予備軍としての地場中小企業を含む。
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2－5－2　危機が中小企業に与えた影響と現状

インドネシア政府は、現在まで、残念ながら危機が中小企業に与えた影響に関する包括的で詳

細な調査を実施できていない。なお、危機以前からも中小企業の実態把握は、その広がりの大き

さや定義の問題等で統計的に正確な把握をすることが難しい状態にあった。したがって、ここで

は主に危機後、インドネシア政府、外国援助機関、NGOなどが個別の業種や小規模企業の実態を

サンプル的に調査・研究した各種の資料に基づき、（1）産業全般に与えた影響、（2）製造業の業種

による影響、（3）地域差による影響の順で考察することにより、危機が中小企業に与えた影響を推

測する。

（1）産業全般に与えた影響

今回の経済危機の影響を大分類の産業別に見ると、最も深刻に影響を受けた産業は、産業別

国内総生産の変化を見ると、危機が最も深刻化した 1998年に、対前年度比で悪い順に①建設業

（-40.5％）、②金融業（-26.6％）、③不動産（-19.9％）、④貿易・観光業（-18.1％）、⑤運輸・通信業

（-15.1％）、そして⑥製造業（-11.9％）である（表2－1参照）。雇用変化で見ると、①製造業（-107.5

万人）、②建設業（-66.3万人）、③鉱業（-20.1万人）、④サービス業（-18.4万人）となっている（第

3章表3－ 17参照）。産業全体から見ると、表 2－ 13に示す通り、製造業の国内総生産額の割合

が 24.9％（1998年時点）を占めて最大であり、危機が製造業分野の中小企業に与えた影響が大き

かったことは明らかであろう。しかし、建設業、サービス業及び観光産業などに従事している

中小企業も多いことから、これらの分野の中小企業に対し危機が与えた影響も大きかったこと

が想定できる。また、この統計からは、産業全体で小規模企業に従事している雇用数が実に88.7

％を占めていることが分かる。インドネシアにおける中小企業の振興策を検討する際に、製造

業だけを想定した議論には、一部注意が必要である。例えば、都市部におけるビル建設の凍結、

不動産業の著しい停滞などは、建設資材（特に金属材料）の需要減、サービス産業の需要減に直

結している。地場産業であるハンディクラフト製品は、観光客（需要者）の治安悪化による減少

（特にジョクジャカルタやソロ市）が最も深刻な問題となっており、生産性や品質向上などの観

点のみでなく、観光産業（ホテル、旅館業など）の振興と連動した視点が重要である。
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表 2－ 13　産業別の国内総生産額及び就業者数の割合比較表（1998年実績ベース）

従業員数 国内総 大規模（Large） 中規模（Medium） 小規模（Small）
産業 （千人） 生産額 従業員 国内総生 従業員 国内総生 従業員 国内総生

（10 bill. Rp） 数（％） 産額（％） 数（％） 産額（％） 数（％） 産額（％）
農林水産業 34,270 184,221 0.1 4.1 1.9 16.7 98.0 79.2

（53.0） （19.5）
鉱業 388 125,678 3.3 91.8 32.9 3.6 63.8 4.6

（0.6） （13.3）
製造業 8,550 234,503 2.6 66.1 39.1 15.9 58.3 18.0

（13.2） （24.9）
電気、ガス、水道 121 11,149 6.5 91.2 59.0 8.2 34.5 0.6

（0.2） （1.2）
建設業 712 55,591 0.9 35.1 43.2 23.7 55.9 41.2

（1.1） （5.9）
貿易、観光業 14,810 144,754 0.2 3.1 9.5 19.7 90.3 77.2

（22.9） （15.4）
運輸・通信業 2,157 46,533 0.5 34.6 9.9 26.8 89.6 38.6

（3.3） （4.9）
金融リース 332 67,552 2.6 36.7 53.5 45.7 43.9 17.6

（0.5） （7.2）
サービス業 3,338 72,863 0.8 56.9 20.4 5.9 78.8 37.2

（5.2） （7.7）
合計 64,678 942,844 0.6 41.8 10.7 17.3 88.7 40.9

（100） （100）

出所：協同組合・中小企業省（1999）Statistik Koperasi, Pengusaha Kecil dan Menegahより作成。

注）上記大規模（Large）、中規模（Medium）、小規模（Small）は、中央統計局（BPS）の統計とは異なり、次の通り定義
されたもの。（なお、BPS統計では総就業者数で分類、大規模：就業者数100人以上、中規模：20～99人、小
規模：5～19人、零細・家内規模：1～4人）

（1）大規模（Large）：年間売上高50 billion Rp （500億Rp）以上
（2）中規模（Medium）：年間売上高1 billion～ 50 billion Rp （10億～500億Rp）
（3）小規模（Small）：年間売上高 1 billion Rp （1億Rp）以下

なお、ここの小規模は、BPS定義のHousehold/Cottageと Small Scaleを併せた定義である。

（2）製造業の業種（3類型化）による影響

1） 裾野産業

製造業の中で、大変深刻な影響を受けた業種は、国内マーケットに依拠してきた自動車（二

輪車を含む）、家電産業、機械・金属産業など主にジョボタベックやスラバヤ周辺の大都市に

立地する部品産業（いわゆる裾野産業）と考えられている。1999年 6月の JICA裾野産業フォ

ローアップ調査のアンケート結果は、今回の危機が、機械部品産業、自動車部品産業（二輪車

を含む）、電気・電子部品産業の 3業種に与えた影響につき詳細に分析している。主なポイン

トを要約すると次の通りである。

経済・金融危機が経営に与えた影響度は、「大変深刻」及び「深刻」と回答した企業が、機械

部品産業（76.6％）、自動車部品産業（81.7％）、電気・電子部品産業（68.2％）となっており、ど
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の業種も大変な影響を受けたことが分かる。3業種の中では、自動車部品産業は、自動車販売

台数が 1997年の 38.7万台から 1998年の 5.8万台へと約 1/7に落ち込んだことから最も激しい

影響を受けた。他方、国内需要向けの家電製品（テレビ、冷蔵庫、エアコン、ラジカセ等）の

販売減少は大きかったが、電子部品産業は輸出向けのマーケットが主であったことから、電

気・電子部品産業全体では比較的影響が小さかった。企業収益への影響は、「減少」と回答し

た企業が、機械部品産業（78.7％）、自動車部品産業（86.4％）、電気・電子部品産業（80.5％）と

なっていた。雇用への影響も著しく、機械部品産業は、平均従業員数が危機前の 92人から危

機後に 53人へと約42％の減少を示した。自動車部品産業は、さらに激しい雇用の減少を示し

ており、危機前の平均従業員数が 236人であったのに、危機後は 132人と約 44％の減少を示

している。電気・電子部品産業は、平均従業員が明記されていないが、回答企業 86社のうち

43社（50％）が従業員の削減を実施したとしている。従業員規模別の影響度に関しては、まず、

今回調査対象の機械部品産業の大半が中小企業（19人以下が 44．4％、20‐99人が 39.7％）に

属しており、大企業（100人以上 15.9％）と比較して影響度に大きな差異は見られなかった。自

動車部品産業における従業員規模別の影響度は、操業度の比較などから規模の大きい企業の

方が中小企業よりもむしろ厳しい状況との結論付けをしている。他方、電気・電子部品産業

における従業員規模別の影響度は、大企業と比較して、規模の小さい現地企業は国内市場指

向型で内需低迷の影響を受けたため影響がより大きかったと結論付けている。

裾野産業に関連し、工業商業省が 1998年 10月に実施した金属・機械・電子企業 163社（大

多数が現地資本の中小企業）との個別面接による調査結果によると、危機の影響に対し各社が

採った対策として、工場操業の一時停止（33.4％）、就業日数削減（30.7％）、シフト減（31.3％）

を行ったと報告している。これら分野の中小企業は、この結果からも大変な影響を受けたこ

とを裏付けている。

なお、1999年後半より、危機により大変な影響を受けた自動車と家電製品業界にも、国内

需要の回復から一部明るい兆しが見えてきている。

2） 地場産業

元来、従業員数が少なく、通常の銀行からの借入れに依存しない体質（自己資金のみで運営

している企業が 70％以上）から、原材料の調達問題が緩和してきた 1998年後半から、生産活

動が回復傾向になった様子である。バンドンの Akatiga Foundationは、1998年 2～ 10月に 4州

（西ジャワ、中央ジャワとジョクジャカルタ、北スラウェシ及び北スマトラ）にある 18業種、

800の小規模企業を対象に危機の影響調査を実施している。この調査による発見の主なポイン

トを整理すると次の通り。

①調査した小規模企業は危機により大きな影響を受けたが、フォーマルな大・中規模企

業と比較して、完全な回復とまではならないが、より早い段階から回復の兆しを見せ

ている。1998年 2月の時点で西ジャワ州の 80％の小規模企業は活動麻痺状態であった

が、10月の時点では相当数が回復傾向を示している。1998年 7月と 10月の比較による

モニタリング調査の結果、28％の企業が業績を向上させている。72％は業績が悪化し

ているが、このうち 39％は業績に回復の兆しがある。
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②危機が小規模企業に与えた影響は業種により千差万別である。しかし、小規模企業の

業績の良し悪しは、2つの要素（①需要側の要素；海外マーケット VS国内マーケット、

日常必需品VS非必需品など、②供給側の要素；原材料や部品などの原料価格及び調達

可能性）のコンビネーションに依拠していた。

③ジャワ島の小規模企業の方がジャワ以外よりも相対的に大きな影響を受けている。ま

た、大都市部の企業の方が地方の企業（農業関連企業が多い）よりも大きな影響を受け

ている。

次に、8州 300の小規模企業を対象とした中小企業金融に関連した調査（Musa, 1998）によれ

ば、75％の小企業経営者は設備資金と操業資金を自己資金により調達しており、13％のみが

フォーマルな銀行から借入れていた。この自己資金の高さが経済危機の影響を小さくしてい

た。また、80％の企業は事業の縮小に直面していたが、このうち 21％しか従業員の解雇をし

ていなかった。また、Timberg（1999）の調査の結論も、今回の危機は、中小企業及び中小企業

金融機関に対する危機の影響は軽微であったと結論付けている。

以上から、地場の小規模企業は、経済危機直後に一様に大きな影響を受けたが、既に 1998

年末時点において、経済危機に強い抵抗力を有する企業が多くなっていた。

3） 資源立脚型輸出産業

地場の小規模企業は、裾野産業と比較すると、相対的に危機の影響が軽微であった。ここ

では、更に、経済危機にもかかわらず、地場の資源とルピア安を生かして、業績を伸ばした

中小規模の輸出産業の存在を示す。Levy and Berryの調査（1999）によれば、インドネシアの

産業クラスターを形成している一部の地域では、経済危機にもかかわらず、籐（ラタン）、家

具、衣服（ガーメント）分野で、輸出を大幅に伸ばし、危機によりかえって業績を伸ばしてい

ると分析している。産業クラスターの成功事例として、バリの縫製産業、ジェパラの家具産

業、チレボンの籐家具注24 などが有名である。産業クラスター内では、大・中・小企業間のサ

ブコントラクティングに基づく垂直的な分業が上手く機能している。また、熱帯プランテー

ション（クルード・パーム・オイル、カカオ、コーヒー、天然ゴムなど）を中心とした農業セ

クターは、危機後、好況を呈し、これに連動して、輸出向けの食品加工に従事している中小

企業が多いスラウェシ南部（ウジュンパンダン）、スマトラ北部（メダン）などでは経済状況が

危機以前より良い地域も出現した。輸出関連の統計によれば、輸出額の上位にある繊維製品、

加工食品、木製品の輸出状況は次の通りである注 25。

繊維製品（綿、糸、織物、衣料品）は、輸出金額から見て、危機直前の1996年度と比較して、

1997年度は 19.1％減、1998年度は 21％減と一時停滞した。他方、数量ベースでは、1997年度

に 11.1％の減少を示していたが、98年度は 40.3％の増加となっており、いち早く回復傾向に

ある。

加工食品の主な製品は、エビや魚類の水産加工物（エビ加工品、ツナ缶詰）、野菜や果物（パ

注 24 JICAインドネシア国デザイン振興計画調査（1999.9）は、輸出振興のためチレボンにおける籐家具産業の集積を生かした新
たなチレボン・ブランドの構築に向けたデザイン振興のモデル事業を提言している。

注 25 中央統計局（BPS）Monthly Statistics on Imports（1999）より引用。
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イナップル缶詰等）、カカオ、コーヒー、茶、調味料（チリ、トマトソース、醤油等）などであ

り、他の産業と比較して、危機の影響をほとんど受けずにドルベースの輸出額が増加してい

る。

木製品の中では、合板が輸出額の 8割（1998年時点）を占めており、家具の輸出量はまだ少

ないが、1991年に 89.5百万ドルの輸出額が、1997年には 566.7百万ドルにまで増加している。

危機の影響を受けて、1998年には、285.6百万ドルと半減したものの、1999年 8月時点で既に

536.9百万ドルまでに回復している。インドネシアにおける木製家具メーカーは約 3,500社存

在するといわれているが、輸出志向型の大・中規模企業は、家具・ハンドクラフト協会

（ASMINDO）によれば 700社で、他は家内工業的な小規模企業である。

（3）地域差による影響

危機が小規模企業に与えた地域差による影響度合いは、BPS のマクロ指標（1999.12）によれ

ば、ジャワ島（バリ含む）における総事業所及び総就業者の減少量（ボリューム）は他の地域と比

較して最大（46万事業所減、95.4万人減）である。しかし、ジャワ島以外でも危機により事業所

数と総就業者数を著しく減少させた地域（マルク諸島及びカリマンタン）があることが示されて

おり、前述の Akatiga Foundationの調査結果であるジャワ島の小規模企業の方がジャワ以外より

も相対的に大きな影響を受けたとの結論とは若干異なっている。この原因が何かは定かでない

が、治安による影響（特にマルク諸島）や地方における購買力不足などに関係があると考えられ

る。

さて、他の貧困、失業、健康などに経済危機が及ぼした影響に焦点を当てた経済社会へのイ

ンパクト・スタディーが示すことは、地方部の方が都市部（特にジャカルタやスラバヤなど大都

市）よりも受けた影響が小さかった注26 としている。裾野産業の比較的詳細な結果などから見て、

都市部に集中する大企業において経済危機により生じた変動、動揺が大きく、地方部の中小企

業の方が小さかったと言えそうである。

2－5－3　経営ノウハウの蓄積、人造り、中小企業金融制度の整備に向けた課題

（1）中小企業が抱える課題

一般的に、インドネシアの中小企業が抱えている課題を挙げれば、次の 3点に要約できる。

1） 経営の非効率性、生産効率の低さ、製品の品質の低さ－ソフト、ハードの両面におけ

る技術的な側面

2） 操業を維持したり生産を拡大するための資金不足－創業資金や新規設備資金不足など

の資金的な側面（市場金利高や担保の問題）

3） 国内マーケットに期待できないので輸出先を開拓したいが、そのマーケティングに関

する情報不足－ある程度の品質の製品が作られているのに売る先が分からないという

注 26 Berry, Rodrigez and Sandee（1999）



- 60 -

マーケティングの側面

この 3つの課題を中小企業の類型化により、もう少し詳細に検討してみよう。

中小企業の直面する主な課題として、工業商業省小規模産業貿易総局が地方からの提案とし

て生産品別に小規模企業（「地場産業」と「資源立脚型輸出産業」が主な調査対象）が直面する課題

を分析したところ、表 2－ 14の通り、延べ課題総数 259のうち、生産力や技術の開発に関する

課題が 56.8％（「加工・多様化技術」「品質やデザイン」「生産設備」「包装・パッケージ」）を占めて

いた。これは、インドネシアの大多数の小規模企業は、依然として伝統的な意識の企業群だか

らである。彼らは、住居の一部を作業場とし、依存する技術は、その大半が手作業や簡易な機

械を使用するレベルである。生産サイドの課題に依然として囚われざるを得ないのが現状であ

る。次に、この調査の興味深い点は、主な対象となった企業経営者にとって、近代的な経営ノ

ウハウに関する必要性をまだ認識していない（「事業経営」が 2.0％）ことである。また、この調

査結果から、多くの企業にとって、マーケティングに関する課題（「マーケティング関連」のみ

ならず、「品質やデザイン」、「包装・パッケージ」も含むと39.4％）及び生産設備（15.1％）という

資金面での課題の重要性を認識し始めている点が重要である。

表 2－ 14　インドネシアにおける中小企業が直面する課題

中小企業が直面する課題 延べ課題数（件数） 割合（％）

加工・多様化技術 49 18.9

マーケティング関連 43 16.6

品質及びデザイン 42 16.2

生産設備 39 15.1

事業環境（資本、材料）の開発 21 8.1

包装・パッケージ 17 6.6

事業経営 5 2.0

その他 43 16.5

累計 259 100.0

出所：工業商業省小規模産業貿易総局（2000）「2000年度の中小企業開発計画」より引用。

他方、「裾野産業」を対象とした過去の調査からは、企業経営者（華人系インドネシア人で家

族経営の形態が多い）にとっては、近代的な経営能力（適切な経営管理、組織編成、効率的な生

産計画など）の重要性は認識しているものの、特に財務・会計に関する知識は不足している。こ

の財務・会計に関する知識不足の大きな理由として、インドネシアの中小企業は、ほとんどが

法人税をおさめておらず注 27、従来は、その必要性を感じてこなかった。経済危機後、インドネ

シア政府は、企業の不良債権処理問題や政府の財政の著しい逼迫状況から、IMF等の勧告を踏

まえて、公正な税務のあり方を模索し始めている。将来、中小企業にまで所得報告書（Income

Statement）が課される可能性が高い。また、最近の JICA企業間リンケージ及び金融ニーズ調査

注 27 現在、大蔵省税務総局に派遣されている JICA伏見俊行専門家の報告書（2000.2）によれば、インドネシアの所得税（個人・
法人計）の対 GNP比は僅か 3.7％（1999年度）、法人による申告所得税は 523,456事業所（対 GNP比約 3.0％）のみである。した
がって、政府の優遇税制などの政策の発動が出来ないのが実状である。
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（2000）によれば、地場の企業経営者にとって、組立企業や一次部品メーカー（例えば日本電装な

ど）の大企業との下請け制度により、品質管理を中心とした技術支援とマーケティングの支援は

満足のいく形で受けておりそれ程問題ないが、資金調達は企業間リンケージでは解決できない

大きな問題と分析している。

以上の調査結果より、まず示唆があるのは、経営ノウハウ、人造り、中小企業金融支援を実

施する際にどのターゲット層を念頭において政策を打つかを見極めることが重要である。裾野

産業にターゲットを置く場合には、経営ノウハウの移転（特に財務・会計や資金繰りのノウハ

ウ）などに効果はあるが、地場産業や地方の資源立脚型の中小輸出産業にとっては、経営ノウハ

ウよりもマーケティングや金融へのアクセスへの情報提供が効果的と考えられる。また、今後、

後者の産業にとって重要なポイントは、中央政府による施策より、地方分権化の推進に伴う地

域開発戦略との関係が大切であり、地方自治体や地方の業界団体、商工会議所、NGOなどが如

何にマーケティングや金融へのアクセスに資する情報提供などの支援が行えるかが重要である。

ただし、地方分権化に関しては、権限を委譲された地方が独自の税制を導入したり、地方版の

汚職・癒着・縁故主義（KKN）が惹起するなどのマーケットを無視した政策を採用することが懸

念され始めている。地方での施策動向や実施状況の注視が必要であると同時に、地方における

この分野の人材不足への対応が求められる。

（2）危機後の政府の取り組みと課題

インドネシアの中小企業振興の本格的な取り組みは、別表－ 1が示す通り、小規模企業振興

政策として、1969年からスタートした第 1次国家経済開発計画の中で開始された。その後、イ

ンドネシア政府は、約30年間にわたり小規模企業振興政策をそれなりに実施してきた。しかし、

これまでの政策は、総合的な中小企業政策を推進してきたものではなく、アドホックな形での

個別政策と「小規模企業政策」が中心であった。今までの中小企業振興政策の主な動機は、社会

政策的な側面（Social Consideration）と経済効率的な側面（Efficiency Consideration）に大別できる。

具体的な経営・技術指導を所掌してきた実施官庁（商工省や協同組合・中小企業省など）では、

長らくプリブミ政策の一環として前者の動機により保護政策的な施策が展開されてきた。

他方、マクロ政策官庁（BAPPENAS、大蔵省、中央銀行）やエコノミストの間では、1980年代

後半より、後者の視点の重要性を指摘注 28 してきた。この点、1980年代末から 1990年代半ばま

での工業部門の高度成長に起因し、実施官庁内にも初めて経済政策的な側面からの中小企業振

興の重要性が認識され始め、実体経済に裾野産業の萌芽注 29 や輸出指向の地場中小企業の発展が

あった。しかしながら、今回の危機は、次に示す通り、一方で従来型の社会政策的な側面の小

規模企業振興政策の再復活を招来することとなる。他方、冒頭で述べた通り、インドネシア政

府にとって、IMF合意により、経済の自由化、市場メカニズムの導入という原則に従うことが

要請され、経済効率的な側面からの中小企業政策の実施が同時に強く求められた。

注 28 Hal Hill 教授（オーストラリア国立大学）、Thee Kian Wie氏（LIPI）、Sri Mulyani Indrawati 教授（インドネシア大学）他によ
る論文が多数ある。

注 29 JICAインドネシア工業分野振興開発計画（裾野産業）調査報告書（1997.2）及び JETROジョイン事業調査報告書（1997.3）な
どに詳細に報告されている。
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まず、前者との関連で、インドネシア政府が経済危機の最中に唱えた“人民経済”（ピープル

ズ・エコノミー、People's Economy）政策の取り組みについて考察する。次に、後者との関連で、

IMF経済改革プログラムの一環として進展している ADB中小企業開発支援プログラムの取り組

み、更に、経済危機後、社会政策的な側面と経済効率的な側面の両面の要素を併せ持つ、輸出

振興の取り組みについて考察する。最後に、インドネシア政府の抱える中小企業政策の課題に

ついて検討する。

1）“人民経済”（ピープルズ・エコノミー）政策

人民経済政策は、経済危機の最中、社会政策的な側面が色濃く、貧困対策、失業対策など

雇用の吸収の視点が強調され、一時マスコミなどで大きな脚光を浴びた。

この政策は、1998年 6月ハビビ政権発足と共に、アディ・サソノ協同組合大臣の主導の下、

大統領通達 No.8の発布に基づき、協同組合、小企業、農家を主な対象に、経済回復と食糧供

給、融資の拡大、協同組合の拡充、資産の再配分、雇用の拡大、地方自治体を基本とする地

方産業振興を目的として、その施策とプログラムが実施注 30 された。この背景には、1999年 6

月の総選挙及び同年 10 月の大統領選挙に向けて、全国に展開されている協同組合員総数約

2,207万人（1999年 9月時点）を主なターゲットとした選挙対策という政治的な狙いがあった。

ここで重要なのは、人民経済政策の旗印の下、1990年に一旦制度金融を廃止し市場金利に転

換した中小企業金融政策が、再び制度金融を復活させる政策転換をしたこと、また、経営改

善及び技術改善に関し、ビジネス相談クリニック（KKB）及び人民経済出張所（PER）の展開を

急速に実施したことである。

融資の拡大に関し、1998年 10月、市場金利が 50～ 60％の時に、市場金利よりも大幅に低

い（平均的な金利 14～ 16％）17本のクレジット・スキームによる制度金融が復活した。17本

のスキームのうち、13本のスキーム（当初予算総額は、10兆 8,000億ルピア超）は、100％中銀

が流動性支援し、うち中小企業向けは次の2本（①庶民融資銀行（BPR）・シャリア庶民融資銀

行（BPRS）発展のための融資、②同銀行を通じた中小企業向け融資）であった。また、同じ1998

年度までに中銀の流動性支援外の措置として、4本のスキームがスタートし、うち国営企業預

金基金を活用した 2つの融資制度（中小企業運転融資、地方産物向け技術援助融資）は中小企

業向けであった。

経営改善及び技術改善に関しては、1996年度末に中小企業及び協同組合に対するビジネス

相談出張所として、KKB及びPERを整備することが決まり、経済危機に伴ない、KKBにつき

1998年末までに 27州、7県の計 34ヶ所において、また PERについては、1999年 9月 30日ま

でに 3,826ヶ所において急速な展開がなされた。

クレジット・スキームに関しては、1998年 10月に政策が実施されると、早くも 1999年初

頭には、エコノミストを中心にその運営上の不明朗さや実際に生産的な活動にクレジットが

生かされていないとその非効率性が指摘され始めた。1999年 5月には、新中銀法の制定によ

り、過去に制度金融を担ってきた中銀の役割が廃止された。ワヒッド新政権発足後の 1999年

注 30 同プログラムの成果については、協同組合・中小企業省の 1999年 10月の協同組合・中小企業統計に詳細に協同組合・中
小企業省の立場から検討されている。



- 63 -

11月以降、中小企業向け融資は新たに創設された Permodalan Nasional Madani（PNM、1999年

6月、インドネシア政府 100％出資で設立された特殊公社）、農家向け小口融資はインドネシ

ア国民銀行（BRI）、また、低価格住宅融資は国民貯蓄銀行（BTN）にそれぞれ移管された。2000

年 1月の IMFとの覚書（Letter of Intent）では、①取扱銀行が貸出リスクの 100％を引き受け、政

府は債務保証しないこと、②利子補給は国家予算に補助金として計上されたものに限定する

ことが明記され、再び市場金利に回帰しつつある。経営・技術指導に関しては、小規模企業

経営者にとって、比較的好意的な意見が多いが、このプログラムを支援する国家予算が 2000

年度以降打ち切られたため（1999年 11月に協同組合・中小企業省が予算の要求できない国務

大臣ポストに降格）、どの様に継続していけるか不透明である。

2） ADB中小企業政策支援プログラム

危機後、ADBはインドネシアの中小企業振興に関する外国援助の総合調整機関と位置付け

られた。この分野で現在最も着目すべき重要な取り組みは、「産業競争力と中小企業開発

（Industrial Competitiveness and SME Development）」という政策支援型の技術協力プログラムで

ある。2000年 1月の IMFとの覚書にも本件の執行を義務づける旨が記載されている。協力の

内容は、産業貿易上の競争力強化と市場メカニズムの構築（独占禁止法の執行、規制緩和など

の推進）及び中小企業支援に必要な諸施策（中小企業金融、銀行以外の代替的な金融、経営・

技術指導などのビジネス開発サービス等）となっている。本年2月にインドネシアの経済・財

政・産業調整大臣府、大蔵省、中央銀行、工業商業省、協同組合・中小企業省などの関係省

庁によるステアリング・コミッティーとタスク・フォースが既に形成されている。

この政策マトリックスが示す主な項目と筆者による評価は別表－ 2の通りである。政策マ

トリックスより分かることは、危機後、インドネシア政府が如何に産業競争力の強化の観点

から、市場メカニズムを機能させるための努力をしてきているか（逆に言えばIMF、世銀、ADB

が突き付けている要求の多さ）に驚かされる。今後の中小企業振興の観点から重要なのは、貿

易自由化の堅持、政府の規制緩和の進展、投資規制の緩和策、小規模企業向けの金融政策の

方向、公正取引委員会の円滑な運営などであろう。

なお、以上に加えて、民主化に向けた改革として、KKNの撲滅に向けた汚職監視機関や国

家公務員の給与の引上げなどによる官僚機構の改善努力なども中小企業振興に間接的に資す

る要素である。

3） 輸出振興政策

危機後、インドネシア政府は、輸出振興を重点政策の一つとして位置付けて推進してきて

いる。主な視点は、インドネシア経済再生の戦略として、何が経済成長のエンジン役かとの

問いかけに対する実効性の高い優先政策として、地場資源活用型の産業による輸出振興戦略

（輸出型中小企業の振興）にあった。インドネシア政府は、危機後、主に次のような具体的な

政策を実施注 31 した。

注 31 JICAインドネシア工業分野振興（輸出振興）開発計画フォローアップ第 2フェーズ調査報告書にインドネシア政府の輸出
振興政策と輸出戦略のあり方につき詳細に記述されている。
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① L/C対策：インドネシア中央銀行（BI）は、インドネシアの銀行によって発行された L/C

の保証として 10億ドルを預金した。また、BIは日本の輸銀の援助により、共同で同様な

スキームを実施した。更に、インドネシア政府は、いくつかの非常に重要で戦略的な商

品や資材の輸入に係る融資 /保証をするために諸外国政府や金融機関と交渉を行った。

②インドネシア輸出銀行（BEI）の創設：1999年 5月に新たにBEIを設立した。主な事業とし

て、民間銀行を通して再融資及び直接実施するファイナンシャル・スキーム及び輸出志

向型企業向けの輸入 L/Cの引き取り、輸入 L/Cの再融資、輸出に関する運転資金の再融

資、貿易金融に関してのコンサルティング・サービスなどを行っている。

③アグロ・インダストリーの振興：危機後、農業省アグリビジネス庁、工業商業省農林産・

化学総局及び輸出開発庁（NAFED）などは、国内に豊富に賦存する自然資源で、国際輸出

競争力のあるクルード・パーム・オイル、コーヒー、カカオ、茶、果物、魚などを原料

や半製品のままの輸出から、2次加工食品として付加価値を付けて輸出する振興策の策

定に本格的に取り組み始めた。これら実施官庁では、マーケット情報提供、民間企業の

海外展示会への参加支援、セミナー・ワークショップの開催などを積極的に行った。ま

た、JICAが NAFEDを C/P機関として 1990年から協力を継続しているインドネシア貿易

研修センター注 32（IETC）では、危機発生後、研修参加を希望する企業の数が急速に増え、

特に、アグロ・インダストリーに関連する民間中小企業の経営者の関心が高かった。

4） 中小企業政策の課題

政府による経営ノウハウの蓄積、人造り、中小企業金融制度の整備に向けた中小企業振興

の主な課題として、その政策の一貫性と連携の欠如、実施官庁の政策経費の絶対的不足、効

果的な政策の認識不足が挙げられる。

①政策の一貫性と連携の欠如：インドネシアの国全体としての中小企業政策が欠如してい

る。中小企業振興に関連する部局を有する省庁が多数存在（大蔵省、中央銀行、工業商業

省、協同組合・中小企業省、投資調整・国営企業省、農業省など）しているが、どこも本

腰が入った中小企業政策や施策を実施できる組織となっていない。中小企業の定義が各

政策官庁ごとに異なる点などは、国全体としての一貫した政策の欠如の好例である。行

政のあり方に大きな課題が存在している。一貫した中小企業政策の策定と施策の実施が

行える「真の中小企業庁」が求められている。

また、実施官庁内各部局間の連携の欠如がある。過去 30年以上にわたり築き上げてきた

インドネシアの行政機構の特徴注 33 は、その肥大化（給料を低く抑えたまま国家公務員の

数だけを増やした政策）とポラリゼーション化（古い省庁の権限を分割・分散化しながら

大臣ポストを35～ 36にも拡張）にあり、これが一層行政を複雑かつ非効率にさせてきた。

現在のインドネシアでは、多数の省庁が、非常に限られた国家予算の枠で、ほぼ同じよ

うな中小企業振興策を重複しながら実施している。例えば、中小企業開発に資する要素

注 32 JICAは、プロジェクト技術協力の形態にて第 1フェーズ（1990～ 1995）及び第 2フェーズ（1997～ 2001）と IETCの拡充・
強化に努めている。

注 33 白石隆教授（1996.10）「新版インドネシア」にて詳細に分析されている。
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として、新たな農産品加工製品の開発など適正技術にかかる研究開発は特に重要である。

この分野では、工業商業省管轄下の研究開発庁が約 3,600名の職員を抱えているが、この

他に、技術評価応用庁（BPPT）、科学評価応用庁（LIPI）などがほぼ同じような研究開発を

行っている。この分野などは、まさに統合をした上で、集中的に予算を投入して成果を

あげることが望ましい。特に、中小企業にとって重要な試験検査機能の一元化や安全・

衛生面（例えば農産品の検疫やパッケジングに必要な施設・機器など）での技術開発を図

ることなどはとても重要な行政の役割である。

②事業予算・実施能力不足：工業商業省、協同組合・中小企業省等の実施官庁の最も重要

な役割として、実態経済の動向を把握するために業種や業界団体別の企業リスト、生産

能力、生産量、雇用数などの基礎的な工業統計の整備がある。しかしながら、これらの

基礎的な工業統計に関するデータが大幅に不足していること、また存在しても、その

データの信憑性がとても低い状態にある。主な原因としては、研究や実態調査にかけら

れる予算が極端に限られていること、また、国家公務員の現行のシステムが、低給料、昇

進の縁故主義などで業務へのインセンティブが働いていないなどである。この結果、マ

クロの経済分析を行うには、新たな実態調査を行う必要が生じている。中長期的な工業

統計や中小企業統計のインスティテューショナル・ビルディングが必要注 34 である。

③効果的な政策の認識不足：一昨年来のアジア経済危機がもたらした明るい面として、イ

ンドネシアが初めて民主化・公平性・透明性の確保に向けた政治・経済改革に乗り出し

たことである。引き続き、行政機構の大胆な改革と国家公務員の意識改革の推進が期待

される。この改革に際して留意すべきは、民間の中小企業がインドネシア政府側に真に

求めていることは、成長の阻害になっている不透明な省令や多すぎる規制などの撤廃（余

計な政府関与の排除や規制緩和の推進）である。また、危機後急遽導入された人民経済政

策のような政治色の強い社会政策的中小企業支援策は、その政策の一貫性や政策効果を

充分分析した上で実施に移されるべきであろう。

更に、過去の中小企業政策は、金融（ファイナンス）と経営・技術指導がほとんど有機的

に連携することなく支援されてきたため効果が薄かったと言われている。中小企業金融

は、大蔵省と中央銀行が主に管理し、他方、経営・技術指導などの非金融支援は、実施

官庁（工業商業省、協同組合・中小企業省、農業省など）が所掌してきた。大蔵省と中央

銀行の指示に従って動く国営銀行及び民間銀行のフォーマルな金融セクターには、将来

の融資先としてどの中小企業を選別するかというノウハウが育たなかった。他方、実施

官庁には、中小企業の経営実態は知っているが、中小企業側の金融ニーズに何ら対応で

きず、将来性があり成長ポテンシャルの高い中小企業を発掘・育成する方法が分からな

い省庁関連部局が多数存在してきた。これらの有機的な連携と不要な官庁の介在を排除

する政治力が求められていると考えられる。

注 34 JICAは、1980年代前半より工業省及び商務省（当時）に相当数の専門家派遣を実施し、工業・商業統計の支援をしている
が、現在、工業商業省のデータ解析センターは依然として体制が脆弱である。
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2－5－4　今後のわが国援助の取り組み方

（1）中小企業政策の基本的考え方

ワヒッド大統領新政権は、国民融和、清廉な政府運営、自由経済政策の堅持、特に外国投資

誘致の強化、貧困対策、地方自治拡大、中小企業振興を柱とする政権運営方針を表明している。

既に記述してきた通り、インドネシアにおける中小企業振興の取組みは、裾野産業において外

国直接投資との関係が強く、地場産業及び資源立脚型輸出産業において貧困対策及び地域開発

との関係が強い。

まず、わが国が中小企業分野の援助を実施していく際に最も基本的で重要な考え方は、イン

ドネシアにおける今後の中小企業政策は、従来の社会政策的なアプローチにマーケット指向の

改善を図ると共に、潜在的に成長力のある（Potentially　Viable）企業注 35 の振興に主眼が移される

べきである。また、支援策のタイム・フレーム及びどのターゲット層の中小企業を対象として

支援するかを充分見極めながら、集中的かつ効果的な援助に努めることである。なぜならイン

ドネシアは、一方で 2003年の AFTAの実施及び 2010年までに APECの場で工業国の仲間入りを

することを表明しており、より一層ASEAN域内での競争激化に直面すること、他方で、今回の

経済・金融危機から既に回復軌道にある韓国、タイ、マレイシアなどと比較して、政治・経済・

社会情勢が遥かに複雑（特に地方の独立運動と宗教対立が国家の分裂に発展しかねない情勢）で

あり、また国家財政も逼迫していて、経済の完全な回復には最低 5年程度（2005年頃）までかか

るとの見方が多く、短期と中・長期の戦略的な取り組みが必要だからである。支援策のタイム・

フレームとしては、（1）向こう 2～ 3年先までの短期・緊急課題は何か、（2）4年から 10年先ま

での中・長期的課題は何か、（3）これら短期・緊急課題と中・長期的課題に共通する課題は何か

の視点が重要である。まず、短期・緊急課題としては、経済回復の牽引役として、資源立脚型

輸出産業を支援しながら、輸出振興を図るための環境整備に努めることが効果的である。中・

長期的な課題としては、現地資本の裾野産業の振興を図ることにより、外資系企業（特に日系企

業）の投資、貿易が円滑に推進できる環境整備が重要である。この点に関し、裾野産業を担う人

材育成が特に重要であろう。共通の課題としては、2001年 1月の地方分権化法の執行による地

方自治の拡大を機会に、地域性に見合った地場産業振興を地道に図ることが効果的である。

（2）効果的な支援の方法

従来のわが国の中小企業支援は、①金融支援、②経営・技術支援、③インフラ（ソフトインフ

ラを含む）支援の 3つを柱として取組んできているが、今後、集中的かつ効果的なわが国援助の

支援方法として、1）資金協力と技術協力の一体的な協力、2）民間企業間リンケージの促進、3）

官を通じた中小企業への新たな支援、4）中小企業統計整備への支援の順にて記述する。

注 35 「Viable SMEs」は、後述の浦田シニア・アドバイザーによる最終報告書のキーワードの一つである。ここで言う潜在的な
成長力のある（Potentially Viable）企業の定義を明確に表現するのは難しいが、あえて定義するならば、“伝統的な経営・技術、
また価値観から脱皮し、成長指向で創造性のある企業家（経営者）等により営まれている中小企業”である。
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1） 資金協力と技術協力の一体的な協力

インドネシアの中小企業振興を考える際、日本の援助機関同士の連携がとても大切である。

今後、JICA、JBIC、JETRO、JODC、AOTS、日本商工会議所、日本商工会などの機関同士の

連携と協調による協力が一層不可欠となろう。特に、如何に資金協力と技術協力の一体化を

図れるかが緊要な課題である。1999年 3月の JICA裾野産業フォローアップ調査（フェーズ 1）

では、金融支援と経営・技術指導の連携を強化する方法として、資金協力（ツーステップ・ロー

ン）と技術協力による貸出先のモニタリング・評価の一体的な協力のコンセプトをインドネシ

ア政府に提示している。わが国の援助をより一層効果的にするには、オールジャパンとして

如何に資金協力と技術協力を有機的に結び付けて行けるかが重要である。

2） 民間企業間リンケージの促進

アジア経済危機後の ASEAN地域の発展には、政府開発援助（ODA）と投資、貿易の連携プ

レーがより一層重要なものとなる。インドネシアでは、中小企業開発に関し、政府の役割と

して、政府部門が直接的な支援に介入するのではなく、民間企業同士の活力を引き出す形で

の政策環境を整えること及び人造り（HRD）に重点を置くべきであるとの認識が高まってきて

いる。

今後、日本の ODAの重点は、次第に政府部門に対する政策環境整備支援（投資法、独占禁

止法、知的所有権法などの法律、制度等の整備、また、その行政上の運営・執行の指導・助

言及び研修・訓練）に置かれるべきである。また、インドネシアの業界団体、商工会議所

（KADIN）、NGO等を通じた民間セクターへの直接支援により、下請け制度などによる企業間

の垂直的なリンケージ及び地方産業クラスター内での民間企業間での水平的なリンケージを

促進する環境整備支援などに重点が置かれるべきである。

3） 官を通じた中小企業への新たな支援

インドネシアにおける政府の汚職の実態や低賃金による国家公務員の低モラルの問題は、

いまや周知の事実である。今回のアジア経済危機は、過去20～ 30年にわたり続いて来た政府

の脆弱さをより際立たせた。援助の世界では、日本を除いて、1980年代以降、アフリカ、中

南米諸国等に対する欧米の援助の方向が、既にバットガバナンスの「政府」の存在を前提とし

て、小さい政府を指向し、多くの援助機関が NGO及び民間セクター支援に重点が移行してい

る。しかしながら、開発途上国の発展段階によっては、欧米流の小さい政府、市場（マーケッ

ト）至上主義が最善なのかは議論が分かれている。また、相手国政府を通さない援助の問題点

も多く指摘されている。非効率な点の多いインドネシア官僚機構ではあるが、日本の政府開

発援助（ODA）が原則としている G－ Gベースの援助による経済・社会改革支援の必要性は依

然としてある。こうした中で、今後の中小企業振興の方向性として、JICA現地国内研修、開

発パートナーシップ事業、開発福祉支援事業、シルバー・ボランティア制度などのように、既

存のインドネシア政府機能を上手く活用しながら直接中小企業に裨益する支援を行うという

一石二鳥の方法が効果的と考えられる。
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4） 中小企業統計整備への支援

上記（1）民間企業間リンケージの促進に関連し、インドネシアの実務官庁にとって、効果

的な政策環境を作り出す際の最も基本的な工業・商業統計、中小企業統計などの統計の体制

整備（人造りによるインスティテューショナル・ビルディング）は重要である。今回の危機に

より、改めて地域別、産業・業種別、業界団体別などの企業リスト、生産能力、生産量、雇

用者数など信頼できるリアルタイムの基礎的なデータや情報（特に中小企業の実態にかかる情

報）が少ないかが露呈した。実務官庁の大臣や事務次官は、一様に、実体経済の動向を把握す

ることの難しさを嘆いていた。今後、地方分権化の流れの中で、中央政府と州・県政府の間

で統計整備をどのような役割分担で行うのかも重要な課題である。まず手始めに、中央実務

官庁及び地方自治体の統計部局と連携しながら、中央統計局（BPS）の中小企業統計整備向け

の人造り、システム構築等の支援を行うことが大切と考えられる。

（3）戦略的な取り組み

わが国は、2000年 1月より、インドネシア政府に中小企業政策の指針を示すため、クイック・

クアン・ギー調整大臣に対するシニア・アドバイザーとして早稲田大学浦田秀次郎教授を支援

チームとともに派遣し、2000年 7月下旬に同シニア・アドバイザーは中小企業支援の戦略的な

取組みに関する政策提言を行っている。この提言の最も重要な戦略的な視点は、インドネシア

に存在する膨大な小規模・零細企業全体を支援の対象にするのではなく、「潜在的に成長力のあ

る企業」に絞って支援をすることを指摘したことにある。わが国にとって、同提言を踏まえて、

今後次の 3つの戦略的な取り組みがインドネシアの中小企業振興に際して重要である。

1） 経営・技術指導と中小企業金融とのリンケージ促進：

①中小企業訓練センター及び中小企業診断士制度の導入（経営コンサルタントや産業普及員

の強化・育成、中小企業経営者の経営ノウハウの向上など）

②中小企業金融制度の整備（中小企業専門銀行の育成による中小企業金融システムの再構

築、中小企業信用保証制度の改善及び同審査能力向上による人材育成など）

2） 地方分権化による地場産業クラスターの活性化支援：

①産地巡回指導（品質向上、デザイン振興及びマーケティング指導など）

②輸出振興支援（輸出振興に資する地方の貿易人材育成、ITを活用したマーケティング情

報支援、アグロ・インダストリー振興計画策定支援など）

3） 中小企業行政の効率化支援：

①中小企業政策調整機関の強化（中小企業政策の整合性と一貫性の確保に向けた政策支援）

②地方自治体の中小企業行政官の育成・強化

③中小企業振興施策モニタリング及び評価体制の強化
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別表－ 1　インドネシアにおけるこれまでの中小企業（小規模企業）政策

政策 第 1次～第 4次 5カ年計画 第 5次 5カ年計画 第 6次 5カ年計画 経済・金融危機後の政策
（1969.4～ 1986.3） （1989.4～ 1994.3） （危機以前：1994.4～ 1997.7） （1997.8～ 2000.5）

中小企業政策

（全般的な政策）

中小企業金融政策

経営・技術支援策

1967 協同組合基本法制定

1978 工業商業省小規模総局創設

1979 政府調達の小規模企業への

優先発注

1979 特定業種（37）の小規模企業

専有開始

1985 表彰制度開始

1971 インドネシア信用保証会社

（ASKRINDO）設立

1973 設備資金・運転資金融資開

始（KIK・KMKP）

1973 開 発 金 融 会 社 設 立

（PT.BAHANA）

1974 Kredit Mini開始（農村部の小

口融資）

1980 Kredit Midi 開始（Mini の拡

充）

1984 KEPEDES 開始（村落一般融

資）

1974 小規模工業振興事業開始

（BIPIK）産業指導員（TPL）に

よる経営・技術指導

1979 小規模工業団地（LIK）設置

開始

1979 技 術 サ ー ビ ス ユ ニ ッ ト

（UPT）設置開始

1993 協同組合・小企業省に改編

（協同組合省に小企業育成が

追加）

1994 工業省小規模工業開発庁

（小規模工業総局の改編）

1989 国 営 企 業 利 益 基 金 開 始

（DANA BUMN）〈国営企業

は収益の1～ 5％小企業向け

に拠出〉

1990 KIK、KMKP新規貸出廃止

1990 小規模金融制度（KUK）開始

〈商業銀行は 20％まで小規

模企業向け融資義務付け〉

1993 KUK 一部改定（融資限度額

の増加）

●企業養父制度（P E R S A H A N

PAKANKAT）の導入

●SENTRA（同業ユニットが集まっ

た産地）を組織化したKOPINKRA

（小規模ハンディクラフト協同

組合）の設置

1995 工業商業省に改編（工業省

と商業省の合弁）

1995 小規模企業育成基本法制定

1995 無担保融資制度（KKU）開始

1997 KUK 一部改定（再度融資限

度額の増加）

1994 小規模企業開発プロジェク

ト開始（PIKM）〈BIPIK の継

続発展〉

1997 パートナーシップ制度開始

〈企業養父制度改正〉

1999 協同組合・中小企業省（国務

大臣ポストに降格）

1999 工業商業省小規模産業貿易

総局（小規模工業開発庁の

改編）

1998 制度金融復活（1 7 本のス

キーム）

1998 リボルビング・ファンド制

度の導入（工業商業省及び

州政府）

1999 新中銀法（流動性支援機能

の廃止）

1999 BEI及び PNM創設

1998 KKBと PERの展開

1998 UPT改革案検討

1999 産業普及員（TFPP、TPL）の

能力向上プログラムの開発

出所：1996～ 98年に工業商業省小規模工業開発庁（BAPIK）に JICA専門家として派遣されていた高橋恒彦氏の報告書他を参考に作成。
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別表－ 2　ADB中小企業政策支援プログラムの政策マトリックスとその評価

目的 危機後の具体的行動（行動済みの内容） 現時点での課題（行動目標） 評価（現状と課題）

Ⅰ．競争力強化

A. 商法の強化と規制

環境の改善

B. 工業部門の規制簡

素化と改善

C. 内国貿易と流通改

善

D. 関税及び非関税障

壁の削減

・破産法とその執行強化（1999.8）、ジャカルタ・イ

ニシャティブによる債務対策（1999.9）

・1999 年 3 月に独占禁止法（Ban on Monopolistic

Practices and Unfair Business Competition）が成立

・競争力強化と規制緩和のためのタスク・フォース

の設置（2000.2）

・肥料供給と流通の改善（1999.1）

・投資規制法の廃止（1998.11）

・丁子の独占禁止（1998.9）

・紙・合板の市場制限の排除（1998.8）

・セメントの管理価格と流通制限の排除（1998.8）

・15‐25％関税率物品の 5％削減及び食品、非食品

農産物、化学製品、製鉄・金属製品の関税 5％削

減（1998.4）

・自動車及びコンポーネントの原料輸入税のゼロ

％化及び指定倉庫での輸出向け自動車原料・部品

の無税化（1999.6）

・BULOGの独占廃止（1998.9）

・輸入‐生産者及び輸入‐貿易業者の許可物品リス

トの削減（1999.12）

・公正取引委員会の設置（2000.6）とその運営・執行

（2001.3）

・ADB の国際コンサルタントと伴に現行規制の評

価と簡素化を推進（特に中小企業の負担削減の観

点）（2001.9）

・石油・ガスの独占禁止にかかる行動計画（2001.9）

・輸入‐生産者及び輸入‐貿易業者にかかる全許可

の見直し（安全性や環境などの配慮を除いての自

由化）（2001.9）

・ジャカルタ・イニシャティブによる民間債務対策は大

きく進展していない。なお、銀行再建庁（IBRA）の統計

によれば、IBRA に債務管理されている中小企業数

（Retailを含む）は、18万 3千社（11.7兆 Rp）（2000.5時点）

である。

・工業商業省の主導により、新しい公正取引委員会の設

置が進められている。しかし、予算不足・人材不足のた

め、同委員会が実効性のある形で運営されるまでには

長い年月を要すると思われる。

・ADBが派遣する国際コンサルタントがどのような技術

協力を行うか注視していく必要がある。特に、実効性の

ある計画が策定できるかがポイント。

・公平性と効率性の観点から、各種の独占的な制度の廃

止や改善は評価できる。中小企業にも有益であるとの

意見が多い。石油・ガスの独占は、プルタミナの利権と

の絡みから簡単ではないと思われる。

・関税及び非関税障壁の削減に関するインドネシア政府

の取組みは大いに評価できる。

・1999.6の新自動車政策の内容は、国産化率を上げる保護

政策から自由化路線への転換となったと言われている。

自由化が国内の裾野産業の発展に与えるメリット・デ

メリットは意見が分かれており、未知数である。
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Ⅱ .投資・貿易の促進

A. 投資政策の枠組み

改善・実施

B. 関 税 払 戻 し 制 度

（Draw Back System）

の見直し

C. 通関業務の改善

Ⅲ．合理的な中小企業

（SMEs）支援

A. SMEs の政策形成へ

の参加及び効果的

な省庁間調整

B. 金融仲介業務の改

善

C. 商業ベースによる

技術・ビジネス支援

の促進

・外国投資・内国投資規制の削減と民間セクターの

インフラへのアクセス改善（1998.4）

・投 資 手 続 き の 合 理 化（ 手 続 き 日 数 の 短 縮

〈1998.10〉、外国直接投資の地域指定の緩和、投資

許可の権限委譲など〈1998.7〉）

・新投資法案の策定（2000.1）

・通関介入の削減（輸入通関チェック率を最高 10％

までとする目標〈1999.5〉）

・通関の業績標準の設定（1999.5）

・SMEタスク・フォースの設置（2000.2）

・中銀の流動性資金によるクレジット・プログラム

の適正な運用（1998.4）

・流動性支援の廃止と補助金によるクレジット・プ

ログラムの中銀からの移管（1999.11）

・会計検査院による補助金によるクレジット・ス

キームの監査（1998.12）

・SMEs 向けの融資スキーム（KUK）の一時棚上げ

（1998.12）

・ネガティブ投資リストの基準作り、新規投資規制

業種の削減、小規模企業留保分野及び義務的ビジ

ネス・パートナーシップの削減（2000.9）

・投資手続きの合理化（投資規制の緩和〈2000.9〉、

BKPMの強化〈2001.9〉）

・投資政策声明書の発行（2000.12）

・投資法の発効（2001.9）

・合理性と効果の観点からの見直しと廃止計画の

策定（2000.9）

・透明性と効率化促進（通関の電子化〈2000.9〉）

・SMEタスク・フォースによる中期行動計画の準備

（2000.6）

・SMEクレジット・プログラムの評価とスキームの

統合整理と合理化（2000.12）

・商業銀行に強制的に義務化してきた融資総額 22

～ 25％のSMEs向け融資制度（KUK）の段階的廃止

と SME融資手法の改善（2001.9）

・政府支援による既存のSME技術・ビジネス支援プ

ログラムの見直し・評価（2001.3）

・マーケット・ベースのサービス提供と民間セク

ターの参加可能性行動計画策定（2001.4）

・技術・ビジネス支援プログラムの統合整理及び行

動計画に基づく商業ベースの支援の実施主導

（2001.9）

・危機後、外国投資に関しては、流通産業に関する規制緩

和に大きな進展が見られた。ただし、外国資本にとっ

て、小企業との義務的パートナーシップ規制が残って

いる。

・新投資法や投資手続きの合理化など重要な改革が行わ

れる予定であるが、問題は行政の執行能力にある。

・関税払い戻し制度は、通常の払い戻しまでに1～6ヶ月か

かり、余分なコストと見られている。また、事前の免税

制度を含めて中小の間接輸出業者に不利に働いている。

・通関業務の電子化は、わが国も支援を行っており、暫時

改善されている。

・ADBが派遣する国際コンサルタントがどのような技術

協力を行うか注視していく必要がある。特に、実効性の

ある計画が策定できるかがポイント。

・SMEクレジット・スキームの今後の方向性は、今だ明確

ではない。今後の方向性を見極めるためには、中小企業

金融における BRIと PNMの役割がどの様になるかを引

き続き注視する必要がある。

・政府支援による既存の SME技術・ビジネス支援プログ

ラムの見直し・評価を行うことは重要である。しかし、

ADBの想定しているような全てを民間セクターで行っ

ていく方法が採用されるとは考えられない。この領域

においては、引き続き官民の双方の役割が存在すると

思われる。ADBの行動計画が実行性のある計画策定か

どうかを注視する必要がある。

出所：ADB （2000） Report and Recommendation on a Proposed Loan and Technical Assistance Grants to the Republic of Indonesia for Industrial Competitiveness and Small and Medium
Enterprise Development Program, ADB Material Paperの政策マトリックスより作成。
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第3章　社会開発と貧困対策

3－1　経済危機の影響とソーシャル・セーフティ・ネット（SSN）

3－1－1　経済危機がもたらした社会的影響

1997年のアジア経済危機はルピアの大暴落によりインドネシア経済に大打撃を与え、景気の後

退、失業者の増大、貧困層の拡大をもたらした。経済危機は貧困人口の増加をもたらし、中央統

計庁（BPS）によると危機前の 1996年の貧困人口が 2,250万人、11.34％であったのが1998年 12月の

時点で実施された全国家計調査（SUSENAS）によると貧困人口は 4,950万人、24.2％と推計され、2

倍強に増加している。都市部と農村部の貧困人口を比較すると都市部の貧困人口が増加した割合

が大きく、危機の影響が都市部に現れているのが示されている。

また、失業者数も BPSの推計によると完全失業率が 1997年の 4.68％から 1998年には 5.46％に上

昇し、週の労働時間が 35時間以下の不完全失業率は 33.93％から 36.64％に増加し、経済危機によ

る失業者の増加が示されている。特に、製造業及び建設業を始めとする非農業セクターの失業者

が多く、非農業セクターから農業セクターへの雇用の移動、フォーマルセクターからインフォー

マルセクターへの雇用の移動が見られた。

表 3－ 1　貧困人口の推移（1976年～ 1998年）

年 貧困人口数（百万人） 貧困人口の割合（％）

都市部 農村部 全国 都市部 農村部 全国

1976 10.0 44.2 54.2 38.79 40.37 40.08

1978 8.3 38.9 47.2 30.84 33.38 33.31

1980 9.5 32.8 42.3 29.04 28.42 28.56

1981 9.3 31.2 40.6 28.06 26.49 26.85

1984 9.3 25.7 35.0 23.14 21.18 21.64

1987 9.7 20.3 30.0 20.14 16.14 17.42

1990 9.4 17.8 27.2 16.75 14.33 15.08

1993 8.7 17.2 25.9 13.45 13.79 13.67

1996 7.2 15.3 22.5 9.71 12.30 11.34

1998 17.6 31.9 49.5 21.9 25.7 24.2

出所：BPS（1999）Laporan Social Indonesia, 1998, p. 15

経済危機の影響は必ずしも均質的に現れていない。危機の影響はジャワ島に大きく、また都市

部の住民が景気の低迷、失業などにより大きな影響を受けた注 1。また、地域別では、輸出作物の

生産地であるスマトラ或いはスラウェシなどの外島ではルピアの下落による輸出産品価格の上昇

に輸出作物生産農家の収入が一時的に向上している。

注 1 The World Bank（1998）The Social Impact of the Crisis in Indonesia: Results from a Nationwide Kecamatan Survey
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経済危機の影響に関しては中央統計庁を始め多くの機関がドナーの支援を受けて家計調査を実

施し貧困人口の推計を行っている注 2。世界銀行の推計によると、貧困率は経済危機の進展に伴っ

て 1997年 8月から悪化し 1998年 12月にピーク達している注 3。その後徐々に経済が回復に向かう

とともに貧困率に若干の改善が見られるようになった。経済の回復により、危機の影響が若干緩

和されてきているのが示されているが、依然として貧困率は 1996年 2月に比べて、2倍弱の約 20

％という高いレベルにある。貧困率を経済危機前の状況に戻すためには長い時間がかかることが

予想され、緊急的な SSNプログラムによる社会的弱者救済から、中長期的の貧困削減プログラム

の強化が重要な課題となっている。

図 3－ 1　経済危機前後の貧困の推移

出所：The World Bank Office in Jakarta（2000）Indonesia: Seizing the Opportunity, Economic Brief
for the Consultative Group on Indonesia, p. 5

3－1－2　SSNプログラムによる危機への対応

経済危機は貧困層の増加をもたらしたが、そのために初等中等教育からのドロップアウトの懸

念、保健医療サービスへのアクセス、栄養状態の悪化など、貧困ライン以下となった社会的弱者

への影響の緩和、失業者に対する雇用機会の確保を図ることが必要となった。政府は貧困層や失

業者などの社会的弱者への危機の影響を緩和することを目的として緊急的なソーシャル・セーフ

ティ・ネット（SSN）プログラム注4 の実施を1998/1999年から開始した。SSNプログラムは、1）貧困

層に基礎的な食料を安価な価格での提供を保障する、2）雇用を創出し貧困層の購買力を上げる、

注 2 BPSの SUSENAS、UNICEFの支援による 100カ村調査、インドネシア大学人口問題研究所がランド研究所の支援で実施し
た IFLS2+などがある。

注 3 世界銀行は 1996年 2月の BPSの貧困人口推計（1人 1日当たりの最低カロリー摂取量が 2,100カロリー以下、また 1人当た
りの最低月額所得は都市部で 38,246ルピア、農村部で27,450ルピアと設定）で出された 11.34％を基に、その後に実施された
調査からインフレ率や名目所得の変化などを考慮して推計している。

注 4 インドネシア語では、Jaring Pengaman Social（JPS）とされている。
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3）貧困層に対する保健と教育サービスの提供、4）コミュニティの経済活動の振興、が主要な目的

とされている。1998/1999年から 1999/2000年、2000年度を含む 3ヵ年において、1）食料保障、2）

社会保障：教育、3）社会保障：保健、4）雇用の 4つの分野でプログラムの実施がなされている。

SSNの主要なプログラムは表 3－ 2、表 3－ 3に示されている。SSNプログラムに関するドナー

の支援は大きく、奨学金と学校補助金には世界銀行とアジア開発銀行の融資、保健の SSNにはア

ジア開発銀行の融資が用いられている。さらに国際協力銀行もセクタープログラム融資（SPL）の

一部、世界銀行の SSN調整融資（SSNAL）やアジア開発銀行の保健・栄養セクター開発融資との協

調融資を行って SSNプログラムを支援している。
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表 3－ 2　1998/1999年度のソーシャル・セーフティ・ネット主要プログラムの概要及び予算

（100万ルピア）

項目 プログラム 内容 実施機関 1998/1999

食料保障 633,199

特別市場操作（OPK）、 地方政府、 633,199

食糧作物生産補助 BULOG、

農業省

教育 2,706,857

奨学金と学校補助金 教育省 1,259,105

（初・中等教育）

小学校のリハビリ 地方政府 852,600

小学校開発資金補助 地方政府 594,978

保健 2,253,174

保健セクターSSN 保健省 1,042,760

（JPS-BK）

社会福祉（JPS-BS） 社会省 75,037

保健開発資金補助 地方政府 720,917

小学校補助給食 地方政府他 414,460

（PMT-AS）

雇用 3,749,762

労働集約プログラム 公共事業省 560,000

（公共事業PKPU-CK）

労働集約プログラム 労働力省 598,585

（PDKMK）

技術労働者の雇用対策 労働力省 399,185

プログラム（P3T）

労働集約プログラム 林業園芸省 490,520

（林業）

PDM-DKE（コミュニティ Bappenas、 1,701,472

・エンパワーメント） 地方政府

合計 9,342,738

OPKは貧困世帯（1,460万世帯対象）に20kg/月

の米をkg当たり1,000ルピアで販売。投入材、

融資の補助を通した食糧作物生産の促進。

学校補助金を貧困地域の60％の小学校（200万

ルピア）、中学校（400万ルピア）、高校（1,000万

ルピア）に配布。貧困家庭生徒への奨学金とし

て小学生（12万ルピア）6％、中学生（24万ルピ

ア）17％、高校生（30万ルピア）19％を配布。世

銀・ADBの融資。

県へのインプレス補助金による小学校のリハビ

リ。

県へのインプレス補助金による小学校建設資金

補助。

貧困家庭への無料保健カードの配布、母子保健

サービス、栄養改善、ポシアンドゥ再活性化、

JPKMなどの活動に対する保健所、助産婦、地

方病院への資金支援。ADBの融資。

13都市のストリートチルドレン（約9,000人）へ

の奨学金。ADBの融資。

インプレスを通した地方政府への保健セクター

の補助金。

貧困村にある 6,430 の小学校における補助給

食。

公共インフラの維持、管理、建設を低賃金で短

期間雇用し雇用を創出する。

農村部、都市部でのインフラ整備の労働集約プ

ログラムによる雇用創出。

職業訓練、職業紹介、起業支援を通した技術労

働者の雇用対策プログラム。

植林、林業開発により雇用創出を図る労働集約

プログラム。

村落のコミュニティファンドを通した貧困層、

失業者を対象としたインフラ整備、経済活動を

通した雇用の創出。
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表 3－ 3　1999/2000年度のソーシャル・セーフティ・ネット主要プログラムの概要及び予算

（100万ルピア）

項目 プログラム 内容 実施機関 1998/1999

食料保障 116,898

特別市場操作（OPK） 地方政府、 5,323[1]

BULOG

農村養鶏センター開発 農業省 57,270

エビ養殖インフラリハビ 農業省 54,305

リテーション

教育 2,022,872

奨学金と学校補助金 教育省 1,208,615

（初・中等教育）

奨学金と大学補助金 教育省 277,789

小学校の運営維持管理 地方政府 536,468

保健 1,664,071

保健セクターSSN 保健省 1,030,350

（JPS-BK）

社会福祉（JPS-BS） 社会省 102,002

小学校補助給食 地方政府他 531,719

（PMT-AS）

雇用 1,792,009

都市インフラ労働集約 地域開発居住 850,000

プログラム（PKP） 省

女性失業者対策（PKPP） 地域開発居住 150,000

省

PDM-DKE（コミュニティ Bappenas、 792,009

・エンパワーメント） 地方政府

合計 5,595,850

[1]  情報普及、不平処理の予算のみ計上されており、実際の価格補助額は米の要請量による。

貧困世帯（1,460万世帯対象）に20kg/月の米を

kg当たり1,000ルピアで販売。

80人以上（20～30人で4グループ）の貧困農家

を対象とする養鶏センターを16州、62県に設

置。

エビ養殖インフラ（4,750ha）のリハビリを10州

で実施。JBICの融資。

学校補助金を貧困地域の60％の小学校（200万

ルピア）、中学校（400万ルピア）、高校（1,000万

ルピア）に配布。貧困家庭生徒への奨学金とし

て小学生（12万ルピア）6％、中学生（24万ルピ

ア）17％、高校生（30万ルピア）20％を配布。世

銀・ADBの融資。

奨学金対象162,730人、公立50校、私立1,000

校への補助金。

小学校の維持管理に条件によりミニマム150万

ルピアの補助を行う。

貧困家庭への無料保健カードの配布、母子保健

サービス、栄養改善、ポシアンドゥ再活性化、

JPKMなどの活動に対する保健所、助産婦、地

方病院への資金支援。ADBの融資

13都市のストリートチルドレン（約9,000人）へ

の奨学金。ADBの融資。

貧困村にある 6,430 の小学校における補助給

食。

都市インフラの建設とリハビリ、維持管理に貧

困層・失業者を地域最低賃金で4ヶ月間40万人

を雇用（最低20％は女性）。

6 州の都市部女性失業者を対象に社会サービ

ス、インフラ整備、職業訓練を実施し3ヶ月間

7万人の雇用を創出。

村落コミュニティの貧困層、失業者を対象とし

たインフラ整備、経済活動を通した雇用の創

出。



- 82 -

3－1－3　SSNプログラムの実施状況とその課題

SSNプログラムは 1998/1999年度から開始されたが、緊急的な危機に対応するためプログラムの

デザインと実施が早急になされた。プログラムは中央政府によりデザインされ、プログラムの実

施を早めるとともに、汚職による漏れを防ぐために資金の流れは地方政府を通さず、郵便局や銀

行（BRI）を通して受益者に直接資金を提供する形をとった。しかし、SSNプログラムの実施は限

られた時間で早急に実施されたため、プログラムの実施にあたった地方政府、コミュニティ、な

らびに受益者に対するプログラムのソーシャリゼーション（広報普及）が充分ではなかった。その

ため、受益者の選定が恣意的に行われるなど透明性や説明責任の確保に問題が生じた。SSNプロ

グラムの受益者は家族計画調整庁（BKKBN）の貧困世帯の統計を基にターゲティングがなされた。

しかし、貧困世帯の定義が質的な基準に基づいていたり、最新のデータがなかったため経済危機

により新たに貧困となった世帯が含まれなかったり、貧困ではない世帯が含まるなど、貧困層の

特定が充分ではなかった。このためターゲティングの正確さに疑問が出されていた。

このように、1998/1999年度に実施された SSNプログラムはターゲティングや広報・情報普及に

問題があったため、1999/2000年度のプログラムではいくつかの改善がなされ、効果的でなく問題

の多かったプログラムの中止ならびに変更がなされている。一方、1999/2000年度はバリ銀行に関

わる不正疑惑のため世界銀行の SSN調整借款のディスバースが遅れ、PDM-DKEを含む雇用関係

のプログラムの実施が遅れている。

SSNプログラム実施における改善点としては、受益者やコミュニティに対する様々なメディア

を通した情報普及活動の強化、中央における SSNの情報クリアリングハウスの設置と州、県・市

レベルにおける SSN情報センターの設置、各プログラムにおける不平処理ユニットの設置、独立

したコントロール・チームによるプログラムのモニタリングの実施、プログラムの計画とモニタ

リングにNGOなど市民社会からの参加を促進するためのステークホルダーズ・フォーラム（Forum

Lintas Pelaku: FLP）の設置注 5、などがある。

一方、受益者のターゲティングに関しては、プログラムごとに明確なガイドラインを策定する

とともに、地方政府、コミュニティ、受益者への普及、ならびに県・市レベル、郡、村落レベル

の委員会を設置し、BKKBNのデータだけでなくコミュニティ自身によって受益者である貧困世帯

の選定をするなどある程度柔軟性を持たせるようになった。

例えば、貧困世帯への米価格補助プログラムである特別市場操作（OPK）はターゲティングの問

題に対処するために、BKKBNのデータによる貧困世帯の他に都市部で身分証明書（KTP）を持たな

い貧困世帯も対象に含め、村落会議でリストを公開するなどコミュニティレベルでのターゲティ

ングに柔軟性が持たせられた。1999/2000年度は 2000年 3月末までに約 750万トンの米が約 900万

世帯に配給された注 6。

教育分野における奨学金と学校補助金のプログラムは中央レベルで作成されたガイドラインを

基に、県や郡、学校レベルの委員会が奨学金の需給対象となる生徒の選定、学校補助金の運営な

注 5 中央と各県・市レベルに設置しており、既に 156の県・市に設置されている。
注 6 Social Safety Net Programs Management Coordinating Team（2000）Indonesia's Social Safety Nets: Progress and Future Action Plans,

Jakarta.
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どに大きな役割を果たしている。経済危機により小中学校からの中途退学（ドロップアウト）の増

加が懸念されたが、顕著な増加は見られておらず、奨学金の支給が一つの要因として中途退学の

増加を抑えることに貢献している。

保健分野における SSNプログラムは貧困世帯への無料保健カードの配布、保健所と助産婦に対

する補助金の直接供与を通した母子保健サービスの強化、ポシアンドゥ・小学校における補助給

食プログラムなどにより、経済危機の影響を受けた社会的弱者、特に貧困世帯の妊産婦や乳幼児

の保健サービスへのアクセスを確保している。

教育ならびに保健分野の SSNプログラムの実施においては、学校レベル、村落レベルに委員会

が設置され受益者の選定が行われているが、選定が比較的うまくなされているところでは、選定

基準として中央で定めたガイドラインと共に、これらの委員会が地域の特性に応じて独自の選定

基準を盛り込んでコミュニティの参加の基に選定を行っている場合が多い。奨学金の受給者の選

定においては、校長、教師、親の代表（BP3）、などをメンバーとする委員会が貧困家庭の生徒を

選んでいるが BKKBNなどの既存のデータと共に家庭訪問を行って生徒の家庭の経済状態を確認

している。また、無料保健カードの提供においては、村長、助産婦、村落保健ボランティア、BKKBN

ボランティア、インフォーマルリーダーなどを含む村落保健委員会が独自の基準を含めながら貧

困世帯の選定と定期的な改定を行っている例が見られる。このような中央からのガイドラインに

従った受益者の選定の仕方と共に、コミュニティレベルの委員会が受益者の選定過程に独自の基

準とコミュニティの参加を得ながら実施する制度を確立している地域では、透明性の確保とター

ゲティングの精度の向上をもたらしている注 7。しかし、他の地域では受益者のターゲティングを

めぐるコミュニティの不和やミスターゲティングの例も多く、依然として課題を抱えている。

一方、SSNの提供に関しては、政府のSSNプログラムだけでなく、NGOも政府と連携しながら、

或いは外国ドナーの支援を受けて食糧配給や貧困対策、生計向上などのセーフティ・ネットの提

供を行っている。UNDPの信託基金による Community Recovery Programは NGOからのプロポーザ

ルをもとに SSN提供の活動に対する支援を行っている。JICAも開発福祉支援事業を通して NGO

と連携して SSNの提供を実施するモデルプロジェクトを 1998年度に 6件実施した。SSNプログラ

ムの強化においては政府のプログラムの支援とともに NGOとの連携による事業の実施も強化して

いくことが望ましい。

注 7 JICAインドネシア事務所が平成 11年度の在外プロジェクト形成調査で実施した「SSNサービス提供制度の実態及び向上の
ための基礎調査」によると教育ならびに保健のベストプラクティス事例では受益者の選定がうまくなされている要因として、
委員会が透明性とコミュニティの参加を確保し、家庭訪問などを実施している点が指摘されている。Dedi Supriadi（2000）In
Search of the Best Practices on the Implementation of Social Safety Net Programs for Education（Block Grants and Scholarship）, JICA
Indonesia Office. Purnawan Junadi（2000）The Study on the Problems and Improvement of the Institutional Capacity of Social Safety
Net Service Delivery, Case Studies: SSN in Health, JICA Indonesia Office.
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3－1－4　危機対応から中長期的な貧困対策に対する支援

（1）貧困対策への支援において留意すべき点

経済危機に対応する緊急的な SSNのプログラムは 2000年度で終了する予定である。SSNプロ

グラムはその実施において様々な新しい試みがなされた。経済危機への対応と共に政治的民主

化、地方分権化が同時に進行した時期に実施されており、汚職（KKN）を避けるために直接資金

を末端の受益者に供与する仕組みや、プログラムの透明性と説明責任を確保するための県レベ

ル、郡レベル村落レベルでのプログラムに関連した委員会の設置、NGOのプログラムの計画実

施、モニタリングへの参加、インフォーマルリーダーや NGO などを含むマルチステークホル

ダーによる委員会の設置、受益者の選定過程におけるコミュニティの参加が促進された。この

ような SSNプログラム実施のなかで良い経験を中長期的な貧困対策や社会開発のプログラムの

中に取り入れていくことが必要であり、持続的なセーフティ・ネットの形成を行っていくこと

が求められている。また、2001年 1月から実施される地方分権化により、地方政府（県・市政府）

がセーフティ・ネット提供において主導的な役割を担うことになる。したがって、緊急的なSSN

プログラムから中長期的な持続的な貧困対策プログラム、セーフティ・ネットの形成を地方分

権化の中で地域の事情に即した形でデザインし、地方政府の実施能力を強化していくことが必

要である。また、現在実施されている緊急的な SSNプログラムはコストがかかっており、中長

期的には少ない予算で限定されたプログラムに対してターゲットを絞り込んだ形で実施してい

くことが必要である。

一方、緊急的なSSNプログラムはインドネシアの社会保障制度の不備を露呈する事となった。

したがって持続的なセーフティ・ネットの形成のためには、健康保険や雇用保険などの社会保

障制度の改善強化を図っていくことが必要である。しかし、社会保障制度の充実のためにはそ

のための財政支出を必要とするが、インドネシアの財政事情を考慮すると充分な財源を確保す

ることが困難である。したがって、社会保障制度の整備には長期的な取り組みが必要であり、制

度開発の側面も含めて支援を行っていくことが必要である。また、貧困対策としてターゲット

を絞った形でのセーフティ・ネットの整備や教育や保健など社会サービスの質の向上ならびに

提供組織の強化などを重要な課題となり、継続的な支援を行っていくことが必要である。

インドネシア政府は緊急的なソーシャル・セーフティ・ネットから中長期的な持続可能な貧

困削減プログラムの策定と実施を計画している。Bappenasは 2000年 8月に開催された貧困削減

戦略に関するセミナーの中で、今後の貧困削減戦略の方向性として、1）高い成長を実現するマ

クロ経済政策、2）労働集約的な工業化政策、3）貧困層によるサービスへのアクセスの向上、4）

コミュニティ組織の強化により貧困コミュニティの発言力を高める、5）女性の役割の重視、6）

地域レベルにおける資本蓄積の促進、7）遠隔地の貧困地域に対する特別プログラム、8）ショッ

クに対する社会保障の整備、などを示している。

したがって、これまでの SSNプログラム実施からの経験も踏まえると、貧困削減プログラム

を支援していく際に、1）提供するサービスと受益者のより選択的な絞り込みの必要性、2）地方

分権化に関連して地方政府によるサービス提供の質の維持、貧困削減計画の策定の必要性、3）
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より多くのステークホルダーの参加を促進するために地方政府公務員の官僚的態度からの脱却

の必要性と参加型開発手法に関する研修の必要性、4）地域の経済活動の促進を図る際には住民

の依存心を起こさせないように配慮する、5）政府、NGO、民間、大学など様々なステークホル

ダーの参加により貧困層に対する支援システムを形成する、6）貧困削減の成功事例（グッド・プ

ラクティス）の経験の紹介と普及の促進、などの点を考慮する必要があろう。

（2）今後の支援の方向性

短期的な緊急対応のSSNから中長期的な貧困削減プログラムへの転換を支援していく上では、

以下の 3点が重要な支援の方向性として考えられる。

1） 社会サービス提供の質的向上

教育や保健医療などの社会サービス提供の質的向上である。教育においては、COPCEPや

REDIPで実施されている初中等教育における地域社会の学校教育運営への参加の強化を継続

して支援していくことが必要である。教育省が推進しようとしているスクールベース・マ

ネージメント（学校補助金の運営管理を含む）の普及強化に資するように学校委員会の運営を

強化するような研修、県の教育委員会の機能強化と運営強化に関わる研修などを支援するこ

とが必要であろう。また、保健医療に関しては、保健医療従事者の技術能力の向上やマネー

ジメント能力の強化に関する研修を強化する必要がある。成功事例の経験ならびに相互の経

験から学ぶ研修の方式が効果的と思われる。地方分権化に実施により、地方政府が教育や保

健のサービス提供を担っていくことになるが、このようなサービス提供機関の技術面ならび

に運営面における質的な向上を支援するような現地国内研修、プロジェクト方式技術協力（南

スラウェシ地域保健）による協力を強化していく事が必要である。このようにサービス提供の

質を高めるとともに、受益者の絞り込みやターゲティングの手法など制度的な側面において

もアドバイスを行っていく必要もある。

2） 貧困削減に関する成功事例の経験の分析と普及

貧困対策プログラムを支援していく上では、貧困削減の成功事例の経験を分析し他の地域

に普及していくことである。例えば、現地国内研修の活用などにより、地域経済の活性化、零

細・中小企業の支援という観点から、地域の金融機関が果たす役割に関する成功事例を紹介

するワークショップをいくつかの地域で実施したり、地方政府や地域の金融機関のマネー

ジャーが成功事例の経験から学び、参加者相互の経験から学ぶ研修を実施することが、多く

の地域の地方政府関係者ならびに地域金融関係者の意識付けにつながる可能性がある。地域

金融機関の強化は地域の資源の動員や地域コミュニティ組織の強化の観点からも重要な要素

である。特に地方分権化の実施により、地方政府が貧困削減プログラムを実施し、地域経済

の活性化を図っていくことが求められ、地方政府が住民や民間の活動を促進するような環境

作りをどのように行っていくことができるか、スラウェシ貧困対策支援村落開発計画の参加

型開発のアプローチ、参加型社会開発手法の研修プログラムなどの成果も活用しながら、内
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外の成功事例の経験から学ぶ機会を提供していくことが重要である。

3） 中長期的な社会保障制度の整備に関する支援

中長期的にセーフティ・ネットを整備するという観点から、健康保険や労働者社会保障な

どの社会保障制度の整備に対する支援を行っていくことも重要である。現在、インドネシア

政府は既存の制度（JPKM及び JAMSOSTEK）の見直しと法律の改正作業を進めており、その動

向を見極める必要があるが、日本の制度や他の諸国の制度の紹介、調査の支援などを通して

制度整備への協力を行うことができよう。
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3－2　食糧

3－2－1　食糧供給の現状

インドネシアの食糧事情は 1997 年の経済危機とエルニーニョ現象による旱魃により悪化し、

1997年、1998年の米の生産量は連続して減少した。また、米の生産の減少とともに経済危機によ

る農業投入財（肥料、農薬等）の価格上昇による生産活動の停滞などが見られた。経済危機による

インフレは米価の上昇をもたらし、地域によって米の供給状況は異なるが、売り惜しみや 1998年

5月の暴動以降は消費者の米買いだめ、農家や集荷業者の売り惜しみなどの行動が起こり、流通の

停滞なども生じ食料供給の問題が深刻化した。公務員向け米供給など政府部門の米の調達を行っ

ている食糧調達庁（BULOG）は、1998年は生産者米価が上昇して BULOGの最低買付価格を上回っ

たため国内調達が難しくなった。このため、1998年は日本からの援助米を含め約 600万トンの米

の輸入量を記録した。

一方、貧困層への影響を緩和するためにソーシャルセーフティネット（SSN）プログラムの一つ

として特別市場操作（OPK）を通じて貧困層を対象に月 20kgの米を 1000ルピア /kgで配給する米の

供給の確保と価格補助を行った。このプログラムは家族計画調整庁（BKKBN）の貧困世帯のデータ

に基づき貧困世帯と判断された世帯を対象に地方の食糧調達事務所、地方政府、BKKBNが各地域

におけるOPKの必要量を決め、食糧調達事務所が協同組合（KUD）事務所など郡の指定された場所

に毎月一回運搬し村長や町長が確認した貧困世帯の名簿に基づき対象世帯に直接配給される。し

かし、地域によっては村の住民全体に均等に分配するなど、配給の仕方に違いが見られる。

米の生産量は 1999年から回復基調にある（表 3－ 4）。しかし、経済危機後に肥料などへの補助

金の削減による生産費の上昇、1998年 9月に米の輸入自由化が行われ、民間の輸入業者の参入が

合法化されたことによる安価な輸入米の流通などの要因により、国内の米の市場価格は低下し、

一部では生産費を下回る事態を招き、米生産へのインセンティブを妨げる要因を持っている。イ

ンドネシア政府は、国内の農民を保護し、農民に増産のインセンティブを与えるために国内の米

価を高く維持する必要があると判断し、IMFの承認を受けて 2000年 1月 1日より米の輸入関税を

30％とし、半年毎に国際相場等の動きに合わせて再検討する措置をとった。

表 3－ 4　食用作物の生産量、1996年～ 2000年 （単位 1,000トン）

食用作物 1996年 1997年 1998年 1999年* 2000年**

米 51,102 49,377 49,237 50,402 49,105
水稲 48,188 46,592 46,483 47,756 46,552
陸稲 2,913 2,785. 2,754 2,646 2,552
とうもろこし 9,307 8,771 10,169 9,172 9,182
大豆 1,517 1,357 1,306 1,372 1,310
落花生 738 688 692 648 643
小豆 301 262 306 245 252
キャッサバ 17,002 15,134 14,696 16,347 15,741
サツマイモ 2,018 1,847 1,935 1,627 1,630

出所：農業省ホームページ（http://www.deptan.go.id）* 1999年は速報値、** 2000年は予測値。
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3－2－2　食糧の流通システム

インドネシアでは米は生産者である農家から主に民間流通を経由して消費者まで流通している。

一方、政府部門は食糧調達庁（BULOG）が米の買付・市場放出により米価の安定を図り公務員等や

貧困層への供給を行っている。米の流通量に関する統計は十分整備されていないが、米流通量の

8-9割程度は民間部門を経由し、残りの 1-2割が政府部門を経由しているものと推測される注 8。

民間部門における米流通は自由競争・市場原理に基づく取引関係が主体で、農家は集荷業者、精

米所に販売している。精米された米は仲買業者や卸売業者にわたり、県内、県外の卸売業者や小

売業者に販売される。集荷業者、中小精米業者はプリブミが占め、華人は大手精米業者・卸売業

者の大半を占めている。プリブミが中心の中小業者の活動範囲は県内に留まることが多い。華人

が民間部門の米流通で重要な役割を担っていることは間違いないが、華人大手業者一社ごとの米

取扱量が決して大きくなく、多数の中小業者が米流通に携わっているため、華人が国内の米流通

を支配しているとは言えないとの見方もある注 9。特に経済危機後は華人を中心とする大手米流通

業者の活動は収縮し、プリブミを主体とする中小業者は経済危機の影響も比較的少なく、米の流

通システムが維持されている。

政府部門による米の流通は食糧調達庁が管轄している。食糧調達庁は国産米の買い入れと輸入

米の独占取扱権限を持つ大統領直属の機関として 1967年に設立され、1969年からは生産者米価の

下限と消費者米価の上限を設定し、米価の安定とインフレの抑制を行う価格政策に取り組むよう

になった。食糧調達庁は地方出先機関として州食糧調達事務所（DOLOG）、県食糧調達事務所

（SUB-DOLOG）を持ち、全国約 1,500ヶ所に約 350万トンの貯蔵能力を持つ倉庫を有し米の流通実

務を行っている。米の調達は KUD（村落協同組合）ないし民間部門から買付けている。KUDは食

糧調達庁が設定したフロア・プライス（最低買付価格）で農家や集荷業者から購入するが、農家は

KUD への販売を強制されておらず、買付価格の有利な業者に販売することができる。DOLOG・

SUB-DOLOGによって集荷された米は、公務員・軍人・国営プランテーション向けの配給、消費

者米価安定のための市場放出、貧困層支援の目的で食糧調達庁の指示・監督に基づき放出されて

いる。

食糧調達庁は米だけでなく小麦粉、砂糖、大豆等の輸出入を独占していたが、運営の不透明さ

の批判もあり、IMF・世銀の勧告を受けて、1998年 2月に米以外の農産物の輸入自由化がなされ、

同年 9月には米の輸入自由化がなされた。このように食糧調達庁はその機能縮小と規制緩和によ

り組織・機能の見直しを行い改革を実施することが課題である。

3－2－3　食糧の増産と供給の安定化の取り組み－成果と課題

主食である米は食糧安全保障の上で戦略的な意味を持ち、政府は米の自給を目標に掲げ、1969

年の国家経済開発計画（Repelita）以来、食糧増産は農業政策の中で高い優先順位を維持しつづけて

いる。政府は 1998年に危機対策のクラッシュプログラムとして "Gema Palagung"（Self-achievement

Program for Rice, Soybean, Corn）を開始し 2001年までに米、大豆、とうもろこしの趨勢自給を可能

注 8 国際協力銀行開発金融研究所（1999）「インドネシア　米流通の現状と課題」pp. 10-11.
注 9 Ibid, pp.12
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にする生産水準を達成するための増産プログラムを開始した。このプログラムは「国家食糧自給力

強化特別策（UPSUS）」によって実施され、1）投入財の集約的利用の質的増強対策、2）圃場におけ

る水管理の徹底、3）作付面積の拡大、などが基本的な内容となっている。

また、肥料補助金の廃止に伴い、食糧生産の促進を図るために農民の肥料購入を補助する KUT

（農事クレジット）に 6.5兆ルピアと大量の資金を注入した。KUTの貸付金利は年利 14％から 98年

12月に 10.5％に引き下げられたが、これらの融資制度は返済率が悪く（約 40％）、必ずしも期待さ

れた効果を発揮していない注 10。

さらに、政府は経済危機後の政策目標として食糧の安定供給を目指す食糧安全保障（Food

Security）と農産物の付加価値向上を目指すアグリビジネスの促進を掲げている。

2000年 11月に制定された国家開発計画（PROPENAS）では、生産者の所得向上とともに、単一作

物への依存や気候変化への脆弱さに起因する食糧問題への弾力的な対応力を高めたいとしている。

食糧安全保障プログラムのなかで、食糧増産に加え、食糧生産の多様化の促進を戦略として掲げ

ている。このプログラムの目的には、1）食肉、野菜、輸入品に代替する食品の生産と流通の拡大、

2）最適なレベルの米の生産の維持、3）国内産の原材料に基づいた栄養食品、加工食品の開発、4）

消費カロリーの向上、5）食糧不足、栄養不良に陥っている家庭の減少、6）農民、漁民の収入の向

上、が挙げられている。そのための具体的方策として、1）潜在的な食糧資源の評価とインベント

リー作成、2）畜産品、水産品、野菜、果物などの生産拡大、3）零細農民、漁民のための融資や、技

術、種子、市場へのアクセスの改善による食糧生産の多様化に対する支援、4）アグリビジネスや

農産加工振興にからめた、農民、中小企業者、協同組合に対する教育と技術・情報の普及活動、5）

優良種子・苗木の生産拡大、6）経済的に優位性のある地域での米生産の拡大、7）食用作物の生産・

加工・流通システムの効率化、8）健康的な栄養摂取パターンに関する情報普及、9）SSNを通した

貧困層への短期的な食糧援助、などが挙げられている。

また、PROPENASでは、制度・組織的側面の強化のプログラムも計画されており、1）種子産業、

食品加工産業に関する中小規模の投資、研究開発、技術研究を促進するための投資環境とインセ

ンティブの整備、2）地域間、島嶼間の食糧の流通の効率化の拡大、3）食糧安全保障のための早期

警戒システム（SKPG）の改善、4）村落コミュニティレベルでの食糧備蓄管理の向上、5）農地の維

持、保全に必要な法律整備、などが目標とされている。

3－2－4　援助の取り組み方

今後のインドネシアの食糧問題に対する支援としては、食糧の増産と供給安定化の効果的かつ

効率的な実施、農業生産の効率性と競争力の向上、アグリビジネスの振興とそのための組織・制

度の整備や拡充が重要な項目である。

（1）食糧の増産と供給安定化の効果的かつ効率的な実施

まず、食糧増産に資する支援を強化していくことが重要である。地方の灌漑や道路インフラ

注 10 Center for Economic and Social Studies（CESS）, Study on the Problems and Improvement of the Institutional Capacity of Social
Safety Net Service Delivery: Credit Program for Promoting Micro, Small and Medium Enterprises and Employment Creation, March
2000, JICA Indonesia Office.（平成 11年度在外プロジェクト形成調査報告書）
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の整備、農業用水・灌漑水資源の利用管理の効率性の向上など食糧増産・流通のための環境整

備につながる地方のインフラ整備ならびに既存施設の維持管理を図ることが必要である。また、

第三次アンブレラ協力において 11県で実施されている食糧増産モデル事業のように農民の組織

化支援を含み回転資金および肥料等の支援を通して農業生産の拡大と農産物の付加価値向上を

図る協力がなされている。トップダウンで組織された KUDではなく、農民自身のボトムアップ

でつくられた協同組合の組織化や地方分権化に基づいた県レベルでの食糧増産プログラムの強

化を支援するためにも食糧増産モデル事業への支援を強化していくことが必要である。

一方、食糧の生産や流通、消費などに関する統計が十分に整備されておらず、適切な政策の

策定・評価の上で阻害要因となっているため、情報の信頼性を改善する必要がある。食糧生産・

流通のモニタリングを行っていくためにも統計技術、制度、組織への継続的な支援が重要であ

る。

（2）農業生産の効率性と競争力の向上

農業生産の効率性と競争力の向上のためには市場の歪みを是正し、企業家など民間の経済活

動の担い手の能力を高め、農業生産における投入財及び生産物市場に市場メカニズムを機能さ

せることが必要である。このような方向で、インドネシア政府は様々な改善を進めている。し

たがって、農業協同組合の機能の活性化や自立性の確立、より機能的な農業経営信用システム

の構築と農村部における競争力のある金融機関の育成、土地登記簿のシステムなど土地制度の

見直し、市場情報の提供、マーケティング支援などが重要である。さらに、中央の政策レベル

における規制の緩和や地方政府における農業生産の効率を高めるための環境づくりを支援する

ことが必要である。特に農民の組織化、協同組合の機能強化、農村金融機関の育成強化、マー

ケティング支援など、地方分権化の流れに沿って地方政府がファシリテーターとして環境整備

を担っていくことが求められる。具体的方策としては、例えば、食糧増産モデル事業における

県レベルでの活動のなかで県政府による環境整備の側面をモデル的に支援していくことも検討

できよう。

（3）アグリビジネスの振興とそのための組織・制度の強化・拡充

インドネシアは経済危機により製造業から農業セクターへの雇用の移動が見られ農業セク

ターが危機のバッファーとしての機能を果たした。一方、農業セクターは単に雇用の吸収だけ

でなく、農産物の付加価値を高めアグリビジネス・アグロインダストリーを発展させることに

より、さらに新たな雇用の創出と農村における所得の向上を可能とする、積極的な意味での潜

在力を持っている。したがって、アグリビジネス・アグロインダストリーの振興に対する支援

は重要な項目である

アグリビジネスセクターの育成にはインフラストラクチャーの整備と金融制度の強化によっ

て戦略的かつダイナミックな育成を図っていくことが必要である。そのためには州政府及び県

政府におけるアグリビジネス・アグロインダストリー振興機関の育成、地域の比較優位を生か
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すための地方政府による農業政策、農業プログラムの強化、市場開拓と市場情報の収集と提供、

零細・中小企業金融制度・農村の金融制度の強化などに関する支援が必要である。特に、地方

政府がアグリビジネス・アグロインダストリーを振興するためには地域の金融機関の役割は重

要であり、地方分権化の流れに沿って地方政府がファシリテーターとして環境整備を行ってい

くことが必要である。また、一村一品運動の成功事例の紹介や、インドネシア国内での成功事

例に関する情報普及、経験の共有に関する研修事業の実施などを通して地域におけるアグロイ

ンダストリー促進のイニシアティブの掘り起こしを行っていくことも重要である。
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3－3　保健注11

3－ 3－1　インドネシアの保健の現状と今度の動向

インドネシアは過去 30年あまり中央政府主導の下に保健医療行政システムの整備、保健医療従

事者の育成、ポシアンドゥに代表されるコミュニティの参加の促進により、乳児死亡率の低下、家

族計画活動の推進、感染症の減少など、健康水準の改善を図ってきた。乳児死亡率は、1967年に

145（出生 1,000人当たり）であったのが1990年調査（1986年）では71、1995年調査（1991年）では51

に低下している。また、5歳未満死亡率も 1986年の 111（出生 1,000人当たり）から 1993年には 81

に低下している。妊産婦死亡率も 1986年の 540（出生 10万人当たり）から 1994年には 390に低下し

ている。また、平均寿命も 1967年の 45.7歳から 1995年調査（1991年）の 64.4歳と伸びており健康

水準の改善が示されている注 12。しかし、これらの数字は地域的に大きな差が見られ、各州におけ

る健康水準の格差が大きい。例えば、1995年調査による乳児死亡率では、ジャカルタ特別市の 22

に対して西ヌサトンガラ州は 101となっている注 13。

インドネシアはこのように保健水準の改善を達成してきたが、1997年の経済危機により保健医

療システムの脆弱性が露呈した。政府予算に占める保健支出の割合は 1.9％（1992 年）と少なく、

GDPの 0.7％となっており ASEAN諸国の中でも低いレベルにある。政府は保健コスト全体の約 30

％しか補助しておらず、残りは民間によって負担されている。財政基盤の弱い保健医療システム

は経済危機によりさらに影響を受け、医薬品の供給や母子保健サービスなど保健サービス提供な

らびに貧困層のサービスへのアクセスに対する悪影響が懸念された。これに対して政府は保健

サービス提供の維持と貧困層など経済危機の影響を大きく受ける社会的弱者への保健へのアクセ

スを確保するためにソーシャル・セーフティ・ネットプログラムを実施し、保健所ならびに助産

婦への補助金を供与した。また、保健医療セクターの改革を通して予防・健康増進を重視し、民

間やコミュニティの参加の下に保健支出の抑制を図りながら健康水準の改善を図っていくため、

「国家保健計画 2010」を基に保健政策を推進している。

3－3－2　保健医療セクターの改革の動向

インドネシア政府は 2010年を目標とする「国家保健計画 2010（Healthy Indonesia 2010）」を 1999年

4月に発行し、今後の保健政策の方向性を示して保健分野の機構改革を行っている。従来の治療中

心の保健サービスから予防・健康増進活動重視への転換、及び質の高い公平で住民が負担可能な

保健サービスの拡充を目標に、以下の 4つの戦略に基づいて保健医療セクターの改革を推進しよ

うとしている。

第一は健康増進で、予防・健康増進活動に重点をおき、保健以外の各公共セクター、民間、ド

ナー及び地域住民全ての参加による統合的な活動を実践することである。

注 11 保健分野における報告書案は保健省に派遣されている小畑美知夫専門家（保健医療分野プロジェクト管理）作成のドラフ
トによるところが多い。

注 12 Ministry of Health, Republic Of Indonesia（1999）, Health Development Plan Towards Healthy Indonesia 2010.
注 13 Ministry of Health, Republic Of Indonesia（1999）, Profil Keseharan Indonesia 1999 Lampiran, p. 162.



- 93 -

第二は保健従事者の技術とモラルの向上で、予防・健康増進重視への政策転換に伴う保健従事

者の再訓練、技術とモラルの向上、研究や科学技術教育の強化、地方分権化の実施に伴い、州・県

保健スタッフの計画・管理運営能力の強化などを通して、専門職業意識（Professionalism）を高めて

いくことである。

第三は地域健康保障制度（JPKM）の推進である。公務員・富裕層以外の国民の保健サービスへの

アクセスの改善、保健財政への民間資金の導入を図るために地域健康保障制度が導入されてきた

が、法制度の整備、広報普及活動の強化により制度の普及を推進することである。

第四は地方分権化で、それぞれの地域のニーズに基づいたプログラムの実施、各地域のエンパ

ワーメントを促進するために、明確な指標に基づいたガイドラインの整備や持続的な人的資源開

発政策などを実施していくことである。

2001年から 2004年の国家開発政策（PROPENAS）では、「国家保健計画 2010」の 4つの戦略に基

づき、コミュニティの参加による健康な行動への啓蒙、保健衛生環境の整備、感染症対策や母子

保健、栄養など保健医療活動及び保健医療施設の向上、保健医療従事者の人的資源開発、医薬品・

食品・危険物の管理、保健政策とマネージメントの強化、保健に関する科学技術の 7つを重要な

政策項目として挙げている。

3－3－3　社会的弱者の保健医療サービスへのアクセスの状況

経済危機がもたらす社会的弱者への影響を和らげるために、政府は緊急的な対策として SSNプ

ログラムの実施を通して貧困層の保健医療へのアクセスを確保しようとした。特に妊産婦や 2歳

以下の子供の健康と栄養への影響を緩和するために母子保健活動におけるコミュニティレベルで

の健康管理が重視され、助産婦へのブロックグラントを通して助産婦及び保健ボランティアの活

動を活性化して保健サービスへのアクセスの維持が図られた。また、保健センターでの基礎的な

医療サービスの提供を維持するためにブロックグラントが供与され、貧困層に対する基礎的な医

療サービスへのアクセスを維持しようとした。しかし、保健所や助産婦による補助給食プログラ

ムの受益者は子供の年齢が高くなるにしたがって低下している。また、保健所までの距離の問題

もあり必ずしも充分に受益者をカバーしていない注 14。

一方、経済危機で影響を受けた貧困層に対する保健・医療面における支援は NGOを通しても実

施された。UNDPの Community Recovery Programにおいても保健や栄養に関する NGOの活動を支

援している。また、JICAも開発福祉支援事業を通してNGOと連携して保健・医療に関する活動を

実施している。例えば、南スラウェシ州の離島におけるプライマリー・ヘルス・ケアの普及やマ

カッサル市の貧困地区における無料診断サービスの提供などの活動を NGOと協力して実施してい

る注 15。

近年、インドネシアではNGOの活動が活発に行われるようになり、多くのNGOがソーシャル・

注 14 ADBが設置した独立モニタリング機関（Central Independent Monitoring Unit）によると保健カードを持つ貧困世帯の 10－ 15
％が地域保健センターを利用している。保健センターを利用する人は月に人口の 15－ 25％という数字に比べるとアクセス
が確保されているということができる。また、母子保健サービスを利用率は 70－ 80％となっている。一方、補助給食の受
益者は 50％前後となっている。Muhadi Prabowo（2000）Results from Monthly Monitoring Period of 1 January to 31 May 2000,
Central Independent Monitoring Unit for the Health and Nutrition Sector Development Project.

注 15 離島のプロジェクトでは LP3M、貧困地区の無料診断支援では PKBIと協力してプロジェクトを実施している。
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セーフティ・ネットに関連する活動を行っている。中には PKBIのように保健医療・家族計画に実

績のある NGOも存在している。このように貧困層への支援などの活動においては、NGOとの連

携を図って住民に直接サービスを提供していく事が必要である。

3－3－4　医薬品、医療消耗品などの価格、供給量の現状

インドネシアの医薬品の年間消費額は 1996年が 29,580億ルピア（123.2万ドル）、1997年が 29,090

億ルピア（96.9万ドル）、1998年が 32,040億ルピア（42.7万ドル）となっており、ルピア額は増加し

ているが USドルに換算すると 1996年から 1998年にかけて約 3分の 1に減少しており、1997年に

おきた経済危機による為替レートの下落が医薬品の消費に大きな影響を与えたことが示されてい

る注16。また、公務員を中心とした健康保険であるPT.ASKESの医薬品の予算総額は1998年度 1,358

億ルピアで前年度の 966億ルピアから 40.57％増加している注17。インドネシアでは 90％の完成品が

国内生産されているが、医薬品原料の90％を輸入に依存していることが大きな問題である。今後、

新薬技術の開発、関連化学産業からの支援、市場の拡大等が重要な課題である。

政府は地域保健サービスの質の向上や流通の改善策として必須医薬品リスト注 18（DOEN）を採用

し、医薬品の流通の効率性のみならず、安全性と効率的な使用、さらに医薬品の管理を改善する

ことを目指している。DOENは地域保健サービスや医療機関に必要とされる診断、予防、治療及

びリハビリテーションの医薬品を網羅している。

インドネシア政府はまた国民に医薬品を安く普及するために 1989年からOGB（generic medicine：

特許期限切れを含む国際的な非特許薬品のリストに掲載された医薬品）といわれる医薬品の生産、

流通を奨励している。OGBは政府所有の 4つの製薬会社及び 27の民間会社が生産しており、現在

232種類の OGBが生産され、1998年度で薬品市場の 15.6％を占めている。1998年現在のインドネ

シアの製薬企業は205で、1997年から 1998年にかけて19社減少している。医薬品の卸売業は1998

年現在 1,728で 1997年と比べ 80以上増加した注 19。

公的部門における医薬品の調達に関して、保健センターや病院は必須医薬品リストに基づいた

薬品の使用量 ,在庫量 ,必要量を LPLPO（医薬品管理台帳）に記入し、毎月 GFK（県医薬品貯蔵所）

に提出する。GFKは各県にほぼ一ヶ所あり、1998年現在全国に 319ヶ所ある。このようにボトム

アップされたLPLPOは保健省の食品医薬品総局（POM）に集められ、査定され、中央で入札にかけ

られて需要に応じて製造業者が請け負って配送される。なお、このシステムの問題点として次の

ことが指摘されている。1）医薬品のボトムアップ計画に対する職員の能力開発、2）医薬品配分に

対する透明度の向上、3）病院におけるOGB薬品の使用促進、4）県における一定医薬品の共同購入

の促進、5）公共部門に対する医薬品の資金供給、6）GHKと保健センター、病院のコミュニケーショ

ンの改善、7）医薬品管理に関する能力開発。

医薬品の品質管理に関して政府は以下のような目標を示している。1）国民が要求する医薬品の

注 16 Ministry of Health, Republic of Indonesia（1999）Profil Kesehatan Indonesia 1999, pp. 64-65.
注 17 Ministry of Health, Republic of Indonesia（1999）Profil Kesehatan Indonesia 1999, Lampiran, p. 99.
注 18 1994年に発表されている DOENによると病院の医薬品リストは 320、保健センターの医薬品リストは 167、村落の医薬品

ポストは 32で構成されている。
注 19 Ministry of Health, Republic of Indonesia（1999）Profil Kesehatan Indoensia 1999, pp.78-79,83-84.
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質と量の確保、2）医薬品の入手にための流通と利便性の改善、3）医薬品の効能、効果、安全性、

品質の保障、4）患者に対する正確で適切な医薬品の処方、5）医薬品の合理的な使用の指導。生産

における医薬品の品質確保については CPOB（良質の医薬品生産に関する基準）に基づいて実施し

ている。また、市場における医薬品の品質監視は各州に設置された食品と薬品の試験研究室（Balai

POM）により実施されている。

3－3－5　プライマリー・ヘルス・ケアの現状

インドネシアではプライマリー・ヘルス・ケアを実践する第一線の機関として、1998年現在、保

健センター（Puskesmas）が全国に 7,602ヶ所、保健センター支所（Pustu）が 21,811ヶ所、また、移動

式保健センター（Pusling）が 7,035ヶ所ある。この他に村落医薬品ポスト（POD）が 14,376ヶ所、村落

の助産施設（Polindes）が 29,321ヶ所、また、住民参加の拠点で母子保健、栄養指導、家族計画、予

防接種を実施する場所として地域保健ポスト（Posyandu）が 249,516ヶ所ある。保健センターは人口

26,000人に一ヶ所所在することになる。保健センターに勤務する医師数は 8,790人で、平均的に保

健センター一ヶ所に医師 1人以上（1.16人）所在することになる。同じく看護婦は 35,712人勤務し

ており、一ヶ所平均 4.7人となる。この他、ポシアンドゥにはボランティア（Kader）が登録されて

おり、一ヶ所平均のボランティア数は 1997年現在 4.41人となっている。

保健センターでは患者の約 80％は看護婦の一次診療と簡単な処方を受けており、残り 20％は医

師による二次診断と処方を受けているといわれる。また、保健センター支所に常駐するのは看護

婦のみで、投薬は看護婦の業務となっている。また、このような公的施設から遠隔地にある村落

では、村落医薬品ポスト（POD）があり必須医薬品 32種が配備されている。保健センターの外来を

訪れる患者を妊婦、乳児、五歳以下の小児、歯科及びその他に分類すると、最も多いのが妊婦で

年間570万人、ついで乳児で230万人、以下、5歳未満小児、歯科、その他となっており、合計780

万人になり、国民の 38％が年 1回保健センターを利用していることになる。

次に小児の主要疾患の予防対策としての予防接種の実施率は、インドネシアは比較的高い水準

を保っている。しかしながら、1997年の経済危機により1997年、1998年の接種率は低下の傾向に

ある。

表 3－ 5　予防接種の実施率 （％）

1994/95年 1995/96年 1996/97年 1997/98年 1998/99年

結核（BCG） 100.0 99.0 99.6 98.01 93.14

DPT混合ワクチン 101.0 100.4 101.4 99.31 95.01

ポリオ 92.8 86.6 89.5 86.29 88.40

麻疹 91.6 88.9 91.7 92.51 86.76

出所：Ministry of Health, Republic of Indonesia（1999）Profil Kesehatan Indonesia 1999, p. 109, Table
IV.C.1

栄養指導については、保健センター、ポシアンドゥを中心に活動を行っているが、1997年の経
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済危機によりカロリーの摂取量や蛋白質、脂肪の摂取量が低下傾向にあり、いわゆる低栄養児、低

栄養妊婦の発生が増加したという報告があり、UNICEFを中心とした栄養補給プログラムが行われ

ている。また、インドネシアでは妊婦や 5歳未満の子供の鉄欠乏貧血やビタミン A欠乏による角

膜乾燥症、またヨード欠乏による甲状線腫（ゴイター氏病）の発生が見られ、政府やドナー各国、

国際機関、NGOによる援助対策が行われている。

人口問題は 2億を超える人口を抱えるインドネシアにとっては重要な問題である。これまでイ

ンドネシア政府は家族計画に関して積極的に取り組んでおり、家族計画調整委員会（BKKBN）が保

健省を含めた関係各省と調整して家族計画を促進している。末端では保健センター或いはポシア

ンドゥが家族計画指導員（PKLB）と協力しながら指導を行っている。インドネシアでは家族計画

を実施していると見られるのは生産年齢人口の約 66％で、1997年から 1998年にかけてこの数字が

13％減少している。ここにも経済危機の影響が見られ、避妊具の供与等ドナーからの支援がなさ

れた。インドネシアでは家族計画における避妊の方法としては Implant、注射、ピル、IUDが多く、

コンドームの割合は低い。

インドネシアの乳児死亡や人口の粗死亡の原因疾患を見ると、下痢症によるものがそれぞれ第

5位と第 8位を占めているが、この原因の多くは環境衛生の低い水準によるものと思われる。特に

安全な飲料水の確保や食品衛生の取り扱い、また家庭排出の雑排水の処理も問題となっている。

下痢症対策の施策としては安全な飲料水の供給確保や食品の安全な取り扱い及び管理等に対する

衛生知識の普及が必要である。

また、デング熱、マラリア対策、結核対策（WHOの DOTS方式の推進）、エイズ対策（知識の普

及、予防）などの感染症対策がなお重要な課題として挙げられる。

3－3－6　保健医療保険制度の整備に向けての現状と課題

インドネシアの医療保険制度は 1968年に公務員を対象とする健康保険制度である ASKESの前

身が設立されたことから始まる。ASKESは 1970年代半ばには管理医療（Managed health care）の手

法をアメリカから導入し、1988年には人頭割前払い方式（Capitation）を採用するようになり、今日

の地域健康保障制度（Jaminan Pemeliharaan Kesehatan Masyarakat: JPKM）のモデルともなった。JPKM

は国家保健法（1992年法律第 23号）でその枠組みが規定されており、PT. ASKESが第一号の JPKM

事業免許を獲得している。ASKESは対象となる公務員とその扶養者など 1,600 万人中 1,570万人

（97.5％）を既にカバーし、民間セクターからの自発的な加入者も 70万人に達している。

1999年 3月にインドネシア保健省が表した“Healthy Indonesia 2010”によると 4つの大きな戦略の

うちの一つが JPKMの推進となっている。JPKMは前払いの掛け金を払うことによって予防サービ

スや疾病にかかった場合に医療サービスを受けられることになっている。JPKMを運営するものは

公的セクターに限らず民間セクターでも一定の資格を有するものに認可が与えられ、民間を参入

させることにより競争原理を働かせ効率的な運営を実施するとともに、民間資金を活用して地域

住民の保健サービスを拡大・発展させることをねらいとしている。この JPKMが目標とする対象

人口は主として零細中小企業の職員、自営業者、農民などで最貧層を除いた中以下の階層である。

JPKMの運営者は一定の前払い資金に基づいて保健センターや病院と契約して加入者に対して保健
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医療サービスを提供する。したがって、健全な経営を図る場合にはより予防サービスを重視する

ことにより経費の削減を図ろうとするインセンティブが働くことになり、全体として医療費支出

の増加を抑制することができ、所得の再分配の効果や医療サービス供給の公平が図られることに

なる。

JPKMの加入者は 1997年時点で約 1,810万人と潜在的市場の約 10％をカバーしているに過ぎず、

JPKMの普及、加入者の増加はあまり進んでいない。

表 3－ 6　セクター別 JPKM加入者（1997年時点での推測）

セクター 加入者（万人） 潜在的市場（万人） ％

民間保健 8 1,680 0.5

公務員 1,560 1,600 97.5

フォーマルセクター 160 4,000 4.0

インフォーマルセクター 83 10,700 0.8

合計 1,810 18,080 10.1

出所：Widyastuti Wibisana（1998）The Status of Managed Care in Indonesia

JPKMの運営の問題点として、以下の 4点が挙げられる。

1） 政府が予定していたようには加入者の増加が見られない。この原因としては 1997年に発

生した経済危機により JPKMが加入対象とする階層人口が大きな打撃を受け掛け金を払

えなくなったことがある。

2） 一般住民の保険の意識が薄く、特に農村部においてはゴトン・ロヨン（相互扶助）制が根

づいており、これに代わって現代的な JPKMの利点が理解されない

3） 農村部など特に都市から離れた遠隔地では保健センター（Puskesmas）が保健医療サービス

の提供者となるが、その提供するサービスの質がよくない。したがって、JPKMに加入し

ても充分な医療サービスが受けられるメリットが無いということになる。

4） サービスを提供する医療機関、医師側についても JPKMに対する充分な理解と協力が見

られない場合がある。JPKMは人頭報酬或いは定額医療費支払いという支払い制度をと

るために、従来出来高払いに慣れている医師にとっては馴染みにくい面がある。

今後の課題として、保健省では JPKMの普及を促進するために、JPKMの強制加入制度の導入と

運営機関と監督体制の強化に関して、JPKMの法律改正を準備している。また、地方分権化に関連

して県・市レベルでの JPKMのシステム作りも必要である。

3－3－7　援助の取り組み方

保健・栄養、人口・家族計画分野の援助において留意すべき点として、各国ドナー、国際機関

との協調を図っていくことが大切である。特に保健・栄養・人口分野における専門機関である

WHOやUNICEF、UNFPAなどの国連機関、さらにはSSNに関して保健・栄養に関するプログラム
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を実施してきたアジア開発銀行や世界銀行の動向を踏まえて、援助の重複を避けるとともに、母

子手帳などわが国の得意とする分野、経験のある地域において連携を強化して協働の効果を生む

ような援助を実施していくことが望ましい。また、プライマリー・ヘルス・ケアや貧困層に対す

る保健サービス提供の支援を行う場合はジェンダーの視点を充分配慮することも必要である。

（1）地方分権化への対応

インドネシア政府は 2001年度から地方分権化を実施する計画で現在準備をすすめている。中

央政府の権限のうち地方政府にゆだねるものは県・市に移譲し、州は県・市間の調整役になる

ということで、県・市の権限が強化されることになる。保健行政は住民のより身近な所に行政

の責任を持たせることが望ましく、地方分権或いは地方自治は保健行政を推進していく上で重

要な要素である。したがって、今後の援助の取り組み方としては、保健行政は広く地域住民の

より活発な参加と協力を得ながら、行政と住民組織が一体となって保健衛生の向上を目指す施

策を支援することが必要である。インドネシアにおいては村や地区にも数多くの保健ボラン

ティア（Kader）の活動拠点（ポシアンドゥ）があり、その 5分の 1は活発に活動しているといわれ

ている。したがって、母子保健の推進、環境衛生の改善、環境衛生に改善（安全な飲料水、排水

処理、清掃、蚊の駆除など）、結核対策、栄養改善など身近な保健衛生問題を捉えて、いわゆる

「草の根ボランティア」活動を促進するための支援策が求められる。

1998年度から実施されているソーシャル・セーフティ・ネットプログラムの中で村落におい

て保健委員会が設置され、情報の普及や受益者の選定、プログラムの実施においてコミュニ

ティの参加を促進している。助産婦や保健ボランティア、村長、区長、家族計画普及員などが

委員会のメンバーとなっており、SSNプログラムの実施に関する事だけでなく、地域の保健衛

生に関して行政と住民をつなぐ役割を期待することができる。また、郡、県レベルでも行政と

住民代表、NGOを含む委員会或いはフォーラムが設立されており、参加型の保健行政の仕組み

をさらに発展させていくことが可能である。県や保健センターにおける保健衛生従事者は、こ

のような参加型の保健行政を形成していく中で中心的な存在となることが求められ、研修や訓

練がいっそう重要になる。現在実施している現地国内研修による管理者研修を拡充・強化し、企

画立案、予算の編成執行などに関して能力向上を図るための支援が必要である。

住民参加型の保健行政を推進していく一つの手法として、JICAが中部ジャワ州で導入を開始

し、現在、北スラウェシ州、西スマトラ州で普及活動を行っている母子手帳の普及を全国的に

広げていくための支援を進めていくことが効果的である。母子手帳は受益者の手元に各種の記

録や保健衛生、栄養に関する情報が残り、保健医療機関と受益者の間の情報を繋げると共に、健

康教育の有効なメディアとなっている。しかし、母子手帳の全国的な普及を図っていくために

は、必要となる予算をどう確保するかが重要な課題となり、世界銀行やアジア開発銀行の融資

プロジェクトとの連携、JBICによる円借款の可能性、利用者からの料金徴収の可能性など、全

国展開のための戦略と資金手当てに関する計画が必要である。また、地方展開の促進に関して

トレーニングの実施など技術協力も必要である。したがって、地方分権化の実施とも関連づけ、

母子手帳の全国的な普及を促進するためのフィージビリティ調査を含む、開発調査或いは在外
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ミニ開発調査の実施も検討する価値がある。

（2）地域保健保障制度（JPKM）の支援

JPKMは 2010年までの保健政策大綱の中で 4つの柱の一つとして取り上げられている。また、

中長期的な社会保障制度の充実という観点から、健康保険制度の強化に関する支援は重要であ

る。しかし、現行の JPKMはいくつかの問題点を抱えており、この問題に対する取り組みとし

ては、JPKMに関する啓発と技術向上の研修及び必要な資機材の整備を行い、住民の信頼を得る

ことが重要である。したがって、以下のような協力の可能性を検討することができるが、JPKM

の法律改正の動向を見極めるなど、制度改善の動きに充分な注意を払う必要がある。

1） 日本の地域保険である「国民健康保険」の施設活動の現状についての研修の実施。国民健

康保険による農村における国保診療所、保健婦活動などは、JPKMの運営に非常に参考に

なると思われる。

2） JPKMの普及のための IEC活動の強化。JPKM普及のネックになる住民の知識の欠如、情

報不足を克服するための住民に対する IEC活動、また医療提供者に対する IECの強化を

図り理解を求めるための視聴覚教育の技術に対する支援が考えられる。

3） マーケッティング・リサーチのためのデータベース作成の支援。JPKMを地域に導入する

場合に必要な地域の社会、経済、保健、文化、教育、習慣などを分析し地域住民のニー

ズに合った方式やサービスを導入していく必要がある。

（3）感染症対策への支援

インドネシアでは現在なお感染症や寄生虫病、結核、下痢症が乳児死亡や人口の粗死亡率に

おける原因疾患の上位を占め、これらの疾病の予防、治療は依然として大きな保健衛生の課題

である。少なくとも予防接種によって予防可能な小児の疾患の死亡については、予防接種率の

普及向上により目覚ましく減少してきているが、今後も予防接種率が低下をきたさないように

維持していくことが必要である。一方、現在もなお新生児や妊産婦死亡の原因として破傷風感

染があることから、妊婦に対する破傷風予防注射の更なる普及が必要である。マラリアはジャ

ワ島以外の諸島では依然として散発流行しており、マラリアに対する知識の啓発、地域におけ

る蚊の駆除対策、マラリアの予防対策（ベットネット）など無償協力と技術協力との共同による

援助策が考えられるが、ここでも住民参加による住民の主体的なマラリア対策の活動を支援し

ていくことが大切である。開発福祉支援を通した NGOとの協力も考慮すべきである。

一方、インドネシアは結核による死亡者が年間175,000人、全結核の推定発生数450,000人（1999

年版 WHO報告書）といわれ、インド、中国に次ぐ結核高負担国といわれている。また、1997年

の経済危機により国民の生活水準が低下し結核の蔓延に拍車をかけている。インドネシア政府

は1969年に国家結核対策計画（NTP）を策定し、保健センターを中心にその対策を行ってきたが、

1994年にWHOとの合同評価を行いWHOの推奨するDOTS方式（Directly Observed Treatment, Short

Course）を採用した。さらに 1999 年に「結核対策国家統合運動」（Gerdunas: National Integrated
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Movement of Tbc）を発足させ、保健センターによるNTPの推進だけでなく、民間医療機関やNGO

と連携して 2004年までに DOTS方式を全医療機関の 70％に採用させ、結核菌を持つ陽性患者発

見率 70％以上、治療成功率85％以上を目標として動き出した。日本は戦後から昭和30年代にお

いて結核対策を全国的に展開して多大の成果を上げた実績を持っており、いわば日本の得意な

協力分野と考えられており、短期専門家を派遣して結核対策の実情把握と協力分野の検討を

行っている。わが国が結核対策の協力を実施する場合には WHOの DOTS方式に基づいて WHO

とも協力しながらどのような部分を受け持って支援を行うのか検討を行うことが必要である。
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3－ 4　教育注20

3－ 4－1　経済危機の初中等教育セクターへの影響

（1）予想された初中等教育セクターへの影響

今回の経済危機による教育セクターへの影響として、当初一番懸念されたのは、貧困家計を

中心に、教育諸経費が払えないことや子供を働きにだすことを理由とした中途退学（ドロップア

ウト）や進学断念等に伴う就学率の低下である。インドネシア政府は、過去の同様の経験（1986

年から 1987年にかけて石油価格の暴落と旱魃を引き金として深刻な不況を経験した際に、主と

して中学校の就学率が著しく低下した）等を基に、1998/1999年度には、小学校児童の 5.7％（約

165万人）、中学校児童の約 11.5％（約 111万人）が中途退学し、このほか 4万人の小学校卒業生

が中学進学を断念するものと当初推計した（表 3－ 7参照）。

表 3－ 7　インドネシア政府による中途退学に関する変化予測

1996/97 1997/98
1998/99の当初予想値
（　 ）内は前年比

小学校

　就学児童数（百万人） 29.24 29.27 28.99 （-0.28）

　中途退学者数（百万人） 0.88 0.76 0.65 （+0.89）

　中途退学率 3.0％ 2.6％ 5.7％ （+3.1％）

中学校

　就学児童数（百万人） 9.28 9.69 8.33 （-1.36）

　中途退学者数（百万人） 0.3 0.47 1.11 （+0.64）

　中途退学率 3.6％ 5.1％ 11.5％ （+6.4％）

出所：Ministry of Education and Culture（1998）Crises Relief Interventions: Scholarships and School Grants
Program, p. 2

さらに、各学校における運営維持予算の減少等を理由とした現場レベルでの教育の質の低下

も懸念された。各学校の運営維持予算の多くは、生徒の家庭からの入学金や寄付金（BP3）等に

多くを頼っているため、今回の経済危機により、寄付金はもちろんのこと、入学金や授業料も

支払えない生徒が激増し、多くの学校が運営維持予算の大幅な不足に苦しむものと考えられた。

（2）インドネシア政府の対策

このような教育分野での懸念に対応して、インドネシア政府は、世界銀行やアジア開発銀行

をはじめとする援助機関と協調しつつ、SSNプログラムの一環として以下のような緊急対策を

注 20 教育省派遣の佐久間潤専門家（初中等教育）の作成のドラフトによるところが多い。
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打ち出した。

1） 教育諸経費の免除

インドネシア政府は、各家計の経済的負担を軽減するため、制服、教材費、登録料等につ

いては原則として申請があれば免除することとした。また、公立小学校及び中学の授業料

（SPP）は、各々 1984年、1994年の義務教育化の際に廃止されていたが、未だ徴収している学

校が存在することから、その廃止をあらためて周知するとともに、公立高校の SPPに関して

も 1998/1999年度の新学期からこれを廃止することとした。さらに、毎月各家計から徴収され

る保護者会費（BP3）に関しては、その支払いがあくまでも自発的なものであり、義務ではな

いことが強調された。

また、1998/1999年度における小学校の新入学対象者約 400万人のうち、1998年 8月初めま

での登録者は全体の約半分にとどまったため（前年比で 24％の減少）、政府は、新学期の登録

を 9月末まで延長する等の措置を講じた。

2） 学校へ行こう（Aku Anak Sekolah）プログラム

政府は、就学率の低下及び教育の質の低下を防ぐために、「学校へ行こうプログラム」を開

始した。本プログラムは、1998年 7月からの 5カ年計画で、具体的には、（ア）各種メディア

を通じての「学校へ行こうキャンペーン」の展開、（イ）貧困家庭の生徒に対する奨学金の支

給、（ウ）貧困地域の学校に対する運営維持予算の支給（ブロックグラント）、という 3大プロ

グラムで構成されており、世界銀行、ADB、UNICEF等のドナーが支援している。プログラム

の総予算は、5年間で約 4億 9100万ドルである。具体的な内容は以下の通りである。

（ア）「学校へ行こう」キャンペーンの展開

新入生に対して、冊子の配付やテレビ／ラジオでのコマーシャルの放映により、学校

へ行くことを働きかけるキャンペーンを行っている。5年間で400万ドルの経費が見込ま

れており、このうち 300万ドルは UNICEFが拠出することとなっている。

（イ） 奨学金の支給

本奨学金プログラムは、経済的な理由による生徒の中途退学及び進学の断念を防ぐこ

とを目的としたもので、教育省所管の公立学校だけでなく、宗教省所管の学校（マドラ

サ）及び私立学校の生徒も対象とする。支給額や対象者数は小学校が 12万ルピア（約 180

万人、6％）、中学校が 24万ルピア（約 167万人、17％）、高校が 30万ルピア（50万人、10

％）である。なお、支給対象者の半数以上を女子とすることとされている。また、第 2年

度目（1999/2000年度）からは、特殊学校の生徒も支給対象にされることとなった。

本プログラムの実施に合わせて、小、中、高校生徒を対象とした既存の貧困家計の生

徒のための奨学金プログラムは、全て本奨学金プログラムの中に統合された。
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（ウ） ブロックグラント（学校補助金）の給付

他方、学校の運営維持予算不足による、現場レベルでの教育の質の低下を防止するこ

とを目的としたものが学校補助金（ブロックグラント）支給プログラムである。政府は

小、中、高校の全体の 60％にあたる約 13万 2,000校を対象にブロックグラントを支給し

ている。

ブロックグラントは、教科書や教員ガイド、参考図書といった教材及び学生のノート

等の文具購入、さらには学校施設／備品の修繕、生徒の入学金他の経費充当といった使

途に支出が限られており、教員給与の補助やコンピュータ等高額機材の購入といった用

途への支出は禁じられている。

ブロックグラントの金額は、小学校（60％対象）が一校あたり200万ルピア /年、中学校

（60％対象）が 400万ルピア /年、高校（60％対象）が 1,000万ルピア /年となっている。奨

学金同様に、宗教省所管の学校及び私立校も給付対象である。

奨学金及びブロックグラントの実際の支給に当たっては、州、県、郡の各レベルで委

員会が組織され、小学校については郡委員会が、中・高校については県委員会が支給対

象となる学校を決定する。奨学金については、さらに学校内の委員会において具体的な

受給生徒を決定する。なお、各委員会の活動における透明性を確保するため、構成員と

して、NGOや保護者会の代表、コミュニティの代表などが入ることが定められている。

実際の資金は、中央銀行から中央郵便局を経て、県及び郡の郵便局へと送金され、これ

を受給する学校及び生徒が直接受け取りに行くことが原則となっている。その際に、予

め委員会から受給者リストが郵便局へ通知されており、郵便局は右リストに基づいて不

正受給が行なわれないようチェックを行う。したがって、基本的には郵便局、学校及び

生徒以外は、実際の資金にアクセスすることができず、不正な中間搾取ができない仕組

みになっている。

さらに、本件奨学金及び学校補助金プログラムの実施をモニタリングするための第三

者機関として、アジア開発銀行の資金により、CIMU（Central Independent Monitoring Unit）

が設立され 1999年から調査等の活動を実施している。また、市民からのプログラムに関

する苦情やコメント等の相談窓口として、中央のプロジェクト実施ユニットと州委員会、

CIMU（中央及び各州）に担当部署がおかれ、ホットラインサービスが確立されている。

住民が意思決定に参加する委員会システム、中央から末端へのダイレクトな資金の流

れの確保、第三者機関によるモニタリング、さらには誰もに開かれたクレーム窓口の設

置といった本プログラムにおける様々な新しい試みは、教育施策における説明責任と透

明性を確保するための具体的なシステムとして、これまでのところ有効に機能しており、

今後とも各種施策の中で取り入れられていくことが期待される。わが国の協力において

も活用できるものについては、積極的に活用していくべきであろう。

（3）経済危機の実際の影響

それでは、実際のところ、経済危機は基礎教育分野に対してどれくらいの影響を与えたのだ
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ろうか。ここでは、既存の調査報告書をもとに、就学率への影響と教育の質への影響について

述べる。

1） 就学率への影響

就学率の変化に関しては、従来から毎年教育省が調査をしているほか、中央統計局（BPS）

が全国規模で実施している社会経済調査（Susenas）からもデータを知ることができる。この

他、教育分野でのインパクトに関する複数のサンプル調査がこれまでに行なわれており、そ

の規模、対象地域等は様々である。

まず、全国規模で集計されるデータを見る限り、経済危機後の 1997/1998年度以降も就学率

の落ち込みはほとんど見られない。表 3－ 8は、Susenasによる年齢層別の就学率の変化を示

したものであるが、7-12歳児及び 13-15歳児の就学率は、経済危機後の 1997/1998年度に若干

減少したものの、1998/1999年度には各々増加傾向に転じている。16-18歳児においては、経

済危機後も就学率は低下せず、増加しつづけている。

表 3－ 8　Susenasのデータに基づく就学率の変化

1995/96 1996/97 1997/98 1998/99

7-12歳児 94.4％ 95.4％ 95.1％ 95.2％

13-15歳児 75.8％ 77.5％ 77.2％ 79.1％

16-18歳児 47.6％ 48.6％ 49.3％ 51.2％

出所：Gavin W. Jones, Peter hagul and Damayanti（2000）A Study of the Impact of the Scholarship and Grants
Program, p. 10

また、表3－ 9は、教育省データによる中途退学率の変化を示したものである。いずれの教

育段階においても、経済危機直後の 1996/1997-1997/1998年度にかけて、一時中途退学率が増

加したものの、その翌年には以前の水準まで回復しており、上記のSusenasとほぼ同様の傾向

が示されている。

表 3－ 9　中途退学率の変化（1994/1995-1998/1999）

1994/95-1995/96 1995/96-1996/97 1996/97-1997/98 1997/98-1998/99

小学校 3.12％ 3.09％ 3.59％ 2.93％

中学校 4.00％ 3.25％ 5.17％ 3.64％

高　校 5.47％ 4.94％ 6.51％ 3.64％

出所：Departmen Pendidikan dan Kebudayaan（1999）Rangkuman Statistik Persekolahan 1998/1999, p. 125

しかしながら、地域や対象数を絞って行なわれたサンプル調査では、就学率の顕著な低下

を報告している例も多い。例えば、1997年と 1998年に、7州の 2,000世帯を対象に実施された

IFLS（Indonesian Family Life Survey）では、7-12歳児に関しては、農村部において貧困層及び

女子生徒の就学率が大きく低下し、13-19歳児では、逆に都市部で、貧困層及び男子生徒の就
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学率が顕著に低下したと報告されている。

また、1998年 10月に世界銀行と教育省が 5州（中部ジャワ、ジャカルタ特別州、北スマト

ラ、南スラウェシ、マルク）の小中学校 600校を対象に実施した調査は、小中学校とも、私立

学校において就学率が顕著に低下したことや、中学校の就学率が都市部の貧困層を中心に大

きく減少したこと等を報告している。

この他、教育省がUNESCO、UNICEFと合同で1998年の 8月及び12月に 5州（西ジャワ、南

スラウェシ、東及び西ヌサテンガラ、南カリマンタン）で小学校 227校、中学校 97校を対象

に実施した調査では、小学校全体で見ると中途退学率に大きな変化はないが、農村部では大

幅に増加したこと、中学校では農村部では就学率が増加したが準都市部においては減少した

こと、公立中学校への就学が増加し、私立中学校への就学は減少したことなどが報告されて

いる。

これらをまとめると、概ね以下のように概括することができる。

ア 経済危機直後の1997/1998年度以降、小中学校における就学率は減少したが、全体と

して見れば当初の予想ほど深刻なものではなかった。

イ 小学校レベルでは農村部で、中学校レベルでは都市部で、より大きな就学率の減少

がみられるとする報告が多い。

ウ 就学率の落ち込み及びドロップアウトの増加は貧困層（低所得家計）に多く見られ

る。

エ 性差による影響の違いには、明確な傾向は見られない。

オ 私立学校での就学率低下は公立学校よりも顕著である。

就学率が当初の予想ほど落ち込まなかったことにはいくつかの理由が考えられる。中でも

一番の理由と考えられるのは、政府の上述の方針に沿って、多くの学校が入学金や寄付金

（BP3）といった経費の支払いを免除したり、或いは遅延を認めたりしたため、これらの支払

いができないという経済的理由で就学を断念する必要がなくなったことである。実際に、公

立中学校では全体の 35％が入学金の徴収を廃止したとの報告があるほか、貧困家計からの

BP3徴収を免除した事例が多数報告されている。

西ジャワ州での CIMUの調査では、入学金と寄付金を支払える家計の割合は、小学校レベ

ルでは 1996/1997年度の 74％から 1998/1999年度の 51％へと、また中学校レベルでは 83％から

53％へと低下しており、これらの家計の生徒の多くが、上記の措置がなければドロップアウ

トしていたものと考えられる。

就学率が低下しなかった第 2の理由として、政府の実施した「学校へ行こうキャンペーン」

及び奨学金プログラムが一定の効果を上げていると推測することができる。キャンペーンプ

ログラムの直接的な影響を測定することは難しいが、これまでに行なわれた複数の調査の中

で、経済危機による家計の逼迫後は多くの親が家財を売ったり、食事の回数を減らしてでも

子供を学校へ行かせていることが明らかになっており、このような教育優先の考え方が浸透

した背景には、キャンペーンの影響があるものと考えられる。
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奨学金プログラムの影響に関しては、生徒のドロップアウト防止に一定の成果を挙げてい

ると結論付けている報告書が多数である。しかし、費用対効果の観点からは、その効果を疑

問視する報告もある。例えば、その支給対象が、小、中、高校全生徒の各々6％、17％、10％

のみであり、そもそも貧困家計の多くはカバーされていないことや、既にドロップアウトし

てしまった生徒や、公開中学校の生徒が、本奨学金の対象外であることがその理由として挙

げられている。

加えて、奨学金受給者の選定に関する問題も指摘されている。中央統計局（BPS）の調査に

よれば、実際に奨学金を受け取った生徒を家計支出の分位によって分類してみると、小学校

では奨学金受給者の 45.8％が最下位 20％の家計に属しているが、裕福な家計（上位 40％の家

計に属するもの）に属するものも12.3％と 1割以上を占めている。同様に中学校では最下位20

％に属すものが、32.1％であるが、上位40％に属するものも約 2割（20.1％）を占めた。高校で

は各々 19.7％と 34.0％である（表 3－ 10参照）。

表 3－ 10　奨学金受給生徒の家計消費による分類

小学校 中学校 高校

最下位20％ 45.8（28.0） 32.1（21.2） 19.7（13.5）

下位20％ 26.0（14.7） 25.7（15.4） 22.5（13.3）

中位20％ 15.9（9.2） 22.1（12.9） 23.8（14.2）

上位20％ 9.5（4.3） 13.8（7.2） 21.1（11.9）

最上位20％ 2.8（0.9） 6.3（2.7） 12.9（4.7）

合計 100 （57.1） 100 （59.4） 100 （57.6）

出所：Gavin W. Jones, Peter hagul and Damayanti（2000）A Study of the Impact of the
Scholarship and Grants Program, p. 31

すなわち、教育段階があがるにつれ、最下位 20％に属する奨学金受給者の割合が減ってい

ることが分かる。ただしこれは、一般に教育段階があがるにつれて貧困家計の出身者が少な

くなることとも関連している。そこで、奨学金受給者の中で、実際に教育費の支払いに困っ

ていたと答えた生徒の割合を示したものが（　）内の数字である。この点から見ても、適切な

受給者の割合は、いずれの教育段階においても、せいぜい 6割弱程度であったということに

なる。受給者の選定に関しては、今後とも改善の余地があるものと考えられよう。ただし、受

給者の半数以上を女子学生とするという基準は概ね順守されたと報告されている。

このような様々な情報を総合して、もし奨学金プログラムが行なわれなかったとしたら就

学率がどれくらい落ち込んだかということに関し、以下のとおり推定値が報告されている。

小学校の就学率：ほとんど変化なし

中学校の就学率：73.0％（実際の就学率 76.0％）

高校の就学率：36.2％（実際の就学率 37.1％）

ちなみに、奨学金受給者のうち、奨学金の支給がなければドロップアウトしていたと考え

られる学生の割合は、中学校及び高校の生徒でも 4人にひとり程度であったとの指摘があわ
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せてなされている。

ただし、奨学金はドロップアウトの防止というその本来の目的に加え、間接的に学校予算

を補填するという役割をも果たしており、特に中学校及び高校においては、この点から大き

な意義を有していることも見落としてはならない。

奨学金の受け取り方法は、小学生であれば親とともに、また中学生以上であれば本人が、郵

便局に出向いて直接受け取るのが原則とされており、郵便局が遠いなどの理由がある場合の

み学校委員会に代理受け取りを依頼できるものとされている。しかしながら、CIMUの行なっ

たサンプル調査では、生徒の代わりに学校が奨学金を郵便局から受け取っているケースが 8

割以上に上っている。そして、平均すると、小学校では奨学金の約 27％、中学校で 35％、高

校では 43％が学校によって徴収されている。また、生徒が受け取った奨学金を、すぐに学校

が各種経費として徴収している場合もある。この結果、表 3－ 12にあるように、中学及び高

校では奨学金による補填額は、学校補助金と比べても大きな割合を占めることとなっており、

この意味で大きな役割を果たしていることが分かる。

この他、就学率が当初予想ほど落ち込まなかった理由としては、地域によっては経済危機

により就業の機会も減り、働き口がないために学校にとどまる生徒がいたことなどが指摘さ

れている。

2） 教育の質への影響

次に、経済危機の教育の質への影響についてであるが、これは客観的な数字での測定が難

しいことから、各学校の予算収入の変化を見ることとする。就学率の場合と異なり、各学校

の実質的な予算収入は、いずれの調査においても顕著に減少したと報告されているが、これ

には3つの要因がある。第一には、1997年 7月から1999年 7月までの2年間のインフレーショ

ンの累積は 91.5％にも達し、ルピアの実質的価値が大きく減少したこと。第二には、従来生

徒の各家計から徴収していた入学金や寄付金といった収入が減少したこと。第三には、中学

及び高校においては、政府から毎年分配される通常の学校運営予算（OPF）の実質額が減少し

たことの 3つである。

下記の表 3－ 11が示すように、1997/1998年度と比較した場合、1999/2000年度の名目上の

収入額はいずれの学校レベルにおいても増加しているが、インフレーションを考慮した実質

額に換算すると、小学校では 5分の 1程度、中学及び高校では 3分の 1程度、学校の実質収入

は減少している。学校によっては実質的な予算が以前の3分の 1程度まで落ち込んだところも

あると報告されている。

表 3－ 11　学校の平均収入の変化（単位Rp.）

1999/2000年度 1999/2000年度
1997/98年度 （名目上） （1997年度換算 実質的な減収額 減少の割合

の実質額）
小学校 7,063,500 10,711,100 5,593,200 -1,470,300 -20.8％

中学校 44,551,300 56,856,600 29,650,100 -14,861,200 -33.4％

高　校 108,436,300 136,602,300 71,332,800 -37,103,500 -34.2％

出所：CIMU（1999）Findings from The National Survey Conducted by The Independent Monitors, pp. 17-18
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このような学校予算の不足に対処するために実施されているのがブロックグラント（学校補

助金）の支給である（ただし、上述のとおり実際には奨学金も間接的に学校運営予算への補填

として使われている）。

ブロックグラントは、小、中、高校の過半数（60％）をカバーしており、また、CIMU等に

よるサンプル調査によれば、その支出は概ね当初の目的に沿って適切に行なわれていると報

告されている。したがって、ブロックグラントは、経済危機によって大きく減少した各学校

の予算収入を補填し、教育の質低下を防止するという本来の目的に沿った役割を果たしてい

るといえよう。

ただし、表 3－ 12から分かるように、現在のブロックグラントの金額は、学校予算の実質

的な減収額を充分にカバーするものでない。特に、中学、高校では、学校補助金と奨学金に

よる補填をあわせても、実質的な減少額の各々 35.4％、22.8％しか穴埋めされていない。この

ため、特に中学及び高校におけるブロックグラントの支給額の拡大が必要とされているとい

うことができる。

表 3－ 12　学校収入の減少に対するブロックグラントと奨学金による補填率

学校補助金によ 奨学金による補 両者による減収
実質的な減収額 る補填（1997年度 填（1997年度換 両者の合計額 に対する補填率

（A） 換算の実質額） 算の実質額） （D）=B+C （D÷A）（B） （C）

小学校 -1,470,300 1,044,400 236,500 1,280,900 87.1％

中学校 -14,861,200 2,088,800 3,177,300 3,386,100 35.4％

高　校 -37,103,500 5,221,900 3,244,100 8,466,000 22.8％

出所：CIMU（1999）Findings from The National Survey Conducted by The Independent Monitors, pp. 19-20

ただし、このような報告がある一方、ブロックグラントの一校当たりの支給額が、学校の

規模（生徒数）や現状（施設の古さや整備状況、実験室の有無等）に関係なく、全国一律に設定

されていることから、学校によってその充足度の差が大きいといった調査結果もあり、こう

いった点からも今後改善の余地があるものと考えられる。

なお、表 3－ 12から、中学校では奨学金による学校経費への補填金額が、ブロックグラン

トによる補填額を上回っており、奨学金が教育の質の確保においても大きな役割を果たして

いることが分かる。

3－4－2　今後の教育政策及び援助の取り組み方

（1）基礎教育分野における重点施策

インドネシア政府は、奨学金及びブロックグラント支給プログラムを 2003年 6月まで継続し

て実施するとしている。両プログラムには、これまで述べたようないくつかの改善すべき点が

あるものの、全体としてみれば、経済危機対策として効果を挙げていることは事実である。1986
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年から 1987年に起きた不況の際には、その後 4年間は就学率が低下し続けたことから、引き続

き本プログラムを継続することは、妥当な措置といえよう。

しかしながら、このプログラムはあくまでも教育の低下を防ぐための緊急措置として実施し

ているものである。したがって、今後は中長期的展望に立った政策を積極的に展開していくこ

とが重要であり、わが国としてもこのための支援を行っていくことが求められる。

1999年に出された国家政策大綱（GBHN）は、教育分野の重点事項として、（ア）教育機会の均

等な拡大、（イ）教育の質の改善、（ウ）教育運営システムの改善の3点を挙げており、PROPENAS

では、右重点を踏まえた上で、基礎教育分野での今後の重点事項として、適正なマッピングに

基づく学校校舎の増設、既存施設のリハビリ、教員の質の改善、教員待遇の改善、学校を主体

とした経営の強化といった事項が述べられている。

他方、2001年以降は、地方分権化政策により、国民教育省の役割は国家レベルでの教育政策

の立案に限定され、実際の教育サービスの提供は、高校教育に関しては各州政府が、小中学校

教育に関しては県・市政府の業務局（DINAS）が一元的に担当することとされている。したがっ

て、今後の教育分野での支援は、地方分権化の進捗を把握し、その枠組みの中で取り組んでい

くことが重要である。

地方分権化の関係で、国民教育省が現在特に推し進めようとしているのが、学校主体の経営

（School-based management）の強化である。これは、従来の中央政府による画一的かつ一方的な教

育行政が、各地方のニーズに応じた教育サービスの提供を阻んできたことや、国から州、州か

ら郡という複雑な行政システムが効率的な予算執行を妨げてきたことへの反省として出てきた

政策である。具体的には、学校が教育サービス提供の主体として、各学校の実情に基づいた教

育改善計画を自律的に立案し（ただし学校長と BP3が共同で計画を策定する）、その実施に必要

な予算が各学校に直接交付される（中央政府はガイドラインの提示と各学校から提出されるプロ

ポーザルの審査を行う）。

この試みは 1999/2000年度から試行的に開始されたところであり、初年度は全国から選定され

た中学校 240校と高校 140校を対象に、各々一校あたり、年間 2,000万ルピアと 2,500万ルピア

が交付された。今年度は引き続き、中学校 158校、高校 486校を対象に実施が予定されている。

なお、本件は世界銀行及びアジア開発銀行が、既存のプロジェクトの中に取り込む形で、実施

を支援している。

（2）援助の取り組み方

1） 教育の地方分権化と学校主体の経営に対する支援

基礎教育分野における援助の、今後の最優先事項は、来年度から施行される地方分権化の

中で、教育改善のための諸政策が円滑に進むよう、これを支援していくことである。という

のも、この地方分権化は、そのフィージビリティとは関係なく政治的に決められたものであ

り、実際の教育現場においては、未だ多くの課題が山積しているからである。中でも一番の

課題は、地方或いは学校現場における教育行政能力の強化（ソーシャリゼーションを含む）で

ある。地方分権化後は、学校長及び郡・県レベルの教育行政官が中心となって、各地域や学
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校における教育の現状分析、問題把握、ニーズ分析、教育改善計画の立案及び実施といった

一連の活動を行っていくことが求められるが、これまでのトップダウンの教育行政しか経験

していないこれらの地方教育行政官には、そのようなノウハウも経験もほとんど蓄積されて

いない。また、説明責任や透明性の概念も希薄である。

現場レベルで教育行政に携わる関係者の能力が不充分であれば、地域等の事情に応じた教

育サービスを効率的に提供しうるという地方分権化の最大のメリットが活かされず、むしろ

地域や学校間の格差が拡大し、教育の質が低下することが懸念される。したがって、地方教

育行政官の能力向上は急務であり、わが国としても、このための協力を積極的に行っていく

ことが必要である。例えば、学校運営に関する校長への研修の実施などを通してインドネシ

ア政府が推進しようとしている学校主体の経営に対する支援や、また、SSNの実施おいて設

置された県の委員会を教育施策の実施を調整する機関としての機能と運営能力を高めるよう

な政策支援と研修の実施も検討できる。

2） 住民参加の促進と各委員会の機能の整理と強化

地方分権化後の教育を真に現場主体なものとし、またその透明性を確保するためには、地

域住民の積極的な参加促進があわせて大きな課題である。例えば現在各学校では保護者会

（BP3）が組織されているが、その役割は専ら寄付金の徴収であり、学校の経営方針等はおろ

か、集めた寄付金の使途に関してさえ関与していない場合がほとんどである。

奨学金及び学校補助金プログラムのために組織された各委員会においても地域住民の参加

が義務付けられているにも関わらず、不充分であり、このため学校補助金の支給対象校の選

定過程における透明性が充分に確保されていないと CIMUのモニタリング調査は報告してい

る。したがって、地域住民の参加意識ないしは当事者意識を高めるためのソーシャリゼー

ションを行うとともに、具体的な住民参加のためのシステムをつくることがあわせて重要で

あり、この点からの協力も重要である。

JICAは現在、現地国内研修により、地方教育行政能力の向上と地域住民参加促進のための

協力（COPSEP: Community Participation for Strategic Education Planning）を展開している。また、

パイロットプロジェクトを伴う中学校教育分野での実証型開発調査（REDIP: Regional Educa-

tion Development and Improvement Project）を実施中であり、2001年 9月には、地方分権等の与

条件も踏まえたうえでの中等教育改善のための戦略を提言することとなっている。したがっ

て、来年度以降、右現地国内研修の教訓や、右開発調査の提言を踏まえ、わが国として、教

育における住民参加の促進と郡や学校レベルの委員会の機能と能力の強化を含む新たな教育

協力を展開していくことが期待される。その際には、JBICとも協力して、これまでのスキー

ムの枠を越えた総合的な援助の可能性についても検討していくことが望ましい。

3） ITを活用した教育統計情報整備への協力

地方分権化と関連して、IT分野での支援でもある教育統計情報整備のための協力が考えら

れる。現在教育統計データは、教育省の州、県事務所を通じて各学校に個票が配付され、下

からの積上げ方式で集計し、教育省の教育統計センターが全国のデータを取りまとめている。
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しかしながら、地方分権化により、これらの教育省の地方組織廃止後は、教育統計の集計も

各地方政府に任されることになる。したがって、そもそも各地方政府が集計システムを確立

できるか、さらには教育省が今後とも全国のデータを管理していけるかということが懸念さ

れる。また、現在州レベル以下でのデータ集計作業は、基本的に手作業で行なわれており、多

大な時間と人員を要している他、各学校からのデータ回収率はせいぜい 8割程度と推測され

ており、その精度が問題となっている。

統計データは、教育政策の基本となるものであり、その整備の重要性は非常に高い。特に

地方分権化後は、初中等教育行政の中心は、県が担うことになるため、各県レベルで正確な

統計を収集し、これを活用した政策を立案、実施していくことが重要になる。したがって、地

方分権化にあわせた教育統計システム全体の再構築をはじめ、各地方政府におけるコン

ピュータによる教育統計マネージメントのための訓練及び機材の供与といった支援が考えら

れる。

4） 教員の質の改善

教員の質の改善は、従来からの最重点課題のひとつである。現在 JICAは、インドネシア教

育大学（旧 IKIPバンドン）他において初中等理数科教員の養成及び再訓練のためのプロジェク

ト方式技術協力を実施している。あわせて、無償資金協力による大学施設の整備も進行中で

あり、今後とも継続的な支援を行っていくことが必要である。

5） 学校校舎の計画的な建設

教育機会の拡大、特に 9年制義務教育のユニバーサル化のためには、生徒を収容するため

の学校校舎（特に中学校校舎）の新設及び改修が急務の課題である。しかしながら、学校校舎

建設への協力を適切に実施するためには、スクールマッピングによる校舎の配置計画が必要

な他、土地選定も含めた一連の建設行程において充分なモニタリングを行うことが不可欠で

あり、また建設後の教員配置等も計画的に行なわれなければならない。したがって、学校建

設を目的とした援助を行う場合には、これらの事項を予め担保することが前提条件となろう。

3－4－3　高等教育における経済危機の影響について注21

（1）為替レートの下落に伴う各大学等の高等教育機関の実質予算額の減少による影響

インドネシアにおいて経済危機は高等教育に多くの面で影響を及ぼした。ここでは予算資料

に基づいてその状況を概観する。表 3－ 13は 1996/1997から 2000年度までの高等教育予算の推

移を示している。なお、2000年度は会計年度の開始時期の変更のため 9ヶ月予算となっている。

比較のためにこれの 12ヶ月相当額を［　］で右横に示している。これによると高等教育予算総額

は、1997/1998年度予算は1996/1997年度予算の 1.22倍、1998/1999年度予算は 1997/1998年度予算

の 1.11倍、1999/2000年度予算は 1998/1999年度予算の 1.32倍、2000年度 12ヶ月相当額は 1999/

注 21 高等教育に関しては教育省派遣の高松典雄専門家（高等教育行政）のドラフトに基づく。
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2000年度予算の 1.36倍となっており一見順調に増加しているように見える。しかし、この間ド

ルとルピアの平均レートは 1996年度が 1ドル 2,342ルピア、1997年度は 2,909ルピアだったのに

対し 1998年度は 9,950ルピア、1999年度は 7,816ルピアと大きく変動している。これを考慮して

の夫々の年度におけるドル相当額で比較すると表 3－ 14の通りである。1997/1998年度予算は

1996/1997年度予算の 0.98倍、1998/1999年度予算は 1997/1998年度予算の 0.31倍となっており、

経済危機の影響が顕著に現れている。経常費、開発費の内訳別に見てもこの比率はほぼ同様で

ある。高等教育機関の自己収入も名目では増加し続けているもののドル相当額では 1998/1999年

度は 1997/1998年度の 0.39倍に減少している。1999/2000年度の高等教育予算総額のドル相当額

は 1998/1999年度予算のそれの 1.56倍となり、多少持ちなおしているものの、なお経済危機以前

の水準の半額程度に留まっている。

表 3－ 13　高等教育予算額 （単位：千ルピア）

1996/1997 1997/1998 1998/1999 1999/2000 2000（9ヶ月） ［12ヶ月相当額］

経 常 費 729,245,598 899,913,690 996,806,161 1,313,182,150 1,192,307,115 ［1,788,460,672］

開 発 費 662,074,000 790,882,000 821,914,145 910,293,413 497,595,000 ［　746,392,500］

合　　計 1,391,319,598 1,690,795,690 1,818,720,306 2,223,475,563 1,689,902,115 ［2,534,853,172］

自己収入 - 529,765,535 701,670,777 915,934,221 740,489,617 ［1,110,734,425］

出所：教育省高等教育総局内部資料より作成。

表 3－ 14　高等教育予算の米ドル相当額注22

1996/97 1997/98 1998/99 1999/00

1USD = RP 2342 2909 9950 7816

経常費 311,377 309,355 100,181 168,012

開発費 282,696 271,874 82,604 116,465

合計 594,073 581,229 182,785 284,477

出所：教育省高等教育総局内部資料より作成。

このため、高等教育機関においては、輸入品に頼っている薬品、機材、そのパーツ等が購入

困難となり、実験の質を低下させ、新規機材等の購入を控え、故障した機材の修理を見送るな

どの対応を余儀なくされ、教育研究環境が著しく悪化したと言われている。

研究費は経済危機の前まで増加を続けてきたが、1997/1998年度以降は金額で頭打ちないし、

やや減少となり、レート下落を考慮すると実質的には相当減少している。このため、これまで

継続してきた研究に配分するのがやっとで、1999/2000年度においては新たな申請にはほとんど

応じられない状況ということである。

また、教員の学位取得支援（S2、S3）の経費は多くの高等教育機関では優先順位が低いとされ、

予算の割り当てが減少しているとのことである。

注 22 1996/1997年度（4月～翌年 3月）の平均レートは World Bank（2000）Education in Indonesia, From Crisis to Recoveryによる。
1998、1999年の平均レートは東京三菱銀行での月末日の中値平均値による。2000年度までは会計年度は 4月から翌年 3月ま
であり、1998年、1999年の平均レート計算の年値と 3ヶ月のずれがあるが無視した。
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（2）経済環境の悪化による親及び教員の家計の逼迫による教育現場における影響

高等教育機関への入学者数、在学者数、卒業者数には特に大きな変化は認められない。しか

しながら、インフレ、賃金カット、雇用先の倒産等による親の家計の悪化や学生アルバイト需

要の減少等のため支出可能な教育費が減少し、価格の上昇した図書購入に支障をきたしている

学生が多くいる等、厳しい経済状況が学習に影響を及ぼしていると言われている。

インフレにより教員の家計も悪化し、また学内で行える研究費が獲得し難くなっているため、

他の私学での指導等、校外での副業に多くの時間を割く教員が多くなり、その分、学生と教員

が接する時間が減少し、授業以外での指導等が受けにくくなっているといわれている。

（3）政府の対応

教育学習を支援するため臨時に予算を付加したほか、経済的に困窮している学生のために新

たな奨学金が設けられた。奨学金の対象は約 25％の学生で成績に応じて支給され、1998年度が

198,680人、1999年度は 163,590人となっている。また、教員の能力開発のための学位取得に対

する奨学金も供された。しかし、これらによってもなお充分ではない模様であり、更なる対応

が求められているとのことである。

（4）大学の運営改革

高等教育の改革の中で国立大学に法人格を与えて自治に基づく運営に条件の整った大学から

順次移行させる計画が打ち出されている。2000年度からインドネシア国立大学（UI）、ガジャマ

ダ大学（UGM）、バンドン工科大学（ITB）、ボゴール農科大学（IPB）の 4つの大学を対象に自治に

基づく運営を推進するためのパイロットプロジェクトが実施されている。したがって、日本に

おける大学の独立行政法人化の流れも踏まえて、大学の運営改革に関する支援を行っていくこ

とが必要である。大学の自治、運営改善の推進を支援するために、日本の独立行政法人化に関

する情報提供などソフト面における支援も重要である。

（5）高等教育分野における今後の援助の方向性

1） 地方の大学のキャパシティ・ビルディング

2001年に実施される地方分権化は大学の自治の拡大と共に大学に大きなインパクトを与え

る。分権化において地方政府は大きな役割を担うことになるが、必ずしも充分な人材を確保

しておらず地方政府の人材育成、能力強化が必要になっている。地域の大学は地方政府の

キャパシティ・ビルディングに教育や研修、研究調査に関連して重要な役割を果たすことが

期待されている。したがって、地方における援助において大学との連携をさらに強化してい

ることが必要である。一方、インドネシアの大学は地域において核となっている主要な大学

を除くと必ずしも充分な能力を持っていない。したがって、大学の研究、研修などに関する
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情報を把握し資源として活用すると共に、特に機能の低い地方大学のキャパシティ・ビル

ディングを行っていくことも重要である。高等教育分野においては高等教育開発計画（HEDS）

を通してスマトラ、カリマンタン地域の 11大学を対象に工学部系教員の資質の向上を図って

いるが、地域における核となる大学との連携を図りながら、研究及び研修機能の強化を図る

ためにネットワークを活用した形で地方大学への支援を行っていくことが必要である。アジ

ア開発銀行の支援を受けて、先進 4大学と 11の大学の間で衛星通信による授業の提供や研究

情報の交換がなされているが、このような ITを用いた地方大学の教育研究の改善についても

考慮する必要がある。

2） IT分野の人材の育成

今後、インドネシアの経済状況が改善されていけば、工学系を中心に人材需要の増加が見

込まれるが、現状では人文社会系が多くの割合を占め、社会的需要に対応していないと考え

られる。したがって、引き続き工学系教育の強化に支援する必要がある。特に IT技術者の養

成などは周辺諸国と比べてインドネシアは立ち遅れている状況にある。こうした今後の経済

の回復や中長期的な発展の上で重要となると見込まれる分野については、インドネシア政府

の教育改善の意向を確認しつつ、積極的に支援方策を検討する必要がある。
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3－5　雇用

3－5－1　雇用の現状と政府の取り組み、及びその成果

インドネシアの雇用の現状は、1997年に発生したアジアの経済危機の影響を大きく受け、失業

者の増大をもたらした。ILOの調査によると 1997年から 1998年にかけて失業者の総数は 420万人

から 506万人となり、前年に比べて約 20％増加した（表 3－ 15参照）。完全失業率は 5.4％である

が、週 35時間以下の不完全失業率は 1997年の 37％から 1998年には 40％に増加している。

表 3－ 15　労働人口の変化

1994 1996 1997 1998
変化率（％）

94-96 96-97 97-98

・人数（百万人）

15歳以上の人口 125.3 131.9 135.1 138.6 2.59 2.42 2.58

労働人口 83.7 88.2 89.6 92.7 2.65 1.61 3.50

失業者 3.7 4.3 4.2 5.1 8.31 -2.08 20.61

被雇用者 80.0 83.9 85.4 87.7 2.38 1.79 2.65

非労働人口 41.6 43.7 45.5 45.8 2.48 4.07 0.78

学生 9.8 10.8 10.8 11.3 4.87 0.18 4.25

主婦 22.1 24.0 225.9 25.2 4.08 7.95 -2.43

その他 9.7 8.9 8.8 9.3 -3.88 -1.70 5.98

失業率（労働人口の％） 4.36 4.89 4.68 5.44 0.26 -0.21 0.76

・人口の割合（％）

労働人口 66.80 66.87 66.34 66.93 0.04 -0.53 0.59

失業者 2.92 3.25 3.11 3.65 0.17 -0.14 0.55

被雇用者 63.88 63.62 63.23 63.28 -0.13 -0.39 0.05

非労働人口 33.20 33.13 33.66 33.07 -0.04 0.53 -0.59

学生 7.83 8.19 9.01 8.14 0.18 -0.18 0.13

主婦 17.67 18.19 19.17 18.24 0.26 0.98 -0.94

その他 7.70 6.76 6.48 6.70 -0.47 -0.27 0.21

出所：ILO（1999）Indonesia: Strategy for Employment-Led Recovery and Reconstruction, Report of the Employment Strat-
egy Mission 26 April-7 May 1999, Main Report, Ch.3 "Employment Effects of the Economic Crisis", P. 26

また、失業者の状況を見てみると、男性の割合が高く、また、都市部での失業者が約 6割を占

めている。また、若年層（15歳～ 29歳）の失業の割合が従来から高かったが、1997年と 1998年を

比較すると 30歳以上の労働者の失業が 46万人から150万人に増加すると共に、既雇用者の失業が

77万人から 196万人と増加しており、経済危機の影響は 30歳以上の労働者、既雇用者に大きく現

れている（表 3－ 16参照）。
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表 3－ 16　失業者の状況

人口（100万人） 割合（％）

1994 1996 1997 1998 1994 1996 1997 1998

・全失業者数 3.65 4.29 4.20 5.06 100 100 100 100

・ジェンダー

男性 1.98 2.29 2.26 2.86 54.2 53.3 53.8 56.5

女性 1.67 2.00 1.94 2.20 45.8 46.7 46.2 43.5

・地域

都市部 2.14 2.49 2.57 3.10 57.9 57.9 61.2 61.3

農村部 1.51 1.80 1.63 1.96 42.1 42.1 38.8 38.7

・労働経験

あり 1.05 0.78 0.77 1.96 28.7 18.1 18.3 38.7

なし 2.60 3.51 3.43 3.10 71.3 81.9 81.7 61.3

・年齢

15-19 1.07 1.39 1.39 1.44 29.2 32.4 33.1 28.5

20-24 1.55 1.65 1.60 1.19 42.4 38.4 38.1 23.6

25-29 0.65 0.77 0.75 0.93 17.7 17.9 17.9 18.3

30+ 0.39 0.48 0.46 1.50 10.7 11.3 11.0 29.6

若年層（15-29） 3.26 3.80 3.73 3.56 89.3 88.7 89.0 70.4

・教育

小学校卒以下 0.91 1.05 0.98 1.17 24.8 24.4 23.3 23.1

中学卒 0.63 0.79 0.74 0.98 17.1 18.1 17.5 19.4

高校卒 1.81 2.06 2.11 2.448 49.6 48.2 50.2 49.0

ディプロマ・大学卒 0.31 0.40 0.38 0.43 8.5 9.3 9.0 8.5

出所：ILO（1999）Indonesia: Strategy for Employment-Led Recovery and Reconstruction, Report of the Employment Strat-
egy Mission 26 April-7 May 1999, Main Report, Ch.3 "Employment Effects of the Economic Crisis", P. 28

経済危機による失業者をセクター別に見ると製造業及び建設業を始めとする非農業セクターに

大きな影響が現れている。雇用の変化を見ると非農業セクターの雇用は235.8万人減少し、その内、

製造業が 107.5万人、建設業が 66.3万人となっている。これらのセクターの失業者は農業セクター

に吸収され、農業セクターの雇用は462.5万人増加している（表3－ 17参照）。また、農業セクター

の労働者の増加が顕著であるが、非賃金雇用の労働者が大幅に増加している。経済危機は非農業

セクターから農業セクターへの雇用の移動（都市部から農村部への雇用の移動）、フォーマルセク

ターからインフォーマルセクターへの雇用の移動をもたらしている。
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表 3－ 17　失業と農業セクターへの雇用吸収、1997年～ 1998年（15歳以上）

雇用の変化 地域 ジェンダー 雇用状況

百万人 ％ 都市 農村 男性 女性 賃雇用 その他

全雇用者 +2.267 0.951 1.316 0.894 1.373 -1.684 3.951

％ 100.0 42 58 39 61 -74 174

1．農業 +4.625 100 23 77 57 43 9 91

非農業 -2.358 100 4 96 73 27 88 12

2．鉱業 -0.201 9 （7） 107 61 39 36 64

3．製造業 -1.075 46 29 71 58 42 66 34

4．ユーティリティ -0.085 4 91 9 97 3 100 0

5．建設 -0.663 28 27 73 98 2 109 （9）

6．商業・ホテル -0.139 6 （166） 266 37 63 201 （101）

7．運輸 0.028 -1 207 （107） 40 60 （284） 384

8．金融 -0.039 2 38 62 90 10 95 5

9．その他サービス -0.184 8 （104） 204 97 3 51 49
注：（　）内の数字は非農業セクターの雇用の増加を意味する。
出所：ILO（1999）Indonesia: Strategies for Employment-Led Recovery and Reconstruction, Report on the Employment Strategy

Mission 26 April-7 May 1999, Main Report, Ch. 3, "Employment Effects of the Economic Crisis", p. 33

このように経済危機はインドネシアの雇用構造に大きな影響をもたらし、失業者の増大に対処

するため、政府はソーシャル・セーフティ・ネットプログラムの中で雇用の創出を図るプログラ

ムを実施した。その中でも都市での公共事業、インフラ整備、或いは農村部での小規模なインフ

ラ整備の実施を通して雇用を創出する労働集約プログラム、或いは経済活動を振興するための協

同組合、中小企業への融資、コミュニティへの資金提供（PDM-DKE）などのプログラムを実施し

た。1999/2000年度は労働集約プログラムを都市インフラ労働集約プログラムと女性失業者対策の

二つのプログラムに集約されたが、PDM-DKEとともにバンク・バリ事件の関係により世界銀行の

SSN調整借款のディスバースが遅れ、実施がなされていない状況にある。このように、緊急的な

対応として労働集約プログラムにより雇用の創出を図っているが、雇用状況の改善のためには急

場しのぎの雇用創出プログラムだけでは充分でなく、景気の回復によって製造業の雇用拡大や中

小企業振興による雇用の拡大など経済活動の持続的な回復が必要となっている。

また、雇用の創出、拡大のためには直接的な雇用創出のプログラムだけでなく、雇用環境の改

善を図る雇用政策を整備していくことが必要である。労働市場の情報システムや雇用統計の整備、

職業紹介制度、職業訓練制度の改善など総合的な取り組みが必要である。

インドネシアの雇用状況は経済危機の影響と共に、スハルト政権崩壊後の改革・民主化の流れ

の中で労働組合の結成が自由化されるなど、労使関係に関しても大きな変化をもたらしている。

これまで労働者は弱い立場に置かれていたが、労働組合法の改正など、労働者の権利の見直しが

なされ、雇用関連の政策決定の過程に労働者の代表の参加がなされるようになってきている。
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3－5－2　雇用保険制度の整備に向けての現状と課題

経済危機による影響は貧困と失業の増加を招き、インドネシアの社会保障制度が未整備な点を

露呈した。インドネシアの労働者社会保障制度としては、健康保険ならびに労働災害、死亡、障

害、高齢（退職）の不測の事態における所得保障を行う制度が整備されている。これらの制度の中

には公務員を対象とした ASKES、軍人を対象とした ASABRI、さらに 1992年法律第 3号で規定さ

れた民間セクターを対象とした労働者社会保障制度（JAMSOSTEK）がある。

JAMSOSTEKはフォーマルセクターを対象として、労災（employment accident benefits）、死亡給

付（death benefits）、年金（old age benefits）、健康保険（health care benefit）の 4つの分野をカバーし、

従業員 10人以上或いは 1ヶ月に 100万ルピア以上の給与を支払っている企業が加入することが義

務づけられている。現在約 88,000の事業所が加入し、約 800万人が参加している。

JAMSOSTEKが抱える問題点として、1）カバーする労働者の割合が 13％と少ない、2）社会保障

として一括で支払われ長期の危機に対応しきれない、3）雇用者の支払い分の滞納、4）JAMSOSTEK

の資金の運用に関して前政権で政治的な影響力が働いていた点、5）PT. JAMSOSTEKという国営会

社で運営され課税対象となるとともに、雇用者や労働者が運営を監督できない、6 ）P T .

JAMSOSTEKの運営能力の弱さ、などが指摘されている。政府は ILOの技術協力を受けながら社

会保障制度の見直しを行っており、JAMSOSTEKの改革の方向として以下の点が検討されている。

1）PT. JAMSOSTEKを会社形態から労働者・雇用者・政府が平等に参加する公共的な社会保障機関

が運営する信託基金に変更することを検討する、2）運営面に置ける透明性の確保、3）投資資金の

運用における透明性の確保と投資戦略に関する専門家の助言の活用、4）サービスの効率性、効果

的な範囲拡大の促進、自立性の確保、メンバーとのコミュニケーションの改善、などを図るため

の組織体制と運営システムの変更。政府は JAMSOSTEKの基本法（1992年法律第 3号）の改正作業

を行い制度の改善を目指しているが、その中でインフォーマルセクターの労働者をどのように取

り込んでいくか、失業保険導入に関するフィージビリティの調査などの課題も検討されている。

3－5－3　援助の取り組み方

雇用問題に関する重要な課題は短期的には雇用の増大を図ることであり、中長期的には労働者

の健康、安全、失業保険などの環境改善を図ることが必要になる。したがって、雇用の増大につ

ながる環境整備を雇用政策の中に位置付けて支援を行っていくことが必要である。

（1）雇用環境の整備

雇用環境の整備に関しては労働市場の情報システムを強化や、職業紹介システム、職業訓練

システムの整備を支援していく事が重要である。特に地方分権化の実施に伴い、地方における

労働市場の情報の把握、地域における雇用ニーズと職業紹介システム、職業訓練システムの供

給サイドとのマッチングを確保していくための協力が求められるであろう。また、マイクロ

ファイナンスや中小企業への融資制度などの活用、投資の促進などにより地域における経済活



- 120 -

動の促進を通した雇用の拡大を雇用政策と連動させて実施していくことが必要である。

（2）労働者社会保障制度の改善、失業保険のフィージビリティの確認

労働者社会保障制度の改善は JAMSOSTEKの基本法の改正などを通して実施が予定されてい

るが、JAMSOSTEKの組織改革だけではなく、雇用政策全般の中で社会保障制度が機能するた

めの環境整備を合わせて支援を行っていくことが必要である。制度改革に関する日本の経験や

他の途上国の経験を紹介するような技術協力（専門家の派遣、本邦研修或いは域内における研

修）はインドネシアにおける今後の制度改革にとっても参考になるものである。また、失業保険

の導入可能性に関するフィージビリティ調査に関する技術協力（専門家の派遣或いは開発調査）

も検討すべきである。
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第4章　森林保全

4－1　インドネシアの森林が直面する危機

4－1－1　森林の減少

林業農園省の推計によると 1985年から 1998年の間、平均 170万 ha/年の割合で森林減少が進ん

でいる。インドネシアの全森林面積注 1 は 1億 2,000万 haであるから毎年 1.4％の割合で減少してき

たこととなる。また、森林減少のスピードは年とともに増大し、生物多様性保全上最も貴重な低

地熱帯降雨林（Lowland Rainforest）の減少は特に著しい。その結果、スマトラ島では 2005年までに、

また、カリマンタン 4 州では 2010 年までにほとんどの低地熱帯降雨林が消滅するという極めて

ショッキングな予測注 2 が出されている注 3。

森林の減少は地域における人口増加、木材生産志向の森林政策、林地の他用途への転換、地域

住民の自然に対する認識の低さなどを背景に、移住地開発、農園開発、農地拡大、森林火災、移

動耕作、違法伐採、違法採掘等を直接の要因として急速に進んでいる。特に最近の傾向としては、

1990年代後半から、開発可能な面積を越える規模で農園開発が進んでいること、1997年の経済危

機以降、非持続的な移動耕作など農民による土地開墾も増大していることが挙げられる。そして、

その結果 1998年には 280万 haの熱帯林が消失したと推定される注 4。

4－1－2　違法伐採

近年、インドネシアの各地で天然林の違法伐採や野生鳥獣の違法捕獲が問題となっている。特

に、スマトラ北部のグヌン・ルサール国立公園では有用材目当ての違法伐採が組織的に行われて

いる。これら長年行われてきた違法伐採により河川の水量の減少や洪水の被害が顕在化している。

また、オラウータン等の稀少野生動物が豊富に生息する中央カリマンタン州のタンジュン・プ

ティン国立公園ではラミン等の有用材をねらった大がかりな違法伐採が進行しており、これらの

悪質な伐採業者は 30％の輸出税を免れた違法な国外輸出により莫大な利益を得ているといわれて

いる注 5。

国全体の違法伐採量についてのDfID（英国国際開発省）の推計によると、1997年の丸太消費量は

8,650万 m3 であったのに対し、公式な伐採量は 3,000万 m3、古紙再利用量は丸太換算で 1,550万 m3

注 1 林業農園省は 1999年に森林区分を大きく見直している。それによると森林は自然保護林 2,100万 ha、保安林 3,400万 ha、
生産林 5,800万 ha及び転換林 800万 haからなり、合計では国土の 63％に相当する 1億 2,000万 haである。一方、見直し以前

（1995年）の森林面積は、自然保護林 1,900万 ha、保安林 3,000万 ha、生産林 6,300万 ha、転換林 3,700万 haからなり合計 1億
4,800万 haであった。つまり、禁伐である自然保護林と保安林がそれぞれ 200万 ha、400万 haずつ増加し、逆に伐採の対象
となる生産林と転換林がそれぞれ 500万 ha、2,900万 haずつ減少し、合計では 2,800万 haの減少となっている。このように、
1999年の森林区分の見直しは従来の森林開発志向の政策から森林保全政策へのシフトであると解釈できる。

注 2 WBはカリマンタン 4州の低地熱帯降雨林は1900年に 1,000万 haあったものが2000年には 400万 haにまで減少し、2010年
にはほぼ消滅すると予測している。

注 3 Thomas E. Walton（2000）
注 4 世界銀行のセミナー“Government of Indonesia, Removing the Constraints, Post-CGI Seminar on Indonesian Forestry”における

CIFORの資料による。
注 5 同セミナーにおける EIA/TELPAK INDONESIAの発表資料による。
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であり、この差 4,100万 m3 が違法伐採や公式に記録されていない伐採によってもたらされている

という。おなじく1998年には公式な伐採量が2,100万m3 に減少しているのに対し、合板やパルプ・

紙の生産は反対に増加し、公式な供給量と消費量との差異は 5,700万 m3 に増加している。そして、

この量は各ドナーや政府関係機関、NGO等によりもたらされる各種情報を総合すると違法伐採に

よるものと推定されている注 6。

4－1－3　森林火災

BAPPENAS/ADBの調査によると、1997/1998年の森林火災（森林以外への延焼を含む）の被害状

況は表 4－ 1のとおりである注 7。同報告によると 1997/1998年火災による煤塵及び CO2 の総量のう

ち少なく見積もって 60％は泥炭層の燃焼から、20％は森林を農地やオイルパーム園に転換するた

めの火入れから発生したとみられる。また、同火災によるカーボン排出量は700万 tと推計される。

公益的な機能の損失を含む経済的な損害は、総額で 93億ドルと見積もられ、内訳では農作物被害

が 24億ドル、天然林の木材被害が 18億ドル、土壌流出・堆積機能の損失が 16億ドル、炭素固定

機能の損失が 14億ドルと試算される。

一方、1999年は雨量が平年並みに多く、森林火災の被害は 1万 ha程度（林業農園省）と少なく、

ヘイズの問題も発生しなかった。しかし、今年の乾季がどのような規模となるか予断を許さない。

早くも今年 3月にはスマトラ島のリアウ州などでかなり多数のホットスポットが検出されており、

3月には火災とヘイズの拡大を危惧するシンガポール政府からクレームが出されている。

表 4－ 1　植生 /土地利用区分別火災面積（1997/1998年）

区　　分 面積（百万ha）
山岳林 0.1
低地林 3.3
泥炭湿地林 1.4
農地及び草地 4.5
植林及び農園 0.3
合　計 9.7
出所：世界銀行のセミナー“Government of Indonesia, Removing the

Constraints, Post-CGI Seminar on Indonesian Forestry”における
BAPPENAS/ADBの発表資料による。

注 6 同セミナーにおける DfIDの発表資料による。
注 7 林業・農園省の公表による 1997/1998年の森林火災被害面積は 80万 ha程度であり、BAPPENAS/ADBの発表値より著しく

少ない。他のドナーの調査によっても（EUによる南スマトラ州、GTZによる東カリマンタン州など）、1州で 100万 ha以上
の被害が報告されていることを考えあわせると、BAPPENAS/ADBの発表値が真実に近いと推測される。なお、わが国の協
力では森林火災被害の調査はこれまでになされていない。
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表 4－ 2　地域別火災面積（1997/1998年）

地　　域 面積（百万ha）
スマトラ 1.7
カリマンタン 6.5
ジャワ 0.1
スラウェシ 0.4
西パプア 1.0
合　計 9.7
出所：同セミナーにおけるBAPPENAS/ADBの発表資料による。

さらに森林火災跡地への住民の侵入と農地開墾が大きな問題となっている。東カリマンタン州

のクタイ国立公園は野生オラウ－タンの生息数が最大の国立公園として名高いが、ここでは 1998

年 1-4月の異常乾季に公園総面積 20万 haのうち約 7万 haが延焼したと報告されている（林業農園

省）。そののち経済危機の影響を受けて、国立公園内の火災で荒廃した森林を焼き払い違法入植す

る住民が増加しており、特に、スラウェシ島からの移民であるブキス人によりバナナ畑が急速に

拡大している。これらの違法行為に対する林業農園省国立公園管理事務所による取り締まりは不

充分である。このため JICAで計画していた同国立公園内の火災跡地への無償資金援助による復旧

造林は調査終了後計画変更を余儀なくされ、現在、実施を見合わせている状況にある。

4－2　インドネシア政府による森林保全への取り組み

大きな危機に直面したインドネシアの熱帯林の保全を図るためには、森林セクターの構造改革

が緊急に求められるとともに、同セクターがインドネシアの国家経済の回復と地域社会の安定に

とって不可欠であることを広く国民が認識する必要がある。このことは IMF経済メモランダム注 8

のなかでも述べられており、また、CGI会合等でもこれらの問題が集中的に討議されている。

これらの流れを受け、森林セクター変革のため森林政策の基本となる森林法が 32年ぶりに改定

されるなど各種の取り組みがなされている。以下、新森林法の変革点とインドネシア政府による

主な森林保全政策の概要を述べる。

4－2－1　各種法令の制定

IMFメモランダムに関連し、1998年には次々と大統領令や省令が制定・改正された。1998年 6

月に林業改革検討委員会が編成され、改革が必要な現行法令を洗い出し、改革案の提案を行った。

これにより制定された主だった法令は次のとおりである。

注 8 インドネシアの森林セクターに投げかけられた IMFメモランダムの課題は次の 3点に集約される。
・森林利用に関する意思決定プロセスの透明性と一貫性。
・競争的な市場メカニズムの導入。
・森林利用に関する権利の明確化。

これらのポイントを今後、持続可能な森林の管理と利用、木材関連産業の諸政策の中にいかにして反映させるかが重要で
ある。
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・丸太・製材品等の資源利用税導入に関する大統領令

・丸太・製材品等の輸出税の漸減に関す大蔵省令

・インドネシア択伐造林方式に関する省令

・コミュニティ林に関する省令

・森林開発権の面積制限等に関する省令

・生産林の利用と林産物採取に関する省令

・野生動植物の保護と利用に関する省令

これらにより、1985年の丸太輸出禁止措置の実質解禁、地域住民の森林利用に対する権利の保

護、特定のグループによる大面積におよぶ森林開発権の占有の排除や森林開発権の取得の透明性

の確保、野生動植物の保護等の改革が法令上整った。

しかしながら、実態は必ずしも文面どおりには進んでいない。とりあえず法令をつくったもの

の具体的な実施手続きが先送りされたり、現地では実際に守られないなどのケースがみられ、政

府の対応能力への疑問がたびたび呈せられている。

4－2－2　新森林法の制定

1999年に制定された新森林法の最大の改革点は、従来、曖昧であった地域住民の森林保全への

参加と権利の保護が次の 3点により明確に定められたことである。

・地域住民による森林・林産物利用の拡大

・地域住民の権利の明文化

・地方への権限委譲の明文化

まず、住民による森林・林産物の利用については利用対象を森林エリア、環境サービス注 9、森

林経営、林産物採取に区分し、生産林、保安林、自然保護林別にそれぞれ利用範囲を明確にした。

旧森林法では森林の利用権を原則的に政府事業体（中央及び地方）と私企業のみにしか与えていな

かったのに対し、新森林法では個人及び協同組合（Koperasi）にまで拡大している（表 4－ 3参照）。

「地方への権限移譲」については、地方自治の発展の中で森林・林業に関する諸政策を効果的に

実施するためそれらの権限の一部を地方政府に委譲するとしている注 10。

また、「住民の権利」については慣習法に基づく、住民の日常生活に必要な林産物の採取、森林

経営や住民福祉向上のための諸活動を認めている。「住民の参加」については具体的に次の権利を

あげている。

・森林及び林産物の利用

・森林や林産物の利用に関する計画及び林業に関する情報について知ること

・林業開発における情報、助言、意見等を提供すること

・林業開発に対し監視を行うこと

注 9 環境サービスはキャンプ場などのレクリェーション利用、森林経営は造林、保育、伐採、林産物の加工・流通をいう。
注 10 現状の地方政府において適切な森林の管理・経営が行われるか疑問視する声が林業農園省側には多い。また、地方分権化

の噂に乗じた地方での不穏な動き（違法伐採の活発化、中央機関の取り締まりへの反発等）も多くみられる。一方、地方政
府からは林業農園省が地方分権化の流れに逆行しているとの反論がなされている（佐藤雄一専門家）。
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・慣習法に基づく森林利用が制限された場合、住民は補償を受けることができる

さらに、住民が行う森林復旧活動に対する政府の援助、森林セクターへの住民参加や活動の活

性化のための「林業関係者フォーラム」の設置などについても述べられている。

しかし、一方でかっての森林事業権や林産物採取権など企業や住民に認められていた「権利」を

林地利用事業許可やコミュニティー林利用許可などの「許可」へと再編成するなど国家の管理権を

強化する動きもみられる。

表 4－ 3　森林・林産物の利用について

利用区分 森林エリア 環境サービス 森林経営 林産物採取
森林区分
生産林 個人 個人 個人 個人

協同組合 協同組合 協同組合 協同組合
私企業 私企業 （木材及び非木材
政府事業体 政府事業体 林産物）

保安林 個人 個人 禁止 個人
協同組合 協同組合 協同組合

私企業 （ただし、非木材
政府事業体 林産物のみ）

自然保護林 原則禁止 原則禁止 禁止 原則禁止
（ゾーンによって （ゾーンによって （ゾーンによって
は利用可能） は利用可能） は利用可能）

出所：森林法（1999）（http://www.mofribet.cbn.net..id/）及びMinistry of Forestry（1995）National Conservation Plan for
Indonesiaより作成。

4－2－3　森林・農園事業に関する戦略的計画（Rencana Stratejik）の策定

標記の国家 5か年計画が 2000年 7月、林業農園省により策定された。本計画は新体制における

森林・農園資源の管理・経営についての最も基本的な国家計画であると考えられる。しかしなが

ら、従前の国家計画（REPERITA）に比較すると極めて抽象的な内容にとどまっている。つまり、森

林保全、開発等の各活動に係る数量的、地域的、セクター的な具体的目標はいっさい示されてお

らず、森林・農園資源の管理・経営の基本的ポリシーに終始している。

計画全体を通じ過去の経済開発偏重の森林・農園政策が国土の乱開発と森林資源の大幅な劣

化・減少を引き起こし、その一方で地域住民の福祉向上になんらの貢献もしてこなかった、とい

う反省に基づき新政策が展開されている。特に、「森林・農園資源の管理・経営は経済、エコロジー

及び最終受益者である住民の 3要素のバランスにいっそう配慮する必要がある」と強調しているこ

とが注目される。

上記の 3要素を受けて、エコ・ツーリズム振興や生物多様性保全など森林・農園資源の非木材

生産機能の側面や天然資源経営への住民参加などの概念が本計画の随所にちりばめられている。

さらに、もう一つの大きな変革の軸として地方分権化が取り上げられ、本計画でもスムーズな対
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応の必要性が強調されている。

本計画の方向性は昨年 32年ぶりに改正された森林法の変革点に呼応するものであり、林業農園

省としての基本的な政策の進め方は森林法及び本計画により明確になったといえる。今後、本計

画に基づき数量的目標などを盛り込んだ具体的な 5か年計画が策定されるものと考えられる。

4－2－4　住民参加によるコミュニティ林（Hutan Kemasyarakatan）

コミュニティ林とは政府が地域住民の福祉に供する目的で国有林の一部を住民利用に供するも

のであり、新森林法で規定する地域住民の森林利用を実現する有力な方法である。政府は地元住

民が結成した協同組合に対し、ロイヤリティーを課して 1期が 35年間（延長或いは更新は可能で

ある）の利用権を与えることができる。コミュニティ林は生産林、保安林、自然保護林の区分に応

じて事業の内容が規定される。つまり、生産林に設定したコミュニティ林においては、植林、保

育、保護、伐採、販売等の事業を通じて、木材及び非木材林産物、レクリエーション・サービス

等を利用することができる。保安林に設定されたコミュニティ林においては、非木材林産物及び

レクリエーション・サービスの利用、また、自然保護林に設定されたコミュニティ林においては、

レクリエーション・サービス及び動植物の飼育栽培などの利用が可能である。コミュニティ林の

利用者は 1 期 35年間の基本計画、5年ごとの事業計画及び毎年の年間計画を作成し政府に提出し

認可を受ける必要がある。また、これらの作成に当たってはNGO等の技術支援を受けてもよいと

される。当制度は 1987年に創設され、現在まで 19州で 18の協同組合等が利用権を与えられ、主

として多目的樹種の利用などの活動を行っている。なお、コミュニティ林事業の 1997/98年度実績

は、苗木生産約 260万本、植林 9,500ha、農民への訓練 1,060人である。

4－2－5　民有林（Hutan Rakyat）の造成

インドネシアの森林は原則的に全てが国有林であるが、住民が家屋や農地の周辺に植林す

るケースもあり、これらを民有林と称し植林事業を国有林の造林（reboisas i）に対し緑化

（penghijauan）と呼んでいる。近年の木材需要の増大に伴い国有林のみならず民有林からの木材生

産のニーズも増大しており、林業農園省は民有林を経営する農民等に対する資金及び技術面の援

助を開始した。まず、いくつかの農民グループが集まり、協同組合や政府企業体等の調整・指導

を受けて経営ユニットを形成する。この場合、個々の農民グループは 25ha以上、経営ユニットは

900ha以上の土地を所有していることが条件となる。政府はこれら経営ユニットに 1ha当たり 200

万ルピア以内の資金を融資する。融資の対象事業は計画作成、地ごしらえ、育苗、植林、保育、造

林地の保護、施設・機材の整備、民有林の警備、林産物の収穫、技術指導等である。また、金利

は年6％で返済期間は 11年間である。レペリタ VIの期間全般では、民有林約 25万 ha（材積にして

4,300万m3）の造成計画があった。また、民有林事業の 1997/1998年度実績については、モデル設定

18ユニット、苗木生産約 650万本、農民への訓練 350人である。
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4－2－6　慣習林（Hutan Adat）の推進

慣習林は住民の慣習共同体による管理権を認められた林地であり、新森林法第 67条の規定に基

づき国有林内に設定される。政令案によれば地元住民が慣習法に関する以下の基準を満たしてい

る場合に地方政府により認定される。

・住民が慣習法による地域に定住していること

・慣習法の執行者が存在していること

・慣習法による地域の境界が明瞭であること

・森林に関する慣習法が住民により守られていること

・住民が自家用に林産物を収穫・利用したり、森林と宗教的な関係があること

ある森林が慣習林として認定されると、関係住民は慣習林の経営計画を作成し伝統的技術・知

識の実践を通じ慣習林の適切な利用、保護、復旧を行う。住民は協同組合を形成し慣習林の管理・

経営を行うことができ、また、政府や NGOから支援を受けることができる。例えば住民が劣化し

た慣習林の復旧を行う場合、政府はこれを援助する。一方、住民は土地税等の支払いの義務を負

う注 11。

4－2－7　各種資金による森林復旧

数百万 haの要造林地をかかえるインドネシアにおいて、林業農園省は様々な手法と資金源を活

用し造林事業を進めている。主なスキームによる造林実績は表4－ 4のとおりである。これらを合

計しても 10年間で 400万 ha程度であり、さらには、産業造林のように短伐期ローテーションで伐

採される造林地も含まれている。先に見た通り近年の森林減少面積が 170万 ha/年であることを考

慮すると、造林規模は充分とはいえない。本年 3月に来日したヌール・イスマイル林業農園大臣

は、現在インドネシア全土で造林を必要とする土地は 600万 ha以上に及ぶとし、わが国への資金

援助を求めている。

表 4－ 4　各種施策による造林事業

事　業　名 実　　績
造林基金注12による保安林等への復旧造林 1987/88-1996/97の 10年間で約8万ha。
大統領特別予算（INPRES）による保安林等への復旧造林 1987/88-1996/97の 10年間で約39万 ha。
大統領特別予算による民有林（Hutan Rakyat）造成 1987/88-1996/97の 10年間で約79万 ha。
円借款による保安林等への復旧造林 1989/90-1996/97の 8年間で約7万ha。
産業造林 1987/88-1996/97の10年間で約228万ha。
林業セクター雇用対策事業による造林 民有林50,900haの造成など。
出所：林業農園省（http://www.mofribet cbn.net.id/）

注 11 何世代にもわたり地域住民により慣習法に基づき実施されてきた森林資源の管理制度（慣習共同体林業）を重視し、所有
権を主張する NGOもある（井上委員）。

注 12 国あるいは民間セクターが実施する造林事業の推進を目的とし、1989年に設立された基金で、国は伐採業者より伐採され
た丸太1m3 につき 10米ドルを徴集して財源に充てる。当基金の運営状態については、これまで公表されておらず使途が不明
瞭であるとの批判もあったが、2000年より、当基金が林業省より大蔵省に移管され予算計上されることとなった。
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4－2－8　林業雇用対策事業

経済危機による地域住民の救済策として森林・林業セクターでの雇用の拡大と、あわせて荒廃し

た森林の復旧を目的として 1998/1999年から開始されている。主な事業内容と目標は次のとおり。

・民有林の造成（50,900ha）

・荒廃マングローブ林の復旧（2,110ha）

・雇用対策事業としての産業造林（51,340ha）

・国有林内でのグリーンベルト造成（9,470ha）

・荒廃保安林の復旧（4,670ha）

これらの事業による雇用創出は 3,060万人・日にのぼる。

4－3　援助の取り組み方

4－3－1　各国の援助の現状

CGI等の資料によると、林業農園省が各ドナーの援助を受けて実施している現在進行中の森林

及び自然環境保全分野のプロジェクトは、今年 4月現在で 52件となっている（表 4－ 5参照）。こ

れらを ODA（Grant）、ODA（Loan）及び NGOに区分すると、ODA（Grant）によるプロジェクトが全

体の約 60％を占めて多く、つづいて NGOが約 30％、ODA（Loan）が 10％となっている。プロジェ

クトの内容を分野別にみるとODA（Grant）のプロジェクトは全ての分野を網羅しているが、特に天

然林管理や森林保全の案件が多い。一方、ODA（Loan）のプロジェクトは森林保全と社会林業にい

くつかみられるが他の分野では実施されていない。また、NGOのプロジェクトは社会林業と生物

多様性保全の分野に集中している。

ドナー別にみると、ODA（Grant）では、JICAが最も多く 7件注13 を、EU、GTZ、ITTOがそれぞれ

4-6件を、USAID、DfID、SIDA、KOICA、CIFOR、ICRAFなどが 1件ずつを実施している。ODA

（Loan）では IBRD、ADBが多いが JBICも社会林業のプロジェクトを実施している。

4－3－2　JICAに期待される援助

（1）これまでの協力

森林セクターの協力は 1970年代後半に開始され、これまでに現在進行中のものも含め、プロ

技協等 8件、開発調査6件、無償資金協力6件及び個別専門家派遣が実施されている。初期の協

力は大規模な森林造成や木材の収穫技術など森林資源開発に関するものであったが、その後、

世界的な協力の動向に沿って、住民参加型の社会林業や森林火災予防、生物多様性保全といっ

注 13 林業農園省に対する 7件のプロジェクトのうちには今年中に開始予定のもの 2件を含む（表 4－ 5参照）。また、このほか
個別派遣の長期専門家 2名の協力がある。
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た自然環境保全の協力に重点がシフトしている。

最初のプロ技協は1977-1985年に実施されたジャワ山岳林収穫技術プロジェクトであり、ジャ

ワ島の山岳マツ造林のケーブルシステムによる収穫技術の協力である。南スマトラ森林造成、

南スラウェシ治山造林の 2つのプロ技協及びマングローブ林資源保全開発現地実証調査は荒廃

した林地への適正樹種 /技術による復旧造林というわが国が多くのノウハウと技術的蓄積を持つ

分野の協力である。これらの協力ではカウンターパートの育成やモデル林の造成などで充分な

成果をあげ、現在の産業造林や保安林の復旧事業に反映されている。また、熱帯降雨林研究プ

ロジェクトでは 15年の長期間にわたりボルネオ島の熱帯降雨林生態系の基礎的研究を行い、カ

ウンターパートの研究能力向上に貢献した。現在進行中の林木育種、生物多様性保全、森林火

災予防の 3つのプロ技協はそれぞれがユニークなテーマを対象とする技術協力である。林木育

種プロジェクトはアカシア、ユーカリ等の選抜育種により、主として産業造林の生産量向上に

貢献するものである。生物多様性保全プロジェクトは稀少動物の保護や自然保護区の管理、住

民への環境教育を内容とするものであり、もっとも新しい分野の協力である。また、森林火災

予防プロジェクトは森林火災の予防から早期発見、初期消火までの総合的な取り組みを行う技

術協力である。

一方、開発調査については森林資源の調査や森林管理計画の策定などを内容とし、スマトラ、

ジャワ、スラウェシ、NTT等の各地域で実施してきたが、近年の案件には地元住民の参加によ

る社会林業の手法が取り入れられていることが特徴である。無償資金協力はプロ技協を実施す

るための基盤となる施設の整備が主であるが、昨年より森林火災跡地の復旧造林を行う植林無

償がランプン州のワイカンバス国立公園で実施されている。

（2）今後の協力の方向性

1） 現場主義を継続すべきか

わが国の協力の特色は現場主義であるといわれるが、森林セクターにおいて特にその傾向

は著しい。森林生態系は地域の様々な自然条件により多様であり、また、森林保全の課題も

地域の社会的・経済的条件により異なる。したがって、森林セクターの技術協力もプロジェ

クト・サイトにおけるモデル林の造成や様々な技術の試行など属地的性格が強いものとなる。

専門家がカウンターパートとともにプロジェクト・サイトで活動を行い、それらを通して技

術移転が行われる。また、マルチラテラルとバイラテラルの協力形態を比較すると、一般に

マルチの協力が法制度や政策面へのアプロ－チをとるのに対し、バイの協力は技術志向型で

活動の中心も現場サイトに重点が置かれる。上記の性格をあわせ持つ JICAの森林セクターの

協力活動は極めて具体性に富むが、反面、協力の成果がプロジェクト・サイト内に限定され、

広域的な波及効果が期待されにくいという難点を持つ。

他方、マルチラテラルの協力はプロジェクト・サイトを設け長期間に及ぶ地味な活動を行

うというよりは中央政府レベルでのワ－クショップやセミナ－の開催などに重点が置かれる

こととなる。広域的な波及効果は大きいが、いわゆる地に足がついた協力はさほど期待でき

ないという難点がある。
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さて、JICAの技術協力について今後も現場主義で行うべきかどうかという議論がある。イ

ンドネシアにおける森林の減少・劣化は森林開発などの政策的要素によって極めて大きな影

響を受けており、単なる森林保全技術の協力のみによっては解決し得ない問題である。した

がって JICAの協力においても個々の基礎的な技術の移転ではなく、森林開発や土地利用に関

する政策アドバイスにより重点を置くべきだとする考え方もある。

しかし、インドネシアの森林セクターで協力を行うドナーは数多く、上で述べたようにマ

ルチとバイの協力ではおのずとその性格が異なる。お互いの長所を最大限に活かし、足りな

いところは双方が連携し補い合うという観点から、JICAは従来どおり現場重視の協力を継続

するのが望ましいと考える。現場主義の協力ではあっても政策提言を行うことは可能であり、

また、必要である。現場の状況を踏まえ、現場技術を前提としたアドバイスであるだけに、よ

り説得力がありインパクトが高いと評価すべきである。また、協力の成果の波及効果につい

てであるが、成果をプロジェクト・サイトという限定された範囲から、より広い州レベル或

いは全国レベルに広げるための工夫が必要である。プロジェクト活動の波及は本来相手国政

府の責任であり、わが国がそこまでの責任を負うことはないが、現在のインドネシア林業農

園省の能力をもってしては広域的な波及活動は極めて困難であり、わが国からの後方支援が

必要となる。特に近い将来予測される地方分権化により、州やさらには県レベルをカウンター

パートとして協力を実施することとなった場合、協力の成果が局地的に限定され波及効果を期

待することが困難となる。したがって、わが国によるより強力な後方支援が必要になる。

2） 協力のテーマをどのように設定するか

従来、インドネシアの森林セクターにおけるわが国の協力は育苗、造林、治山などの基礎

的な森林保全技術を対象とし、これらを様々な形で組み合わせた技術提供型のプロジェクト

が中心であった。そして、これまでの 20年以上におよぶ協力の中で、これら基礎的技術の移

転は大きな成果をあげたと評価される。今後は、それらの基礎的技術の上に立った次のス

テップの協力のあり方を志向する必要がある。また、近年、インドネシアの森林を巡る状況

が多様化、複雑化し、森林セクターの課題が単なる森林保全技術のみでは対応できない状況

となっている。森林保全に関する技術を中心としながらも、広く環境問題や地域の住民との

係わりを扱うアプローチが必要となる。さらには表4－ 5に見るとおり、インドネシアには数

多くのドナーが入り様々な分野で協力を展開しており、これまでにも実績をあげている。当

然のことながら、これらの協力との重複を避け、かつ、極力インパクトの高い協力テーマを

探す必要がある。

以上を念頭に考えると、今後の協力は、現在インドネシアの森林セクターが直面する課題

を解決するための、より焦点を絞りこんだコンパクトで緊急性及び速効性が高い、問題解決

志向型のプロジェクトが望ましい。具体例をあげると、マングローブ、森林火災、泥炭湿地

林、カーボンシンク、コミュニティ－林、エコツ－リズムなどトピックス的な分野に焦点を

当て、森林生態学、人類学、社会学など幅広いアプロ－チで取り組むプロジェクトである。そ

れが協力の目標や成果をより明確にし、限られた ODAの人的・資金的資源をより有効に活用

することにつながると考えられる。
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表 4－ 5　林業農園省が実施する森林セクターのプロジェクト

分　野 プロジェクト タイプ ドナ ー C/P機関

資源調査 / ・Sustainable Forest Management and H R Development Grant ITTO SETJEN

計画策定 ・Forest Inventory and Monitoring Grant EU Planologi

・Bulungan Model Forest Grant ITTO LITBANG

・Carbon Fixing Forest Management（provisional） Grant JICA LITBANG

天然林の管理 ・Forester Research Grant CIFOR LITBANG

・Tropical Rain Forest Research in E. Kalimantan Grant Tropenbos LITBANG

・Promotion of Sustainable Forest Management System Grant GTZ PHP

・Bureau Forest Management Grant EU PHP

・Provincial Level Forest Management Grant DfID PHP

・Natural Resources Management Project Grant USAID PHP

人工林育成 / ・Forest Tree Improvement Development Grant JICA LITBANG

人工林経営 ・South/Central Kalimantan Production Forest Grant EU PHP

・Development of Sustainable Mangrove Management Grant JICA RLPS

・Indonesia Forest Seed Grant Denmark BAPPENAS

・Plantation Techniques of the Dipterocarpas species NGO Komatsu LITBANG

社会林業 ・Regional Program on Agroforestry Research Grant ICRAF LITBANG

・Social Forestry Development Grant GTZ RLPS

・Social Forestry Development Loan JBIC RLPS

・Social Forestry Development Project at NTB NGO Ford F. RLPS

・Social Forestry Development NGO Ford F. RLPS

・Participation in Forest Management NGO Ford F. RLPS

・Community Forestry Development NGO Ford F. RLPS

・Village Participation at Gn. Betung Park NGO Ford F. PKA

・Forestry Reformation Research in Lampung NGO Ford F. PKA

生物多様性 ・Kerinci Seblat National Park Integrated Conservation Grant WB PHP

・Biodiversity Conservation Grant JICA PKA

・Leuser Development Grant EU PKA

・Integrated Protected Area System/Biodiversity Conservation Loan ADB PKA

・Nature Conservation and Sustainable Use Wildlife NGO ANCA PKA

・Indonesian Bird Conservation NGO BirdLife PKA

・Promoting Sustainable Development and Nature Conserv. NGO CI PKA

・Promoting Nature Conservation in Sumatera NGO PanEco PKA

・Conservation of Terrestrial and Marine Biological Diversity NGO TNC PKA

・Support the Wise Use of Wetlands NGO WCS PKA

・Conservation and Protection of Wildlife and Protected Area NGO WCS PKA

・WWF-Indonesian Programme NGO WWF PKA

・Wallacea Bioregional Programme NGO Wallacea PKA
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分　野 プロジェクト タイプ ドナ ー C/P機関

森林保全 ・Tree Breeding /Soil Specialist and Watershed Mgt Grant KOICA RLPS

（狭義の） ・Integrated Watershed Rehabilitation and Environment Devt. Grant SIDA RLPS

・Forest Fire Prevention Management Grant JICA PKA

・Integrated Forest Rehabilitation in Way Kambas National Park Grant JICA PKA

・Forest Fire Prevention and Control Grant EU PKA

・Integrated Forest Fire Management System Grant GTZ PKA

・Integrated Forest Fire Management Grant ITTO PKA

・Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at Tondano Grant JICA RLPS

・National Watershed Management and Conservation Loan IBRD RLPS

・Planning and Evaluation Cimanuk Watershed Loan IBRD RLPS

・South Java Flood Control Loan ADB RLPS

その他 ・Strengthening the Management Capacities of MoFEC Grant GTZ SETJEN

・Plant Resource of South-East Asia（PROSEA） Grant PROSEA LITBANG

・Books and Databank on the Medicinal Plants Grant ITTO PROSEA

・Integrated Forestry Radio Communication Grant EU SETJEN

出所：CGIF内部資料に基づき作成。

注：1. おもな略語は次のとおり。

ド ナ ー：ANCA: Australian Nature Conservation Agency, CI: Conservation International, TNC: The Nature Conser-

vancy , WCS: Wildlife Conservation Society, CGIF: Consultative Group on Indonesian Forestry

C/P機関：SETJEN: 大臣官房（林業農園省、以下同様）、RLPS: 造林社会林業総局、PKA: 自然保護総局、PHP:

生産林経営総局、Planologi: 林業農園企画庁、LITBANG: 林業農園研究開発庁

2. 農園総局が実施する農業エステート分野のプロジェクトは森林保全とは異なる分野であり、この表には含め

ていない。また、個別派遣専門家による協力は含めていない。
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附章　対インドネシア援助動向及び援助実施上の問題点

1．わが国及び他の主要国・国際機関等の援助の現状

1－1　インドネシアへの資金の流れ

1－1－1　近年の資金の流れ

インドネシアに対する資金流入額（ODA+OOF+PF）は、1998年度において6,612.1百万ドルであっ

たが、2国間、国際機関を合わせた ODA実績は 1,257.7百万ドル、贈与額は569.6百万ドルである。

近年の流入額の傾向としては、1996年 7,944.1百万ドルに達した後、1997年のタイに始まったアジ

ア経済危機の影響を大きく受け、資金流入量が減少傾向にある。特に民間セクターの資金では、

1996年に 7675.5百万ドルに達していたものが、1998年には 1104.6百万ドル（1996年のおよそ 1/7）

にまで激減してしまった。民間投資が経済危機の影響で冷え込むなか、資金流入量総額の減少が

民間投資の減少幅に比して、比較的小幅であったのは、インドネシア経済復興支援のための OOF

を含んだ資金協力等が大幅に増加したためと分析される（図附－ 1、図附－ 2、図附－ 3参照）。

図附－ 1　資金総流入量
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図附－ 2　DAC諸国からの民間投資
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図附－ 3　OOFネット
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各国、機関別の資金流入は、二国間では日本・米国・ドイツの占める割合が大きいがとりわけ

日本からの資金量が多く、1994年から1998年までの二国間資金累計の 49.2％を占めている。また、

経年的には1997年から 1998年にかけての米国の落ち込みが目立つ。国際機関では1997年から1998

年にかけて経済危機への対応で、ディスバースメントが急激に増加しているが、内訳は従来より

ADBと IBRDが主要な資金供給元である（図附－ 4、図附－ 5参照）。
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図附－ 4　二国間資金総流入量
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図附－ 5　国際機関等資金流入量
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ODAについては、1996年までは順調であった経済成長を受ける形で減少を続けていたものと推

定されるが、1997年までディスバースメントが減少した後、1998年度には各ドナーの支援が本格

化し、ODA受入額が向上したものと考えられる（図附－ 6参照）。

ODA実績の大半を占める二国間実績では、1994年から 1998年までの実績累計では、日本の果た

した役割が極めて大きく、5年間の二国間 ODA累計の内、68.3％を占め、2位のオーストラリアの

7.4％を大きく引き離している（図附－ 7、図附－8参照）。なお、図附－7、図附－8において米国、

ドイツは資金の流れがマイナスの年もあり累計はその他に含まれる額となっている。
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図附－ 6　ODA実績総額
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図附－ 7　二国間ODA実績
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図附－ 8　二国間ODA実績に占める日本の割合（1994年から 1998年までの累計）
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1－1－2　CGIにおけるプレッジ額

1997年まではプレッジ総額はほぼ横這いであったが、1998年は経済危機への緊急支援の意味合

いから 1997年の 1.5倍弱に急増し、7,894百万ドルに達した。その後 1999年から 2000年にかけて

は減少を続け、経済危機前の水準を割り込む形になっている。2000 年のプレッジ額については

2000年 4月から 12月までの 9ヶ月予算に対応しているという要因もあるが、基本的に 1998年から

2000年にかけては、財政ギャップ補填のためギャップ額に応じてディスバースベースでのプレッ

ジを行った背景による（図附－ 9参照）。

図附－ 9　CGIプレッジ額
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出所：インドネシア中央銀行資料（1997/1998まで）、その後はCGI後の記者会見による。
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二国間プレッジ額では、過去 7回の CGIにおける二国間プレッジ累計総額の 74.6％を日本が占

めており、2位のドイツの 6.3％を大きく引き離している。この状況から二国間のプレッジ額は日

本の傾向がそのまま反映される形となっている（図附－ 10、図附－ 11参照）。

図附－ 10　CGI二国間プレッジ額
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出所：インドネシア中央銀行資料（1997/1998まで）、その後はCGI後の記者会見による。

図附－ 11　1994年から 2000年までのCGI二国間プレッジ額における日本の割合

オーストラリア　2.6％�

イギリス　2.9％�

ドイツ�
6.3％�

アメリカ�
5.7％�

日本　74.6％�

その他�
3.0％�スペイン�

1.5％�

韓国�
1.1％�

フランス　2.4％�

出所：インドネシア中央銀行資料（1997/1998まで）、その後はCGI後の記者会見による。
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国際機関プレッジ額の傾向では、経済危機への緊急対応として 1998年は、経済危機前の 1996年

プレッジ額の2.6倍に達した。これは、国際機関の 2大ドナーである IBRDと ADBの傾向を大きく

反映したもので、1998年のピーク後は減少傾向を続けている（図附－ 13参照）。

図附－ 13　1994年から 2000年までの国際機関プレッジ額
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出所：インドネシア中央銀行資料（1997/1998まで）、その後はCGI後の記者会見による。

1－2　2000年CGIにおける主要論点

2000年 2月 1日、2日ジャカルタにて CGIが開催された。2000年の支援約束額総額は、47億米

ドルにのぼった。本 CGIでインドネシア政府と援助国・機関の間で広く合意された点を以下簡単

に述べる注 1。

（1）経済の安定化

経済の安定化についてはかなりの進展が見られ、経済回復の徴候も見られるが、その回復を

持続させるためには引き続き政府財政の健全化を目指すとともに、銀行セクター改革と企業セ

クター改革を早急にすすめる必要がある。民間セクターがビジネスに戻り、雇用を創出するこ

とが経済の回復にとって重要である。

（2）ソーシャル・セーフティー・ネット（SSN）、貧困撲滅

基礎教育や保健・医療分野での支出などソーシャル・セーフティー・ネット（SSN）或いは貧

注 1 本 CGIのプレス・リリースによる。
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困撲滅プログラムは社会的公平性の改善の観点からも引き続き実施していく必要がある。また、

このプログラムは地域コミュニティーや組織の参加のもとに実施すべきである。

（3）ガバナンス

ガバナンスの改善は極めて緊急度の高い課題である。インドネシア政府、援助国、国際機関

によるガバナンスに関するパートナーシップをつくり、インドネシア政府が市民社会や民間セ

クターなどとも対話したうえで司法改革や法制度改革、汚職防止等を含む具体的なガバナンス

改善プログラムを作成するのを支援する。

（4）地方分権化

地方分権化は良好に実施するとコミュニティーや経済に大きな便益をもたらすが、実施を誤

ると貧困層に悪影響を及ぼし、財政が不安定になり、公共サービスの質の低下をもたらすもの

である。こういう地方分権化のリスクを充分認識したうえで、地方政府の行政能力の向上を図

り、また、歳入・歳出の権限委譲は慎重に進めて行く必要がある。

（5）森林

長期的な対応として森林資源を適切に管理するためにインドネシア政府は国家森林計画

（National Forest Program）の策定に着手することとするが、違法伐採の禁止、自然林の転換の停

止、木材産業の規模の縮小等緊急な課題については、関係機関で調整しつつ取り組んでいく。こ

の緊急対応については実施のタイムテーブルを作成する。

（6）その他

インドネシア政府はインフラストラクチャーについては既存のものの維持管理やリハビリ

テーションを重視する旨を述べている注 2。

1－3　日本、他の援助国・国際機関の重点課題別の援助の動向

インドネシアにおいては従来より広範な開発ニーズがあり、わが国もインドネシアの累次の 5

カ年計画等に基づき援助の重点分野を定め援助を進めてきている。最新のものでは 1994年 2月の

経済協力総合調査団がインドネシア側と合意した「公平性を確保した国全体の均衡ある開発」、「競

争力確保の観点からの教育水準の向上・広範な分野の人造り」、「急速な開発に伴い生じてきた環

境問題への対応」、「健全なマクロ経済運営と裾野の広い経済発展のための産業構造の再編成」、

「投資の継続的な導入のための産業基盤整備」の 5つを重点分野とし、協力を進めてきた。しかし

注 2 例えば本 CGIにおけるスディビヨ（Sudibyo）大蔵大臣及びジュナイディ（Djunaedi）BAPPENAS長官の発言。
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ながら、1997年の経済危機以降は上記重点分野の協力は継続しつつ、インドネシア政府の要請や

CGIでの議論を踏まえ、マクロ経済運営の安定化や SSN等より緊急性の高い短期的な課題への協

力を重点的に行っている。

本節においては、各援助国・国際機間が共通して重点的に協力している緊急的な課題について、

課題毎に日本の援助の現状と各援助国・国際機関の現状を述べることとする。

1－3－1　経済運営の安定化

経済運営の安定化に関してはマクロ経済の再建、財政の健全化、金融・企業セクター改革等が

挙げられるが、各援助国・国際機関の取り組み振りは以下の通りである。

（1）日本

1） アジアの経済危機に対する日本の支援

本項で述べるのが必ずしも適切でないかもしれないが、インドネシアの経済運営の安定化

への支援について述べる前にアジア経済危機全体に対する日本の支援について触れておきた

い。

アジアの経済危機に対して日本は 1998 年度までに「アジア通貨危機支援に関する新構想」

（新宮澤構想）をはじめとして総額約 800億ドルの支援策を表明した注 3。更に 1999年 5月には

新宮澤構想の第二ステージとしてアジアの民間資金活用構想を表明した。

1999年 8月には今後のアジア経済の課題と日本が果たすべき役割を見極めるという目的で

韓国、ヴィエトナム、タイ、マレイシア、インドネシア、フィリピンに対しアジア経済再生

ミッションが派遣され、ヒト、モノ、カネ、情報の 4つの分野において具体的提言を行った。

この経済再生ミッションの報告を受け、1999年 11月にマニラで開かれれたASEAN+日中韓

首脳会議において小渕首相は小渕イニシアティブを表明した。その中では「東アジアの人材の

育成と交流の強化のためのプラン（小渕プラン）」、社会的弱者支援の継続、ASEANの発展の

ための協力、経済再生基盤強化に向けた協力と情報化時代への対応のための協力、海賊問題

への対応に関して具体的プログラムが盛り込まれている。

2） 資金協力

1997年度末以降インドネシアに対する円借款は国際収支支援及び執行の速い援助という観

点からプログラム・ローンに特化して供与されている。また、旧日本輸出入銀行に関しても

経済構造改革を支援するアンタイド・ローンが供与されている。具体的には、表附－ 1の通

りである。また、無償資金協力では 1998年度に実施したノンプロジェクト無償の供与（30億

円）が挙げられる。　

注 3 アジアの経済危機に対する日本の支援策の概略については、例えば外務省経済協力局編（1999）『わが国の政府開発援助
ODA白書下巻』の pp.5-6を参照のこと。
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表附－ 1　経済危機以降の日本の円借款とアンタイド・ローン

（最後の欄に＊のある案件は新宮澤構想の一環）

案　件　名 供与年月 供与額

（円借款） （億円）

セクター・プログラム・ローン（職業教育、保健、社会福祉分野） 1998.3 200

セクター・プログラム・ローン（灌漑、農村インフラ分野） 1998.10 500

セクター・プログラム・ローン（居住環境、教育、社会福祉、運 1998.12 1000

輸分野）

ソーシャル・セーフティー・ネット借款 1999.3 452 ＊

保健・栄養セクター開発借款（ADBとの協調融資） 1999.3 352.8 ＊

ソーシャル・セーフティー・ネット調整借款（世界銀行との協調 2000.1 719.28 ＊

融資）（内貨、燃料電力関連経費）

（アンタイド・ローン） （億ドル相当円）

輸出促進支援アンタイド・ツーステップローン 1998.6 10

IMF拡大信用供与措置とのパラレル融資 1999.3 10 ＊

ADB電力部門改革融資との協調融資 1999.3 4 ＊

第2次政策改革支援融資（世界銀行との協調融資） 2000.1 1 ＊

出所：JICA内部資料より作成。

3） 技術協力

本課題に関しては、特に財政・金融分野への支援について経済危機後大幅に拡充した。1998

年度には「アジア経済危機のための緊急人材育成プログラム」の補正予算が認められたことか

ら、この予算を活用した協力を行った。

1999年度については、新宮澤構想を初めとする日本からの資金協力と連携し、更に効果を

挙げるという観点からも技術協力を一層推進した。まず、6月にインドネシア、マレイシア、

タイに対して、財政金融分野技術支援調査団を派遣し各国の技術協力のニーズの把握を行う

とともに、本分野の専門家人材の公募・登録を行い実施体制の整備を図った。

具体的な協力内容としては、経済計画分野においては経済モデル開発の技術協力、財政分

野においては人材開発、財政地方分権化、マクロ経済分析、税務行政、付加価値税改革、関

税業務改善などの技術協力、金融・通貨政策分野では人材開発、金融調節（インフレ・ターゲ

ティング）、貿易金融、銀行部門の監督・再編、資本市場整備分野への技術協力等を実施して

いる。

本分野の技術協力の強化については前述の「東アジアの人材の育成と交流の強化のためのプ

ラン（小渕プラン）」の中でもうたわれており、今後も更に拡充していくこととしている。

（2）World Bank

世銀の経済運営安定化についての支援は、マクロ経済安定化支援、金融機関・民間企業の再
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建、金融システムの制度的基盤の強化を重点分野としている。

マクロ経済安定化支援（SAL、構造調整借款）においては、（1）通貨政策の強化による為替レー

ト、インフレ率、実質金利の安定化支援、（2）政府の歳入動員能力の改善支援、（3）食料・燃料

補助金の対象見直しを含む政府支出の削減・再調整が行われている

金融・民間企業の再建については、（1）IBRA強化、国営銀行統合・改革、経営状態の悪い銀

行の整理統合、経営状態の健全な少数の銀行への資本注入など、効果的な銀行部門の形成支援、

（2）税的・法的障害の除去や、改正破産法の効果的な運用による民間企業の自発的再編促進につ

いての支援を行っている。

効果的金融システムの制度的基盤の強化については、（1）銀行への監督能力の強化、銀行関連

の法律・規則など制度的基盤の強化、（2）資本市場に関連する政策、制度・法的基盤強化の支援

を行っている。　

（3）ADB

財政金融部門の改革については中央銀行に対して、（1）国際会計監査会社による IBRA以外の

全ての銀行の財政状態調査、（2）地域開発銀行の再構築計画策定の支援、（3）銀行監査能力強化、

等の支援を行っている。

また、大蔵省に対しては、（1）大蔵省教育訓練庁を通じたデリバティブ等の新しい金融制度に

関する職員訓練、（2）債権市場（debt market）の形成支援、（3）保険業に関する法律・規制の見直

し支援、（4）年金に関する法律・規制・制度の見直し等の支援を行っている。

民間・国営企業の改革については、（1）資本市場監督庁（BAPEPAM）へのコーポレートガバナ

ンス基準の改善支援、（2）金融開発監督委員会（BPKP）への民間・公的セクターの経営責任・透

明性等に関する法的枠組の形成支援、（3）国営企業省への国営企業のコーポレートガバナンスの

標準モデルの作成や、国営企業の民営化・再構築支援、等の支援を行っている。　　

（4）GTZ

GTZは大蔵省や中央銀行などへの協力は行っておらず、主に地方にて活動を展開している。

具体的には、西ヌサテンガラ州やスマトラの州立銀行の強化や他の小規模農村金融の改善を支

援している。

（5）CIDA

金融機関改革については、金融機関（特に大蔵省）の政策策定能力の向上（特に年金、保険、非

税収入に関する政策立案について）の支援を行っている。

国家予算・債券発行等については、中央銀行への国庫や関連統計情報に関する研修プログラ

ム実施や、大蔵省に対する対外債務政策の準備支援、歳出情報システム（Expenditure Information

System）構築の支援等を行っている。
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民間企業の再構築については、保険経理士や会計士、査定士それぞれの専門家団体の強化や

保険経理士の大学教育支援を行っている。

（6）USAID

経済運営の安定化に関する USAIDの重点分野は、銀行部門改革、企業再構築、経済運営に関

する政府能力の強化の 3分野である。

具体的な支援内容としては、（1）IBRA及び中央銀行の分析・対策立案支援による銀行部門再

編の促進、（2）独占禁止法等の商法改革による公平かつ競争的な民間セクターへの構造改革への

支援、（3）経済危機に対応し、将来同様の問題を防ぐ為の新たなマクロ経済運営方法の形成支

援、（4）政策指向の非政府研組織である CSISへの支援・協力によりコーポレートガバナンスに

ついての改善に関する政策提言、等を行っている。

（7）AusAID

銀行部門については、（1）IBRAの保有する債権の売却に関する助言、（2）大蔵省に対する国

営銀行への資本注入協定の監督業務について助言、（3）中央銀行が進める商業銀行の最終的な再

構築についての助言を行っている。

国家予算・債券発行等については、大蔵省に対して政府債券の管理の為の債券管理ユニット

の設立、能力強化を支援している。

その他の支援としては、監査制度、破産法などの商法、外国投資、通商貿易政策、統計制度、

資本市場整備、知的所有権、一般経済政策などに関する制度整備、能力強化支援を行っている。

1－3－2　ソーシャル・セーフティー・ネット（食糧、保健、教育、雇用）

（1）日本

社会的弱者対策に対する技術協力としては食糧の確保、医療の確保、雇用機会確保、教育機

会の確保の観点から 1998年度は補正予算を活用し、短期的に効果のあがる事業を集中的に進め

ていった。同時に経済危機が家計・企業、農村、教育、栄養状況、医薬品・病院経営、失業と

いう分野においての与えたインパクトに関する調査を実施し、1999年 3月ジャカルタにてセミ

ナーを開催し調査結果を公表した。

1999年度は現地国内研修、専門家派遣、NGOと連携して実施する開発福祉支援事業などによ

り、引き続き協力を実施した。特に 1999年度からは中長期的な SSNの強化に資するために SSN

サービス提供の鍵になる組織制度に焦点をあて成功例となる事例を抽出してその要因を分析す

る調査を行った。また、これら事業は既存の技術協力プロジェクトと連携しながら実施された。

無償資金協力においても食糧、保健・医療などを中心に緊急的な協力を行った他、草の根無

償資金協力で数多くの社会的弱者支援案件が実施されている。
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一方円借款では表附－ 1にある一連のプログラムローンの見返り資金の活用等によって本課

題への取り組みに協力した。

1） 食糧の確保

食糧の確保においては、1998年度には 5万トンのコメ援助（無償資金協力）及び 70万トンの

政府米貸付とその輸送費の無償資金協力による支援を行ったうえ、同援助米の流通促進のた

めの専門家派遣も行った。食糧援助は 1999年度も引き続き実施した。技術協力ではジャカル

タ周辺の農村の実態調査を行うとともに精米機器のリハビリのための助言、農機具整備のた

めの研修、優良種子の配付、統計の整備等の協力を行った。また、現地NGOと連携して、食

糧増産に資するための開発福祉支援事業も展開した。

一方、円借款においても前述のセクター・プログラム・ローン等の資金が活用された。

2） 保健医療

従来行ってきた、母子保健・栄養対策関連の技術協力に加え、経済危機に伴って従来に増

して保健医療サービスに手が届きにくくなった社会的弱者への医療対策を支援するため、円

借款、無償資金協力、専門家派遣、現地国内研修、開発福祉支援事業等多様なスキームを連

携させた協力を展開してきた。

無償資金協力では医薬品、医薬品原料、粉ミルク等の緊急無償（総額 40.2億円）を行った他、

新生児破傷風・はしか予防接種拡大計画への協力を行った。　　　

技術協力では経済危機後の栄養状況、医薬品状況、病院経営の状況とその対策についての

調査を行った他、医薬品支援のモニタリングの専門家派遣や栄養不良対策、地域助産婦の能

力向上、保健・医療サービス危機管理等の現地研修を行った。また、NGOとの連携事業では

プライマリー・ヘルス・ケア自立支援等の事業を実施した。

円借款では前述のセクタープログラムローンや保健栄養セクター開発借款の資金が活用さ

れた。

3） 教育

経済危機の中で、家庭の経済的な問題から学校へ通えなくなった子どもの復学ということ

が大きな問題とされてきたが、 JICAでもドロップアウトの現状とその対策についての調査を

実施した。具体的対応の一例として子どもへの奨学金と学校に対する補助金配布を世銀、

ADBが行ってきており、JICAでは個別専門家が世銀、ADBと連携して、上記事業の円滑な実

施を支援した。

また、初中等理数科教育拡充プロジェクトを無償資金協力と技術協力で実施するとともに

地域レベルの教育行政機能の強化等に関する計画策定のための調査を実施している。

円借款では前述のセクタープログラムローンの見返り資金が活用された。

4） 雇用対策

雇用については、失業の現状とその対策についての調査を行うとともに、中堅技術者に対
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する現地研修や南スラヴェシ州の貧困生活者のエンパワーメントについての NGOとの連携事

業を行った。

一方、円借款においても、前述のセクター・プログラム・ローン、ソーシャル・セーフティ・

ネット借款の見返り資金が活用された。

（2）World Bank

世銀では Social Safety Net Adjustment Loan（SSNAL）を始め、Policy Reform Support Loan（PRSL）、

Urban Poverty Project Loan、Kecamatan Development Program, Sumatra/Sulawesi Basic Education Loan

等を実施することにより SSNの各課題に対応を行っている。

支援策のうち、（1）食料については、貧困層の米入手の確保に重点をおいている。また、食料

政策（米補助金、食料品流通方法、BULOGの機能等）改善の支援も行っている。（2）保健医療に

ついては、各種保健衛生関連の融資により、必要不可欠な薬品確保、村落保健衛生サービスへ

のアクセス、栄養改善を支援している。（3）教育については、貧困層へ配慮した形での教育機関

への補助金、奨学金供与による高い義務教育就学率（教育へのアクセス）の維持を支援してい

る。（4）雇用の確保については、公共事業や労働集約型の村落事業による雇用の創出を支援して

いる。いずれの SSN支援策に関しても監視、実施方法（分権化、透明性確保等）改善による SSN

資金不正使用の防止を支援しているのが特徴である。

（3）ADB

（1）食料については、流通政策変更の効果的実施支援、農業普及活動の地方分権化や、農業開

発における参加型アプローチ採用の促進、園芸作物振興による輸出志向農業の支援等を行って

いる。（2）保健医療については、経済危機前に達成した保健衛生状態の維持と貧困層の保健衛生

状態の保護、地方政府の保健衛生事業実施能力の強化、分権化した保健衛生事業への資源動員

支援、リプロダクティブ・ヘルスの促進に重点を置いて活動してる。（3）教育分野においては、

経済危機前の高い就学率の維持支援、離島・貧困地域における教育の質向上、中等教育、技術

教育の強化、地方の教育分野の計画立案・管理能力向上等を支援している。（4）雇用創出につい

ては、農業農村振興に重点を置いた事業実施を行っている。

（4）ドイツ（GTZ及びKfW）

（1）食料については、東西ヌサテンガラ州での自助努力を通した貧困緩和事業や、村落栄養改

善事業を行っている。（2）保健医療については、東ヌサテンガラ州の公衆衛生システム改善事業

や、村落保健栄養プログラムを行っている。（3）教育については、基礎教育段階における理数科

教育の支援を実施している。（4）雇用創出については、基礎・職業訓練に重点おいている。
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（5）CIDA

（1）食料については、東部インドネシアの旱魃の大きな影響のあった地域に対して、緊急食料

援助を行うとともに、住民が適切な食料、水、住居、衛生を持続的に確保できるような援助を

行っている。（2）保健医療については、経済危機の影響で生産が減少した経口避妊薬（ピル）の

配布を行っている。また、州レベル公務員の能力向上、住民組織形成・強化による妊婦の健康

管理、水 /環境の衛生管理など公衆保健衛生を促進している。（3）教育については、基礎教育の

分野における支援は現在行っておらず、イスラム高等教育や東部インドネシア地域の大学支援

を行っている。（4）雇用対策については、特にそれに特化したプロジェクト等はない。

（6）USAID

（1）食料については、国際 NGO/国際機関を通じた食糧配布を行うとともに食糧価格政策を含

む食糧政策立案を支援している。（2）保健医療については、経済危機が公衆衛生や栄養状態へ与

えた影響についての調査・モニタリングを行うとおもに、母子の健康と栄養状態の保護、家族

計画の支援、HIV/AIDs などの性感染症の拡大防止の支援を行っている。（3）教育については、

back to School Program等のプロジェクトにより、経済危機の影響による就学率の低下防止の支

援を行っている。（4）雇用機会創出については、共同体提案型のインフラプロジェクトを地方政

府が全国雇用創出プログラムに適合させる際の支援をしたり、地方 /共同体の雇用創出プロジェ

クトの効果的 /効率的実施を支援している。また、支援を最も必要としている地域をインドネシ

ア政府が抽出する際に支援を行っている。更に、雇用プログラムの中で女性の参加が増加する

ように、Employment Secretariatにジェンダー専門家を配置している。

（7）AusAID

（1）食料に関する援助は、経済危機と異常旱魃による貧困層への悪影響を緩和するために共同

体レベルでの弱者（幼児など）への補助食配給や、農業施設のリハビリテーションを行ってい

る。（2）保健医療については、東部インドネシアの高い妊婦死亡率と新生児死亡率の改善を目指

して母子保健、家族計画、マラリア対策研究、結核、HUV/AIDS対策の支援を行うとともに、フ

ローレス、チモール島における給水、保健衛生の改善を行っている。（3） 教育分野での支援は

インドネシア政府の中等教育までの義務教育化及び、教育と雇用の関係性の強化という目標を

支援しており、具体的には、東ヌサテンガラ州への教育アドバイザーの派遣や、産業界と緊密

な連携のとれた職業教育推進を目的としたプロジェクトの実施、オーストラリアの高等教育機

関へ（科学、保健衛生、農業、法律、環境等の分野での）奨学生を約 700人受け入れを行ってい

る。（4）雇用創出に関しては、経済危機と異常旱魃による貧困層への悪影響を緩和するために共

同体レベルでの雇用創出活動を支援している。
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1－3－3　地方分権化

（1）日本

この課題はグッドガバナンス確立のための大きな構成要因であるとともに他の多くの分野に

対して影響を持つ重要なものとして取り組んできている。

まず、技術協力の面で、地方政府の行政能力向上を目的とした専門家派遣及びプロジェクト

方式技術協力を行ってきている。具体例としては、内務省に地域開発政策専門家を派遣すると

ともに、南スラヴェシ州政府に開発援助調整専門家を派遣し、地域のイニシアティブに基づい

た開発政策に対する助言を行うとともに、地方行政官の育成も目的としているプロジェクト方

式技術協力として、スラウェシ貧困対策支援村落開発計画プロジェクト及び南スラヴェシ地域

保健強化プロジェクトを実施している。

これらプロジェクトでは個別専門家との連携による現地研修に加え、現地の大学（ハサヌディ

ン大学）との協同による研修コースを行うなどスラヴェシ 4州をターゲットに地方政府の行政能

力の向上を図る活動を実施している。

また、地方分権化の進捗や今後の技術協力のニーズを調査するために、要請背景調査や基礎

調査を実施している。

今後は、これまで継続して行ってきているプロジェクト方式技術協力 2件及び南スラヴェシ

州への専門家派遣に加え、地方分権化に伴う地方開発行政官育成計画及び地方政府の開発政策

支援についての技術協力や、内務省地域開発総局へのアドバイザーの派遣を予定している。

（2）World Bank

地方分権化に関して世銀は GTZや UNDPの様な地方分権化全体にかかる制度・法律策定の支

援は行っておらず、地方分権化の促進に間接的に貢献する支援を行っている。世銀が地方分権

化に関して 1999年の段階で行っている支援は二つあり、一つは村民作成の開発プロポーザルに

対し郡議会を通じて資金を供与することにより、郡・村レベル政府の能力強化を計るKecamatan

Development Program（1998-2001）である。他の一つは、Municipal Learning and Innovation Loan, and

TA（1999-2001）があるが、この融資 /技術支援では、地方政府間にネットワークを形成すること

により各地方政府での経験･成功例の共有を促進する。これにより地方政府の能力向上をはか

り、地方分権化を側面的に支援することを目的としている。

（3）ADB

地方分権化支援は、ADBのガバナンス改革支援において、不正・汚職防止とともに重点分野

である。政府機能の地方への移管とともに、プロジェクト（特に SSN関係）における NGOや地

域住民組織のモニタリング、実施への参加の強化を計っている。新規中央政府の担当してきた

機能を州・県政府に移管する過程を支援し、現在実施中の案件についても同様の方向性での見
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直しを行っている。具体的には Community and Local Government Support: Sector Development Pro-

gram（CLGS: SDP）など地方分権化の全体的な過程を法的・制度的整備により支援するものと、

Decentralized Management Capacity Project や Capacity Buildings for Decentralization of the Environ-

mental Impact Assessment Process Project、Capacity Building in Urban Infrastructure Management Project

等各セクターにおける地方分権化を支援する案件の 2種類がある。

（4）UNDP

UNDPにおいては、中央レベルと地方レベル双方における議会の能力強化により地方分権化

の支援を行っている。中央レベルにおいては、国会（DPR）に対する組織・制度能力強化の協力

を行っている。地方レベルに対しては、地方分権化の過程に伴い、中央から権限の委譲される

地方議会の開発計画の策定・管理等に関する能力強化や、地方開発計画に関するニーズへの対

応能力・透明性・説明責任性の向上、さらに、地方開発における住民や NGOの参加等について

支援を行っている。

また、議会支援以外に地方開発計画や都市計画分野において、全ての地方政府が順守すべき

統一的な基準の策定について支援を行っている。

（5）GTZ

GTZでは、インドネシアにおける地方分権化政策の実施の支援を1992年より行ってきており、

現在はその第 3フェーズを実施中である。現フェーズでは、（1）地方分権化に関する政策形成支

援、（2）中央政府レベルにおける地方分権化プロセス管理の支援、（3）東西ヌサテンガラ両州政

府の貧困開発に関する政策形成・実施能力向上の支援を中心に活動を行っている。

具体的には、中央・地方政府の機能分担に関する法律・規則の策定、地方分権化後の地方政

府に対する中央政府の監督・指導方法についての規則策定、地方政府の地方開発政策能力向上

の為の大学院レベル教育、地方政府の人的資源管理に関する規則策定、東西ヌサテンガラ両州

政府の政策形成・実施能力の向上、東ヌサテンガラの地方保健サービス体制の改善、村落企業

の形成・村落間協力、村落共有地の管理など村落レベル開発アプローチの制度形成、等につい

ての協力を行っている。

（6）CIDA

CIDAの協力重点分野には地方分権化政策の支援は明確には含まれていないが、本分野への協

力は中央政府・地方政府の能力向上を計る案件が 2件存在する。一つは北スラウェシ州地方政

府の水資源開発関連組織の制度・組織的能力を向上させることを支援するものであり、他の一

つは、BAPPENASの政策立案、戦略形成、事業形成に関する能力向上を支援することにより、間

接的に地方分権化の流れを支援する案件である。
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1－3－4　ガバナンス

（1）日本

1999年 10月のワヒッド政権確立以来、インドネシアではグッドガバナンスが重要な政策課題

されているが、わが国のグッドガバナンスの改善に貢献する協力の主なものとしては次のもの

が挙げられる。まず、民主化支援としては 1999年 6月に実施された総選挙への支援として、ド

ナー調整を行った UNDPを通じた緊急無償資金協力及び総選挙管理委員会及び UNDPに対する

専門家計 20人の派遣を行った。

また、効果的・効率的な政府機能の改善強化に関しては、前述の経済運営の安定化に関する

協力や地方分権化に関する協力が挙げられる。また、市場環境整備という観点からは前述の経

済運営の安定化に関する協力の一部に加え、後述の中小企業振興に対する協力の中の制度改善

を目指すものもガバナンスを改善するための協力といえよう。行政の透明性の改善の観点から

は例えば円借款の中の前述のセクター・プログラム・ローンにおいて進捗管理・財務管理につ

いて第三者機関をモニタリング・コンサルタントとして雇用し、そのコンサルタントのもとに

州レベルの管理コンサルタントとその下のローカルモニターを置き全体を監理することとして

いる。

特に最近の動きとしては、国軍から分離されて民主警察の確立に向けて組織改革を実行中の

インドネシア国家警察に対する協力を検討するべく短期専門家を派遣した。

（2）World Bank

ガバナンスに関する世銀の重点分野については、（1）統治機構の改革、（2）司法・法制度改革、

（3）公務員制度の改革、（4）市民社会の強化の 4点が挙げられる。具体的には、世銀の全融資に

公的機関における不正・腐敗の撲滅、効率性向上、透明性の確保を不可欠な要素として含める

とともに、腐敗防止関連法案の支援をおこなっている。また、市民社会の強化による政府の

チェックやプロジェクトにおける地方分権化と住民参加の推進による透明性の向上を計ってい

る。

また、UNDP、ADBとともに Partnership to Support Governance Reform in Indonesia（詳細は UNDP

の項目を参照）を創設し、ガバナンスに関する各援助機関の支援調整を行っている。

（3）ADB

ガバナンスに関する ADBの支援の特徴として、不正・汚職の防止に力点を置いていることが

挙げられる。98年にインドネシア政府から不正・汚職防止に関する協力を要請されてから、ADB

は様々な不正・汚職対策を行っている。具体的には、（1）各セクターへの融資の際の説明責任性

や透明性改善、実施・管理の地方分権化を求めることにより不正・腐敗の減少を支援、（2）汚職

防止法の改正、（3）最高監査機関（BPKP）の組織強化への支援、（4）検察庁の能力強化への支援、
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（5）独立した不正・汚職防止委員会の設立支援、等の支援を行っている。

また、UNDP、世銀とともに Partnership to Support Governance Reform in Indonesia（詳細は UNDP

の項目を参照）を創設し、ガバナンスに関する各援助機関の支援調整を行っている。

（4）UNDP

ガバナンスに関する支援について UNDPは各ドナーの支援の調整を行っている。1999年の総

選挙ではインドネシア政府の要請のもと、各ドナー及び NGOの選挙支援の促進と調整を全選挙

プロセスに渡り担当した。

また、選挙支援後は世銀と ADBとともに Partnership to Support Governance Reform in Indonesia

を創設し、ガバナンスに関する各援助機関の支援調整を行っている。このプログラムはインド

ネシアにおけるガバナンス改革について、（1）ガバナンス改革のモデルとなるインドネシア国内

外の事例の紹介・普及を行い、（2）インドネシア政府・援助機関、NGOの活動を調整を行うと

ともに、（3）ガバナンス改革の促進に貢献する新たな活動への資金手当を行うものである。この

プログラムに含まれるガバナンス改革の内容は、司法改革、地方分権化、議会能力強化、選挙

制度改革、公務員制度改革、コーポレートガバナンス改善、市民社会強化、等が含まれる。

（5）GTZ

GTZのガバナンス支援は地方分権化支援が中心である。

（6）CIDA

CIDAによるガバナンスに関する支援は、人権保護、統治機構の改革、及び選挙支援の三つに

分類される。人権保護については、Komnas Ham（Indonesian National Human Rights Commission）

の調査・人権保護啓発等についての能力向上を支援するとともに、人権 NGOの人権問題に対処

する能力（アドボカシー能力や国内外ネットワーク強化）の向上を支援している。統治機構の改

革については、住民のニーズに対応できるように住民参加型開発を含む BAPPENASの企画・プ

ログラム化・政策形成能力について支援を行うとともに、NGOの能力強化による参加型開発の

推進を行っている。選挙支援においては、NGOの選挙監視や啓発活動に関する能力向上を支援

している。

（7）USAID

ガバナンス分野における USAIDの活動は、（1）選挙支援による民主的政府の形成、（2）啓発団

体、各専門家の協会、労働組合、住民組織等の市民社会組織による政治過程への参加支援、（3）

法律整備、法治、民主的政党育成、治安維持・国防の文民統制、等の支援による民主的かつ効

果的ガバナンスの促進、（4）報道方法や報道倫理面での能力強化による自由かつ責任あるメディ
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ア育成支援、（5）マルク、アチェ、イリアンジャヤ等における人権順守監視や仲裁・紛争管理能

力の育成支援、など 5分野における活動を行っている。

（8）AusAID

AusAIDのガバナンス支援の内容は、（1）人権保護の促進を目的とした Komnas Ham（Indonesian

National Human Rights Commission）に対する技術支援、（2）Center for Democratic Governanceの設

立によるインドネシアにおける政治的ガバナンスの改善戦略の形成、（3）総選挙における KPU

や NGOへの技術支援、等を行っている。

1－3－5　中小企業振興

（1）日本

中小企業振興は経済危機からの復興を最重要の政策課題とするインドネシア政府の経済政策

の中でも重点項目の一つとなっている。この分野の技術協力では、地場産業の振興、裾野産業

の育成、輸出振興、中小企業金融整備を支援する目的で工業商業省や協同組合・中小企業省へ

のアドバイザー派遣、中小企業診断、企業家育成、輸出振興、服装デザイン等 10以上の現地研

修、農産物加工をテーマとした本邦研修、貿易セクター人材育成や鋳造技術分野裾野産業育成

のプロジェクト、輸出振興やデザイン振興のための計画策定調査などの協力を行っている。更

に本年 1月からは早稲田大学浦田教授をハイレベルアドバイザーとしてインドネシアに派遣し

ており、包括的な中小企業振興政策を検討し、7月にインドネシア政府に対し提言を行った。今

後はこの提言を踏まえて具体的な事業を進めていく予定である。

また、資金協力では 1996年の実績であるが、小規模企業育成のための旧日本輸出入銀行のア

ンタイド・ツーステップ・ローン 530億円を供与している。

（2）World Bank

世界銀行の中小企業支援は、輸出金融の改善、中小企業育成政策の改善、企業の再構築の3分

野において行われている。

輸出金融面については、貿易金融の未整備による輸出再開の困難さの解消を目的とした公的

輸出信用の改革支援や、輸出前と輸出後それぞれに適用される貿易金融のリンケージ改善を支

援している。

中小企業振興政策の支援については、インドネシア政府に中小企業支援融資スキームの国際

的成功事例の導入を支援すると共に、適切な融資技術の促進、取引費用削減の為の方策導入、ベ

ンチャーキャピタルの改善、経営訓練組織の設立を支援している。

企業の再構築に関しては、自発的な企業再構築を促進する環境の整備に関して支援を行って

いる。具体的には、新破産法や新設の商事裁判所（Commercial Court）の運用面の有効性確保や、
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税制・法律 /規制面での障害除去等についての支援を行う。

（3）ADB

ADBは、中小企業の直面する阻害要因の排除とインセンティブ供与に貢献する制度構築に重

点を置いている。具体的には、（1）現行の融資制度の有効性の調査、現行融資制度の統廃合、市

場ベースでの融資実行、商業銀行への中小企業融資の義務化の廃止など、中小企業への融資制

度の見直しの支援を行っている。さらに、（2）許認可等の規制緩和など法的環境の改善による企

業間競争の促進、（3）国際貿易の自由化の促進、（4）融資の自由化や関税手続きの改善による外

国からの直接投資の促進、（5）政策調整メカニズムの強化、（6）Bank Export Indonesiaを通じた中

小企業向け輸出金融の支援、等の活動を行っている。

（4）GTZ

中小企業振興について GTZは、中央政府レベルで中小企業振興の制度改善に関する政策支援

を行うとともに、地方政府の中小企業振興政策への支援も行っている。また、個別課題への対

応としては、中小企業へ融資を行う銀行の能力向上や銀行監督制度の構築や、起業活動に関す

る研修の支援も行っている。

（5）CIDA

CIDAの中小企業振興支援については、二つのプロジェクトによってなる。一つは Private En-

terprise Participation Projectであり、これは中小企業経営者の経営面・技術面の能力向上及び商工

会議所の調査・情報収集能力の向上により中小企業の生産性の向上を目指す。第二はCanada-In-

donesia Technology Networkであり、これはインドネシアの中小企業とインドネシア国内及びカ

ナダの研究・開発機関（政府組織、大学、民間企業）とのネットワークの形成によりインドネシ

ア中小企業の科学・技術力を向上させることも目的とする。

（6）USAID

USAIDは中小企業振興政策の改善について様々な支援を行っている。具体的には、協同組合・

中小企業担当国務大臣府へは中小企業政策改善について、インドネシア中央銀行へは中小企業

への融資制度改善について、それぞれ技術支援アドバイザーを派遣している。また、政策提言

の為の調査事業として、イスラム金融の中小企業振興への活用に関する調査、輸出志向の中小

企業の課題の調査等を行っている。さらに、ベンチャー企業を対象とした金融機関の設立の支

援や、中小企業の製品品質向上・マーケティングの改善の支援、独占禁止法等の商法改革によ

る公平で競争のある民間セクターへの構造改革を支援している。
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（7）AusAID

ビジネス技術に関する研修をオーストラリアで実施している（詳細なし）。

1－3－6　環境保全

（1）日本

1994年の経済協力総合調査団がインドネシア政府との間で確認して以来、環境保全は重点課

題の一つとして、居住環境改善（産業公害防止を含む）及び自然環境保護の両面で協力を行って

きたが、2000年 2月の CGIにおいても引き続き重点分野であると再確認されている。

具体的には環境管理庁へのアドバイザー派遣や環境管理センタープロジェクトの実施、環境

衛生分野ではアドバイザーの派遣や水道環境衛生プロジェクトの実施、更には産業公害防止プ

ロジェクトの実施が挙げられる。

一方、1997/1998年に発生した大規模な森林火災はマレイシア、シンガポール等の近隣諸国に

まで煙害による健康被害及び社会的経済的悪影響を及ぼした。1998年 12月には日本の提唱によ

り周辺国、国際機関、ドナー等が参加する「東南アジア森林火災フォーラム」が開催され、それ

までの成果及び今後の対策について協議が行われた。また、この問題は 2000年 1月に開催され

た「森林に関するCGIフォローアップセミナー」でも協議された。本件に関しては JICAからは専

門家、プロジェクト、無償資金協力等で協力している。

2000年 2月の CGIでは森林減少問題が取り上げられ、長期目標として国家森林プログラムの

実施を通じた森林の持続可能な利用を目指すことが確認され、短期目標として不法伐採対策の

ための省庁横断的組織の設置等の項目が確認された。

森林セクターへの日本の協力としては林木育種、熱帯降雨林研究、生物多様性保全のプロ

ジェクトの実施等があるが、特に森林火災防止に関連しては森林火災防止政策アドバイザーの

派遣や森林火災予防計画プロジェクトの実施、国立公園森林火災跡地回復に関する無償資金協

力等で協力している。

（2）World Bank

世界銀行の環境分野における焦点は、水資源、森林、沿岸資源、都市部での大気汚染に関す

る管理改善にある。支援に当たっては、環境に関する組織・制度の強化、女性や社会的弱者の

ニーズへの対処、市民社会組織の強化、村落を拠点とした天然資源管理に力点が置かれる。具

体的な支援としては、（1）新しい環境保護法の効果的運用の支援、（2）火災管理を含む森林管理

の強化支援、（3）Water Sector Adjustment Loan（WATSAL）による水資源の総合的な管理の推進、

（4）村落環境基金パイロット事業による村落レベルを拠点とした環境・天然資源の管理の推進、

（5）持続可能な漁業の推進、等についての活動を行っている。
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（3）ADB

環境分野においてADBは、その活動の焦点を以前の天然資源の調査や開発計画策定から天然

資源管理へと移している。また、インドネシアの地方分権化の流れを受けて、地方政府の環境

管理能力の強化や環境管理への受益者の参加を重視している。具体的の活動の一つとして、現

在 Natural Resources Management Sector Project（1999年は技術協力 , 2000年より融資開始予定）に

おいて、（1）マングローブ林の植林 /管理支援、（2）森林火災防止支援、（3）全国規模の生物多様

性ネットワーク形成、（4）珊瑚礁の植生回復と保護支援、（5）海洋資源の調査、管理、利用計画

策定が行われている。

（4）GTZ

GTZの対インドネシア支援においては、環境分野は重点分野の一つである。特に森林分野に

おいて様々な活動を行っており、具体的には（1）東カリマンタン州の持続的森林管理の促進、

（2）林業農園省の組織能力強化、（3）西カリマンタン州での社会林業支援、（4）森林火災対策な

どを行っている。

（5）CIDA

CIDAは現在、環境分野において二つのプロジェクトを行っている。一つは熱帯降雨林の持続

的利用・管理を図る為に、東カリマンタン州にあるムラワルマン大学（UNMUL）の熱帯降雨林

管理・活用に関する研究・普及・教育能力を向上させる Kaltim Social Forestry Projectであり、他

方は BAPEDAL（環境管理庁）へ専門家を派遣し、環境政策・規制策定能力を強化すると共に大

学関連機関の訓練・研究分析能力を向上させる Collaborative Environmental Project in Indonesiaで

ある。

（6）USAID

USAIDの環境分野での協力では、自身の生活が環境資源に依存しているアクターによって最

も適切に管理されるという観点から、資源管理の責任を地方政府や村落組織に移管する方針を

採っている。具体的には、（1）違法な伐採減少や森林管理権限の地方政府への移管など森林政策

の改善に向けた助言、（2）天然資源の有効、公平、持続的な利用促進の為のNGO、村落組織、政

府組織の強化、（3）天然資源の豊富な地域での生物多様性や生態系に配慮した地域開発計画能力

の向上、（4）自然公園の持続的な保全の為に民間セクターと連携した資金調達制度の促進、等の

活動を行っている。
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（7）AusAID

97年間での経済成長の過程で環境問題が深刻化したが、AusAIDではこれに対しBAPEDAL（環

境管理庁）のデンパサールや東ジャワ地方事務所の能力強化を計画している。また、サンゴ礁の

保護や再生についての活動も開始する予定である。

2．援助実施上の留意点

2－1　援助関係者の安全確保

現状ではインドネシアの政治情勢は全般的には安定しつつあるといえるが、マルクやアチェな

ど依然不安定な治安情勢の地域もあり、援助関係者の安全確保には引き続き充分注意する必要が

ある。

2－2　住民に直接届く援助や民間企業を支援する協力の強化

上記課題、特に SSN関連においては即効性及び継続性のある協力が要求されており、現地国内

研修、ローカルコスト負担事業、開発福祉支援事業、緊急調査等を継続的かつ網羅的に実施する

必要がある。

また、インドネシアの直面する状況を踏まえれば、従来の技術移転を基本とする中期的な観点

からの人材育成に加え、住民に直接届く援助や民間企業を支援する協力が必須である。1998、1999

年度に実施、拡大方向にある現地国内研修と開発福祉支援事業はこの状況に即応したものであり、

インドネシアからも高く評価されている。インドネシア経済は、今後も厳しい状況が続くと予想

されるところ、これら直接支援型の事業を継続していくとともに、プロジェクト方式技術協力を

中心とする技術協力においても立ちあがりを早めるよう努力し、加えて、住民に直接裨益する活

動を取り入れて行く必要がある。このためには従来手薄であった NGOとの連携を強化し、また、

シニア海外ボランティアの活用をすすめることが不可欠である。また、現地ニーズに即応して行

くためにも、各スキームを組み合わせた上で一つのパッケージとして協力を行う必要性が高まっ

ている。

2－3　他の援助国・国際機関との連携及び資金協力との連携

経済危機やワヒッド新政権の樹立を契機にインドネシアにおける組織・制度改革はかつてない

速度で進んでいる。また、開発における課題についても金融・企業セクター改革、グッドガバナ

ンスの実現、地方分権化の推進など相互に関連する構造的な課題であるうえ、市民社会や NGOの
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参加といった援助における取り組みにも変化があるなど協力を効果的・効率的に進めていくため

には様々なことを視野におく必要がある。このため他の援助国・国際機関と種々のデータの共有、

事業にかかる情報の交換など従来以上に連携・協調しながら事業を進めていく必要がある。

また、日本の協力において円借款や無償資金協力案件の形成・実施における JICA専門家の参画

はこれまでも進められているところであるが、これについても旧日本輸出入銀行の部分を含め資

金協力と技術協力の連携を更に推進していく必要がある。

2－4　地方分権化への対応

インドネシア側が強力に推し進めている地方分権化政策は今後のプロジェクト形成等に大きく

影響を与えると考えられる。1999年 4月に制定された地方行政法においては、中央政府の機能は、

国防、治安、金融・財政、外交、司法の分野に縮小され、国としてのマクロな政策・戦略造りに

集中している反面、県レベルを中心とする地方政府が地域の多様性にあわせ開発計画立案の機能

を持つこととなる。地方開発に関しては世界銀行等の国際機関の強い働きかけもありインドネシ

ア側のアプローチに大きな変化が見られ、「コミュニティ・ベース・アプローチ」、「ボトムアップ

手法」をキーワードとし、今までの「トップダウン」方式からの脱却を図ろうと意図している。地

方政府の援助受け入れ能力に関しては未だ不明な点も多いが、これら地方政府の案件形成能力の

向上をはかる支援も検討しておく必要がある。

2－5　ローカルコストの負担

インドネシア政府は 2004年の均衡予算を目指し注 4、歳入を強化したり、海外の借り入れを減ら

す努力をすることとしているが、支出についても限られた予算で多くの政策課題に対応する必要

があり、援助案件のローカルコスト負担についてもかなり逼迫することが予想される。案件形成・

実施の際にはインドネシア側のローカルコスト負担について充分確認するとともに、プロジェク

トの適正規模（過大なハード投入の必要がないかなど）というものを充分考える必要がある。ま

た、活動を通じてプロジェクトの運営維持管理に必要な経費を得られる仕組みの導入を図るとと

もに、必要に応じて援助国側のローカルコストの一部負担についても検討する必要があると考え

られる。

2－6　新内閣発足に伴う省庁再編成への円滑な対応

1999年 10月に発足した内閣編成に伴い、従来の省庁構成及び所掌業務が大きく変化した。これ

に伴い既に派遣されている専門家や派遣要請のある専門家の所属先の変更、或いは業務内容の変

注 4 2000年 2月の CGIにおけるジュナイディ（Djunaedi）BAPPENAS長官の発言。
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更が生じておりインドネシア政府とも協議のうえ円滑な移行を図る必要がある。また、地方分権

化との関連で例えば、協力をしている国立の研究機関が地方政府所管に移管されることがありう

る。これにより、当該機関の設立目的に変更が生じたり、予算が縮小するようなことが考えられ

るのでそれに対する対応を考えておく必要がある。インフラストラクチャーの建設事業等におい

ては施設の完工までを中央が所管し、その後運営管理を地方政府が実施する場合が多かったが、

今後、建設自体を地方政府が所管する可能性もあり、協力の進め方に影響を与えるので留意が必

要である。
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資料 1　略式年表（1999年 3月～ 2000年 8月）

金融／財政動向 政治／社会動向

1999.3.26 日本政府、『新宮沢構想』から、日本輸出入銀行を通じアンタイドローンとして 2100億円の供与を決定。（うち 10
億米ドルは IMFとの並行借款、4億米ドルは ADBとの共同出資）また、IMF、世銀、ADBは対インドネシア追加
支援を表明。

1999.4.3 中央統計庁、3月の物価上昇率がマイナス 0.18％
に達し、1999年初めてのデフレを記録と発表。ま
た、1月から 3月の累計インフレ率は 4.08％。

1999.4.8 投資企業庁が 1999年第 1四半期に認可した海外
直接投資は5億6千万ドルと前年同期の51億ドル
から 89％落ち込んだことが明らかになった。一
方で、国内投資は前年の 16兆 9千億ルピアから
218％の大幅増を記録。

1999.4.19 中銀バンク・インドネシアは、1998年末時点の対
外債務残高は 1468億 7千万ドルと発表。

1999.4.24 インドネシアとポルトガルが、東ティモールの特別自治勘案について原則合意（5.5に調印）。
1999.5.3 中央統計庁発表によれば、今年の経済成長率は

マイナス 1.02％にとどまる見込み。4月の物価上
昇率はマイナス 0.68％と二ヶ月連続でデフレを
記録。

1999.5.10 イ政府は99/2000年度の経済成長率を0-2％、イン
フレ率を8-10％と予測し、国内経済は最悪期を脱
したとの見解を示した。

1999.5.24 世銀は 20日に対イ支援 11億米ドルの拠出を決定したが、拠出を総選挙後まで見合わせる方針を示した。IMFも
これに同様の措置をとることを明らかにした。

1999.6.1 中央統計庁は、5月の物価上昇率はマイナス 0.28
％で、三ヶ月連続のデフレを記録と発表。閣僚・
政府高官は経済回復の兆しを楽観。

1999.6.7 インドネシア総選挙投票。日本政府は選挙支援のため UNDPを通じて 348万ドルの追加援助を決定。

1999.4.11 東ティモール各地で対立激化、ベロ司教のミサ
を併合が襲撃。

1999.5.3 アチェで軍と住民が衝突。デモ隊への発砲で 18
人が死亡、81人が負傷。

1999.5.4 国会議員候補者の登録が締め切られ、ゴルカル
が最多の 902人を擁立した。

1999.5.5 インドネシアが東ティモール自治権案をポルト
ガルと正式調印。東ティモールでは国連の監督
下で、独立か自治権受け入れかを問う住民投票
の実施が決定。

1999.5.7 政府は総選挙前の治安強化を図りアチェに特別
部隊派遣。

1999.5.9 ディリで独立派と併合派の対立により、1人が死
亡。翌 10日にも衝突で 3人が死亡。

1999.5.20 ハビビ・マハティール会談。両国間の緊張緩和
へ。

1999.5.21 スハルト前大統領の資産が 150 億米ドルに上る
との報道に対し、スハルト自らが否定会見。他
方、スハルト退陣から1年にあたるこの日、ジャ
カルタ各地ではスハルト訴追を求める学生デモ
が発生、国会付近では治安部隊との衝突も。

1999.5.25 アチェで騒乱再発。4人死亡。
1999.5.31 東ティモールに警察部隊第一陣452人派遣。現地

駐留の国軍部隊を撤収し、代わりに警察部隊を
派遣するとの政府決定に基づくもので、住民投
票監視が目的。

1999.6.1 メガワティー氏、東ティモールの残留を訴える。

1999.6.7 ガリブ検事総長に収賄疑惑が浮上。大物実業家
が 4億ルピアを贈賄した疑い。

1999.6.9 ハビビ・カーター会談。内容は東ティモールの住
民投票。
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1999.6.18 IMF のフィッシャー副専務理事が闘争民主党ら
有力 5政党と会談。経済改革策の継続に合意。

1999.6.25 中央銀行のミランダ副総裁がルピア急騰に対し
て市場介入をする意図がない旨を発表。

1999.7.1 中央統計局は1999年上半期経済指標を発表、4ヶ
月連続でデフレを達成（マイナス 0.34％）、また、
5月の輸出は前月の実績をやや上回ったものの、
輸入は以前低迷。

1999.7.2 国営企業民営化による政府収入が、1999.6現在で
8兆 120億ルピアに達し今年度目標の約半分に到
達した。

1999.7.14 ヘルマン地域・地方副長官が 2000/2001年度予算
の 70％を地方に配分する予算方針について説明。

1999.7.26-27 インドネシア支援国会議（CGI）がパリで開催。1999年度の支援約束額を 58億 6千万ドルと決定。日本はそのう
ち、約 16億 7千万米ドル（約 2000億円）を供与することに。

1999.8 債権国会議「パリ・クラブ」が、インドネシアの
政府借款 26億米ドルの繰り延べで合意したこと
をギナンジャール経済・財政・産業開発調整相が
発表。

1999.8.2 中央統計局の発表。7月の物価上昇率はマイナス
1.05％で 1999年最低値を記録した。

1999.8.3 IMFが 4億 6000万米ドルの対イ支援を表明。

1999.9.3 BPSが経済指標の発表。8月の物価上昇率はマイ
ナス 0.93％で半年連続のデフレを記録。

1999.6.12 与党ゴルカルが総選挙の敗北宣言。

1999.6.21 東ティモール問題、独立派と併合派が武装解除
で合意。

1999.6.22 国連のアナン事務総長が、8月 8日に予定されて
いた東ティモールの住民投票を 2 週間延期する
ことを決定。

1999.7.4-5 東ティモールの情勢悪化。国連平和維持軍の派
兵検討へ。

1999.7第 1週 スハルト財団が地元財団から 8750億ルピアの寄
付を受領した事実が明らかになる。

1999.7.15 総選挙の最終集計結果が発表され、闘争民主党
が、2位の現与党ゴルカルに大差で勝利。

1999.7.19 アチェで治安部隊5人が死亡、フェイサル調整相
は戒厳令を示唆。

1999.7.29 国軍憲兵本部が、休職処分を受けたガリブ検事
総長の汚職容疑について証拠不充分のため無罪
と判定、捜査を打ち切る方針を明らかに。

1999.8.4-5 アチェで2日間のゼネスト、全面的な軍事撤退を
要求。他方、同州山中でゲリラ部隊の銃撃戦が発
生、9人が死亡。

1999.8.5 イスムジョコ暫定検事総長が、スハルト前大統
領の汚職調査に関し、9月末にも調査が終了する
旨を発表。

1999.8.18 スハルト前大統領の汚職調査に関して、ムラ
ディ法相が法的解決を約束。

1999.8.18 ウィラント国軍司令官がアチェの暴動鎮圧部隊
の前線からの撤退を指示。

1999.8.30 東ティモールの独立か、インドネシア残留かを
問う住民投票が実施。国連によると投票率は98.6
％に達した模様。

1999.9.1 選挙委員会が国会議席配分を承認した。総選挙
から 3ヶ月を経てのこと。

金融／財政動向 政治／社会動向
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1999.9.5 東ティモール情勢を懸念したIMFが、対イ支援停
止を警告。

1999.9.7 日本が 1998 年の ODA 実績が前年比の 14％増の
107億 7600万米ドルに達したと発表

1999.9 IMF が経済改革に関する追加覚書を協議する使
節の派遣を正式に中止。

1999.9.16 日本政府が東ティモールに 200万米ドルの援助を決定。

1999.10.1 中央統計庁が、9月のインフレ率はマイナス 0.68
％、7ヶ月連続のデフレを更新と発表。1999年 1-
9 月の累計インフレ率は過去 15 年で最低レベル
の 0.02％。

1999.10.7 現在の 150ある国営企業を将来 3分の 1に削減す
る計画をタンリ・アベン国営企業効率化担当国
務相が発表。

1999.10.15 IMFがハビビ政権下の国内経済の回復ぶりを認める発言。ただし、債務処理・投資再開は新政権後との見解。

1999.10.19 ハビビ大統領の国政責任演説が国民協議会の投票の結果、承認 322票、拒否 355票で拒否。ハビビ大統領への不
信任決議。

1999.10.20

1999.10.21 国民協議会が新副大統領にメガワティ闘争民主党総裁を選出。

1999.9.4 東ティモールの住民投票は、独立派が圧勝を治
める。同日夜から併合派民兵隊による武力活動
が開始。事態は収拾不可能に。

1999.9.5 東ティモール併合派の連合組織が住民投票の結
果の拒否を表明。

1999.9.7 ハビビ大統領が東ティモールに軍事緊急事態を
公布、事実上の戒厳令へ。

1999.9.8 東ティモールに関する国連平和維持軍の受け入
れをインドネシア政府が拒否。

1999.9.10 ウィラント国軍司令官が東ティモールに関して
国連平和維持軍の受け入れを示唆。

1999.9.11 インドネシアに関する国際的非難が高まる中、
高村外相は日本が経済制裁を科さない旨を言明。

1999.9.12 インドネシア政府、国連平和維持軍の派遣受け
入れへ。

1999.9.15 国連が東ティモールへに対して、国連平和維持
軍よりも比較的派遣が易しい多国籍軍（名称：イ
ンターフェット）を承認。

1999.9.22 アチェ特別法が成立、広範な自治権を獲得。
1999.9.23 東ティモールの戒厳令解除。多国籍軍に治安全

権を移管。
1999.9.29 東ティモールの国連暫定統治が、インドネシア

の最高意志決定機関である国民協議会の承認を
待たずに始動する方向へ。

1999.10.3 国民信託党のアミン・ライス総裁が国民協議会
議長に選出される。

1999.10.6 国民協議会全会派が、憲法改正と東ティモール
独立に合意した。他方、同日東ティモールでは多
国籍軍（インターフェット）と民兵隊が衝突し、2
人が死亡した。

1999.10.10 インターフェットとインドネシア警察が銃撃戦。
国軍の 1人が死亡したと発表。

1999.10.11 最高検察庁はスハルト前大統領の不正蓄財疑惑
に関し、証拠不充分として捜査を中止すると発
表。

1999.10.16 民兵隊がインターフェットを攻撃。銃撃戦で民
兵隊 3人が死亡。

1999.10.18 アチェで反政府ゲリラ2人射殺、軍の強硬策が続
いている。

1999.10.19 国民協議会が独立国家・東ティモールの誕生を
正式に承認。

国民協議会における投票で、第 4代大統領（1999-
2004年）にイスラム指導者のワヒッド氏が当選。
メガワティ氏を破る。

金融／財政動向 政治／社会動向
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1999.11.1 中央統計庁が 10月のインフレ率は前月比 0.06％
で、8ヶ月ぶりのインフレと発表。

1999.11.2 スディビヨ蔵相が、1999/2000年度の財政赤字が
GDP4％相当に達すると予測。

1999.11.3 ワヒッド大統領が IMFのナイス・アジア太平洋局
長と会談。支援再開を強く要請。

1999.11.10 クイック経済担当調整相が、対外債務縮小に向
けて、プロジェクトの大幅変更を含む政策転換
を行う旨を明らかにした。

1999.11 1999/2000財政年度上半期に海外から供与された
援助金が、年度予算 77兆 4000億ルピアの 30.1％
にとどまったことが明らかになった。

1999.11.19 日本政府がインドネシア政府に総額 850 億米ド
ルを無償協力資金として提供し、関係強化をは
かることに。

1999.11.23 経済改革の追加覚書、IMF と大筋で合意に達し
た。

1999.12.1 中央統計庁が 11月のインフレ率を0.25％と発表。
食料品値上げが主要因と考えらている。

1999.12.9 アジア開銀のピーター・サリバン東アジア担当副局長が、中小企業支援などのために 10-15億ドルの追加支援を
行うことを明らかにした。

1999.10.21 マルク州アンボンで武力衝突。10人死亡。
1999.10.26 マルズキ新検事総長が就任直後、スハルト元大

統領の訴追への意気込みを表明。
1999.10.27 ゴルカルにバリ銀事件の資金が流れたとの不正

献金疑惑が持ち上がる。
1999.10.29 スハルト元大統領の不正蓄財疑惑に関して、最

高検察庁が決定した捜査中止の処分取り消し訴
訟が棄却され、スハルト究明に暗雲。

1999.11.1 ワヒッド大統領が、スハルト元大統領の不正蓄
財疑惑に関する捜査の再開を承認。

1999.11.2 黒田大蔵省財務官、インドネシア訪問。両国の関
係不変を確認。

1999.11.4 国軍幹部の人事異動。ウィラント国防司令官は
政治・治安調整相へ。

1999.11.8 独立に関する住民投票を求めて、アチェで 50万
人が集会。

1999.11.13 ワシントン時間 12日昼に、ワヒッド・クリント
ン会談が実現。クリントンは、対イ支援の継続を
約束した。

1999.11.16 ワヒッド大統領訪日。小渕総理大臣と会談。小渕
総理はインドネシアの政治改革を引き続き支援
する考えを表明した。

1999.11.22 国連軍・ゲリラ・国軍が相互の直通電話を開設す
る協定に調印。東ティモール治安好転に期待が
持たれた。

1999.11.23-26 ワヒッド大統領が中東歴訪。投資を呼びかける。24
日にはパレスチナのアラファト議長と会談した。

1999.11.27 小渕総理大臣がインドネシアを訪問。二度目の
小渕・ワヒッド会談で日本は経済支援の継続を
約束。

1999.12.1 イリアンジャヤで独立要求集会。また、東ティ
モールでの人権侵害に関し、人権侵害調査委員
会が、ウィラント国防司令官ら国軍幹部の喚問
を実施すると決定。

1999.12.1-4 ワヒッド大統領が訪中。経済関係の強化を図る。
1999.12.4 アチェで反政府団体の集会開催。独立派が政府

へ宣戦布告。
1999.12.6 スハルト元大統領の不正蓄財疑惑の捜査再開。

汚職容疑を断定へ。

1999.12.12 正副大統領がマルク州アンボンを訪問し、和平
を要請した。

金融／財政動向 政治／社会動向
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1999.12 政府は世銀とアジア開銀が約束した今年度支援
の内、約 10億米ドル分をキャンセルする。債務
の削減が狙い。

1999.12月 1999/2000年度の政府債務残高が 1466億米ドルに
達する見通し。公的債務の増大が顕著。

1999.12.20 イスラエル経済使節団が来訪。当月はじめにワ
ヒッド大統領が、イスラエル投資協会が2億米ド
ルをインドネシアに間接投資する用意があるこ
とを明らかにしていたがその動きが本格化。

1999.12.22 インドネシア・韓国首脳会談。国民車計画をWTO
に抵触しない範囲で続行することを明らかにし
た。

2000.1 1999年 12月のインフレ率は 1.73％。イスラム教
の断食月明け大祭を控えて需要が拡大したため。
7ヶ月に渡るデフレの影響で 1999 年通年のイン
フレ率は 2.01％に抑えられた。

2000.1.13 シンガポールのゴー首相が訪イ。大統領に投資
促進を約束。

2000.1.18-20 アメリカの経済使節団が来イ。投資事業の継続
を約束。

2000.1.20 新年の国会初会議が開かれ、2000 年度予算案が
提出された。総額183兆 690億ルピア（歳入137兆
6950億ルピア）。財政赤字額は GDPの 5％にまで
圧縮された。また、同日、ジャカルタ訪問中のサ
マーズ米国財務長官は、国際金融機関が今後3年
間に最高 100 億米ドルのインドネシア援助を行
うと発表した。

2000.1 IMFと覚書調印。改革の継続を提言。

1999.12.16 東ティモール人権侵害委員会が、ウィラント調
整相（かつての国防司令官）ら国軍関係者の召還
を決議。

1999.12.16-17 東ティモール支援国会合、東京で開催。東ティ
モールの復興、開発の為の支援や国連東ティ
モール暫定行政機構に対する支援の今後の進め
方等について議論される。

1999.12.22 シハブ外相が、インドネシア・ポルトガル間の国
交がまもなく回復する旨を表明。（12/28に正式調
印）

1999.12.26 マルク州アンボンで再び騒乱が発生。少なくと
も 38人が死亡。

1999.12.27 アチェで反政府ゲリラが国軍と衝突。ゲリラ3人
が射殺。

1999.12.31 ワヒッド大統領が、イリアンジャヤ州をパプア
州に名称変更することに同意。ただし、独立は認
めない考え。

2000.1.11 アチェの反政府ゲリラが活発化。ゲリラ体調が
全面抗戦を宣言。

2000.1.12 黒田大蔵財務官が大統領と会談。山崎元自民党
政調会長も 14日に会談。

2000.1.12 アチェの反政府ゲリラが強硬姿勢。ワヒッド大
統領の恩赦の申し入れを拒否。

2000.1.16 アチェで反政府ゲリラ活動が強まり、国軍との
衝突で国軍兵士 20人が死亡との発表。また、マ
ルク州でも同日、住民同士の衝突が発生し、計3
人が死亡。

2000.1.17 アチェゲリラの本部を国軍が一斉攻撃。また同
日、観光地として知られるロンボク島で、イスラ
ム教徒がキリスト教会を襲撃する騒乱が発生。
マルク州でも不安定な情勢が続く。

2000.1 EUがインドネシアに対する爆薬や銃などを含む
軍事用品の輸出を再開へ。ワヒッド政権を評価
してのこと。

金融／財政動向 政治／社会動向
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2000.1.25 日本政府が 719億 2800万円の円借款についてインドネシア政府と書簡を交わした。

2000.2.1-2 インドネシア支援国会議（CGI）がジャカルタで開催。2000財政年度（3-12月）に 47億米ドルの援助を行うことを
約束した。日本はそのうち、約 15億 6千万米ドル（約 1650億円）を供与することに。

2000.2 台湾企業が 2 億米ドルの投資を生保業界に行う
ことを発表。

2000.2 中央統計庁発表によると、1月の物価上昇率は、
断食明けの物価高を背景に1.32％。インフレ傾向
が見られた事が明らかに。

2000.2.5 IMF、向こう3年間で50億米ドルの対イ支援を決
定。

2000.2.8 ラクサマナ投資担当国務相が訪日。新生インド
ネシアをアピール。

2000.2.22 ジャカルタで、インドネシアと日本の経済的連
携の強化を目的としたセミナー「21 世紀におけ
る日本・インドネシアの経済パートナーシップ
の構築に向けて」が開催。

2000.2.24 2000年度予算が国会で修正。歳入・歳出共に拡大
（歳入が 137兆 6950億ルピアから 150兆 5千億ル
ピアへ。歳出が83兆 690億ルピアから194兆 7千
億ルピアへ）。結果的には財政赤字が減少した

（45兆3730千億ルピアから44兆 2千億ルピアへ）。
2000.2.28 ジャカルタを訪問している IMF の堀口雄助アジ

ア太平洋担当局長はインドネシアの今年の経済
成長率について 3-4％に達するとの楽観的見解を
示した。

2000.3 中央統計庁発表によると、2 月の物価上昇率は
0.07％で 1 月より低下。食料品などの価格が下
がったことが影響したものと見られる。

2000.3.2 2000年度予算が成立。財政赤字を GDP4.8％に圧
縮。

2000.1.23 マルクで再び騒乱発生。少なくとも18人が死亡。
24 日にはメガワティ副大統領が同州を訪問する
も、解決の糸口見つからず。また、東ティモール
に関して、東ティモール人権侵害委員会が同日、
国軍関与の立証か可能であるとの見通しを明ら
かにした（1/31最終報告）。

2000.1.24 ダウナー豪外相が来イし、両国関係の改善に期
待している旨を述べた。

2000.1.25 ワヒッド大統領が就任以来初めて、アチェ特別
州を訪問。

2000.1.27 東ティモールと隣接州の警備を強化、民兵隊の
侵入阻止へ。

2000.2.1 アチェの反政府ゲリラが停戦に応じる声明を発
表。

2000.2.10 最高検察庁がスハルト元大統領を再召喚へ。健
康上の理由からスハルトは召喚拒否。

2000.2.14 東ティモール人権侵害への関与が取り沙汰され
ていたウィラント調整相が停職処分。同日、東
ティモールでは多国籍軍（インターフェット）が
任務を終了し（正式な任務終了は 23日）、国連平
和維持軍に権限委譲。

2000.2.19 アチェで反政府ゲリラ「アチェ自由運動」とゲリ
ラ取り締まりにあたった警察の銃撃戦が発生、
ゲリラ 3人が射殺。

2000.2.29 ワヒッド大統領が東ティモールを訪問。
2000.3.1 東ティモールで発生した人権侵害との関わりを

指摘されて、現在停職中のウィラント調整相が
国会で証言。人権侵害の責任を否定した。

金融／財政動向 政治／社会動向
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2000.3.8 中銀のインフレ予測、3-5％から 5-7％に修正。

2000.3.22-23 経団連ミッションがジャカルタ訪問。インドネ
シア経済の回復を確認。

2000.3 1999/2000 年度（3/31 まで）の国際支援拠出が停
滞。政府資金流用問題（バリ銀事件）が元凶。

2000.4.3 中央統計局が3月のインフレ率をマイナス0.45％
と発表。2000 年第 1 四半期の累計では 0.93％。
1999/2000財政年度では通算してマイナス 1.10％
のデフレであった。

2000.4.7 農産物の自給自足を目指すインドネシア政府が
アチェ特別州など 9州を農業州に指定した。
チューリッヒ保険などが出資するネット企業イ
ンドネシア・オンラインが 2000万米ドルを追加
投資する旨を発表。

2000.4.10 日本の石油公団がイリアンジャヤ州油田開発会
社の株式 50％取得。

2000.4.11 世銀がバンドンのスラム再生支援へ。

2000.4.11-13 主要債権国会議「パリクラブ」が総額 58億米ドルの公的債務の繰り延べ承認。

2000.4.17 前週末株価が大暴落した影響を受け、インドネ
シア株式市場も全面安。ジャカルタ証券取引所
総合株価指数は前週末より 4.94 ポイント安も
529.26ポイント。

2000.4.20 銀行再編庁、国営企業の債務処理に優遇措置。こ
れにより、国営企業が民間企業と同じ再編処理
を行う義務から開放された。

2000.4.23 IMF のスタンレー副専務理事がインドネシア訪
問。ワヒッド政権の支持を改めて表明。

2000.4.24 韓国が開発支援として拠出した対インドネシア
融資 3600億米ドルの返済の繰り延べに合意。

2000.4.26 24 日の閣僚更迭劇により政局不安が高まり、ル
ピア相場が1米ドル=8000ルピア台に下落。半年
ぶりの安値に、中銀が市場介入へ。

2000.5.3 中央統計庁の発表によると、4月のインフレ率は
0.56％。3月の輸出高は過去最高。

2000.3.5 東ティモールで独立派民兵が発砲、1人死亡。
2000.3.6 ワヒッド大統領がアチェ代表と会談、マレイシ

アを仲介役にすることで合意。

2000.3.13 国会がスハルト三男を召喚。
2000.3.13 国会議事堂に銃弾が撃ち込まれる事件が発生。

政治テロの気配。

2000.3.24 政府と反政府ゲリラ「アチェ自由運動」の話し合
いの気運が高まる中、国軍と「アチェ自由運動」
が銃撃戦。

2000.3.25 共産主義禁止の廃止をワヒッド大統領が提言。
2000.3.30 スハルト元大統領、最高検察庁の召還を再度拒

否。

2000.4.10 スハルト元大統領の取り調べ再開。スハルトの
健康状態を理由に 3時間半で中断。
アチェの空港で銃撃事件続き、国軍 8人が死傷。

2000.4.11 ワヒッド大統領、キューバで G77に出席。
2000.4.12 スハルト元大統領に出国禁止令。

2000.4.16 ワヒッド大統領、訪日。
2000.4.17 中部スラウェシ州ソポで暴動、3人が死亡。また、

アチェ特別州では 17人が負傷。

2000.4.18 4.22-26に開催される予定だったアチェ全体会議
が 5月下旬に延期される。

2000.4.19 東ティモールの人権侵害調査団が発足。

2000.4.24 ワヒッド大統領が、ユスフ商工相、ラクサマナ投
資・国営企業担当国務相に、辞任要請。経済改革
推進派の現在の経済閣僚チームにふさわしくな
いと判断されたため。

2000.4.26 マルズキ検事総長は、裁判所からスハルト資産
に対する差し押さえ状を受け取ったことを表明。

2000.4.29 河野・ワヒッド会談。アジアの安定確保を確認。
2000.5.2 スハルト元大統領の禁足令、20日間延長。
2000.5.3 北マルク州でイスラム過激派と国軍が衝突。4人

が死亡。
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2000.5.17 IMFと経済覚書に調印、信頼回復に期待高まる。
2000.5.17 内務省が、新規制を制定し、国営企業の経営改善

を図る旨を表明。

2000.6.2 IMF、経済改革プログラム支援を目的としたインドネシア向け融資 3億 7200万米ドルを承認。

2000.6.4 西スマトラ州ブンクル沖震源の M7.9の地震発生。住民 66人の死亡確認。
2000.6.5 中央統計庁の発表によると、5月のインフレ率は

0.84％。輸出入高は共に増加。

「バリ銀行事件」の捜査をしている最高検察庁は、
中銀のシャハリル総裁を容疑者として認定（6/21
拘留）。

2000.6.6

2000.6.7

2000.6.15 世銀ジェマルディン東アジア・太平洋地域担当副総裁が 10億米ドルの追加融資を約束。
2000.6.16 中銀は、民間債権銀行団「ロンドンクラブ」と総額 3億 4千万ドルの債権を繰り延べることで合意したことを明ら

かにした。

2000.6.20 水道・衛生向上のための1億1540万米ドルの世銀
融資契約調印。

2000.5.8 シハブ外相が、訪問先の北京でトウカセン外交
部長と会談し、政治、経済、科学、等各部門にお
ける二国間協力及び協力実現のための合同委員
会結成に関する覚書 2通に調印。

2000.5.12 アチェ停戦協定に調印。
2000.5.16 東ティモール人権侵害問題で、ウィラント調整

相が最高検察庁の取り調べを受ける

2000.5.19 メガワティ副大統領が、イリアンジャヤ州ワメ
ナでイリアンジャヤ独立組織「西パプア独立運
動」の聴衆 1000人を前に演説。

2000.5.20 ワヒッド大統領が、共産主義の解禁の必要性を
改めて主張。

2000.5.25 東ティモール人権侵害問題で、ウィラント前調
整相が最高検察庁から二度目の取り調べを受け
る。

2000.5.30 スハルト元大統領に自宅拘束措置（この前後にス
ハルトの国家予算横領の疑いが浮上）。
北スマトラ州で再度爆発物発見。東ジャワ州で
は、自動車爆発事件で二人が死傷。

2000.6 中央スラウェシのポソで紛争が続き、6月までに
住民 1000人以上が避難。また、北マルク州の紛
争も拡大の様相を見せる。

2000.6.4 パプア人民会議、イリアンジャヤの独立を宣言。

2000.6.5 スディビヨ蔵相は東ティモールからの難民を対
象に 2000年度予算からこれまでに 879億ルピア
を支出したと発表。
スハルト元大統領、自宅拘束後初の事情聴衆。

ハワード豪首相は 4 日に発生した地震被災者に
50万豪ドル（29万米ドル）の緊急支援を表明。
4 日に地震被害を受けた地域に日本の先遣調査
チームが現地入り。また 1500万円相当の援助物
資の供与を決定（6/9贈与）。

2000.6.10 ハスパラ人権担当国務相はイリアンジャヤ州で
の人権侵害の特別調査団を編成、第一陣を派遣。

2000.6.11 イ米首脳会談（ワシントン）。クリントン米大統
領はワヒッド政権への支持を表明。

2000.6.14 西カリマンタン州ポンティアナックで学生デモ
隊と治安部隊が衝突。学生 1人死亡。

2000.6.18 南ジャカルタ・マトラマンで住民衝突が再発。
2000.6.19 スハルトファミリーが資産返還の意志を示して

いることが明らかになる。
北マルク州ハルマヘラ島のガレラで宗教紛争再
発。152人が死亡。

2000.6.20 イ政府はマルク諸島の避難民向けにに少なくと
も 12000戸の住宅を建設すると発表。

金融／財政動向 政治／社会動向
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2000.6.21-23 第 2回東ティモール支援国会合。23日には 1600万米ドルの支援を決定。

2000.6.29 中銀のスバルジョ副総裁は、国内銀行の抱える
不良債権が融資総額 270 兆ルピアの 32％を占め
ていると発表。

2000.6.29 国連人間開発レポート、インドネシアは昨年の
105位から 109位へ後退。

2000.7.5 ルピア続落、1米ドル=9310ルピアと遂に9000ル
ピアを割り込む。

2000.7 地方分権化に伴う地方への予算配分が 2001 年 1
月 1日から始められることになった。

2000.7 ジャカルタ・イニシアチブが、1998年の設立以来
2000年 6月末までに、総額 38億米ドルの債務を
再編したと発表。

2000.7.12 ルピアが昨年 3 月来の安値を付ける（1 米ドル
=9405ルピア）。

2000.7.17 ドロジャトゥン・クンチョロジャクティ駐米大
使は、インドネシア政府が米国に対して民間債
務問題を巡る相互交渉を求めていることを明ら
かにした。

2000.7.19 ルピア市場がルピア高に転化。中銀が市場介入
に乗り出したためとされる。

2000.7.20 APEC経済法制度シンポジウムが開幕。
ジャカルタ・イニシアチブを通じた債務再編が、
債務総額1億ルピア以上、或いは外国債権者が関
わるケースに限られることに。

2000.7.21 インドネシア中銀、国際決済銀行に加盟。

2000.6.21 マルク州アンボンで紛争再発。兵士ら数人死傷。

2000.6.23 スハルト元大統領の長女に造林保証基金の流用
疑惑浮上。
マルク紛争激化、同地域への外部からの立ち入
り禁止令を発布。

2000.6.27 マルク（マルク州、北マルク州）に対する非常事
態宣言が午前零時より発効され、市民生活を大
幅規制。

2000.6 アチェ・イリアンジャヤ・リアウ3州が独立目指
し協力宣言。

2000.7.3-4 マルク州アンボンで武装集団が放火。
2000.7.5 インドネシア政府が、東ティモール国境制定委

員会を設立することで国連と合意。またワヒッ
ド大統領は、イリアンジャヤに関する問題でテ
イス・パプア人民会議議長と会談。中部カリマン
タンで州でクマイでは、民族紛争が発生。

2000.7 最高検が、スハルト氏の自宅拘束措置来月 10日
まで再延長。シャハリル中銀総裁の身柄拘束機
関も延長へ。

2000.7.8 東ヌサトゥンガラ州フロレス島で住民と警察が
衝突。2人が死亡。

2000.7.10 労働組合法が成立。国家治安を脅かすときには
裁判所が解散命令。

2000.7.12 ジャワ島西部で地震。マグニチュード 5.1。

2000.7.13 イリアンジャヤ州（パプア）に 1 兆 4500億ルピア
の追加予算を注入する旨を政府が発表。

2000.7.14 最高検察庁がスハルト元大統領への聴取を終え
たと発表した。

2000.7.16 アチェで発砲事件再発。機動隊員 1人が死亡。
2000.7.17 ワヒッド大統領が、北マルク州への支援強化を

約束。また同日、ワヒッド大統領はマルク地方へ
の外国軍介入の可能性を否定。
バンク・バリの国有化問題で法廷で争っていた
ルディ元頭取と銀行再編庁が和解。政府がル
ディ氏に賠償金を支払うなどの和解内容。

2000.7.20 最高検察庁は、スハルト元大統領及びスハルト
氏所有の財団の不動産の差し押さえを行った。

2000.7.21 経済閣僚の更迭問題（4/24）に関しワヒッド大統
領は国会にあてた回答文書の中で謝罪を表明。

金融／財政動向 政治／社会動向
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2000.7 中銀が旧紙幣3種の回収を決定。旧紙幣は8/21よ
り使用不可能に。

2000.7 燃料の供給不足による混乱が続き、近隣諸国は
支援を表明。市民による買い占めが状況を更に
悪化させている模様。

2000.7.27 燃料不足の解消が見られ、これに好感を持った
ルピア市場が前日までのルピア安傾向に反発。1
米ドル =8000ルピア台に回復。

2000.7.28 日本政府、東ティモールの教室再建のため、123万米ドルの資金援助。

2000.8.3 世界食糧計画（WFP）が。6830億米ドル相当のコメ、及びその他の食糧の供給を決定。
中央銀行の発表によると7月のインフレ率は1.28
％。輸出高は過去 10年間で最高額を記録。

2000.8 通信自由化、2002-2003年に前倒しの見込み。

2000.8.8 中央統計局によると、今年第2四半期の経済成長
率は 0.38％。中銀はインフレの拡大に懸念を表
明。一方、経済金融推進研究所も、中銀が設定し
た今年のインフレ目標率 3-5％の達成は困難だと
の見方を発表。一方で、国民協議会では中銀廃止
論が議論の俎上に。

2000.8.9 資産譲渡協約の見直しを国会が支持。

2000.8.11 株価が急上昇。ルピア高も続伸。

出所：PT. NEWSNET ASIA（http：//nna.asia.ne.jp/）より作成。

中国政府がインドネシアの国家主権と領土保全
の支持を表明。
東ティモール併合派が人権侵害調査に抗議。

2000.7 森林火災の煙害、カリマンタンにまで拡大。

2000.7.26 マルズキ検事総長、スハルト関連財団の汚職疑
惑を送検したと発表。

2000.8.1 マルク州アンボンで紛争が再燃。23人が死亡。
2000.8.2 東ティモールで豪兵が民兵 2人を射殺。

最高検察庁が、スハルト元大統領を被告に認定
した。8/8に起訴。国民協議会閉幕後すぐにも初
公判が行われる見通し。

2000.8.5 イリアンジャヤ州で警察と武装住民が衝突、少
なくとも 3人が負傷。アチェでも銃撃戦により、
3人死亡。

2000.8.6 東ティモール国境で豪州兵と民兵が再度衝突。
2000.8.7 国民協議会（MPR）開幕。大統領は、寛容・法の

尊重・平等を強調。また、市政報告に先立つ演説
で内閣改造を行う意向を表明。
アチェの停戦協定延長へ、インドネシア政府と
独立運動組織「アチェ自由運動」の両当事者が前
向きな姿勢を見せる。他方、マルク州アンボンで
は宗教紛争が続き兵士 1人が死亡した。

2000.8.8 スハルト元大統領起訴。拘束期間が9/6まで延長
される。ただし、自宅拘束は解除され、市外が移
出禁止措置へ。

2000.8.10 クイック経済調整相が内閣改造を見据えて辞表
を提出。ワヒッド大統領は改造後の内閣では閣
僚の 60％を政党外から登用する旨を表明。ただ
し、メガワティー副大統領との政務分配に関し
ては不透明。
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資料 2　インドネシア国家開発計画（PROPENAS）の概要

1. 名称：国家開発計画（PROPENAS: PROgram Pembangunan NASional ＝ National Development

Program）

2. 対象期間：2000年～ 2004年（中期 5ヵ年計画）

3. 基本的考え方

・新国家開発計画（Propenas）は、従来の国家開発5ヵ年計画（Repelita）に代わるものとして、1999

年 10月の国民協議会（MPR）で制定された国策大綱（GBHN）に基づき、同月に発足したワヒッ

ド新政権の下で策定作業が行われ、国会審議等を経て、2000年11月20日に「PROPENAS法（2000

年法律第 25号）」として制定された。

・Propenasは、毎年度ごとに策定される年次開発計画（Repeta）と国家予算案（APBN）において具

体的な政策として反映される。また、各実施省庁や地方政府は、Propenasを踏まえ、より具体

的な各課題・セクターや各地方の中期開発計画（Renstraや Propeda）を策定することになってい

る。

・Propenasでは、①統一国家体制の維持と民主的政治システムの確立、②法による統治・グッド

ガバナンスの実現、③経済回復の促進と持続可能かつ公平な発展基盤の強化、④国民の繁栄

や宗教・文化の増進、⑤地方開発の増進、の 5項目が国家開発計画の重要な優先政策課題と

して位置付けられている。

・Propenasのマクロ経済フレームは、基本的には 2000年 1月に IMFと合意した経済再建のため

の趣意書（LoI）及びその後の改訂趣意書（新LoI）等を踏まえて策定された（2004年度最終目標：

実質経済成長率 GDP6-7％、消費者物価上昇率 3-5％、為替 6,500-7,500Rp/US＄、公的対外債務

残高 GDP比 46％程度）。

4. Propenasの主な構成

第 1章 序文：一般概況、国家開発の展望と役割、Propenasの策定根拠、構成等

第 2章 国家開発の優先課題：統一国家体制の維持と民主化、法による統治・グッドガバナン

ス、経済回復と持続可能かつ公平な発展基盤の強化、国民の繁栄や文化・宗教の増進、

地方開発

第 3章 法務：法制度整備、KKN排除・基本的人権、法務意識の向上等

第 4章 経済：経済構造改革、経済社会基盤整備等

第 5章 政治：内政、外交、情報・メディア等

第 6章 宗教

第 7章 教育：初中等教育、高等教育、教育の質的向上、教育運営システム改善等

第 8章 社会と文化：保健医療、文化・芸術・観光、人口・女性の地位、青年・スポーツ等

第 9章 地方開発：地方分権化、地方開発の促進、地域社会機能の向上、特別地域への対応等

第10章 天然資源と環境：天然資源の活用や環境保全、情報整備、環境管理等

第11章 国防・治安
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第12章 結語

5. 策定プロセス（概要）

2月～ Bappenasで第一次案作成、国会等へ事前説明。Bappenas内部で討議。

3月～ Bappenasで第二次案作成。各実施省庁・機関、地方政府、マスメディア、学会等へ原案

提示。

4月～ Bappenasや主要都市でセミナー開催（各方面への趣旨説明等）。原案の修正等。

5月～ Bappenasで最終案作成。政府案確定。

9月～ 国会へ政府案提出、国会審議。

10月～ 2001年度の年次開発計画及び国会予算案の策定、国会審議。

11月 国会承認、PROPENAS法策定（UU Propenas）、公表。

12月 2001年度国家予算の成立。

6. 留意点

・Propenasは、従来の Repelitaとは異なり、具体的な開発計画よりも重要な国家政策課題を踏ま

えた中期的な国会開発戦略の策定に重点が置かれている。また策定プロセスが、従来のトッ

プダウンではなく、各実施省庁や地方政府、有識者等の幅広い意見も踏まえ、透明性の確保

や説明責任にも配慮している。

・Bappenasは、国家開発計画の企画・調整を行うとともに、各課題・セクター間や地方間の開

発計画の調整を行い、国家開発計画と当該諸計画との整合性を確保することが重要な役割で

ある。
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